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令和５年度部局アクションプラン（年度計画）の自己点検・評価結果の検証について 

１．制度について 

  第４期中期目標期間において、国立大学法人は、適正なガバナンスを確保するとともに、

自律的な経営力を発揮することで、我が国全体の質の高い高等教育の維持・発展に寄与す

るという社会的役割を果たしていくことがさらに求められている。 

 また、将来ビジョンに基づく持続的かつ発展的な大学経営には、評価指標の設定、各施策

の進捗管理、評価、資源配分という PDCA サイクルを実現することが不可欠である。 

 以上のような背景を踏まえ、第４期中期目標期間では、「OU マスタープラン２０２７」と

「OU アクションプラン」の下、部局が定めた「年度計画・成果指標」に基づく自己点検・評価の

結果を大学として確認・検証することで、大学の方向性に沿った取組を確認するとともに、

部局がさらに強み・特色を発揮するための支援を行うこととし、これにより部局における

PDCA サイクルを好循環させ、大学全体の教育研究活動等のさらなる発展に繋げることと

している。 

部局アクションプランの内容 

• 部局の強み・特色を活かすための基本理念

• OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画

• 「全学的に重視する指標」の数値目標

検証方法 

 各部局による「自己点検・評価シート」に基づき、主に以下の観点を踏まえて、大学（計画・

評価委員会）としての検証を行った。 

• ＯＵマスタープラン 2027 または OU アクションプランの達成に貢献しているか。

• 教育研究活動等のさらなる発展のため、部局がＰＤＣＡサイクルを自律的に回し、課題

がある場合には、今後の対応を検討し改善の方向性を示せているか。

２. OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画に係る

検証結果について

(1)大学（計画・評価委員会）としての検証結果

達成度区分 部局数 

OU マスタープラン達成に向けて、特筆すべき進捗状況にある。 ２ 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 18 

OU マスタープラン達成に向けて、順調に進んでいる。 ４ 

OU マスタープラン達成に向けては、やや遅れている。 0 

OU マスタープラン達成に向けては、重大な遅れがある。 0 
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(2) 個別の検証結果（詳細は、別紙「令和５年度自己点検・評価及び検証シート」のとおり）

○ 「OU マスタープラン達成に向けて、特筆すべき進捗状況にある。」部局の取組

部局名 優れた点 

情報科学 

研究科 

 シンポジウム開催による研究者交流・成果発表や、ネットワーキングイベント

開催による多様な部局・学内機関との連携強化等により、分野横断型の新た

な研究領域創成に係るプロジェクトを促進し、計画を上回るプロジェクト数を

実施している。

 企業等との共同研究マッチング等の取組の成果として、共同研究費受入額、

大型共同研究費受入額ともに目標値を大きく上回る実績を上げている。

 昨年度積極的に取り組んだ対面による大学訪問や、海外の学部生を対象と

したオンライン留学生セッション等が実を結び、成果指標である「留学生数」

及び「交換留学プログラム等受講者数」は計画を上回って達成している。

接合科学 

研究所 

 若手教員の割合が、数値目標を大きく上回っている。さらに、若手研究者間

の連携促進や、新規テーマの推進を目指し、1 テーマあたり最高 300 万円

を助成する新規若手研究者助成事業を設立している。

 共同研究費の受入金額が、数値目標を大きく上回っている。また、協働研究

所の新設や、国際産学連携共同研究契約の締結等、産学共創の拡大と大型

共同研究の拡充を図っている。

 ベトナム・ハノイ工科大学に設立した接合科学研究所 HUST-OU の運営や、

ベトナム溶接研究会、ベトナム材料科学アカデミーとのワークショップを開催

する等、国際研究活動を積極的に継続し、これらの活動が評価され、令和５

年度外務大臣表彰を受賞している。

３．総括 

各部局にて実施した部局アクションプランに対する自己点検・評価結果を大学（計画・評価

委員会）として確認・検証することにより、PDCA サイクルが循環され、大学全体の教育研

究活動等のさらなる発展に繋げることができていることを確認できた。 

次年度についても、引き続き本取組を実施し、大学全体の教育研究活動等のさらなる発

展に繋げることとしている。 
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部局名：人文学研究科・文学部・外国語学部 

 計画・評価委員会 検証コメント

計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 1-1-① MLE において、外国語学部提供プログラムを全学部へ展開するとともに、新たに

理学部によるプログラム提供等、国際性教育体制の強化に貢献している。

 2-2-⑤ 学内各組織との連携により、分野横断型の研究プロジェクト数が 15 件に達し、

目標の 5 件を大きく上回っている。

 3-2-② 複言語・複文化共存社会研究センターを起ち上げ、相談件数 57 件、メディエータ

ー派遣件数 32 件、メディア取材件数 5 件となる等、「外国にルーツを持つ子どもたち」と

その親たちが抱える様々な問題に対応するための基盤整備を行っている。

 5-1-① 留学生数受入数 481 名と、目標（464 名）を上回っている。

 5-6-② 女性研究者在職比率 36.80%と、目標（３５％）を上回っている。

 7-1-② 財団法人懐徳堂記念会、立命館大学文学部、中之島芸術センターと連携した公開

講座等や、文化庁との共同事業等、社学アウトリーチ活動を推進している。

【今後期待する点】 

 1-1-② 産学協働イノベーション人材育成協議会（C-ENGINE）との連携により、人文系

の研究インターンシップの幅がさらに広がることが期待される。

 1-3-① 「優秀な私費外国人留学生に対する授業料免除制度」を利用した受験生及び入学

生の追跡調査と検証により、国際交流教育プログラムのさらなる拡充が期待される。

 2-1-② 「大阪大学人文系デジタルライブラリーOUDilHum」において、貴重図書のデー

タ公開が進み、人文学の貴重文献の拠点となることが期待される。

 2-2-⑤ 令和 6 年度に予定される人文学林叢書の出版、科学研究費補助金基盤（S）を獲

得したディープラーニングを活用した芸術学分野の研究の実施等、人文社会科学分野のポ

テンシャルを活かした各取組の推進が期待される。

 5-1-① 優秀な留学生を確保するための、オンライン特別入試の実施体制の整備が期待

される。

 5-6-② 研究科DEI担当副研究科長を中心とした体制整備により、さらなるDEIの推進

が期待される。

 7-1-② 懐徳堂記念会におけるオンライン配信の継続、中之島を一つの核とする文化的コ

ンテンツの提供による地域貢献、文学部での 21 世紀懐徳堂との連携による地域プレゼン

スの向上、北大阪急行の延伸によるにおける地域との協働の促進等、引き続き社学アウト

リーチ活動全体の活性化に貢献することを期待する。

 部局の強み・特色を活かすための基本理念

（概要） 

ウイズコロナ、アフターコロナ時代において、多種多様化した価値観をもつ我々が住みやすい社会を構築するためには、「ひと」をより深く理解することが必須である。この目的のため、グロ

ーバル日本学教育研究拠点ならびに中之島芸術センター等、学内外の組織との連携のもと、人文学研究科、文学部、外国語学部の３部局は、基盤的な人文学の研究・教育を通して国際人の

育成を推進するとともに、OU マスタープラン 2027 の指針に沿って阪大型「総合知」創出を目指す。その際、理工情報系ならびに医歯薬生命系との分野横断的な教育・研究を促進する。

１．教育 

人文学研究科では、独創的かつ高水準の研究推進能力、総合的な判断力及び国際発信力を備えた専門研究者・高度専門職業人を育成するために、人文学林における共通教育科目「人文学

基礎」「デジタルヒューマニティーズ関連科目」「インターンシップ関連科目」、大学院等高度副プログラム、「マルチリンガル・エキスパート養成プログラム（MLE）」等をさらに充実させる。ま

た、国内外の大学・研究機関・自治体等との連携強化、留学・海外調査・インターンシップの支援などを推進する。さらに、他部局との連携による学際的教育を推進する。 

文学部では、高度な専門性を養うために、既存の学問領域を超えて、人文学研究科における人文学林と５専攻および、グローバル日本学教育研究拠点、中之島芸術センター、先導的学際研

究機構（OTRI）のグローバルヒストリー部門と密接に連携して、学部・大学院共通の科目設定やMLEによって、学際的教育を推進し、幅広い国際的な人文学的教養を備えるグローバルな人

材を育成する。  

国際的な人文学教育の推進に関しては、外国語によるテクスト読解に加え、国際連携室に URA を置き、留学相談のほか、留学生と日本人学生のあいだのタンデム学習、JASSO 奨学金、部

局独自の留学助成金である「ゆめ基金」といった制度的支援を整えている。また一般入試、総合型選抜入試、私費外国人留学生特別入試など複数の入試によって多様な学生を確保し、

2017 年度から導入した総合型選抜（定員 165 名のうち 30 名）は、さまざまな特質を持つ優秀な学生の獲得に成功している。 
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外国語学部では、「高度な言語運用能力」、「言語及びそれを基底とする世界各地の文化や社会に関する総合的かつ専門的な学識」、「国際的な活動を行うために必要な幅広い知識と高い教

養」、「多様な文化が複雑に交差しあう国内外のさまざまな分野と場面において諸問題の解決に広く貢献できる能力」などを備えたグローバル人材の育成に努める。その際、コロナ禍にも昨

年度以上に対応できるよう、ブレンデッド教育など新しい教育のあり方について FD などを通じて構成員に周知するよう努める。また、兼修語学・研究外国語科目 WG と学部共通科目 WG

においてカリキュラム改革の議論を開始し、5 年、10 年先を見据えた教育体制の構築に努める。MLE を学部における最初の副プログラムとして全学展開できるよう、さらに関係諸部局・機

関との積極的な議論を行う。 

人文学研究科ならびに文学部・外国語学部ともに、（ア）学術交流協定の整備、（イ）学内外の留学生派遣制度への積極的な応募の呼びかけ、（ウ）休学留学の単位認定の円滑な実施、（エ）海

外研修プログラムの充実、（オ）部局横断的なグローバル人材養成プログラムの実施など、留学を重視した教育体制の構築に努める。 

２．研究 

各専門分野における基礎研究の国際的通用性・国際的発信力を高めるとともに、応用研究ならびに開発研究への研究成果の提供に努める。この目的のため、国内外の他の大学・研究機関と

連携して人的交流・学術交流を活性化させる。また、グローバル日本学教育研究拠点ならびに中之島芸術センターと連携し、部局横断的な研究活動と国際連携に努める。さらに、全学の「国

際共同研究促進プログラム」、部局独自の研究促進プログラムの新設、運営費交付金及び科研費等によって、基礎・国際・学際の 3 方向で研究を推進し、著書・査読付き論文・国際共著論文

の増加を図る。この種の研究活動を支援する競争的資金の獲得向上を目指し、科研費セミナーの開催・申請書類のチェックを強化する。また、「若手研究者フォーラム」の開催、共同研究プロ

ジェクトの実施等、学生・若手研究者の成果公表の場を設け、研究コミュニティの形成を促進する。あわせて、デジタル化に繋がる研究成果の組織的収集と教員基礎データ・デジタルアカデミ

アへの確実な登録等の取組を強化する。

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

懐徳堂記念会、CO デザインセンター、中之島芸術センター、総合学術博物館、医学部附属病院等、学内部局との協働、自治体、博物館、美術館、劇場、企業等との連携をはかりながら、自治

体の文化・行政活動への支援、公開講座、セミナー、シンポジウムの実施等によって、研究成果の公開・発信、社会実装に努める。また、文化庁の補助事業による、アートを通した地域との連携

事業を引き続き展開する。 

また、箕面キャンパスにおいて、地域の自治体等と連携し、フィールドワークや留学等の成果を学生が広く市民に発表する場を設け、地域との交流促進を図る。毎年 7 月に行われる「大阪大

学夏まつり」への地域の様々なステークホルダーの参加、オープンキャンパスの実施、11 月末に予定されている語劇祭、生涯学習センターにおける公開講座等を企画することを通じて、教

育・研究成果を地域社会に公開する。コロナ禍における地域社会との連携および協力関係の構築について知恵を絞り、箕面キャンパスがこれまで以上に「市民に開かれたキャンパス」になる

よう努める。また、箕面市国際交流協会（MAFGA）との連携協定を結んだことにより、これまでよりも一層、市民と留学生・学部生との交流を活発化させることが期待されている。その一つ

の試みとして、複言語・複文化共存社会研究センター（Diversity & Community Engagement Research Center；DERC）を研究科附属センターとして起ち上げ、「外国にルーツを

持つ子どもたち」へのサポート体制を構築するとともに、日本社会における D&I に対する認識・理解をさらに深めることに寄与できるよう努める。 

４．グローバル化 

ウイズコロナ、アフターコロナ時代において、各専攻で開講される履修可能な外国語による授業を可視化し共有するなど、研究科としての留学生の受け入れ体制を整序する。バーチャル留

学やオンラインツールも活用しながら、教育面では英語及び諸外国語の能力の涵養と国際発信の実践、エラスムス・ムンドゥス協定（ユーロカルチャープログラム）への継続的な参画、留学（受

入れ及び派遣）支援の充実化、研究面では学部生・大学院生も参加する国際シンポジウムの開催、「国際日本研究コンソーシアム」への参画、研究拠点形成事業、大阪大学国際共同研究促進

プログラム、グローバルヒストリー等の国際的共同研究の実施と成果の発信を行う。また、戦略的な部局間交流協定の締結等を通じて、国内外の大学・研究機関との人的交流・学術交流を一

層活性化させることにより、教育研究の国際的通用性・国際的発信力を高め、人文学研究における国際的拠点の立場を確実なものとする。

５．業務運営  

2022 年４月に創設された人文学研究科では、文学研究科と言語文化研究科の異なる管理運営体制を統合し、新たな管理運営の体制を築いてきたが、メール・オンライン会議の継続、委員

会におけるペーパーレス化、各種委員会の統合・スリム化を図り、管理運営体制の効率化を実現する。また、リスク管理体制を強化するとともに、ダイバーシティ環境の改善、キャンパスハラ

スメント防止のため、FD 開催および関連委員会の体制強化を図る。

文学部では、学部・研究科間の安定的かつ円滑な連携体制と、専修を超えた文学部の一体的な運営のために、研究推進室、教育支援室、評価・広報室、国際連携室の４室と総務委員会からな

る運営組織を維持する。これによりトップダウン型とボトムアップ型の双方向的合意形成を図る。 また、アンコンシャスバイアス研修の受講、学部生を交えた女性研究者の集いの開催、ホー
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

ムページ・学部紹介冊子でのロールモデルの提示によって、ダイバーシティ環境を改善するほか、他部局との連携による部局横断的研究教育プログラムの充実をはかる。 

 

外国語学部では、2022 年４月からは従来の「講座代表者会議」を廃して「専攻語代表会議」を組織し、外国学専攻会議、言語社会専攻および日本語・日本文化専攻合同専攻会議、学部教授

会の議題整理をより円滑に行えるようにした。この体制を軌道に乗せることを目指す。また、各種委員会委員の選出は外国学専攻長および外国語学部長の指名とし、各所掌案件にこれまで

以上に円滑に対応できる体制を構築することを目指す。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-① 

 

学部共通教育

体制と国際性

涵養教育体制

の強化 

文学部では、部局独自の多様な外国語科目と高度国際性涵養科目の提供に加えて、国際連携室を置

き、学内の学習支援や、部局独自の留学支援金を含む留学支援制度、バーチャル留学等についての情

報提供をおこなう。また、部局独自の「外国語力に関する状況調査」を実施し、学生の正確な語学力を

把握する。さらに、外国語論文等発表補助、論文添削補助に加え、国際発信支援のために、ハイフレッ

クスによる国際セミナー、タンデム学習（国際教育交流センターと連携）、「グローバル人文学推進のた

めの英語集中講座」を継続・発展させる。 

 外国語能力の基準値を満たした学生の割合(学部） 

達成水準：2９.86％ 

 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 4 月より国際化業務担当教員を採用し、国際連携室

に国際化担当チームを置くことにより、アカデミック・

ライティング講座のほか、英語授業の拡充についての

検討を開始する。 

 新規に留学体験報告会を実施する。 

 ガイダンス等の機会を利用し、引き続きバーチャル留

学、短期研修等についての学内・部局内の支援につい

ての情報提供をおこなうとともに、国際連携室におけ

るきめ細やかな相談体制を維持する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 予定した施策をすべて実現した。国際セミナー、 「グローバル人文学推進のための英語集中講座」（２

クラス、20 名）、新規に開始した英語検定受験料の補助などを通じて、国際発信のための英語力獲得

を支援しており、学生の意識が確実に向上していることを受講者アンケートが裏付けている。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

かねてより部局独自の「外国語力に関する状況調査」をおこない、実態把握の努力もほぼ極限に達し

ているなかでの実質的な増加は質的な評価に値すると考える。【実績値 33.80%】 

年度計画 成果指標 

外国語学部では、MLE を学部における最初の副プログラム制度とすべく、外国語学部が提供するプ

ログラムについて全学展開を試みる。また、従来提携してきた部局との「双方向型」の単位認定も継続

し、さらにプログラムの充実を図るとともに、新規プログラム開設のため、関係諸部局・機関（特に理

系部局）との協議を引き続き行う。 

また、独自の留学支援金制度によって、日本人学生の海外派遣数を増加させる。本学や協定校等が提

供する短期語学研修、バーチャル留学への積極的参加等を学生に勧め、留学を選択肢として定着させ

る。 

 高度国際性涵養科目の提供状況 

達成水準：他部局への提供科目数（100 科目）  

 マルチリンガルプラザにおける外国語学習支援活動

の実施状況 

達成水準：MLE プログラム数（17）、参加部局・機関

数（7） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 令和 6 年度にはプログラム数をさらに２つ増やし、参

加部局も１つ増やす見込みである。学内での周知徹底
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自己評定の理由／特記事項 を図り、学部レベルでの副プログラムとしての存在価

値を高めていけるよう努力する。 【自己評定の理由】 

 高度国際性涵養教育科目の全学部への提供数は、目標の 100 科目を上回る 106 科目となった。

 MLE では計画通りに全学部への外国語学部提供プログラムの開放を実現した。また、理工情報系

部局のプログラム参加についても、新たに理学部に参入してもらうことができた。

 プログラム数についても、参加部局・機関数についても目標数をクリアすることができた。

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-② 大学院教育支

援体制の強化 

人文学研究科では、高度副プログラム及び副専攻プログラムを提供するとともに、２年目を迎える人

文学基礎や企業とのインターンシップ、歴史・地理教育プログラム、および令和５年度から本格的に始

動する中之島芸術センターとの連携等によって社会と知の統合を促進する。また、グローバル日本学

教育研究拠点との連携によって学際融合的な教育環境を整える。 

 学際融合・社会連携を指向した双翼型大学院教育シ

ステム（DWAA）に関わる教育プログラムの実施状況

(博士前期課程)

達成水準：研究科提供の高度副プログラム及び副専

攻プログラム件数（10 件）

 DWAA に関わる教育プログラムの実施状況（博士後

期課程）

達成水準：研究科提供の高度副プログラム及び副専

攻プログラム件数（7）

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 高度な専門性に加えて、グローバル化した社会が直

面する問題解決に向けて貢献できる、コミュニケーシ

ョン能力、外国語運用能力、デジタルヒューマニティー

ズ関連の能力を身に付けた人材輩出に向けて、インタ

ーンシップ担当の専任教員ならびにデジタルヒューマ

ニティーズ担当の専任教を中心に、人文学林における

高度リベラルアーツ教育の場を整備する。

 グローバル日本学教育研究拠点ならびに中之島芸術

センターとの連携を深め、社会との交流の機会を設

け、本学が実践するDWAAを本研究科において実践

する。

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 博士前期課程においては、目標どおり 11 件のプログラムを実施した。

 博士後期課程においては、6 件のプログラムを実施した。成果指標として設定した７件には達しな

かったが、連携部局としてM、Dともに５件の副専攻プログラム、6件の高度副プログラムに授業を

提供したことで、概ね目標を達成したと判断する。

 人文学林のデジタルヒューマニティーズ担当の専任教員を中心に「デジタルヒューマニティーズ科

目」の充実化を図り、幅広い専門分野の学生が履修しやすい内容を来年度から取り入れる準備をし

た。

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 日本経済新聞社ならびにパナソニックが加わり、人文系インターンシップの幅が広がった。さらにイ

ンターンシップ担当の専任教員を採用し、全学キャリアセンターとの連携を深める準備を進めた。ま

た、産学協働イノベーション人材育成協議会（C-ENGINE）との連携を構築し、人文系の研究インタ

ーンシップの可能性について検討を始めた。

 グローバル日本学教育研究拠点が展開するオナー大学院プログラム「グローバル日本学ユニット」

に科目を提供し、連携強化を図った。

 「歴史・地理教育プログラム」の初年度修了生４名（現職教員１名、令和６年度公私立教員として新規

採用３名）。

 研究科が提供した中之島芸術センターの開講科目数（もしくは令和６年度開講予定の開講科目数）

14 コマ。

主要取組 ＯＵＭＰ 年度計画 成果指標 
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番号 主要取組 

1-1-④ 自主性、指導

性、協調性な

どを培うため

の課外活動・

キャリア支援・

修学支援体制

の強化 

人文学研究科では、博士前期課程および博士後期課程を対象とする「人文学実務研究」「人文学インタ

ーンシップ」に加え、専攻・コースに即した実践的インターンシップを提供し、企業での体験を通じて、

人文学の素養を社会で生かすキャリア形成を支援する。また、大学院生を中心として若手研究者のた

めの国際セミナーを開催し、学生が自主的に英語で研究発表をし、それを論文化する機会（査読付き

プロシーディングを刊行）を与え、その過程を全面的にサポートする。 

 博士前期課程（修士課程）を対象とするキャリア支援

体制の整備状況 

達成水準：キャリア支援イベント/科目・インターンシッ

プ参加者数（75 名） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 人文学研究科におけるインターンシップ科目の、より

効果的な運用を目指し、インターンシップ担当の人文

学林専任教員を中心にキャリアセンターとの連携を

強化し、人文系インターンシップの充実化を図る。 

 主に博士後期課程の学生を対象とした人文系の研究

インターンシップを実施することが今後の課題であ

る。 

 国際セミナーは、質・規模ともに更なる拡充を図る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 企業とのインターンシップ協定先２社増加 

 キャリア支援イベント/科目・インターンシップ参加者数は８３名であった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 インターンシップ協定先のインターンシップ担当者参加のもと、インターンシップ報告会を開催し、イ

ンターンシップ参加企業との連携を深めた。 

 「歴史・地理教育プログラム」の初年度修了生４名全員を高校教育の現場に送り出した（現職教員１

名、令和６年度公私立教員として新規正規採用３名）。 

 芸術学専攻でも演習内で学生２名を京都国立近代博物館、国立国際美術館でのインターンシップに

派遣した。 

 国際セミナーに参加した学部生が、「SDGs国際学生交流プログラム2023」の一環である「大阪大

学学生動画コンテスト」にセミナーでの発表と同じテーマで応募し、最優秀賞（大阪大学総長賞）を

受賞した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-３-① 国際連携を軸

にした国際交

流教育プログ

ラムの拡充 

人文学研究科では、外国語で受講できる科目をリストアップし、５専攻の多様性を生かして、留学生の

受け入れ環境を整える。また、「エラスムス・ムンドゥス協定（ユーロカルチャープログラム）」に継続的

に参画する。人文学研究科ならびに文学部・外国語学部では、本学や協定校等が提供するオンライン

授業プログラムの履修を学生に勧め、バーチャル留学を選択肢として定着させる。留学体験報告会や

チューター制度、ニューズレターの発行により、帰国後の循環的なネットワークの維持に努める。さら

に大学院では国際学会参加に加えて、国外研究者との交流をとおして、研究者としてのネットワーク

構築を促進する。 

文学部では、グローバル人材養成のため、協定校への留学を柱とした「グローバル人文学教育促進プ

ログラム」を継続運用する。３部局ともに、帰国後の留学体験報告会やチューター制度、ニューズレター

等を発行し、帰国後の循環的なネットワークの維持に努める。 

 学部留学生在籍者数 

達成水準：留学生在籍者数（150 名） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 人文学研究科では「優秀な私費外国人留学生に対す

る授業料免除制度」のより効果的な活用のため、広報

活動を活発化させる。 自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】 

 上記に加え、「Let’s Study Abroad」を発行し留学体験の共有に務めた。また令和６年度に向け

て、留学体験報告会の準備を整えた。その他については、すべて計画の通り実行した。 

 国際学会参加や国外研究者との交流については、各研究分野での活動となるため明示的に示すこ

とが難しいが、ユーロカルチャー・プログラムには5人を受け入れるなど、留学交流は回復傾向にあ

る。また文学部・外国語学部ともに JASSO の留学奨学金を獲得するなど、細やかな留学支援を行

った。【実績値 159 名】 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 国際セミナーに参加した学部生が、「SDGs国際学生交流プログラム2023」の一環である「大阪大

学学生動画コンテスト」にセミナーでの発表と同じテーマで応募し、最優秀賞（大阪大学総長賞）を

受賞した。   

 大学院では、国際学会への参加・発表のみならず、国際共同研究に参画させ、海外の研究者と交流

しながら、国際共同研究を実施、体験させる機会を設けた。 

 本制度を利用した受験生ならびに入学生の追跡調査

と検証のための体制を構築する。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-② 研究資料・学

術情報基盤や

リポジトリを

含む各種デジ

タル・リソース

の充実化 

人文学研究科では、グローバル日本学教育研究拠点、附属図書館等と連携して、貴重な研究資料のデ

ジタル・アーカイヴ化を進める。 

 デジタル・リソースの充実による研究基盤の整備 

達成水準：計画実現に向けた作業を開始する。また、

附属図書館と連携する人文学デジタルライブラリー

の構築を開始する。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 予算的に限られた３部局においては、プラットフォー

ムの容量確保が今後の課題である。 

 デジタル化と並行して行なうべき、懐徳堂関係資料の

元本の保存・修復も課題となる。 

 OUDilHum では、今後も貴重図書のデータ公開を

進めて、人文学の貴重文献の拠点となるよう努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 人文学林のデジタルヒューマニティーズ担当の専任教員を中心に、日本学教育研究拠点の主導のも

と、資料のデジタルアーカイヴ化を推進した。また、以下のデータ整備を行った。 

附属図書館および人間文化研究機構との連携のもと、外国学専攻を中心に「大阪大学人文系デジ

タルライブラリーOUDilHum」を設置し、インドとベトナムの古典写本を公開した。ここで公開され

る文献は、海外でも入手不能な文献であり、その公開が俟たれていた。 

 懐徳堂研究センターでは、懐徳堂関係資料のデジタル化に協力するとともに、所蔵資料の調査を継

続した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 附属図書館と連携し、デジタルアーカイヴ化事業を全学的なプラットフォームに連携させ、全学的な

事業と位置付けた。 

 海外研究機関との連携のもと、デジタル化をとおして海外研究機関が保有する貴重な古典の保存

を可能にした。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-⑤ 人文社会科学

分野のポテン

人文学研究科では、デジタル・アカデミアの整備と学術推進部門を中心とする人文学林における研究

交流、グローバル日本学教育研究拠点、中之島芸術センター、OTRI のグローバルヒストリー部門との

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジ

ェクト数 
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シャルを活か

した新領域の

開拓と分野包

括的な研究戦

略の立案 

連携によって、分野包括的な研究を推進する。また、レーザー科学研究所、脳情報通信融合研究センタ

ー等と連携し、共同プロジェクトならびに関連する基礎研究を開始する。 

また、国際ジョイントラボ、研究拠点形成事業等を活用し、国際的な研究活動の拡充し、外国人研究者

が参画した研究プロジェクトの推進を図る。 

達成水準：プロジェクト数（5） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 人文学林叢書について、初刊を令和６年度に出版で

きるよう尽力する。また、それ以降の出版について詳

細を詰める必要がある。 

 大学院生を含む若手研究者を研究に積極的に参画さ

せ、新領域の開拓ならびに分野包括的な研究が永続

的に展開するための流れを整備する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 グローバル日本学研究教育拠点に所属教員が提供したプロジェクト数【4 件】 

 OTRI で所属教員が主催した研究会数【14 件】 

 分野横断型の研究プロジェクト数は１５件に達し、達成水準の５件を大きく上回った。 

 専攻を離れ、専門分野で研究科の構成員が繋がるよう、人文学林叢書の出版を準備した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

戦略会議を超えた分野横断型研究領域創成に向けた試み： 

 マサチューセッツ工科大学、CiNet、生命機能研究科、医学系研究科他と連携した国際共同研究プ

ロジェクトを開始した。 

 グローバル日本学教育研究拠点と連携しつつ、レーザー科学研究所と連携する研究プロジェクトを

実施中である。 

 ディープラーニングを活用した芸術学分野の、科学研究費補助金基盤（S）を獲得した研究を実施中

である。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 産学共創の拡

大と大型共同

研究の拡充 

人文学研究科では、箕面新キャンパスにおける「未来の教室」「未来の授業」の創造を目指したダイキン

工業株式会社との共同研究他、人文学の研究リソースの社会還元・循環を図る。 

 共同研究費受入額 

達成水準：受入額（1,100 千円） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 「未来の教室」「異文化間コミュニケーションに関する

研究」は令和６年度も引き続き行う。共同研究費では

なく受託研究費としての受け入れになるが、実質的に

は共同研究を行うことになるので、引き続き成果を

挙げられるように努力する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 ダイキン工業との共同研究が複数走っており、着実に研究を進めることができた。なお、令和 5 年

度からダイキン工業分は受託研究契約扱いになったため共同研究費は０千円であるが、受託研究

費としては 5,913 千円受け入れている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-2-② 新たな課題を

社会から基礎

研究に組織的

にフィードバ

人文学研究科・外国語学部においては、複言語・複文化共存社会研究センター（Diversity & 

Community Engagement Research Center；DERC）を起ち上げ、「外国にルーツを持つ子

どもたち」とその親たちが抱える様々な問題に対応するための基盤整備を行う。 

 各種学校、教育委員会、自治体等からの相談件数と内

容、およびその対応策 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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ックする機能

の確立と地域

社会との共創

による社会課

題解決 

  IV：計画を上回って達成している 
 引き続きメディエーターとして活動する学生や卒業生

を募り、支援体制を強化することに努める。 

 協働関係が構築できた外部諸機関・団体とは、さらに

情報共有や協力しての活動を進める。 

 支援依頼が来ても対応できない言語（ネパール語な

ど）について、今後、授業科目として開講する方法を

探り、引き続き支援言語数の増加に努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 起ち上げ初年度から非常に積極的に活動し、阪大共創 DAY にも出展、第 1 回大阪大学外国語学

部・外国学専攻シンポジウムでもパネルディスカッションを行うなど、広く社会にアピールできた。 

 外国語学部生のみならず、卒業生、教職員、また、他学部や他研究科の学生もメディエーター登録説

明会に参加し、学内においてもプレゼンスを示すことができた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 支援、講演依頼を含む相談件数は５７件、メディエーターの派遣件数は３２件、メディアの取材件数

は５件（朝日新聞大阪社会部、NHK 大阪放送局、朝日新聞大阪社会部２回目、NHK 大阪放送局２

回目、日経新聞社）であった。 

 箕面市、豊中市、池田市、高槻市、茨木市等の大阪府北摂地域だけではなく、門真市、守口市、東大

阪市、富田林市、大阪市、また、神戸市や愛知県、青森県など、多くの地方自治体の教育委員会、学

校等との協働を行い、連携することができた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-1-① 優秀な留学生

を戦略的に受

け入れるため

の学内外連携

体制の整備充

実 

人文学研究科では、「優秀な私費外国人留学生に対する授業料免除制度」を活用し、質の高い留学生

を数多く獲得するため、特別選抜、広報・リクリート活動等を組織的に進める。 文学部・外国語学部で

は、大学院進学を希望する学部留学生との事前のやりとりを合理化する。交換留学生等の非正規留

学生も引き続き、積極的に受け入れる。文学部では、大学院進学準備段階にある研究生のうち、希望

者全員にチューターをつけ、大学院への進学を促進する。また優秀な留学生獲得のための入試戦略に

ついて引き続き検討する。 

 留学生数 

達成水準：留学生数（464 名） 

 交換留学プログラム等受講者数 

達成水準：受講者数（110 名） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 「特待留学生」受け入れの初年度となる令和６年度

は、特待留学生に対する学会発表補助、研究交流等

の支援を確実に実施する。 

 さらに優秀な留学生を確保するためオンライン特別

入試の実施体制を整備する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 「優秀な私費外国人留学生に対する授業料免除制度」を活用し、研究科における専攻横断的な研究

交流を促すための「人文学研究科特待留学生制度」を整備した。 

 博士後期課程においてオンライン特別入試を開始し、優秀な外国人留学生の獲得に尽力した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ３部局全体で、目標とした 464 名を上回る、481 名の留学生を受け入れた。 

 交換留学プログラムや国際化のイベントに目標を遥かに上回る 154 名の参加者を得た。 

 「優秀な私費外国人留学生に対する授業料免除制度」を活用し、９名の優秀な私費外国人留学生を

獲得できた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

及び D＆I の

推進による研

究 領 域 の 開

拓、女性研究

者の育成 

人文学研究科では、女性限定公募による上位職採用を弾力的に運用するとともに女性教授比率を上

昇させる。また、女性研究者を取り巻く研究環境の整備やサバティカル等、研究力向上に向けた支援

を積極的に行う。その一環として、「女性研究者の集い」を開催し、女性研究者のキャリア形成につい

て意見交換する機会を設け、研究支援につなげる。 

 女性研究者在職比率 

達成水準：在職比率（35％） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 当該３部局におけるダイバーシティ環境の充実化に向

けて、女性教授比率の向上に向けた検討も含め、研究

科 DEI 担当副研究科長を置き、研究科として DEI を

推進することを検討する。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 文学部を担当する教員の公募では、女性限定公募を継続するとともに、次のフェーズを目指して、

講師以上の上位職における性別を問わない公募を再開した。その結果、同公募による新規採用予

定者のうち女性が 44%(2023 年度）を超え、ダイバーシティ環境の一定の定着を見たといえる。

また教授職についても女性教授２名（うち女性上位職比率向上施策によるもの１名）を昇任させ１名

を新規採用した。 

 女性研究者を取り巻く研究環境整備の一環として「女性研究者の集い」を引き続き開催したほか、

育児休暇等を活用しやすい環境整備に努め、育児休暇を１名が活用した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 目標を上回る女性研究者在職比率 36.80%（前年比０.54%増）、教授職比率 27.83%（前年比

1.70%増）、講師以上の上位職 35.32%（前年比 1.68%増）、助教以上 36.29%（前年比

0.87%増）を達成した。 

 今年度の女性大学院生の受賞等は以下を含む。 

  ・法律家キヨシ・ハラダ賞 銀賞（2 位） 

  ・第 17 回 スミセイ女性研究者奨励賞 

  ・第５５回 倉田奨励金 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

7-1-② ミュージアム

リンクス及び

２１世紀懐徳

堂による社学

連携の総合的

展開を軸にし

た社学アウト

リーチ活動全

体の活性化 

人文学研究科・外国語学部・文学部では、２１世紀懐徳堂や懐徳堂記念会と連携した社学アウトリーチ

活動（公開講座を中心とする）を継続する。加えて、中之島エリアにおける文化資源を活用した社学ア

ウトリーチ活動を、中之島芸術センターと連携しておこなう。 

 OU エコシステムを念頭におく継続性と発展性を踏ま

えた事業の検討及び実施並びに活動資金の獲得 

 参加者アンケートにおける満足度等や具体的意見、お

よび第三者評価における評価結果等をもとに事業の

見直し、整備 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 社学アウトリーチ活動をさらに推進するために、参加

者アンケートで好評であった公開講座のオンライン配

信の継続を検討する。その際に、コンテンツの収益化

の将来的な可能生も視野に入れる 

 中之島を一つの核とする文化的コンテンツの提供に

よって地域に貢献する。 

 文学部では、懐徳堂３００周年を機に、これまで以上

に２１世紀懐徳堂との連携を深め、地域におけるプレ

ゼンスを高める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 文学部・人文学研究科では、財団法人懐徳堂記念会と連携し、公開講座（春秋講座、古典講座）を中

心とする社学アウトリーチ活動を行った。また立命館大学文学部と「大阪・京都文化講座（８回）」を

実施した。 

 文学部・人文学研究科では、中之島芸術センターと連携して展示・ワークショップ、文化庁との共同
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事業「中之島に鼬を放つ」を行った。 

 箕面キャンパスでは従来の学生主体のイベントを2件開催し、多くの来場者があったことに加え、新

たに 2 件のイベントを新設した。いずれも多くの来場者があり、好評を博した。それぞれのイベント

については、21 世紀懐徳堂と連携して広報活動に努めた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 懐徳堂記念会と連携した公開講座に延べ 650 名の参加者を得た。 

 5 月 2 日～7 月 30 日に中之島芸術センターで開催された開館記念展覧会「アートトリップ・ナカノ

シマ̶モダン中之島コレクション・アネックス」の開催にあたり、芸術学専攻を中心に協力した。約 3

か月の間に 1500 名を超える来場者があり、改修後の中之島センターを多くの人に訪れていただ

ける絶好の機会となった。 

 文化庁「大学における文化芸術推進事業」による助成を受け、中之島芸術センター・総合学術博物館

と共同で「中之島に鼬を放つ II－大学博物館と共創するアート人材育成プログラム」を開講し、近隣

地域の諸機関と連携して社会人を主な対象にしたアートマネジメント人材の育成を行った。約 7 か

月間のプログラムで 49 名の受講生を迎え、うち 28 名に修了証を発行した。  

 上述のアート人材育成プログラムの一環で、一般公開の演劇公演や展覧会等を開催した。演劇公演

「中之島デリバティブⅡ」（10 月 21～22 日）には約 150 名、展覧会「アクセシビリティ・リサーチ・

ラボ展」（11 月 25 日～12 月 3 日）には約 1000 名、「ヤスキチ・ムラカミの世界展」（12 月 12 日

～1 月 21 日）には約 500 名の来場者があり、プログラムの成果を社会へ還元できた。 

 箕面キャンパスでは、学生主体で行った「第４２回夏まつり」、「２０２３年度語劇祭」について、２１世

紀懐徳堂と連携して広報活動に努め、学内関係者のみならず多くの一般市民にも来場していただ

けた。夏まつりには 4000 名を超える参加者があり、語劇祭には 1500 名を超える来場者があっ

た。 

 ７月２２日には「第１回さまざまな視点で世界を見る～トルコ・シリア北部地震チャリティ講演会」な

らびに「トルコ料理と箕面ビールを楽しむ会」を開催し、多くの来場者があった。在名古屋トルコ総領

事館ともタイアップし、総領事からのメッセージもいただくことができた。 

 １０月２１日には「第１回大阪大学外国語学部・外国学専攻シンポジウム～言葉を究めて世界へはば

たく」ならびに「オクトーバーフェスト in 阪大船場」を開催し、約 700 名の来場者があった。来場者

アンケートにおいて、96％の方から「満足」というご意見をいただけた。 

 箕面キャンパスで令和５年度に開催したイベントは、

全て令和６年度以降も継続開催する予定である。それ

ぞれ前年度の反省点を活かして改善しつつ、地域と

の協働という性質を前面に押し出すような形態をな

くさないように努める。特に、北大阪急行線の延伸に

より、人流が大きく変わることが予想されるため、キ

ャンパスでのリスク管理にも気配りしながら、多くの

一般市民に大学での学びの一端を見ていただけるよ

うなイベントを行っていきたい。 
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部局名：人間科学研究科・人間科学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 2-2-⑤ 情報科学研究科と連携して行っている研究交流会を実施し、CREST への教員

参画へとつなげている。また、OUMP 実現加速事業（重点領域 通称 IMPACT）の経費を

用いて他部局連携のオープンプロジェクトを立ち上げ、人文社会科学分野のポテンシャル

を活かした新領域の開拓を目指している。 

 3-2-② 生理用品配布のディスペンサーを開発し、配布活動を行う MeW プロジェクトに

ついて、新たに 2 社と協定を結び、積極的に活動を行っている。 

【今後期待する点】  

 2-2-⑤ IMPACT の活動に加えて、令和６年度からの OUMP 実現加速事業（活性化 A）

への積極的な取組が期待される。 

 3-2-② 防災や教育などに関する社学連携・社会貢献イベント等、将来の共同研究・受託

研究へとつながる部局独自の取組を引き続き実施することが期待される。また、部局独自

の取組である、大阪大学オムニサイト（OOS）協定、IMPACT オープンプロジェクトの推進

や、能登半島震災支援活動の継続が期待される。 

 社会的インパクト評価を含め、多角的な視点による評価が実現されるよう、取組が期待さ

れる。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 人間科学研究科は OU マスタープラン（OUMP）実現加速事業「誰もが生きがいを育むことができる共生社会をめざして」の実現を図る一年とする。その際、社学連携を中心としている事

業を追求しつつ、以下の人間科学研究科の理念を踏まえつつ基礎研究の充実を図る。 

 人間科学部・人間科学研究科は創立以来、文系・理系という従来の枠組みを超えた文理融合の視点を大切にしつつ、学際性、実践性、国際性の３つの理念を三位一体とする教育と研究を

推進してきた。そして「ミッションの再定義」に基づき、2016年度には、「共生学系」と「未来共創センター」が新設され、１専攻４学系プラス１センターに改組した。これにより、三位一体をより

一層強化し、グローバル化の時代に適合した人間科学の展開とともに、国内外の市民社会との連携を図る。そこでは、多様な専門領域で深められてきた「専門知」に基づき、人間科学の新た

な「統合知」を構築する。この過程と並行して、これらの領域とかかわる国内外の多様な当事者（アクター）と協働して、大学内部の知である統合知を、「共創知」へと変革することを目指す。

現実に存在する課題を見すえつつ、その改善や解決のために様々な専門知から統合知を構築し、大学外の多様なアクターとの相互作用のなかで共創知に鍛えあげるシステムを確立する。そ

して、このシステムを教育、研究、社会貢献に活かし、人類が直面している諸課題の解決方法を模索する人材の養成を目指す。 

 

１．教育 

 OUMP 実現加速事業の実現に向けて人社系オナー大学院にユニットの一つとして、「社学共創ユニット」のプログラムを制度設計する。同時に、従来進めてきた以下の事柄をさらに追求す

る。 

 広く国内外の社会的アクターと連携する人材を育成するため、学部・大学院の両方で、以下に重点をおいて改革を進める。 

 学部においては、学部英語コースの活用と英語教育の充実による日本人学生の国際性の向上を図り、未来共創センター関連活動への学部生の参加を促し学際性や社会的実践能力を養う

ことを目指す。また、大学院入試改革によって内部からの大学院への進学を促し、博士前期課程までの６年間の高等教育を前提とする、社会課題に敏感な高度職業人養成への学部生の理

解を高める。 

 大学院においては、英語教育の充実、海外での研究発表への支援を行い、国際性、学際性、実践性の向上を意図した各種プログラムやプロジェクトへの積極的参加を勧奨する。また、公認

心理師資格など高度職業人養成コースを充実させ、日本の高等教育強化に貢献する。 

 

２．研究 

 OUMP 実現加速事業の実現に向けて、オープンプロジェクトの全学化など社学連携とその社会的インパクトを視野に入れた取り組みを進めるとともに、以下の枠組みを堅持して基礎研究

の充実を図る。 

 部局内における講座や研究分野の境界を越えた研究の連携を図る一方で、国内外の優れた研究者との連携を推進することによって、学際性と国際性を一層高め、グローバル化の時代に

対応した人間科学の発展を目指す。国際化の加速のために、国際共同研究と英語による研究成果の国際的発信を継続・強化する。新型コロナウイルス感染症に代表される予測困難な健康

問題に対する人間科学的な対応など現代社会の動向を敏感に捉える視点と、基礎分野への透徹した視点をともに兼ね備えながら、そこに広く国内外の社会的アクターと連携する人材を育
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

成するシステムを導入することによって、実践性を一層高め、社会との好循環を生む。研究成果が、近代のイデオロギーと制度の限界を克服する方法の構想や、未来の人類のあるべき姿の

提示につながることを目指す。 

 

３．社会貢献（産学連携、社学連携など） 

 本部局が目指す社学共創は、誰もが生きがいを育むことができる共生社会を実現することとそのための人材を育成することである。具体的には未来共創センターが中心となって、OOS

協定および全学化されたオープンプロジェクトによって教員・学生とさまざまな市民が相互作用する場、つまり大学と社会の「結節点」を構築し、オンラインを含めてその活動を深化・継続す

ることにより、相互の啓発を図る。これは、教員・学生にとって、現場に学びながら「キャンパス外の教育研究の場」を開拓することにつながる。より一層アウトリーチ活動を充実させ、社会に

対して開かれた研究を進展させるとともに、学生の実践性とコミュニケーション能力を涵養する。 

 

４．グローバル化 

 ユネスコチェア、未来共創センター、これらに関連する各種の国際プロジェクトへの支援を通じて、教員と学生の国際的ネットワークを拡充する。学部英語コース、海外高等教育機関との交

流協定、未来共生イノベータープログラム、国際交流室を活用した学生の海外留学支援や海外からの留学生受入体制を充実させ、国境を越えた教員・学生の活動を促進する。 

 

５．業務運営 

 部局長のリーダーシップと教員のコンセンサスに基づく、柔軟で開かれた部局運営を行う。第４期中期目標計画期間中に多くの教授が定年を迎える本部局では、個別の研究分野や講座の

利害を越えた部局全体の将来を見据えた人事構想が必要である。令和２年度に設置した人事計画委員会作成のプランに基づき、若手教員、学部英語コースを見据えた外国人・D&I を実現

する多様な教員を積極的に採用・登用し、部局運営に参加させつつ、全体構想に沿った人事を遂行する。部局全体の利益と第４期中期目標および OUMP 実現加速事業の実現を見据えつ

つ、人事と財務を柔軟に運用する。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-2-③ 人文社会科学

系教育リソー

スの全学的活

用による横断

型教育体制の

構築 

1. 人文社会科学系オナー大学院プログラム（オナー大学院）教務委員会に３名の教員が参画し、プロ

グラムの理念について議論し、各種制度設計およびカリキュラム開発を行う。 

2. オナー大学院のカリキュラムに応じて、本部局から提供する独自開講科目の内容設計および既存

科目の選定の上、複数のユニットに科目を提供し、開学までのロードマップを作成する。 

 人文社会科学系オナー大学院プログラムの独自開講

科目：２科目（人間科学提供、R５年度は設計のみ） 

 人文社会科学系オナー大学院プログラムの共通科目

提供数開講科目：５科目（人間科学提供、 R５年度は選

定のみ） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 教育プログラムの実行 

 教育効果の検証と教育内容の改善 

 プログラムにおける新ユニットの追加 

 プログラムの存在の学内外へ周知 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 オナー大学院の独自開講科目 2 件（社学共創概論、社学共創フィールド実習）となり、共通科目提供

数開講科目 5 件（上記に加えて、フィールド調査法特講、コミュニティ・ラーニング特定演習、公共サ

ービス・ラーニング特定演習）となった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意）  

 プログラム事務局の運営を担当した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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2-2-⑤ 人文社会科学

分野のポテン

シャルを活か

した新領域の

開拓と分野包

括的な研究戦

略の立案 

他部局との連携による領域開発的な研究を立案するとともに、CREST などにおける大型の研究プ

ロジェクトへの参画を図る。 

【定量的指標】  

(1)-2-1 

分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジェ

クト数：４件 
各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 ３年間継続している情報科学研究科との研究交流会

を具体的なプロジェクトにつなげる 

 IMPACT に加えて、R6 年度からの OUMP 実現加

速事業（活性化 A）の活用 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 大型研究プロジェクトへの教員の参画：CREST１件、先導的人文学・社会科学研究推進事業１件、国

際共同研究加速基金(国際先導研究)１件 

 学内の他部局連携：他部局連携でのオープンプロジェクト２件、2023 年度感染症総合教育研究拠

点（CiDER）部局横断型「感染症」研究促進プログラム２件 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意）  

 情報科学研究科との研究交流会を CREST への教員の参画につなげた 

 OUMP 実現加速事業（重点領域 通称 IMPACT）の経費を用いて他部局連携のオープンプロジェ

クトを立ち上げた 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-3-① 「社会との共

創」への接続

を意識し、「＋

ELSI」、「新興

感 染 症 」 、

「PLR 」 、 「い

のち」をキー

ワ ー ド に 、

SDGs を は

じめとする社

会課題の解決

に向けた学際

研究を実施す

るための基盤

構築 

1. 附属未来共創センターにおける教員の自発的学際研究プロジェクトであるオープンプロジェクトを

全学展開する準備を行う。公募型の自発的プロジェクトについては全学に開く準備を行い 5 月頃

広報予定である。また、あらたに「社会実装型」のオープンプロジェクトを設定し、計画時から目標、

指標、評価方法を組み込んだ仕方で重点的に取り組む計画をし、2,3 の候補地を検討している。 

2. 社会ソリューションイニシアティブ（SSI）、CiDER、CO デザインセンターなどとの連携により学際

的な研究の基盤を構築する。 

1.の「社会実装型」のオープンプロジェクトは、グローバルビレッジなどで SSI や CO デザインセ

ンターとの協働で評価も含めて取り組むための準備を行っている。 

【定量的指標】 

(1)-2-1 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジ

ェクト数：12 件 

 「社会実装型」プロジェクトの件数：４件 

 

(8)-1-1 

社会技術共創研究センター、社会ソリューションイニシア

ティブなどの組織がハブとなる社会課題解決型研究プ

ロジェクト数：４件 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 社会実装型における社会的インパクト評価の方法作

成については、今年度は調査段階にとどまっており、

今後具体的な作成作業に入る予定である。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 社会的インパクト評価のための社会実装型 4 件については人間科学研究科主導で決定し、スタート

アップ型については公募によって 17 件の応募があり採択した。他部局のプロジェクトが 2 件（社会

実装型 1、スタートアップ型 1）であり、CO デザインセンター、サイバーメディアセンターと連携して

いる。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意）  
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 Menstrual Wellbeing by/in Social Design（MeW）プロジェクトによって全学の女子トイレ

に生理用品を設置し、企業と合同でディスペンサーを開発し特許申請を行うなどの成果が見られ

た。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-2-② 新たな課題を

社会から基礎

研究に組織的

にフィードバ

ックする機能

の確立と地域

社会との共創

による社会課

題解決 

附属未来共創センターを主たる窓口として防災や教育などについて自治会・地域団体・教育委員会・

自治体などと共同で研究を進める。 

【定量的指標】 

(2)-4-1 

OOS 協定の件数（25 件：令和 4 年度は 22 件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 OOS 協定、IMPACT オープンプロジェクトの推進継

続 

 能登半島震災支援活動の継続 

 社会的インパクト評価を含め、多角的な視点での成果

の評価 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  IMPACTオープンプロジェクトは、新たに社会的インパクト指標の開発を目的とした社会実装型と

して 4 事業を選択し、従来のスタートアップ型の 17 事業と合わせて２１と、前年度よりも 8 件増え

た。OOS 協定については新たに 2 団体との締結があり計 24 団体となり、さらに充実した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 生理用品配布のディスペンサーを開発し、配布活動を行う MeW プロジェクトが新たに 2 社（タマ

パック株式会社、株式会社日本電商）と協定を結び積極的に活動している。 

 未来共創センターの主導のもと、防災や教育などに関する社学連携・社会貢献イベントを計 91 件、

オープンプロジェクトとして高大連携による授業やイベントを計 12 回実施するなど、社会と大学と

の結節点を構築し、将来の共同研究・受託研究へとつながる部局独自の取り組みを推進した。 

 IMPACT のもと、能登半島震災の支援活動に取り組んだ。 
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部局名：法学研究科・法学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-⑤ ICT 等を活用した教育による授業科目が、春・夏学期は９５％（１８５科目中、175

科目）、秋・冬学期は９６％（１９８科目中、１９０科目）となり、令和５年度の目標値を大幅に

上回っている。 

 1-1-⑤ ＯＵマスタープラン実現加速事業に、法学研究科と高等司法研究科が協力して、

講義、研究会、公開講座などさまざまな研究・教育実践をオンライン・コンテンツ化して学内

外に広く提供するための基盤を構築するプロジェクトである「グローバル戦略・Diversity 

& Inclusion 戦略に基づくオンライン教育研究基盤の開発」プロジェクトが採択されてい

る。 

【今後期待する点】  

 1-1-④ 「学部学生による自主研究奨励事業」への応募数が減少していることについて、

改善に向けた実質的な対策を講じることが期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 法学研究科は、法学・政治学に関する高度な研究能力と実践的な専門知をもとに、「良きガバナンス」の構築に貢献しうる教養・専門性・国際性・デザイン力を備えた人材を育成することを

基本理念としている。法学研究科は、同規模大学の法学研究科と比較してスタッフの人数が少ない。だが、組織力と部局間連携によってリソースの限界を補い、学部から大学院博士課程に

わたる高度な教育と研究を行ってきた。 

 部局間連携について特筆すべきは、高等司法研究科、国際公共政策研究科、知的基盤総合センターなどとの連携により、他の国立大学の法学部にはない２学科制をとり、法学・政治学のみ

ならず、社会科学全般の専門教育を提供していることである。 

 組織力が機能した例としては、近年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大下において、「教務委員会」を中心にオンライン化に対応するためのマニュアルの整備や、教員向けの FD 活動

を行うことで、ブレンデッド教育を実践してきたことが挙げられる。施設面でも一層の充実を図っており、全学で推進しているブレンデッド教育のさらなる発展に寄与する。 

 研究および社会貢献に関しては、高度な専門性と実践的な知識に基づき、社会が抱える様々な課題の解決に貢献する研究を多く生み出すことを目指す。そのために、他の社会科学系部

局、社会ソリューションイニシアティブ（SSI）、社会技術共創研究センター（ELSI センター）との組織的連携の一層の強化に努める。また研究、教育両面において、グローバル化を強力に推進

していく。 

 これらの目標を実現するために、「研究推進室」、「国際交流室」、「法政実務連携センター」、「人事委員会」などの組織の整備を進め、関係部局と連携する。このことを通じて部局アクション

プランの達成を図り、OU アクションプランの達成に貢献する。 

 

１．教育 

 学部教育においては、国立大学の法学部では希有の 2 学科制度を活かし、社会科学全般にわたる知識習得を基礎とし、その現実への実践的活用を目標とした教育を引き続き展開する。

他方で法学部 3 年間と高等司法研究科 2 年間の 5 年一貫教育を前提とする法曹コースを創設してから、本年度で 5 年目を迎えることから、卒業生の動向やこれまでの教育実践を検証し、

高等司法研究科と協力して法曹コースの定着を図る。 

 大学院教育では、「現代科学技術の社会的基盤をなす法政にかかわる賢慮の追求」を指導理念とし、総合法政・研究者養成・知的財産法の３プログラムにおいて、多彩で充実した教員の陣

容を活かした教育を実施しており、今後も、高度な専門教育を行っていく。なお近年の新しい取り組みとして、社会人のリカレント教育を充実させるため、2021 年度博士後期課程入試から

「高度専門職特別選抜」を導入し、その合格者向けに長期履修制度を設置しており、その定着を図っていく。 

 学部・大学院ともに、キャリア教育にも積極的に取り組んでいる。特色ある試みとしては、教務委員会と「大阪大学法学会」が連携して、1 年次生が就職活動を終えた先輩の経験談を聞くワ

ークショップを開催したり、「学生支援室」と同窓会「青雲会」が連携して、社会で活躍する卒業生を招いて自らの経験談を語る座談会を開催したりしている。一方で、研究人材の育成にも努

めており、本学部出身の大学院生を招いて、大学院進学のワークショップも開催している。今後も、卒業生と現役学生との関係をつなぐ機会を提供できるよう努める。 

 さらに教務委員会を中心に、ブレンデッド教育の一層の充実を図る。具体的な試みとしては、2022 年度に講義自動収録配信システム（Echo360）を研究科の予算で導入し、新たに雇用

した事務補佐員による運用を開始したことがある。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 法学部・法学研究科では、これまでも学生支援室が中心となって学生支援に力を注いできたところであるが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、対面でのコミュニケーシ

ョンが減った結果、メンタル面で問題を抱える学生が増えているとの指摘がなされている。この状況を踏まえて、学生支援をさらに強化していく。 

 

２．研究 

 現代日本社会における法的・政治的問題について、その実態を正確に把握したうえで客観的・理論的な分析を行うことで、その課題の構造もしくは原因を解き明かすことを目的とした研究

を展開する。環境やジェンダー、デジタル化など現代的問題に取り組む一方で、堅実な国際比較・歴史研究・資料分析・科学的実証分析に注力する。このような研究を可能とするために、研究

推進室が中心となり、海外研究者や他大学の有力研究者を招聘するスタッフセミナーや、部局スタッフが研究報告を行うランチ・ミーティングなどを企画する。こうした場を通じて、各人が新

しい研究への刺激を得るとともに、研究課題の共有を図ることで、大型の科学研究費補助金獲得の契機になることを企図している。 

 さらに具体的な研究支援としては、研究推進室が中心となって、科研費申請書改善のための助言や、科研費で雇用した研究員等のための作業スペースを新たに設けるなどの試みを行っ

ている。また法学研究科では、他の文系部局に先駆けて URA を雇用している。URA は、主として大型の外部資金等研究費の獲得および採択後の支援やシンポジウムの企画・運営への関与

などにより、部局の研究活動を補佐するほか、コロナ禍では緊急対応としてオンラインやハイブリッドでの教育にも携わるなど、教員、事務、学生、大学本部、他部局等をつなぐ役割も果たし

ている。 

 法学研究科では、ELSI センターと協力し、「AI と法」に関するシンポジウムを開催するなど、法学のフロンティアを開拓してきた。今後も、ELSI センターをはじめとした学内外の研究者や

実務家との連携を強化し、「情報技術」をめぐる制度・社会的基盤について、法学・政治学の立場から分析および政策提言を行うことができる態勢を整えていく。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

 法学部・法学研究科は、多くの卒業生が、中央・地方の行政機関、産業界、法曹界において主要な役割を担っているという特徴を有している。この OB とのネットワークを活かして、様々な

形で社会との連携を強化する。具体的には法政実務連携センターが中心となって、中央・地方の行政実務者や法曹関係者、地域経済団体の関係者、シンクタンクの研究員、NPO 等の構成員

らとの交流の機会を様々な形で設けることとし、外部との連携を多面的に充実させていく。 

 

４．グローバル化 

 新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により、直接的な国際交流は依然として停滞を余儀なくされている。しかし、ポスト・コロナ時代を見据えてオンラインなどの手段を駆使し、

研究交流および学生交流を維持、継承していくことに尽力している。一方で、対面での交流をコロナ禍以前の水準へと回復させていくことにも取り組んでいる。 

 コロナ禍で困難ななかでも、海外に留学する学生や、法学部・法学研究科に留学する学生もいる。こうした学生に対しては、「国際交流・留学生相談室」が中心となり、国際交流担当の教員

や国際教育交流センター等と連携しつつ、留学の相談や留学生が日本で生活するうえでの相談を受け付けるなど、きめ細やかな対応をとっている。また法学会では、留学経験者を招いてワ

ークショップを開催するとともに、学生海外留学資金助成制度を設けて、学生の海外留学を促進しており、今後も、この試みを継続していく。 

 さらに、教育課程におけるグローバル化を一層強力に推進するため、国際交流室と教務委員会の協力の下、法学会の資金援助も受けながら、英語での講義を着実に実施するなど、高度国

際性涵養教育科目を充実したものにするよう努める。 

 これらの取り組みを通じて、学生の海外留学を促進するとともに、留学生の受け入れ数の増加や出身国の多様化を図る。くわえて、教員が国際的な研究交流に積極的に取り組むよう促し

ていく。 

 

５．業務運営 

 従来から積み重ねてきた高等司法研究科、知的基盤総合センター、国際公共政策研究科との連携を維持強化し、部局合同の運営委員会・「室」体制の維持、改善に努めて、関連部局間のシ

ナジー効果を発揮するように努める。組織内部では、関連する全ての教員が研究科そして大学全体の意思決定、活動にコミットするオープンガバナンスをさらに推進する。くわえて外部評

価、自己評価を活用して、公正な業務運営に努めるとともに、業務運営の効率化をより一層推進する。 

 また、構成員に女性教員も含まれる人事委員会を中心として、女性教員、若手教員の比率向上について検討を行い、その増加を図る。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-④ 自主性、指導

性、協調性な

1. 学部生に対しては、大阪大学未来基金による「学部学生による自主研究奨励事業」への応募を促す

ことにくわえて、法学部で実施している自主的な研究のサポート事業も継続して行うことで、自主

 (3)-7-1 学生の自主的な研究のサポート体制の整備

状況（自主的に研究提案を行う学生数を 40 名）（大阪
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どを培うため

の課外活動・

キャリア支援・

修学支援体制

の強化 

的な研究活動・キャリア形成活動を促進していく。具体的には、大阪大学法学会が学生の研究・学

修活動を助成する「学生研究学修支援助成」、学生支援室と青雲会（法学部同窓会）が連携して、学

部生から研究論文を公募し、優秀論文を選出して表彰する「青雲懸賞論文」、キャリア形成活動で優

れた成果を上げた学生を表彰する「青雲キャリアチャレンジ賞」といった特色ある事業を継続して

行う。 

2. 大学院生に対しても、キャリア支援・修学支援体制を強化する。具体的には、教務委員会と研究推

進室が連携して、日本学術振興会特別研究員に応募する際の支援活動を実施する。 

3. 大学院生に対して、研究分野ごとに研究会を開催し、博士論文執筆に向けた指導を複数の教員に

より実施する。 

大学未来基金「学部学生による自主研究奨励事業」、

大阪大学法学会「学生研究学修支援助成」、大阪大学

青雲会「青雲懸賞論文」に応募した学生の延べ人数） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 来年度以降も、「学部学生による自主研究奨励事業」

への応募を学生に促すとともに、「青雲懸賞論文」や

「学生研究学修支援助成」、「青雲キャリアチャレンジ

賞」といった特色ある事業を継続し、それへの参加を

学生に促していく。 

 特記事項に記載した通り、青雲懸賞論文では、ゼミの

教員が積極的に論文の提出を呼びかけ、指導を行っ

ていることが、多数の応募につながっている。この試

みを続けていきたい。 

 「学部学生による自主研究奨励事業」への応募数が減

ってきている。４月の時点で研究計画をまとめること

が難しいという事情があるようだが、４月の教授会な

どで、学生に積極的な参加を促すよう教員にお願い

などしていく。 

 大学院生のキャリア支援・修学支援についても、今年

度に引き続き、継続して実施していく。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 大阪大学未来基金「学部学生による自主研究奨励事業」への応募は、法学部学生は５名（２件）、大阪

大学法学会「学生研究学修支援助成」への応募は法学部学生８２名、法学研究科学生２名（６件）、大

阪大学青雲会「青雲懸賞論文」への応募は３３名（２６件）であり、延べ人数は１２０名（法学研究科学

生を含めると１２２名）と、目標を大幅に上回ったため。 

 「青雲キャリアチャレンジ賞」には７名の応募があった。 

 キャリア支援・修学支援体制の一環として、教務委員会と研究推進室が連携し、日本学術振興会特

別研究員に応募する際の支援活動を実施した。具体的には、研究員に採用された応募者の申請書

類を、応募者の許可を得た上、大学院生に公開するという取り組みを行った。 

 法学研究科の各専門分野で大学院生の報告を中心とした研究会を開催している。大学院生からは

博士論文のテーマに関する研究報告がなされ、それに対し複数の教員が指導・助言を行うことで、

博士論文の完成に向けた支援を行っている。 

  

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】(自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 法学部では毎年、青雲会（法学部同窓会）の支援を受けて、青雲懸賞論文の募集を行っており、優秀

論文の選定にあたっては、同窓会（法学部卒業生）と教員とで審査を行っている。応募者を増やすた

め、ゼミの教員が学生に周知するとともに、論文の執筆に際して指導することもあるなど、教員が

積極的かつ献身的に取り組んでいることが、上記の成果を生んでいる。また法学会の支援を受け

て、最優秀論文および「学生研究学習支援助成」の報告などを掲載する「まちかね法政ジャーナル」

を発行することで、学生の自発的な研究活動を促している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-⑤ 対面授業とメ

ディア授業の

併 用 に よ る

「ブレンデッ

ド」教育体制

の確立 

2023 年度からは対面講義が主流となるものの、ブレンデッド教育の普及を推進するための体制の

構築は継続して進める。 

1. 研究科の予算で導入した講義自動収録配信システム（Echo360）を、研究科で新たに雇用した事

務補佐員によって運用し、ハイフレックス型講義を充実させる。 

2. 法学部教務委員会が教員に対し、ブレンデッド教育を実施するよう呼びかける。 

3. 新入生に対して ICT 等の活用に資する説明会などを実施する。 

4. 教務係を中心に、ICT 等の活用に際して、関連機器の整備や貸し出し、機器の使用法についての説

 (3)-1-2 法学部でのブレンデッド教育実施科目の開

講状況（ICT 等を活用した教育による授業科目を全

科目の 50％以上） 
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明といった、教員へのサポートを充実させる。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅴ：計画を大きく上回って達成している 
・CLE など ICT を活用することで、より高い教育効果

が見込めるとして、ICT の活用に積極的に取り組むよ

うに教員に呼びかけている。この結果、目標を大幅に上

回る成果が実現したものと考える。今後も、こうした呼

びかけを続けていく。 

・大教室が不足している現状では、多人数参加の講義に

ついてはオンライン対面併用型での実施が不可避であ

る。今後も一定数の講義については、オンライン対面併

用型で実施を続けていくことを（続けざるを得ないと）

考えている。 

・ＯＵマスタープラン実現加速事業「グローバル戦略・

Diversity & Inclusion 戦略に基づくオンライン教育

研究基盤の開発」プロジェクトにも取り組む。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 法学部では昨年度まではコロナ対応として、原則として、オンデマンド対面併用の講義を行ってき

た。令和 5 年度からは、対面中心の講義に転換していくため、ブレンデッド教育実施科目の割合は

減ることが予測されたのだが、ＩＣＴを活用したブレンデッド教育の充実を教員に呼びかけた結果、 
ICT等を活用した教育による授業科目が、春・夏学期は９５％（１８５科目中、175科目）、秋・冬学期

は９６％（１９８科目中、１９０科目）となり、目標を大幅に上回ったため。これはオンライン・対面併用

型の授業に加え、授業支援システム（CLE）を利用して講義資料を配付したり、課題を提出させたり

することが、広く行われるようになったためだと考えられる。 

  

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】(自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

・法学研究科の予算で法経第 3 教室に Echo360 を設置し、その運用も法学研究科で新たに雇用し

た事務補佐員により行っている 。 

・ＯＵマスタープラン実現加速事業に、「グローバル戦略・Diversity & Inclusion 戦略に基づくオン

ライン教育研究基盤の開発」プロジェクトが採択された。これは、法学研究科と高等司法研究科が協力

して、講義、研究会、公開講座などさまざまな研究・教育実践をオンライン・コンテンツ化して学内外に

広く提供するためのオンライン教育研究基盤を構築するプロジェクトであり、法学研究科で充実した

ブレンデッド教育を行っていることが認められたものである。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-⑤ 社会の信頼と

負託に応える

高い倫理観を

養う FD の徹

底 

研究倫理教育を徹底し、研究活動における不正の発生件数 0 を実現する。 

1. 教員に対して研究倫理教育の受講を強く促し、受講率を向上させる。 

2. 大学院生に対しても、研究不正を犯さないよう、研究倫理教育の受講を徹底する。 

 研究活動における研究不正の発生件数 0 件 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 特記事項に記載した通り、庶務係、教務係が教員や大

学院生に研究倫理教育の受講を強く呼びかけたこと

で、受講率 100％という成果が実現されたと考え

る。 

 来年度以降も、研究倫理教育の受講を教員および大

学院生に強く促し、受講率 100％の実現を目指すと

ともに、研究活動における不正の発生件数 0 を実現

するよう努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 研究不正について発生件数 0 を実現したため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】(自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 法学研究科の教員および大学院生の研究倫理教育の受講率は、ともに 100％である。庶務係、教

務係が教員や大学院生に受講を強く促したためである。  

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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2-2-④ 研 究 環 境 整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の奨励など若

手研究者に対

する積極的な

支援 

1. 若手研究者の研究を支援するため、『阪大法学』または Osaka University Law Review に論

説を執筆する准教授を対象に、研究費の追加配分を行う。 

2. 若手研究者の研究を支援するため、サバティカル取得者の選考にあたっては、教授よりも准教授を

優先する。 

 若手研究者の雇用環境の改善、若手研究者に対する

積極的な研究支援を実施。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 来年度以降も、若手研究者の研究支援策を継続して

実施していく。 

 2023 年度には若手研究者からサバティカルの取得

希望がなかった。これはコロナの影響も大きいと考え

られるのだが、サバティカルを取得して海外で研鑽を

積むよう、若手研究者に積極的に働きかけていく。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 2023 年度では、『阪大法学』に論文を寄稿した准教授 2 名に対し、研究費の追加配分を行った。 

 サバティカルについては、2023 年度は若手研究者からの希望はなかった。 

 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-6-③ ハラスメント

防止の全学徹

底 

1. 教員に対してハラスメント研修の受講を強く促し、受講率を向上させる。 

2. 新入生に対して、大阪大学がハラスメントの発生の防止や問題の解決に真摯に取り組んでいるこ

とや、ハラスメント相談室やハラスメント相談員、学生支援室の活用等について説明する。 

 大学として対応しなければならない重大なハラスメン

ト事案（対処要請案件）数 0 件 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 特記事項に記載した通り、庶務係が教員にハラスメン

ト研修の受講を強く呼びかけたことで、受講率

100％という成果が実現されたと考える。 

 来年度以降も、ハラスメント研修の受講を教員に強く

促し、受講率 100％の実現を目指すとともに、ハラス

メント事案の発生件数 0 を実現するよう努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  ハラスメント事案の発生件数 0 を実現したため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】(自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 ・法学研究科の教員のハラスメント研修の受講率は 100％である。庶務係が教員に受講を強く促し

たためである。 
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部局名：経済学研究科・経済学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-2-①、2-2-⑤及び2-3-① マルチステークホルダーが互いに共感し合いながら自由に

選択する新しい資本主義としての共感資本主義をキーワードとして、OUマスタープラン実

現加速事業への申請を行い、採択されている。また、DWAA に資する科目として、「経済発

展」および「地域ではぐくむこどもと未来：共創ネットワークの実践と理論」の 2 科目を新た

に提供し、令和５年度の目標値を上回る実績を上げている。 

 5-1-① 留学生数及び交換留学プログラム参加者数ともに、令和５年度の目標値を大きく

上回る実績を上げている。 

【今後期待する点】  

 1-2-①、2-2-⑤及び 2-3-① 採択された OUMP 実現加速事業を着実に推進していく

ことが期待される。 

 1-3-① 英語コース合格者のうち入学手続きする学生比率の向上が期待される。 

 5-1-① 留学生の受入数に加え、交換留学プログラムの派遣者数の増加に向けた取組を

実施することが期待される。  

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 経済学研究科は、我が国の経済学研究をリードしている高い研究水準と多様性のある教員組織の強みを生かし、「温かい心と冷静な頭脳」をもった人材を育成するとともに、「経世済民」

の精神に則った社会貢献を進める。特に、教育・研究・社会貢献をグローバルな意識と人的交流の中で進化させることに重点を置き、それを推進するための業務運営体制を整える。 

 

 

１．教育 

 学部については、勉学意欲や成績に対する意識を高め、大学院への進学率向上も含め、学生一人一人の潜在能力をさらに引き出す教育を開発し実施する。博士前期課程では、先端知識と

高度教養の修得および高度国際性の涵養を可能とする教育体制を整備するとともに、そのような教育体制に相応しい資質を持った学生の受け入れを進める。博士後期課程については、研

究者の育成を中心としながら、多様なキャリア支援を充実させることにより、入学志願者および 10 月入学を含む入学者の増加を図る。 

 

 

２．研究 

 研究者（特に若手研究者）の研究時間を確保することを最重要課題とし、その上で、国内外の有力な大学や研究機関との交流を深め、研究環境の向上を図る。また、科学研究費等外部資金

の獲得によって研究支援体制を強化する。 

 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

  経済学部同窓会やオープン・ファカルティ・センター等の部局内組織を活用し、また、関西経済連合会やアジア太平洋研究所等の学外団体、民間企業や官公庁といった組織との連携を強

め、産業界や社会との双方向の関係を築く。 

 

 

４．グローバル化 

 海外の一流大学（ロンドン大学、ブリティッシュコロンビア大学、チュラロンコン大学、台湾大学など）との実質を伴う交流を拡げることによって、教育と研究の両面におけるグローバル化を

促進する。特に、日本人学生の海外派遣数の向上を目指す。 

 

 

５．業務運営 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 女性教員を増やすなど、教育・研究・社会貢献・グローバル化を、多様性のあるオープンな体制によって進めるとともに、部局内の委員会を統廃合すること、各種会議時間の短縮などによ

り、効率的で生産的な業務運営体制を整備する。 

 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-2-③ 人文社会科

学系教育リソ

ー ス の全 学

的活用によ

る横断型教

育体制の構

築 

人文社会科学系オナー大学院プログラム運営委員会や人文社会科学系オナー大学院プログラム教務

委員会を立ち上げ、2024 年度開始を目指して、同プログラムの具体的なカリキュラム、運営体制の

検討を行い、詳細設計を進める。 

 人文社会科学系オナー大学院プログラムの運用のた

めのカリキュラムの詳細設計（講義科目、選抜方法、評

価方法など） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 R6 年 4 月スタートのユニットはいずれも人文系のユ

ニットとなった。R6 年度は経済系など社会科学系の

ユニットを検討すべきだと考える。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 R5 年度は人文社会科学系オナー大学院プログラムの教務委員会において、令和 6 年 4 月スター

トとなる 2 ユニットが決まり、学生募集が始まったことなど大きな進捗があったため上記の評価と

した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 同オナープログラムのウェブサイトを開設し 、プログラムの広報や募集を行った。

https://www.hsshonor.osaka-u.ac.jp/ 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-2-① 

2-2-⑤ 

2-3-① 

・ 「知と知の

融合」、「学際

融合」や「社

会と知の統

合」科目の充

実のための

Double 

Wing 

Academic 

Architectu

re 構想の定

着化 

・人文社会科

学分野のポ

テンシャルを

社会ソリューションイニシアティブ（SSI）、国際公共政策研究科（OSIPP）などと共同しながら、社会

的課題を解決するための学際研究を進める。マルチステークホルダーが互いに共感し合いながら自由

に選択する新しい資本主義としての共感資本主義をキーワードとして OU マスタープラン実現加速事

業への申請を再度行い、学内外組織と連携して、知見を蓄積する。知見を活用し、講義や研究会やシ

ンポジウムとして成果を提供する。 

 博士前期課程における学際融合・社会連携を指向し

た双翼型大学院教育システム（DWAA）に資する科目

の新たな開講数（1 件） 

 SSI と連携した社会課題解決型研究プロジェクト数

（1 件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
令和 5 年度に選定された OUMP 実現加速事業を着

実に推進することが重要となる。特に共感資本主義

というテーマに沿った研究および実践の進捗を重点

的に進めたい。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和 5 年度は OUMP 実現加速事業へ申請し、採択されたこと 

 DWAA に資する２科目を開講し、当初の成果指標を上回る成果だったこと 

以上の 2 点から上記の評価とした。 
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活かした新領

域の開拓と

分野包括的

な研究戦略

の立案 

・ 「社会との

共創」への接

続を意識し、

「＋ ELSI 」 、

「 新 興 感 染

症」、「PLR 

(Personal 

Life 

Records) 」

、「いのち」を

キ ー ワ ー ド

に、SDGs を

はじめとする

社会課題の

解決に向け

た学際研究

を実施するた

めの基盤構

築 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 DWAA に資する科目として、「経済発展」および「地域ではぐくむこどもと未来：共創ネットワークの

実践と理論」の 2 科目を新たに提供することができた。 

詳細は、以下の URL を参照のこと 

① 「経済発展」 

 https://sdgs.osaka-

u.ac.jp/?p=4162&post_type=education&preview=1&_ppp=68de4c66e1 

②「地域ではぐくむこどもと未来：共創ネットワークの実践と理論」 

https://sdgs.osaka-

u.ac.jp/?p=4163&post_type=research&preview=1&_ppp=20a80ef151 

 OUMP 実現加速事業については令和 6 年 2 月以降の予算配分となることから、現時点で特筆す

べき事項は定まらないが、予算措置による研究員の採用など令和 6 年度から当該事業の推進に向

けて準備作業を進めた。 

 

 

 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-3-① 国際連携を

軸にした国際

交流教育プ

ログラムの拡

充 

令和 4 年度開設した経済学研究科の英語コース（Sustainable Economy Program）の着実な運

営を行う。今年度は志願倍率２．０倍（１２名）以上の獲得を目指す。 

 英語コースへの志願倍率（２．０以上）  

 在籍者数（12 名（6 名×２年度）以上） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 引き続き、公式HPなどを通じた英語コースの周知を

進めるとともに、協定を締結した海外大学からの志

願者獲得を進めたい。 

 また、合格者のうち入学手続きをした割合が低くなる

傾向にあり、この点は対応を検討したい。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 英語コースへの志願倍率が 2.1 倍となり、成果指標（2.0 倍）を上回った一方で、在籍者数（6 名）

は成果指標（12 名）を下回ったため、上記の評価とした。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 英語コースの開設後 3 年目となった、令和６年度入試（令和 5 年度実施）では志願者数が順調に伸

び、2 倍を超えることとなった。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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2-1-① 全ての研究

者が知的好

奇心・探求心

に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

外部資金などの公募情報を周知させるとともに、科研費などの外部資金獲得へのインセンティブ制度

を運用する。若手教員の採択率が相対的に高いため、若手教員の採用を積極的に検討する。科研費相

談員制度の周知を徹底する。また、記念事業基金を活用した大学院生への奨学支援を行う。 

 若手教員比率（25％） 

 公募情報の記載内容の見直し、部局インセンティブ制

度の積極的活用（これまで対象としていなかった外部

資金への適用など）、科研相談員制度の周知 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 引き続き、若手教員の採用を重点的に行っていくこ

と、若手教員を含め全教員の外部資金の獲得を促進

するために、積極的に部局裁量予算を使っていくこと

が必要だと考える。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和 6 年 1 月時点での若手教員比率は 23.4％であり、成果指標（25.0％）をやや下回ったもの

の、令和 5 年 5 月時点での若手教員比率 22.2％から着実に向上していること 

 科研費以外の外部資金の応募に対しても、部局裁量予算からインセンティブ研究費を支出したこと 

以上から、上記の評価とした。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 若手教員比率は過去 3 年間を通じて着実に向上している。具体的には、2022 年 5 月：18.２％⇒

2023 年 5 月：22.2％⇒2024 年 1 月現在：23.4％ 

 採用にあたっては特に若手教員、女性教員の採用を最優先にすることが上記の向上の一助になっ

たと判断している。 

 科研費に加え、他の外部資金への応募を促すためには、インセンティブ制度の有益なことが示され

た。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-1-① 優秀な留学

生を戦略的

に受入れる

ための学内

外連携体制

の整備充実 

オフラインおよびオンライン留学フェアなどの入試広報イベントに積極的に参加し、留学希望者の発掘

に努める。国際交流担当の部局スタッフによる留学生支援を継続して行う。また、英語プログラムに関

する周知をさらに行うことで、受験生の確保に努める。 

 留学生数（255 名（全学的に重視する指標の数値目

標）） 

 交換留学プログラム参加者数（15 名（数値目標と同

数））  

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 今後は交換留学プログラムの派遣者数の増加に注力

したいと考える。交換留学の趣旨からすれば、受け入

れ人数と派遣人数のバランスが均衡することが望ま

しいと考える。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 留学生数が 274 名と成果指標 255 名を大幅に上回っていること、交換留学プログラム参加者数

が 25 名（派遣：８名、受入：１７名）と成果指標 15 名を大幅に上回っていることから上記の評価と

した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 大学院では英語プログラムの開設から 3 年目となり、志願者が順調に増加しており、従前からの留

学生にくわえて英語力の高い学生が増加したと推察した。 

 コロナ禍明けで、学部学生を中心とした交換留学プログラムの再開により、同プログラム参加者数

が順調に回復した。くわえて、国際交流担当教員による留学案内・広報などの周知活動が特に派遣
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学生の回復に大きな役割を果たしたと考えている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-5-① 

5-6-② 

・女性比率が

低い分野に

おける戦略

的なすそ野拡

大 

・インクルー

シブ・マネジ

メント力の向

上 及 び

Diversity 

＆

Inclusion

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

1. 女性活躍のための組織風土を醸成するためにアンコンシャスバイアス研修などの積極的な受講を

推奨する。 

2. 教員選考における女性、若手、外国籍といったダイバーシティ要素に配慮することを徹底する。 

3. クロスアポイントメント制度を活用した女性教員受け入れを促進する。 

 アンコンシャスバイアス研修の受講率 100％ 

 教員選考委員会の運営にあたって、女性・外国籍・若

手という属性を重視した採用方針を立てて進めるな

どダイバーシティに配慮することの徹底 

 クロスアポイントメント制度での受け入れ数 (5 名含

む女性研究者比率 1６%以上)   

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 令和 5 年度採用を決定した 3 名の女性教員を部局に

迎え、彼女らの定着を図ることが重要となる。研究環

境の整備や心理的安全性の確保といった働く場の魅

力を高める施策を着実に行っていきたい。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 女性教員比率が 17％（9 名/52 名）となり、成果目標 16％を超えたこと、クロスアポイントメント

制度の受け入れ数が 5 名と、成果目標 5 名と同じとなったこと、アンコンシャスバイアス研修（導入

編）の受講率が 100％となったことから、上記の評価とした。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 令和 5 年度の新規採用ポスト４のうち、3 つは女性教員を採用することができた。また、1 つのポス

トは部局として初めての取り組みである女性限定公募とし、結果的にも女性教員の採用につながっ

た。 

 加えて令和 5 年度は若手教員 3 名および実務家教員 1 名の採用となり、部局の人員構成の若返り

と多様化を図ることができた。 
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部局名：理学研究科・理学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 １-３-①、5-2-② 国際共著論文割合は、令和５年度の目標値及び全学の平均値を上回る

実績を上げている。 

 5-1-① 広報活動等の取組により、大学院英語コースの R６年度入学の出願状況は、一次

募集の段階で R5 年度出願数を上回っている。 

 5-1-① 研究科独自のサマープログラムで 17 名、JST のさくらサイエンスプログラムで１

７名、合計３４名の海外大学院生・大学生・高校生を受け入れている。 

【今後期待する点】  

 １-３-① ダブル・ディグリー・プログラムは協定校の増加を図るとともに、協定校の学生へ

の宣伝を強化することにより、引き続き、積極的に運用することが期待される。 

 5-1-① 各種プログラムを利用して、部局間の交流協定締結校の学生を積極的に招へい

し、優秀な留学生の確保につなげることが期待される。 

 5-2-② 国際共著論文数の増加に向けて、助教海外サバティカル制度の積極的な周知活

動の実施が期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 理学部・理学研究科は、大阪大学の基礎科学の教育・研究を担う部局として、数学、物理学、化学、生物科学、高分子科学、宇宙地球科学の第一線の研究者を擁し、①初代総長長岡半太郎博

士の「糟粕を嘗むる勿れ」をモットーに世界に先駆けた基礎科学研究を推進し、②新たな知の発見と物質観・世界観を構築し、③将来の基礎科学を担う研究者、および社会の様々な分野でリ

ーダーとしてグローバルに活躍する人材を育成する。 

 

 

１．教育 

 理学部教育においては、知識のみならず考える力を養う教育を重視し、自然科学の基本に基づく柔軟な発想力と、新しい学問分野においても活躍できる能力を育成する。初年次を中心に

した低学年次には理学全般の基礎になる考え方や一般教養、語学力と国際性を身につけるための教育を行った後に、各学科単位の専門教育カリキュラムを実施している。 

 理学研究科の大学院教育では、基礎科学の素養に基づく広い視野で専門分野の最先端研究課題に取り組むことを重視する。これによって専門分野における研究力を育てるとともにさま

ざまな環境や状況にも対応する能力を育成する。 

 

２．研究 

 理学研究科においては、研究者の自由な発想に基づき、基礎科学の創造的・意欲的研究を目指す。数学、物理学、化学、生物科学、高分子科学、宇宙地球科学の各研究分野および学際的研

究分野において、最先端の研究を推進する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

 各人の専門分野の素養・能力に加えて、独創性と国際性を備え、実社会においてリーダーとして活躍できる人材の育成、及び基礎研究の成果による学術的価値の創造、研究成果を起点と

したイノベーションの創出によって人類社会に貢献する。また、出前講義・各種高大連携事業・公開講座などを通じ、自然科学の最新の知見を社会に還元する活動を推進する。 

 

４．グローバル化 

 国際学術交流や国際共同研究などをより推進し、全世界的な研究活動の強化と研究成果の共有、国際的な教育機会の提供と協力を通じて、グローバル化を推進する。 

 

５．業務運営 

 理学研究科企画推進本部が中心となって戦略的に教育・研究活動の企画を行い、また、その評価を行う。 

事務業務とエネルギー使用の効率化により、管理運営経費等の削減を図る。 

 また、外国人教員、女性教員、若手教員の比率向上を含め、優秀で多様な人材を確保するため、教育研究環境を整備すると同時に、教員のポストについては研究科全体で厳密に管理し運

用する。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

１-３-① 国際連携を

軸にした国際

交流教育プ

ログラムの拡

充 

ダブル・ディグリー・プログラム協定校を増やし、留学生数、日本人海外派遣学生数、博士後期課程学

生数、ならびに国際共著論文割合の増加を目指す。 

【定量的指標】 

(6)-４-３ 

 ダブル・ディグリー・プログラム実施数：２４件 

 国際共著論文割合：5２％以上 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 ダブル・ディグリー・プログラムは今後も協定校を増

やしていくと同時に、より積極的に運用するため、協

定校の学生への宣伝を強化する。 

 国立台湾大学理学部との短期交換留学プログラムの

検討を開始する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 ダブル・ディグリー・プログラム実施数は目標通り２４件であった。一方、国際共著論文割合につい

ては目標を 5２％以上としていたが、実績値は 54.1％（2024.1.3 時点）であった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 ダブル・ディグリー・プログラムの受入れ、派遣人数は累計で 11 名に達し、Ｒ６年度入試においても

一次募集の段階で 2 名が希望していることから、プログラムが順調に進んでいる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-1-① 優秀な留学

生を戦略的

に受入れる

ための学内

外連携体制

の整備充実 

学部においては国際科学特別プログラムを、大学院においては２つの英語コースを継続して実施す

る。それに加え、留学生教育の改善、国際交流の促進、留学生数の増加を目指す。さらに、令和４年度

に英語コース内に設置した修士博士４年一貫の「大学院国際一貫プログラム」の運用を開始する。ま

た、入学試験に係る検定料の補助や、奨学金が十分でない私費留学生への研究科独自予算による

RA 経費の補助を行う。国際活動の活性化にあたっては、海外大学との学術交流協定、ダブル・ディグ

リー・プログラム協定等を活用する。 

【定量的指標】 

(6)-1-1 

留学生数（バーチャル留学（受入）等含む。）： 

２22 名以上 

 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
学部および大学院の英語コースの広報活動を積極的に

行う。また、研究科独自のサマープログラムやＪＳＴのさ

くらサイエンスプログラムを利用して、部局間の交流協

定締結校の学生を積極的に招へいし、優秀な留学生の

確保に努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 2024 年 1 月 1 日の留学生数（非正規含む）は 205 名であり、目標値を若干下回っている。 

 一方で、コロナ禍の影響で海外留学生の確保が難しい時期が続いたが、R5 年度になり復調の兆し

がみられる。大学院英語コースの R６年度入学の出願状況は、一次募集の段階で R5 年度出願数を

超えるところまで回復している。 

 ※参考データ 

(学部英語コース出願数)  

2021 年 4 月入学者（1 期生）：42 名 
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2022 年 4 月入学者（2 期生）：31 名 

2023 年 4 月入学者（3 期生）：23 名 

2024 年 4 月入学者（4 期生）：24 名 

2025 年 4 月入学者（5 期生）：27 名 

(大学院英語コース出願者数) 

2021 年：MC 38 名 DC 45 名 

2022 年：MC 42 名 DC 25 名 

2023 年：MC 18 名 DC 21 名 

2024 年：MC 21 名 DC 21 名（現在 1 次募集のみ完了） 

年度計画 成果指標 

海外大学の学生を対象とした研究科独自のサマープログラムを 3 年ぶりに対面形式で開催し、海外

留学生の受験者数の増加を目指す。 

【定量的指標】 

(6)-1-2 

交換留学プログラム等受講者数： 

２０名以上 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
引き続き様々な受入れプログラムを実施することで、海

外留学生の確保に努める。その際、優秀な学生を集める

仕組みとして、受入れプログラムは部局間の交流締結

校に絞ることにする。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 研究科独自のサマープログラムで 17 名、JST のさくらサイエンスプログラムで１７名、合計３４名の

海外大学院生・大学生・高校生を受け入れた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 サマープログラムは、申込自体は 170 名にも達し、海外学生の関心の高さがうかがえる。さくらサ

イエンスプログラムは理学研究科で 2 件採択されている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-2-② 高い独創性

を 有 する 研

究を推進で

きるグローバ

ル若手研究

者育成制度

の整備充実 

若手研究者海外派遣支援プログラムの利用を促すため、理学研究科独自の制度である「助教海外サ

バティカル制度」の活用を推奨する。また、英語論文投稿支援プログラムの利用を促し、国際共著論文

の執筆を推奨する。 

【定量的指標】 

国際共著論文割合：5２％以上 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
研究科内で助教海外サバティカル制度の認知を広める

ことで、この制度を利用する助教を増やし、国際共著論

文数をさらに増加させる。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 国際共著論文割合については目標を 5２％以上としていたが、実績値は 54.1％（2024.1.3 時

点）であり目標設定値を超えた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 国際共著論文割合が全学の平均値を大きく上回っている。 

 物理学専攻所属の助教が令和 5 年度日本学術振興会賞を受賞した。 
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部局名：医学系研究科・医学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-3-① ４つのダブル・ディグリー・プログラムを実施しており、令和５年度の目標を達成し

ている。 

 2-1-① 令和５年度の目標に掲げた産学連携・クロスイノベーションイニシアティブ（XII）

主催による学術イベントの参加者数、共同研究講座設置契約および共同研究・学術相談等

の契約締結支援実績に実証研究・事業提案制度等の支援実績を加えた合計件数は、目標

値を上回っている。 

 3-1-① 共同研究費受入額は令和５年度の目標値を上回る実績を上げている。また、同じ

く目標に掲げた産学連携・クロスイノベーションイニシアティブ（XII）の連携機関の拡充に

ついては、目標値を大きく上回る実績を上げている。 

【今後期待する点】  

 1-2-① 「生命医科学の社会実装を推進する卓越人材の涵養」卓越プログラム履修者への

支援等の充実を図り、多くの修了者を輩出することが期待される。 

 2-1-① 既設イベントのプログラム構成の工夫等により、多数の教員・研究者の参加を促

し、より一層の産学連携推進を図ることが期待される。 

実証研究・事業提案制度に対する助成を継続することにより、大型プロジェクトの採択に繋

げることが期待される。 

健康・医療分野の専門知識を有するオフィサーの増員等、企業とのマッチング・相談対応へ

の支援体制を強化し、さらなる産学連携実績の増加を期待したい。 

 3-1-① マッチングの契機となる新たな企画やプロジェクトの策定を検討し、より一層の

産学官連携を推進されたい。 

 3-5-② 外部資金データの集約・分析とともに企業ニーズの把握やトレンドなどの分析を

同時に進め、執行部、教育研究調査室、事務組織が一体となり、戦略的に予算獲得を目指

していくための体制整備を期待したい。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 超高齢社会、人口減少社会を世界最速に経験しつつある我が国において、今後医学が取り組むべき課題は、生命科学の真理の探究はもとより、様々な疾患の病態の解明や予防法、診断

法、治療法の確立から、予測医学や先制医療、健康増進や福祉介護の充実まで多岐にわたり、より高度で広範なイノベーションとヘルスケアの発展進化が求められている。 

 この４半世紀を振り返ると、医学・医療、生命科学は飛躍的に進歩を遂げ、生命の分子レベルでの理解に加えて、情報技術（IT）や人工多能性幹細胞（iPS 細胞）、オルガノイド等の革新的技

術の導入により、抗 IL-6 抗体や抗 PD-1 抗体に代表される抗体創薬、再生医療、個別化医療、ロボット手術など従来無かった幾多の研究成果や治療技術が得られてきた。しかし、オミック

ス解析の進歩により膨大な医学・医療情報が蓄積してきたが、その意義の理解は不十分である。また、高度な医療技術や医療機器は発達したが、再生医療やロボット手術も従来の治療に取

って代わるほどの高水準かつ成熟した信頼すべき治療技術には至っていない。したがって、これからの時代は、これまでに得られた医学・医療の成果をさらに分野や領域を超えて包括的に

統合し、有効に活用することが必要とされる。 

 もとより、大学は学問と教育を貴ぶアカデミズムを追及し醸成する場である。今は小さな芽であっても未来を切り開く可能性のある基盤的研究とイノベーションを興す先導的研究を実施

する体制を構築して、これらの研究を成し遂げる次世代人材を育成することこそが大学の責務である。医学系研究科では第１期、第２期、第３期中期目標期間に蓄積された成果を引き継ぎ

ながら医学教育、医学研究、医療開発の三者をバランスよく推進し、この激変する時代に当たる第４期中期目標期間に、イノベーション、トランスレーション、グローバリゼーションをキーワー

ドに、優れた医師の育成と医学研究者の育成という教育の両輪を推進する体制づくりを進め、世界をリードする独創的な研究やその応用を展開し、医学・医療、生命科学の発展に貢献する

ことを目標とする。さらにそれを実現させるために必要な社会連携・社会貢献、業務運営に関する目標も設定する。 

 

１．教育 

 今後の数十年間に我が国は類を見ない少子高齢化の国となることから、医療の在り方や国民の死生観が変貌していくと予想される。このような状況に対応するために、医学部の学士教育

では、医学部学生に対して、膨大な情報に惑わされることなく、患者から始まる医療という視点を持ち、かつ生命の力や謎に対して謙虚な疑問を抱きつつ、国際感覚を身につけ、高度な医

学・医療を修得できるプログラムを作成する。本教育課程により将来の医学・医療の多彩な分野を担う、高度な倫理観と他人を思いやる温かい人間性に加えて、崇高な志とリーダーシップ

を併せ持つ医師と医学研究者を育成する。このために教員組織を授業科目に対応する大講座制に再編成して学生教育に万全の体制をとるとともに、医学教育の国際認証制度に準拠するた

めの教育プログラムを整備する。教員が学生に直接接することにより教育上の課題を拾い上げ、その改善策を検討し、学部カリキュラムの見直しを図る体制を強化する。一方で、医学部出身

者の中で基礎医学研究者を目指す人数が激減していることに強い危機感がある。より多くの医学部学生が将来基礎医学研究者を志すように作成された MD 研究者育成プログラムをさら
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に充実させて学生支援を強化するとともに、基礎医学特任助教や独立准教授等の教員ポストを用意して、卒後基礎医学研究者のキャリアパスが明確となる未来医学プロジェクトの制度設計

を行う。 

 大学院医学系研究科は、修士課程と博士課程から構成され、大学院生に対する基本的な教育指導は各研究室が責任を持って行っている。各課程はそれぞれ単一専攻であり、大学院生は

複数の研究室での指導を受けることができる利点を生かして、基礎医学から臨床医学の研究まで幅広い研究ができる環境を整備し、多様な人材を育成する。また、昨今の研究倫理に対す

る社会からの厳しい視線に応えるためにも研究倫理教育を徹底し、国民の信頼を裏切らない研究者の育成を行う。この数年間に世界的には、医学、生命科学の研究領域において大規模デ

ータを扱う研究分野が著しく進展してきたが、我が国においてはその人材が不足している。そこで、修士課程を改革して、バイオインフォマティクスや医学統計学等の、時代が必要とする新た

な研究領域を担う人材を育成している。さらに修士課程入試制度では、これまで行ってきた研究内容を自ら発表し評価を受ける口頭試問を重視した制度に改革した。また、リーディング大

学院で培ってきた分野横断型グローバル人材育成のシステムを大学院教育に取り入れ、更には卓越大学院プログラムにて社会実装を推進できる人材を育成する。これらの教育体制を通し

て、世界の医学、生命科学、先進医療などの発展に貢献する研究者の教育・育成を目指す。 

 さらに、広報システムや学部説明会、大学院説明会、オープンキャンパスなどを充実させ、さらなる高水準の人材確保を図るとともに、入学試験制度を必要に応じて改革していく。 

 

２．研究 

 これからの医学研究の一つの方向性は、疾患・患者情報を軸として種々の分野が横断的に連携し、大規模なデータから新しい医学医療を探究する、いわゆる“ビッグサイエンス”を展開する

ことである。このために、バイオインフォマティクスイニシアティブをプラットフォームに臨床データと紐づけした形で診断・治療・予後予測を目指した研究を推進する。一方、これまでの医学・

生命科学で行われてきた分子に着目して徹底して深堀する“スモールサイエンス”も、疾患の診断法や治療法を開発する上で、その重要性は増すばかりであり、そのための基礎的研究をさら

に強化しなければならない。医学系研究科の強みを生かした５研究分野「革新的光イメージング」、「疾患オートファジー」、「神経―生体システム」、「腸管免疫」、「臨床疫学データ」に加えて、

「免疫・再生」、「がん」、「神経(人工知能)」、「医療機器」、「眼オルガノイド」をキーワードとした研究科横断的な研究グループを組織して、研究力を向上させる。加えて、新興感染症など予期せ

ぬ人類の危機にも医学系研究科が中心となって対応するため免疫学フロンティア研究センター、微生物病研究所、感染症統合教育研究拠点（CiDER）等との連携及び共同研究を推進する。

医工連携を基軸として共創の場本格型に採択された「フォトニクス生命工学研究開発拠点」では新しい研究システムの構築と人材育成を開始する。さらに、課題解決のため、医学と歯学・薬

学・工学・理学・情報科学などの異分野融合による新しい学際的研究領域の創成とその医学研究・先進医療への応用展開を進める。 

 また、昨年度新たな WPI として立ち上がった「ヒューマン・メタバース疾患研究拠点（PRIMe）」と連携して、「生命医科学」と情報・数理科学を融合した研究を推進し、疾患メカニズム及び

未病状態の解明、超個別的な疾患発症プロセスの予測並びに個別化予防法及び根治的な治療法の開発を目指す。 

また、グローバリゼーションの面では、国際共同研究を積極的に推進する。これらの取り組みにより、医学領域における論文数と１論文当たりの被引用件数の増加を目指す。 

 なお、医学部附属病院は臨床研究中核病院として認定されているので、医学系研究科と附属病院が一体となって、実臨床の中で得られるビッグデータ（リアルワールドデータ）を集積する

システムを構築する。特に、阪大病院内で進められているデータバンク、関連医療施設とのネットワーク（ＯＣＲ－ＮＥＴ）をさらに進め、この資源を用いて臨床研究や治験の活性化と人工知能

を活用した医療技術の開発等を推進する。 

 国民の健康増進の面では、スポーツ研究イノベーション拠点を形成し、健康スポーツ科学分野に医学系研究科の人材と実績を投入する。将来を嘱望される若手研究者が独立して研究を遂

行できる環境整備も研究科の重要な任務である。若手の指導的人材を国内外から積極的に獲得する方策を打ち出し、そのポストを拡大するとともに、その支援体制を未来医学プロジェクト

の一貫として強化する。また、連携する企業からの若手研究者への財政支援制度を拡充する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

 ２１世紀の大学には社会に開かれた大学として、大学外の多様な人材を受け入れ、企業と連携しながら、教育と研究の成果を社会に還元することが求められる。人々の健康に関わる医学

系研究科は、よりその責務が大きい。地域の研究・教育機関、医療機関や国・自治体との連携を強化することにより、適切な医学教育による「より良い医師」の育成を介し、健康で質の高い生

活を保障する地域医療を充実させる。 

 教育の面では、オープンキャンパスや高校出前授業を通して高大連携を充実させる。また、他大学への学部講義や大学院講義を教員が積極的に行うことにより、大学間の交流を促進す

る。さらに、大阪大学国際医工情報センターと協力して創薬や医療機器開発に関わる社会人教育を行う。 

 研究の面では、共同研究講座と寄附講座を体系的に設置することにより、企業との共同研究・開発を緊密に行い、医学系研究科の研究を幅広く推進する。この結果、先端的・独創的な研究

が可能となり、新規診断法や治療法を提案することにより、国民の健康と福祉の向上に寄与する。これらの連携を強化するために、産学連携クロスイノベーションイニシアティブ（XII）を通じ

て、健康・医療分野への参入を目指す企業と包括連携協定を締結する。また、最先端医療イノベーションセンターを効率よく利用して、企業との実効性のある連携研究が行なえる体制を整え

る。さらに、このような産学共創による新規診断法や治療法の開発の過程で新たに見出された知見を基礎研究に立ち戻って解明するために、ヒトサンプルやデータ等を用いたリバーストラ

ンスレーショナルリサーチの強化に取り組み、先導的学際研究機構生命医科学融合フロンティア研究部門と連携して進めていく。 

 医療行政の面では、大阪府や大阪市、箕面市、吹田市、八尾市等との連携により、関西総合戦略特区の活用や地域医療はもとよりヘルスケアの面から地域の産業や文化の発展、まち作り

にも貢献していく。研究科で培った科学技術にスポーツ科学の情報も加味しながら、自治体と協力して一般市民の健康を増進し健康寿命の延伸につながる活動を展開する。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 

 

４．グローバル化 

 グローバル化は、教育や研究等の大学の本務において、我が国が弱点とされている課題であり、本課題を克服することが大学に求められている。教育においては、グローバルヘルスイニシ

アティブを組織することにより、優秀な外国人学生を積極的に受け入れる。言語、文化、慣習を理解し、他者と協働するコミュニケーション力を身に付けさせるため、英語教育、海外派遣プロ

グラム等を実施する。さらに、世界展開力事業キャンパス・アジアプログラム等も利用して、部局間学術交流協定締結校を増やし、医学部生・大学院生・若手研究者の海外派遣や、外国からの

医学部生・大学院生・若手研究者の受け入れを推進することにより、グローバルに活躍できる医療人材を育成する。また、世界展開力事業を足掛かりに、質の高い国際共同研究を推進する

とともに、優秀な外国人研究者や、教員を採用するために国際公募を行う。医学系研究科の活動を海外からも理解できるように、英語でのホームページの充実を図る。 

 

５．業務運営 

 １８歳人口が減少する我が国において、大学が存続するためには、たゆまぬ改革を続け、その成果を点検して、国民の信頼にこたえていかなければならない。このため、定期的に医学系研

究科の自己点検、外部評価を行うことが必要であり、そのための組織を整備する。 

 充実した学部教育を推進するために、また国際認証や準国家試験化する OSCE 試験に対応するため、医学科教育センターと臨床教室、事務部門が連携協力しながら医学教育のより一層

の充実を図る。グローバルヘルスイニシアティブの設立により医学から医療へと横断的にグローバル化を推進し、世界をリードする医学研究を遂行できる有能な研究者を国内外から積極的

にリクルートするための研究環境を整備する。このために、間接経費を使用して研究者にインセンティブを与える方策を、大学本部と連携しつつ、医学部・医学系研究科でも独自の方策を考

える。 

 企業等との共同研究を展開する上で、スペース不足は深刻な問題である。医学系研究科内のスペースを最大限に活かすことができる柔軟な運営体制を整える。また、附属施設（共同研究

実習センター、動物実験施設、RI 管理室、未来医療イメージングセンター、最先端医療イノベーションセンター）の人的財産や物理的財産を有効利用するため、必要に応じて再構築しながら、

世界の研究の進展に見合う整備と運営を行う。 

 一般社会に対しては、市民向け公開シンポジウムや公開講座などへの積極的な参画をはじめ、研究成果を積極的に社会へ発信する。東京に開設した大阪大学医学・工学研究科東京ブラン

チにおいて、定期的にセミナーや記者懇談会を開催し、また積極的にプレスリリースをすることにより情報発信を行う。 

研究倫理、医療倫理、研究費の公正な取扱い等について、学生・研究者・教員に対して教育を行い、その達成度を e-ラーニングで確認する。研究データの管理のルールを研究科内に制定し、

年に一回その状況を確認する体制を整える。 

 ダイバーシティについては、研究科内に男女共同参画推進室を設置し検討を行う。 

財務面においては、運営費交付金が毎年削減される中、財源の確保は教育・研究の充実には必須である。このために、XII 等を通じて企業との包括的連携を強化し、共同研究講座や寄附講

座の数を増加させる。また、未来基金をはじめとする外部からの寄附を継続して獲得する。さらに、本部とも連携しつつ、大型プロジェクト研究など、外部資金獲得に向けて組織的・戦略的

な取り組みを実施する。省庁との人事交流を積極的に推進するとともに、「免疫・再生」、「がん」、「神経(人工知能)」、「医療機器」、「オルガイノイド」研究領域の横断的連携体制を整備し、競争

的資金獲得の強化を行う。得られた外部資金から派生する間接経費を使用して、長期的視野に立った教育・研究の支援体制を強化する。また、附属施設の運営状況の把握、物品の一括購入

等を励行することにより、経費削減にも努める。 

 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-2-① 「知と知の融

合」、「学際融

合」や「社会

と知の統合」

科目の充実

の た め の

大阪大学卓越大学院プログラム「生命医科学の社会実装を推進する卓越人材の涵養」卓越プログラム

において、医学系研究科博士課程医学専攻（４年制）は、令和２年度から履修生を募集し、令和５年度

は修了者を出す予定である。 

当プログラムは、他部局とも連携し、主専攻以外の分野についても学修できる履修カリキュラムを計

画通り実施できており、大学院教育内容の更なる充実に資するものである。 

［定量的指標］ 

卓越大学院プログラムの安定的な運営 

（開講科目８科目） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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Double 

Wing 

Academic 

Architectu

re 構想の定

着化 

Ⅲ：計画を達成している 
 令和 5 年度はプログラム修了者が３名であったが、も

っと修了者が増えるよう、学生への支援を十分に行う

（学生相談の充実など）。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 卓越大学院プログラムの科目を 8 つ順調に開講できた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-3-① 国際連携を

軸にした国際

交流教育プ

ログラムの拡

充 

キャンパス・アジアプログラムにおいて、医学系研究科博士課程医学専攻（４年制）は、令和２年度から

ダブル・ディグリー・プログラムを開始している。 

送り出し３名、受入３名が参加しており、研究指導を行っている。 

令和５年度は初年度送り出した履修者が学位取得年度となっており、協定校（受入れ大学）での学位

授与が間に合えば、２つの大学での学位を取得できる見込みである。 

 

当プログラムは、 国際的に通用する知識や能力を兼ね備えた人材育成に資するものであり、コテュ

テル契約に基づく両校における研究指導等を行うことにより、継続的に実施する。 

(6)-4-3 

［教育的観点］ダブル・ディグリー・プログラム実施数 

（専攻で 4 つのダブル・ディグリー・プログラムを実施す

る体制を維持する。） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
令和５年度はコロナの影響もあり、海外での履修がで

きないなどの影響で修了者がいなかったので、修了

者がでるよう、学生のサポートを十分に行う。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 4 つのダブル・ディグリー・プログラムを実施している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 全ての研究

者が知的好

奇心・探求心

に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

1. 大阪大学健康・医療クロスイノベーションフォーラム、大阪大学健康・医療クロスイノベーション免疫

セミナー、共創懇話会等の各種学術イベントの開催等による最新の研究成果・企業の取組み等の情

報共有・啓発の促進及び産学連携の推進。 

2. 産学連携・クロスイノベーションイニシアティブ（XII）協働機関の拠出金等を財源とする医学系研究

科所属教員・研究者等を対象とする研究助成事業の実施（公募、審査、研究費交付、成果発表会開

催） 

3. 企業と研究室とのマッチング、学術相談・共同研究・共同研究講座設置等の締結支援・相談対応及

び国・地方自治体の研究助成の申請支援・助言 

1. イベント開催件数（目標：合計 4 件／年）、参加者数

（目標：合計 400 名） 

2.  （１）新型コロナ対策研究開発助成事業の推進 

 （２）実証研究・事業提案制度の実施 

３． 共同研究・助成申請等の支援件数（合計 10 件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

１． Ⅲ（計画を達成している） 

２． Ⅲ（計画を達成している） 

３． IV（計画を上回って達成している） 

 

 

 

 

 

 

１． 大阪大学健康・医療クロスイノベーションフォーラム

や大阪大学健康・医療クロスイノベーション免疫セ

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

１． 令和 5 年度に XII 主催による学術イベントは、当初計画のとおり下記 4 件のイベントを開催し

た。参加者については、目標を上回る参加があった。（合計参加者数：745 名） 

(1) 第 12 回大阪大学健康・医療クロスイノベーションフォーラム／情報交換会（ハイブリッド） 
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開催日時：令和５年１０月１６日(月) 13：30～19：15  

参加者数： 438 名（オンサイト 79 名、オンライン 359 名） 

(2) 令和 5 年度共創懇話会／情報交換会（オンサイト） 

（医学系研究科・医学部附属病院と連携機関のみ参加の Closed 開催） 

         開催日時： 令和６年２月２２日（木） １３：３０～１８：３０ 

      参加者数： 36 名 

        (3)プロジェクトデザインミーティング令和 5 年度新規テーマ第 1 回会合（ハイブリッド） 

（医学系研究科・医学部附属病院と連携機関のみ参加の Closed 開催） 

PDM 新規テーマ「フレイルと運動器不安定症等」 

開催日時： 令和６年１月２９日（月）16：３0～17：30 

参加者数： 15 名 

(4)第 5 回大阪大学健康・医療クロスイノベーション免疫セミナー （オンライン開催） 

開催日時： 令和６年１月９日（火） 1630～19：０0 

参加者数： ２５６名 

 

      また、連携機関の三井住友銀行が主催する「第３回 Challenge 万博」の医療系セミナーの

セッション・展示会の開催協力を行った。XII では、本研究科の事業化・ベンチャー設立を検討

している研究者への事業化・スタートアップ支援として、講演およびパネルディスカッションへ

の登壇者の推薦、研究科内への出展募集案内の実施、および展示会での展示支援を実施した

（講演２名、パネルディスカッション登壇１名、出展２件）。これらの事業化支援により、４件の企

業とのマッチング面談に繋いだ。 

開催日時： 令和５年 1１月２１日（火） １３：００～１８：００ 

および    １１月２２日（水） １０：００～１８：００  

参加者数： ３２２名 

 

２． XII 協働機関拠出金を財源とする XII 独自の研究助成事業については、令和５年度は以下の事

業を実施した。 

（１） 新型コロナウイルス感染症対策研究開発助成事業（事業タイプⅡ）の３年目の助成を実施し

た。２課題のうち１課題については、事業期間延長（令和６年１２月３１日まで）の変更申請を

承認した。 

（２） 実証研究・事業提案制度（令和４年度公募）の令和５年度分の研究機関に対する研究助成を

継続して実施した。 

（３） 実証研究・事業提案制度（令和５年度公募）の募集を医学系研究科・医学部附属病院および

ＸＩＩ連携機関各機関に案内した。応募書類の書類審査・ヒアリング実施を経て審査委員会に

おいて審議の結果、５件の研究課題の採択を決定し、各研究代表者に研究費の予算配分を

実施した（助成金額合計：680 万円）。採択後は、５課題のうち２課題から申請のあった研究

組織の変更申請について審査の上、承認した。 

 

３. 令和５年度の企業等と研究室とのマッチング・各種相談対応、学術相談・共同研究の締結支援など

の実績は以下のとおり。目標に掲げた共同研究講座設置契約、共同研究・学術相談等の契約締結

支援実績は １１件、実証研究・事業提案制度等の支援実績は 5 件で、合計１６件となり、当初の目

標を上回って達成できた。 

  なお、共同研究の締結には至っていないが、NDA の締結など今後の共同研究等の締結に繋がる

ミナーは、一般も対象としたオープンイベントであ

るため、多数の参加者を得ているが、共創懇話会

は、XII の連携機関と本研究科等の教員・研究者に

限定しての Closed 開催としており、本学の教員・

研究者については、登壇者以外の参加が非常に少

なくなってきている。より一層の産学連携推進を

図るには、より多くの教員・研究者の参加を得て、

産学の交流を促進することが重要である。 

今後の課題として、教員と連携機関等の企業との

産学官、および連携機関の招へい教員・産学連携

担当者同士をはじめとして産産のクロスイノベ－シ

ョンを図るため、既設イベントのプログラム構成の

工夫や新たなイベントを企画し、参加を促す必要性

が生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 実証研究・事業提案制度は、XII 協働機関が納付す

る拠出金を財源としているため、連携機関と医学

系研究科・医学部附属病院との共同研究検討中の

研究シーズ・事業を対象としている。本制度に採択

された研究課題から、共同研究の締結や連携機関

との連携により大型プロジェクトの申請・採択に至

っている実績があるので、引き続き今後も本制度

の助成は継続していく価値があると考える。 

 

 

 

 

 

３． 企業とのマッチング・相談対応に関しては、協働機

関等の連携機関の拡充に伴い、個別の面談設定や

マッチングの件数が大幅に増加し、現行の支援体
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実績も上げている。 

(1) 企業・研究者等からのマッチング・各種相談対応：  ６４件 

(2) XII マッチングによる学術相談の締結件数： ２件 

(3) XII マッチングによる共同研究の締結件数： ７件（期間延長等の変更契約 3 件を含む） 

(4) 共同研究検討に関する秘密保持契約書の締結件数：  ４件 

(5) 共同研究講座の設置支援（入居申請支援を含む）：   2 講座 

(6) 共同研究講座の研究体制変更に伴う変更契約支援：  1 件 

(7) XII マッチングによる研究助成制度への申請支援：    1 件 

(8) 令和５年度実証研究・事業提案制度（令和５年度公募）の採択課題への助成件数： 5 件 

(9) 大阪市イノベーション創出支援補助事業の支援： 申請 2 件、採択 1 件 

   （10）事業化・ベンチャー設立支援： １件 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 令和 5 年度は、新たに 7 機関が連携機関に参画したことに伴い、マッチングの機会が増加するとと

もに、広報誌「クロスイノベーションニュース」の創刊やＷＥＢサイト等の広報効果により、これまで関連

のなかった企業からの問い合わせも増加した。 

ＸＩＩ連携機関や一般企業等からの問い合わせに対して、オフィサー（産学連携担当教員）との面談を

設定の上、ＸＩＩの概要・活動紹介を行うとともに企業の要望をヒアリングし、研究者とのマッチング面

談に繋げている。 

また、共同研究や学術相談等の双方合意に至るまでは、企業と研究者との度重なる面談にも必ず

オフィサーが出席してコーディネートを行うとともに、双方合意後には、共同研究・学術相談の申込書

提出までの事務手続きを支援するなど、研究者・企業に寄り添った伴走型サポートを推進したことに

より、当初計画を上回る産学連携実績を挙げることができたと言える。  

制（常勤のオフィサー１名、非常勤のオフィサー２

名）では負荷が高く、企業との面談対応に支障が生

じてきつつある。健康・医療分野の専門知識を有す

るオフィサーの増員など支援体制の強化が不可欠

である。 

 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

１． 共同研究講座をはじめとした大阪大学方式の組織間連携の拡充を図るとともに、企業等との共

同研究の更なる拡充に向けた産学共創推進活動の強化を教職協働により推進することで、組織

対組織の大型契約の締結の促進を図る。 

 

２． 産学連携・クロスイノベーションイニシアティブ（XII）における多種多様な企業・団体との包括連

携協定の締結または協働機関加入による健康医療分野における産学官・産産のクロスイノベーシ

ョンの推進。 

３． 産学共創の深化を目的として、本研究科と協働機関との共同研究締結に繋げるプロジェクトデザ

インミーテイング等の企画推進 

 

１． 共同研究費受入額２０億円（第３期中期目標期間の

平均値 19 億円）※データソースは全学基礎デー

タ。 

２． 連携機関数（現在 33 機関）の拡充（目標連携機関

数：34 機関） 

３． 産学連携企画の新規テーマの開拓・現行PJの推進 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 

 

 

 

 

2.産学連携・クロスイノベーションイニシアティブ 

参画している連携機関との関係維持が重要である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

1.成果指標の共同研究費受入額 20 億円を達成している。（R6.2 月末時点 22 億 963 万円） 
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2.目標の連携機関数 34 機関を達成している。（R6.3 月時点 40 機関） 

 

3.XII ではプロジェクトデザインミーティングを定期的に 開催している。 

（プロジェクトデザインミーティング：共創懇話会よりも少人数で実施し、共通化された目的の下、 

企業と大学が集う懇話会であり、テーマ性を持った意見交換を図ることによる共創の深化を目的とし

て創設した産学連携のマッチング企画。） 

令和５年度はより多くの連携機関が参画できるよう新規テーマを設定し開催した。 

 

２０２５年問題を目前に、未曽有の高齢化に伴い顕在化する運動器の問題は、対象患者数も非常に多

く、取り組む意義が高いと考え、新規テーマを「フレイル・運動器不安定症等」とし、参画機関を募集し

た結果、10 連携機関の応募があった。 

第 1 回会合は、1 月 29 日に運動器スポーツ医科学共同研究講座による運動器不安定症の基礎研究

に関する講演を実施した後、参加者によるフリーディスカッションを実施した。 

第 2 回目以降は「運動・リハビリ・治療」と「食」の 2 つのグループに分けて産学連携で取り組む課題を

探索し、次年度に向けて共同研究のマッチングへと繋げていく。 

新しいテーマ設定および参画機関の募集は当初計画のとおり達成できたと考える。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

２．健康医療分野における産学官・産産のクロスイノベーションの推進 

健康利用分野における産学官・産産のクロスイノベーションの推進には、XII の連携機関を拡充し、

XII 主催のフォーラム、共創懇話会、プロジェクトデザインミーティング等のイベントに多数参加いただ

くとともに、個別のマッチング面談等をより多く設定し、相互の情報交換・情報共有を図ることが重要

である。 

また、WEB サイト等への問い合わせのあった企業には都度丁寧に対応し、常に最新版のパンフレット

や産学連携活動紹介資料を更新・送付し、企業の担当者と XII オフィサーとの面談を設定の上、連携

機関への参画を案内してきた。できる限り当該企業の要望に寄り添い、研究科内への産学連携の働

きかけを行うことで、企業の賛同を得て、協働機関等への参画に繋がった。協働機関制度導入後は、

年間に 1～2 機関が新たに参画するという実績であったが、令和 5 年度は、1５機関との新規加入案

内の面談を機関別に数回程度設定し、その結果、合計 7 機関が新たに連携機関に参画するに至った。 

そのため、連携機関とのプロジェクトデザインミーティ

ングや情報交換を行い、連携機関との関係強化を図る。 

また、新規連携機関の開拓に向けた取組を強化する。 

 

３．産学連携企画の新規テーマの開拓・現行 PJ の推進 

より一層の産学官連携を推進するため、マッチングの契

機となる新たな企画やプロジェクトの策定を検討する。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-5-② 教育研究活

動を支える財

源の確保 

外部資金データの集約・分析を行うともに、社会との共創による共同研究収入等の拡大や新たな収入

源の確保など、戦略的な予算獲得を推進し、積極的な財源の多様化を図ることで、研究科のさらなる

財務基盤の強化を推進する。 

民間シェア率 

５０％以上 

（第３期中期目標期間の平均値４７.9％） 

 

【定義】 

外部資金（科研費、科研費以外の競争的資金、競争的資

金を除く受託研究費・共同研究費、寄附金）のうち、民間

拠出の割合。 

 データソースは全学基礎データ。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
外部資金データの集約・分析とともに企業ニーズの把握

やトレンドなどの分析を同時に進め、執行部、教育研究
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自己評定の理由／特記事項 調査室、事務組織が一体となり、戦略的に予算獲得に向

けた体制整備を行っていく。 【自己評定の理由】  

定義した外部資金の民間シェア率は、50%を超える見込み。（R6.2 月末時点） 

附属施設の設備・機器の整備を行い、外部利用者の拡大を図った。 
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部局名：医学系研究科・医学部（保健学） 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-① 部局独自の取組として無料で提供する TOEFL-ITP 試験、TOEIC-IP 試験の受

験対象者を学部３、４年次と大学院生から学部１、２年次の希望者にも拡大し、保健学科全

体の英語力向上に繋げている。 

 2-2-③ 保健学科が主導となり、医学科・病院及び企業との共同研究を実施し、放射線治

療計画支援 AI 機能装置「Ai-Seg」を開発し、国内医療機器薬事承認を取得している。 

 3-2-② 自治体等との共同研究を進め、推進地域高齢者対象研究の成果は、令和５年度

に国際誌へ原著論文として７本、国際学会では１６演題が報告されているなど、着実な研究

成果を上げている。 

 3-5-② クラウドファンディングを実施し、ツインリサーチセンターの貴重なリソース維持

と研究者への供与のために必要な運営経費を獲得することができた。 

 5-3-② マヒドン大学ラマティボディ看護学部と、ダブルディグリーの設置に向けた具体

的な検討を行っている。また、ASEAN キャンパスではないが、４年間に渡り国際共同研究

推進事業プログラムの助成を受けてきた米国 UC バークレー公衆衛生学部との間で国際

ジョイントラボ契約を締結するなど、積極的に国際交流を進めている。 

【今後期待する点】  

 1-1-① 令和５年度より対象学生の枠を拡げた無料で提供する TOEFL-ITP 試験、

TOEIC-IP 試験を引き続き学部生、大学院生全体を対象として継続し、保健学科全体の

英語力向上に繋げることを期待したい。 

 3-2-② 令和５年度に実施した、モデル市町村での取組ノウハウをさらに発展させて、府

下市町村へ横展開を継続していくことが期待される。 

 3-5-② 財源の多様化を進め、教育研究活動を支える財源の確保を期待したい。 

 5-3-② ダブルディグリー設置実現に向けた調整を行うとともに、学位取得を希望する学

生の進学への動機付けを日本とタイ両国において高めていくことが期待される。 

令和６年度はリクルート活動の範囲を拡大し、Osaka University International 

Certificate Program（OUICP）を活用した短期留学生の受入人数増加を期待したい。

また、韓国を始め ASEAN 諸国からの学生・教員を引き続き受け入れ、継続的な国際交流

を期待したい。  

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 医学系研究科保健学専攻・医学部保健学科は、２０２３年３月までに４５００名以上の学部生十２１００名程度の大学院生を世の中に輩出し、まさに我が国の保健学系教育機関ではパイオニ

ア的存在と言える。今後の少子・高齢社会に向けて、実学を重視した研究の多様性を展開し、「医療は保健学から変わる」をキャッチフレーズとして３専攻（看護・放射・検査）の教員が一体と

なって教育・研究に取り組み、生きがいを育む社会の創造を目指し、人々の社会寿命や幸福寿命の延伸に貢献する。 

 

１．教育 

 多様なバックグラウンドをもつ教員の特色を活かして、現代医療・保健情勢のニーズに合わせた教育を行う。学生の自主性を重視し双方向性を心がけた講義・演習・実習を行い、確かな基

礎知識の修得のみならず、学生のリサーチマインドを育成する。グローバルな人材育成を視野に入れ、学部教育・大学院教育・社会人教育を一貫した、より効率的な融合教育プログラムの構

築を目指す。学生の個性を活かし、かつ協調的な研究指導を実践することで、社会に役立つ人材を育成する。また、遠隔教育実習システムの実現により、With コロナ・ポストコロナの段階に

おいても、対面とオンラインを効果的に組み合わせ、学生の負担が少なく、より高い教育実習成果を得られるよう体制を整備する。 

 

２．研究 

 医療現場に変革をもたらす独創的基盤技術と異分野融合研究による新しい看護学・医療技術科学に根付いた保健学の創成と社会への実用化の推進を図る。３専攻共同で運用する集学的

保健学研究機構である IHDi(Integrated Health Design initiative)を本格的に稼働し、３専攻共同研究を有機的に加速させ、大型研究費の獲得、国際共同研究を推進する。予防医

学と次世代型介護を中心に独創性の高い産学官連携活動の促進を図る。研究成果の社会実装のみならず、より人々が健康で幸せな人生を送れる社会を創造することに貢献していく研究を

実践する。 

 

３．社会貢献 

 次世代型の保健・医療を担う人材育成のための教育指導を行い、自ら考え創造力豊かな医療専門職を育成する。そのような人材育成と社会実装性の高い研究により社会の発展に寄与す

ることを目指す。また、種々の学会の役員を務め、学会活動に貢献するとともに、地域自治体などとの共同研究や保健事業支援、地域住民への市民公開講座などにより地域との連携を深め
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

る。 

  

４．グローバル化 

 海外の教育研究機関と交流を深め、大阪大学発のメッセージを発信する。国内の企業・団体・医療機関と一体になって、医療のグローバル化に貢献する。MOU 締結校との連携や、欧米・

ASEAN 諸国大学との国際共同研究の強化とともに、今後は保健・看護・医療技術領域における国際調査研究の充実・実践を推し進める。 

 

５．業務運営 

 今後予想される運営費交付金の削減に対して、教育・研究の効率化と競争的資金や共同・受託研究費、およびその間接経費や寄附金を含めた外部資金の獲得により安定的な運営を目指

す。女性研究者の割合が高い特色を活かし、ダイバーシティ＆インクルージョン、若手教員の採用を積極的に進める。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-① 学部共通教

育体制と国

際性涵養教

育体制の強

化 

学生の英語力向上 

令和４年度までに部局独自の取組として、TOEFL-ITP 試験、TOEIC-IP 試験を高学年（学部３・４年

次、大学院生）の希望者に無料で提供し、外国語能力の基準を満たす学生数を把握してきた。 

令和５年度は、本取組を学部１･２年次にも拡げ、保健学科全体の英語力向上に繋げる。 

また、令和６年度に実施する令和７年度大学院入試から英語外部検定試験の成績を活用する予定とし

ている。 

 外国語能力の基準値を満たした学生数の割合 

（学部：11.81％） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和６年度に実施する令和７年度大学院入試から看

護学分野、放射分野において英語外部検定試験の成

績を活用する予定である。 

 令和５年度より対象学生の枠を拡げた無料で提供す

る TOEFL-ITP試験、TOEIC-IP試験を引き続き学

部生、大学院生全体を対象として継続していく。学部

１年次から英語力向上への意識を高めることで、保健

学科全体のさらなる外国語能力の基準値を満たす学

生数割合の向上に繋げる。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和５年度に実施した学部生を対象としたアンケート調査により、TOEFL-ITP、TOEFL-iBT、

TOEIC、IELTS および実用英語技能検定（英検）について、本学の基準値を満たす学生数の割合

が 12.5%であることがわかり、部局の成果指標を超えていたため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 令和５年度から部局独自の取組として無料で提供する TOEFL-ITP 試験、TOEIC-IP 試験（令和

４年度より開始）をこれまで学部３、４年次と大学院生から学部１、２年次にも対象を拡げた。予想以

上に学部１、２年生からの受検応募が多く、英語力向上について意識の高さが垣間見られた。 

 令和６年度より開始することとしている看護学分野、放射分野における大学院入試に英語外部検定

試験の成績を活用するための準備作業を進めた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-③ 次世代 AI 技

術によるデー

タ駆動型研究

の加速 

データ・AI 駆動型研究の推進 

 AI 初学者に対して、AI 技術の基礎知識の教育とプログラミング演習を実践し、次世代 AI 技術によ

るデータ駆動型研究の加速をするための準備を進める。 

 令和４年度は、AI 構築に必要な統計学、数学の基礎知識の講義の講師選定（東京工業大学、電気通

信大学、ＮＶＩＤＩＡなどのＡＩ研究者）、講義方法について詳細を決めた。 

分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジェ

クト数（３件） 
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 令和５年度には、データサイエンティスト養成の中で取り組む課題を選定し、育成者の人材を配置す

る。課題例として、生体データ（血圧、画像、音声など）の AI 解析による脳心血管病の発症予測などを

取り上げる。また、各課題への具体的なアプローチ方法を決定し、AI 構築の教育支援を行う。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 実施中の産学共同研究をさらに推進することで、令

和５年度に放射線治療支援装置として薬事承認機器

の認可を得た「Ai-Seg」の機能向上化を図る。 

 がんの診断に用いられる様々な医用画像に対して、

ホモロジー法を用いた画像解析に AI 解析を行うこ

とで、画像解析のみから非侵襲的にがんのステージ

ング、治療後の予後予測を行うシステムの構築を目

指していく。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る AI 技術に関する研究プロジェクト３件を達成したため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 令和５年度本学科が主導となり、医学科・病院及び企業との共同研究を実施し、放射線治療計

画支援 AI 機能装置「Ai-Seg」を開発し、国内医療機器薬事承認を取得した。その成果は、本学

からプレス発表及びマスメディアを通して発信された。 

 がんの診断に用いられる様々な医用画像（CT 画像、MRI1 画像、病理画像）に対して、接触を定

量化する数学的概念であるホモロジー法を用いた画像解析を行い特徴量を抽出し、数学的な根

拠に基づいた特徴量を用いて AI 解析を行う研究を開始した。 

 AI 初学者に対しての教育として、８名の学部生に対してプログラミング演習を実施した。 

本学など国内 10 以上の大学を共同研究機関に含む日本医学放射線学会が主導する取り組みであ

る『日本医用画像データベースのナショナルデータベース化』についてデータ収集場所をクラ

ウドサーバーに移行し、データ活用の利便性を向上させた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-3-① 「社会との共

創」への接続

を 意 識 し 、

「 +ELSI 」 、

「 新 興 感 染

症 」 、 「 PLR 

(Personal 

Life 

Record) 」 、

「いのち」を

キ ー ワ ー ド

に、SDGs を

はじめとする

社会課題の

解決に向け

た学際研究

を実施するた

めの基盤構

築 

分野横断型の新たな研究を実施するための体制整備 

保健学専攻の IHDi 機構は、概念的な定義である健康=「身体的、精神的、社会的に完全に良好な状

態」を集学的・科学的に把握・再定義し、保健行政の効率化を図り、人材育成と社会変革を通して新た

な保健学を確立することを目的としている。5 つのリサーチセンターがそれぞれのリソースの強みを

活かして合同で大きな保健課題の解決に当たる。令和４年度は、この IHDi 機構を中核として掲げ

OU マスタープラン実現加速事業に申請し不採択であったが、令和 5 年度は IHDi 運営委員会の設

置、３専攻共同セミナーの開催など体制強化をさらに推し進める。 

保健学専攻が中心となって行ってきたがん医療人材育成のためのがんプロフェッショナル養成基盤

推進プラン（がんプロ）の大阪大学拠点では、令和５年度より第４期が開始となり、さらに事業を推進

していく。 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジ

ェクト数（３件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 ふたご研究については国内外への展開を推進し、企

業との共同研究・受託研究数の増加も進めていく。 

 がんプロ事業では次年度から本格的に稼働する２つ

のコースがある（がん予防医学コース、がん免疫療法・

がん予防のための免疫診断コース）。これらのコース

稼動により、本格的ながんプロ第４期を遂行してい

く。 

 2024年度も引き続き研究用 MRI 共有プラットフォー

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 IHDi 運営委員会の設置、３専攻共同セミナーの開催に加え、ツインリサーチセンターにおけるふた

ご研究、がんプロフェッショナル養成プラン第４期、研究用 MRI 共有プラットフォーム事業で新たな

分野横断型の研究領域に係る研究プロジェクト数３件を達成したため、体制の強化がより一層推し
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進められたと判断できる。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 ふたご研究（ツインリサーチセンター）：保健学専攻を中心に医学専攻、歯学研究科、および慶應義塾

大学、大阪公立大学、日本双生児研究学会、ふたご・多胎支援関係団体（日本多胎支援協会、ツイン

マザースクラブ、おおさか多胎ネット）、さらに海外のふたご研究機関（ヘルシンキ大学、ハンガリー

ツインレジストリー、オーストラリアツインレジストリーなど）との共同研究を展開している。 

 がんプロフェッショナル養成プラン（第４期）：高度医学物理士養成コースを立ち上げ、細胞殺傷

能力の高い放射線種を利用した治療に対応可能な高度な知識を有する医学物理士育成を実施す

るための研究教育基盤構築を行った。 

 2021 年より開始した文部科学省先端基盤技術促進事業において、全国に点在する研究用 MRI 設

備を高度なデジタル化により集約し、現実空間と仮想空間を統合することで、複数の大学・施

設により構成される「研究用 MRI 共有プラットフォーム」を形成している。2021 年からプラッ

トフォームの有する機器の課金システムを構築し、利用料金の徴収が可能となり、装置の保守

管理の費用の捻出が可能となっている。 

ム事業を推進していく。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-2-② 新たな課題

を 社会 から

基礎研究に

組織的にフィ

ードバックす

る機能の確

立と地域社

会との共創

に よ る社 会

課題解決 

自治体等との共同・受託研究の推進 

IHDi 機構の研究を中心に自治体等との共同研究及び受託研究を進めていく。 

これまで 10 年間にわたり社会寿命延伸のための取組を能勢町と、さらに 5 年前から吹田市、豊能町

と行っており、保健学専攻の介入後は能勢町の要介護認定出現率の低下が見られている。 

令和 5 年度も同取組を継続し、能勢町、吹田市、豊能町での健康寿命の算出、医療費・介護費の削減

効果、疾病予防効果についての検証を行っていく。 

さらに将来的には本取組をモデルケースとして他の自治体にもノウハウを拡げていく。 

 自治体等との共同研究及び受託研究の件数（４件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和５年度に実施した、モデル市町村での取組ノウハ

ウをさらに発展させて、府下市町村へ横展開を継続

する。個々の自治体の伴走支援等も行いながら、産官

学連携体制も一層充実させる。 

 令和６年度以降は｢自治体、企業、臨床実践の場と

の共同での産官学民 EBP コンソーシアムの構築｣に

おいて構築したデータを行政などと共同で管理する

方略を立て、行政政策や高度な研究活動など多方面

で活用できるようにすることを目指していく。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 能勢町、吹田市、豊能町との共同研究を推進し、各自治体におけるフレイル対策や疾病の重症化予

防の事業評価分析を実施した。これらにより得られた知見を、大阪府受託事業を通して、府下市町

村へ横展開するために、全自治体を対象にした検討会を実施し、自治体担当者より好評を得た。地

域高齢者対象研究の成果は、令和５年度に国際誌へ原著論文として７本、国際学会では１６演題が

報告された。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 自治体との共同研究・受託研究が、着実に成果を上げ、国際雑誌や国際学会において複数報告され

ている。また、連携体制も確立し、継続的な共同研究契約の締結に繋がり、産官学連携が発展して

いる。 

 ｢自治体、企業、臨床実践の場との共同での産官学民 EBP コンソーシアムの構築｣を AMED 事業で

実施した。 

主要取組 ＯＵＭＰ 年度計画 成果指標 
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番号 主要取組 

3-５-② 教育研究活

動を支える財

源の確保 

社会との共創に繋げる教育研究活動を支える財源の確保 

出産女性の約半数が発症する可能性のある骨盤臓器脱という疾患があり、これまで同疾患に対する

正しい知識の普及が乏しく治療に至らないことが多かった。 

令和4年度にクラウドファンディングで資金を集め、１千万円以上の資金を集めることができた。令和

5 年度は本資金を用いて同疾患の啓蒙活動を広めていくとともに、同疾患に携わる若手医療人材の

育成、および同疾患に悩む患者さんをサポートしていく。 

 財源の多様化 

（クラウドファンディング資金の活用による活動支援：１

件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 財源の多様化を進めていく 

（自己収入を拡大する体制の構築及び多様な財源を

活用した裁量的経営資源の確保を進めていく） 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 令和４年度に１件、令和５年度に１件のクラウドファンディングを実施し、ともに約 1000 万円の寄

附を集めることができた。それにより、人材の確保、研究の推進が順調に行えている。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ツインリサーチセンターのリソース維持と研究者への供与のために必要な運営経費を獲得するため

に、令和５年度にクラウドファンディング「存続の危機。世界でも稀少な体系的ふたご研究基盤の存

続にご支援を！」を実施し、940 万円あまりの資金を集め、必要な人件費や運営経費に充て、共同

研究の継続に繋がり、貴重なリソースの逸散を回避した。 

 令和４年度のクラウドファンディング「骨盤臓器脱で悩む女性が受診しやすい社会へ」による資金で

令和５年度は「一般の方に向けた骨盤臓器脱についての説明動画」と「骨盤臓器脱の症状のある方

へ向けた動画」の２点を作成した。また骨盤底筋トレーニングの動画を作成し、学会、新聞をはじめ

としたメディアへの啓蒙活動を行うことができた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-3-② ASEAN キャ

ン パ ス の 深

化・広域化、

現地社会に

寄り添い、地

域ニーズに応

え る 共同 研

究・高度人材

の育成の推

進 

ASEAN キャンパスとの連携強化 

国際ジョイントラボの設置数増加に向けて、新規に国際共同研究推進プログラムや国際共同研究費の

獲得を促進し、進行中のプログラムにおいては国際共同研究・国際共著論文による成果につながるよ

う促す。 

令和３年度より CAMPUS ASIA プログラムに本学の事業「グローバル社会における健康問題解決

を担う医学・公衆衛生学研究リーダーの育成」が採択され、保健学専攻も参入している。 

令和５年度は、ASEAN キャンパス連携大学のマレーシア科学大学と新たに Osaka University 

International Certificate Program（OUICP）を編成し短期留学生を受け入れる体制を整備

する一方で、マヒドン大学とは国際共同研究・国際共同学位プログラム設置に繋げるべく連携をさら

に強化していく。 

 ASEAN キャンパス連携大学・機関数（１件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和５年度、ダブルディグリー設置に向けた話し合い

が具体的に行われ、調整や擦り合わせが必要な点が

明らかとなったことから、令和６年度は、実現に向け自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】  

 令和４年度に部局間交流協定を締結した ASEAN キャンパス連携大学のマヒドン大学ラマティボデ

ィ看護学部と、ダブルディグリー設置に向け以下の通り推進した。①令和５年４月ラマティボディ看

護学部より教員８名来学し、具体的なカリキュラムの擦り合わせ等を実施。 ②令和５年７月ラマティ

ボディ看護学部より教員１名と大学院生４名が修士コースの一環として保健学専攻を訪問。講義や

地域見学、学生交流を行い、双方学生においてダブルディグリー取得・進学への動機付けがされた。

③マヒドン大学より６名が老年看護学教室のサマープログラムに参加。④マヒドン大学より４名教員

が本学を訪問。国際共同研究の可能性について協議。⑤マヒドン大学看護学部のサマープログラム

に看護学専攻学部生２名が参加。学生へのダブルディグリー取得・進学への動機付けがされた。⑥マ

レーシア科学大学と放射線技術に関する OUICP 制度を利用した短期留学プログラムを開始した。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 マヒドン大学ラマティボディ看護学部と、ダブルディグリーの設置に向けた具体的な検討を、複数

回、直接の話し合いにより推進した。双方の学生達の短期留学と併せて行い、実際に進学する学生

の動機付けも図られた。 

 ASEAN キャンパスではないが、４年間に渡り国際共同研究推進事業プログラムの助成を受けてき

た米国 UC バークレー公衆衛生学部との間で国際ジョイントラボ契約を締結した。 

 令和６年１月１６日に韓国の SHINGU 大学から 53 名（学生 50 名、教員３名）、COONHAE HEALTH 

SCIENCE 大学から 10 名（学生９名、教員１名）、韓国診療放射線技師の通訳２名の合計 65 名が

来学され、教育・研究についての議論を行った。 

 昨年度編成した OUICP を令和５年１２月より開始した。昨年度 MOU/MOA を締結したマレーシア

科学大学より 1 名の学生を受け入れた。プログラムでは１年間（２ヶ月の日本滞在を含め）を予定し

ている。 

て細かな準備と調整を行う。同時に、学生交流も継続

し、学位取得を希望する学生の進学への動機付けを

両国間において高める。 

 令和５年度は OUICP 開設初年度の為、主にマレーシ

ア科学大学からのリクルートのみを行ったが、令和６

年度はより広くリクルートを行い、受入人数増加を目

指す。 

 韓国を始め ASEAN 諸国からの学生・教員を引き続

き受入、国際交流を継続していく。 
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部局名：歯学研究科・歯学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-⑤ 「口腔総合医療学」における ICT 教育に関する取組が評価され、日本歯科医学教

育学会が主催する「歯学教育モデルコアカリキュラム調査研究シンポジウム」（2024 年 1

月 29 日開催）において「各大学グッドプラクティス」として取り上げられている。 

 1-3-①及び 3-7-① 外国人留学生数は、令和５年度の目標値を大きく上回る実績を上げ

ている。 

 2-2-②及び 2-2-④ 論文数及び競争的外部資金の本務教員あたりの件数は、令和５年

度の目標値を上回っている。 

 2-2-②及び 5-6-② 本務教員一人当たりの科研費の採択件数が、目標水準を上回り、日

本一の実績を上げている。 

 5-6-② 女性研究者在職比率は、令和５年度の目標値を大きく上回っている。 

【今後期待する点】  

 1-3-① 韓国・タイ・オーストラリアのトップ歯学部・歯科大学との４大学合同シンポジウム

を年２回開催し、学術交流を充実させるとともに、ダブル・ディグリー・プログラムの新規締

結へと繋げることが期待される。 

 2-2-②及び 2-2-④ 競争的資金（科研費等）の獲得金額をさらに増額させるために、所

属教職員に対して積極的に上位種目への応募を勧めるとともに、その結果生じ得る不採

択リスクへの対策を講じることが期待される。 

 3-7-① 国際活動を包括的に支援するグローバル連携支援チームの活動を促進させ、大

学院における外国人留学生数のさらなる増加が期待される。 

 2-2-②及び 5-6-② 科研費以外の外部資金の獲得を促進するとともに、部局間連携に

よる外部資金の申請を促す取組が期待される。 

 5-6-② 女性上位職比率についても全学水準よりも高い数値であるが、より一層の女性

教授の積極的な登用を期待したい。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

当歯学部は、1951 年に国立総合大学で初めて医学部とは独立して創設された。その後、1960 年に歯学研究科が設置され、爾来わが国を代表する歯学教育機関であるとともに、日本最

高峰の歯学研究拠点としてわが国の歯学を牽引してきた。そして、第 3 期中期目標期間前半においては、世界の歯学を牽引するグローバルリーディングスクールたるべく、第 2 期中期目標

期間において確立した次世代型歯科医学『Frontier Bio Dentistry』を発展・深化させ、歯学部附属病院と一体となって世界レベルでの教育・研究・臨床を展開してきた。これらの活動に

より、世界的に認知された先端歯学教育研究拠点となり得ている。さらに、第 3 期中期目標期間後半からは、“口の難病に立ち向かう先端バイオロジ－”と“人生を豊かなものとする生活健

康科学”を包括する新たな学術領域としての『Innovative Dentistry』の実現に向けて邁進している。『Innovative Dentistry』は、分野を超えた多面的な学際連携に基づく先端的歯

学研究・教育の実践、産学連携による研究成果の社会実装推進等を含めた統合型歯学であり、当歯学部・歯学研究科は、単に口腔領域の疾患を予防・治療するだけでなく、ひとびとがより豊

かに生きることに繋がる未来歯科医療を作り上げることに注力している。 

 

当歯学部・歯学研究科では、「OU ビジョン」の理念のもと、「OU マスタープラン」の実現を念頭に、各項目について以下のビジョンとアクションを定めて活動を展開している。 

１．教育 

ビジョン：「Open Education」の理念のもと、教養・国際性・デザイン力を備え、産官とともに市民社会と協奏しながらグローバルに活躍するリーダー人材を育成する。 

アクション：最新の知と技に裏打ちされた高度な専門性を備えた歯科医療人の養成と、国際的に活躍する卓越した歯学研究者の育成を図るため、学部および大学院の教育体制の改革を進

める。 

 

２．研究 

ビジョン：「Open Research」の理念のもと、広く世界と協働し、新たな知の創出を目指す国際的な先端歯学研究拠点としてのさらなる機能強化を進める。 

アクション：分野を超えた多面的な研究を国際的に展開し、卓越した研究成果を持続的に創出する。また、OU エコシステムに則り、研究成果の社会実装とさらなる基礎研究の深化を図る。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

ビジョン：「Open Innovation」「Open Community」の理念のもと、産学共創・社学共創活動の展開により、歯学研究を社会的価値へと昇華させる。 

アクション：産学共創・社学共創活動を活発化し、研究成果の積極的な社会実装を進める。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 

４．グローバル化 

ビジョン：「Open Community」の理念のもと、徹底した国際化を推進し、国際共創活動を展開する。 

アクション：海外の歯学部・歯学研究機関との人材交流と共同研究を推進するとともに、その基盤となる国際交流支援体制の一層の充実を図る。 

 

５．業務運営 

ビジョン：「Open Governance」の理念のもと、部局長の強いリーダーシップに基づいて機動的かつ弾力的な組織運営を行う体制を構築する。 

アクション：時代に即した教員評価制度の構築と組織の改編を進め、教育研究基盤の統合的整備を図る。 

 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-⑤ 対面授業とメ

ディア授業の

併用による

「ブレンデッ

ド」教育体制

の確立 

令和４年度に引き続き、AI および医療統計に関する授業を含めた最先端の歯学教育を提供するため

に、学部実習への ICT 教育プログラムの導入のさらなる推進に努める。 

 ブレンデッド教育実施科目の開講の有無 

 AI および医療統計に関する授業を担当する科目の

設置 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和５年度に設置した「総合歯科学」について、国内

の著名な教員による WEB ライブ授業を導入し、ブレ

ンデッド形式の科目として充実させる予定である。 

 横断科目として設置した「総合歯科学」の成績判定に

関して、各学生の学修状況および進級判定との整合

性を考慮しながら、その信頼性および妥当性が担保

できているか否かについて検討を加える予定であ

る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 コロナ禍にやむなく実施したメディア授業について、授業担当教員の意見および学生からのアンケ

ートを参考とした検討を加え、7 科目についてはコロナ禍後も引き続きメデイア授業として実施す

ることとした。大学院特別講義では、学外講師の講演などでメディア授業を取り入れるなど、メディ

ア授業と対面授業を効率的に使い分けて実施できた。 

 前年度、臨床科目「歯科における AI、医療統計概論」を授業内容に加えた「口腔総合医療学」につい

て、新たに生成 AI の原理および効果的な学習への応用方法に関する解説を加えるとともに、「デ

ータサイエンス」をテーマとしたグループ討議および代表者による発表を実施することで学習者の

理解増進に努めた。 

 従来、臨床科目として実施してきた「口腔総合医療学」について、授業内容が関連する科目と発展的

に統合し、１年次から６年次にわたって開講する横断科目「総合歯科学」を設置した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 「口腔総合医療学」における ICT 教育に関する取組が、日本歯科医学教育学会が主催する「歯学教

育モデルコアカリキュラム調査研究シンポジウム」（2024 年 1 月 29 日開催）において「各大学グ

ッドプラクティス」として取り上げられた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-3-① 国際連携を

軸にした国際

交流教育プ

博士課程におけるダブル・ディグリー・プログラムの新規締結を目指して、学術交流協定校との間で制

度設計等について協議し、締結校の絞り込みを行う。 

 

 外国人留学生数（全学的に重視する指標⑤） 

達成水準：３０人 
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ログラムの拡

充 

タイ・韓国の５つの大学歯学部と合同で、オンラインまたは対面での留学フェアを開催し、留学生の受

入れ促進を図る。 

 

コロナ禍で中断していた海外歯学部学生の短期研修プログラムを再開するとともに、ウィズ・コロナ

の状況も踏まえて、オンラインによる海外歯学部学生の短期研修プログラムを実施できる体制も維持

し、留学生の受入れを促進するとともに、歯学部学生の参加による交流促進を図る。 

 全学生数に占める外国語力の基準を満たす学生数の

割合（学部）（全学的に重視する指標①） 

達成水準：11.88％ 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 国外からの大学院生のさらなる獲得を目指し、歯学

研究科ホームページ（英語版）をさらに充実させる。 

 短期研修プログラムで受け入れる海外の大学数を増

加させ、より多くの外国人学生の受入れへとつなげ

る。 

 歯学関連学会の国際大会を利用して、大阪大学歯学

研究科のプロモーションを行う体制を構築する。 

 日韓タイ豪 4 大学シンポジウムを年に 2 回開催し、

学術交流を充実させるとともに、ダブル・ディグリー・

プログラムの新規締結へとつなげる。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 外国人留学生数は合計 55 人であり、達成水準を大幅に上回った。 

 外国語力の基準を満たす学部生の割合は 11.9％であり、達成水準をクリアした。 

 タイ・韓国の 5 つの大学歯学部と合同で、留学に関する情報交換を行うオンライン留学フェアを計

画し、プログラム整備まで完了した。 

 韓国・タイ・オーストラリアのトップ歯学部・歯科大学とで、４大学合同シンポジウムの体制を構築し、

10 月に第 1 回シンポジウムをソウルで開催した。 

 歯学領域における世界最大の学会である国際歯科研究学会の Institutional section 

member となり、年次大会においてブースを出展して、留学生の獲得に精力的に取り組んだ。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 外国語力の基準を満たす大学院生数が、目標値を上回ることが維持できるよう、今年度より博士課

程科目「科学英語コミュニケーション」をリニューアルし、より実践的に使用できる英語力の獲得に

つながるよう改善を図っている。 

 今年度より、韓国・タイ・オーストラリアのトップ歯学部・歯科大学と４大学合同シンポジウムの体制

を構築し、10 月に第 1 回をソウルで開催した。その機会を利用して、タイ・チュラロンコン大学およ

び韓国・ソウル大学校とダブル・ディグリー・プログラムの新規締結に向けての話し合いも進めた。 

 歯学領域における世界最大の学会である国際歯科研究学会において、今年度は北米（米国・ニュー

オーリンズ）と南米（コロンビア・ボゴタ）の２箇所で大阪大学歯学研究科ブースを設置し留学希望者

に情報提示を行った。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-②  

 

 

 

 

 

 

 

 

卓越研究分

野が先導す

る部局横断

型大型研究

プロジェクト

の醸成と省

庁・FA への

提案支援に

よる外部資

次世代型歯科生命科学「Multi-fusional Dentistry」拠点形成に取り組むため、令和 4 年度に設

置した「バイオインフォマティクス研究ユニット」の整備を進め、研究科内外との連携強化を進め、活性

化する。特に、セミナー開催や共同研究相談を通じて、バイオインフォマティクス研究の裾野拡大にも

注力する。他の AI 研究ユニット、ゲノム編集技術開発ユニット、感染症研究ユニット、革新的バイオマ

テリアル開発ユニットの設置の準備を進める。これら研究科内横断的ユニットの設置により、研究力の

推進と研究の機動性を高める。 

 論文数（全学的に重視する指標②） 

達成水準：197 本 

 外部資金受入額（科研, AMED, JST 等,共同研究費 

等）（全学的に重視する指標③④） 

達成水準： 

本務教員一人当たり件数 1.32 件 

競争的資金（科研費等）の獲得金額 474,270 千円 

共同研究・受託研究の受入金額 100,000 千円 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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2-2-④ 

 

金獲得体制

強化 

 

研究環境整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の奨励など

若手研究者

に対する積極

的な支援 

 

IV：計画を上回って達成している 
 競争的資金（科研費等）の獲得金額をさらに増額させ

るために、上位種目への応募を勧めるとともに、その

ために生じる不採択リスクの増大に対する対策を講

じる。具体的には、日本学術振興会（JSPS） PO 経験

者による外部資金獲得 FD を通じて、より戦略的か

つ高度な研究課題と研究体制を構築できるように促

す。 

 バイオインフォマティクス研究ユニット、ゲノム編集技

術ユニット、AI 研究ユニットの体制整備を進めるとと

もに、部局内および学内において各講座の共同研究

を推進できるシステムを構築する。 

 生成 AI を含めた、さらに先端的に AI 研究を活用で

きるように、AI 研究ユニットの整備と体制構築を目

指す。 

 研究科長 FD により、外部資金獲得、良質論文の増

加、基礎研究と臨床研究の垣根を超えた共同研究の

推進を図る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 論文数（全学に重視する指標②）を目標値より 10%以上上回っている。（２２２本（現時点の暫定

値）） 

 競争的外部資金の本務教員あたりの件数を目標より大きく上回っている。（1.40 件） 

 競争的資金の獲得金額および共同研究・受託研究の受入金額は、ほぼ目標値近くとなっている。 

（競争的資金（科研費等）の獲得金額 433，976 千円、共同研究・受託研究の受入金額 95，822

千円） 

 バイオインフォマティクス研究ユニットのセミナー開催（超実践的バイオインフォマティクスセミナー）

が好評で、微研附属バイオインフォマティクスセンターとの共催として全学 にも公開している。 

 部局内バイオインフォマティクス研究ユニットおよび微研附属バイオインフォマティクスセンターを軸

とした共同研究を進めており、年度計画を大きく上回って推進できている。 

 ゲノム編集技術開発ユニットに専任の准教授ポストを配置し、年度計画には予定していなかった（令

和 6 年度以降に準備開始予定）、部局内および学内での遺伝子改変マウスを活用した研究基盤の

構築を完了し、目標を大きく上回る成果を挙げ、研究科の研究活動の機動性を大きく進めた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 バイオインフォマティクス研究ユニットで、最先端かつ有機的な FD・セミナーを継続的に開催し、学

内他部局からも聴講の要望があり、微研附属バイオインフォマティクスセンターとの共催とすること

でそれに応えた。 

 バイオインフォマティクス研究ユニットで、ハンズオンセミナーを実施し、プログラミング未経験の研

究者にバイオインフォマティクス技術を普及させた。 

 バイオインフォマティクス研究ユニットで、バイオインフォマティクスを用いた研究を遂行中の教員に

よるショートセミナーを企画・実施し、バイオインフォマティクス関連研究の遂行を加速させた。 

 ゲノム編集技術ユニットに専任の准教授を選考し、日本での有数のゲノム編集技術を展開できる拠

点の基盤を構築した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

イノベーティブ・デンティストリー推進センターを中心に、広報活動および研究科構成員の相談を通じ

て企業や自治体との共創活動を支援・活発化させるとともに、知的財産等に関する FD を開催し、知

的財産権の出願等を促進する。 

 共同研究・受託研究の受入金額（全学的に重視する指

標④）100,000 千円 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 次年度も産学連携を支援するための FD を開催する

とともに、イノベーティブ・デンティストリー推進セン

ターが中心となって、産学共創活動の活性化を進め

る。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 共同研究・受託研究の受入金額は、目標水準をほぼ達成した。（95，822 千円） 

 イノベーティブ・デンティストリー推進センターが、特許および産学共創に関する FD を 2 回主催

し、産学共創に対する構成員の啓発を促進した。 
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 9 月に吹田市からの依頼を受けて、「すいたフェスタ 2023」に参加した。当日は、イノベーティブ・

デンティストリー推進センタースタッフが、一般に認知度の低い「口腔機能発達不全症」の啓発活動

を行うとともに、約 350 名の小児を対象に口腔機能測定を実施した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-7-① 事務組織体

制の強化 

学部・研究科・附属病院の国際活動を包括的に支援する事務組織として令和 4 年度に立ち上げた、総

務課・業務課における関係部署一気通貫の事務組織である「グローバル連携支援チーム」の活動を促

進させるとともに、事務職員の英語力強化を目指し、研究科による受験料の支援をもとに英語外部試

験の受験を促進する制度を試行実施する。 

 外国人留学生数（全学的に重視する指標⑤） 

達成水準：３０人 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 大学院における外国人留学生数をさらに増やすこと

が重要である。 

 事務職員の英語外部試験受講ならびに成績をさらに

向上させるための組織整備・働き方改革・動機づけが

必要である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 外国人留学生数が、55 人と目標を大きく上回っている。 

 学部・研究科・附属病院と総務課・業務課が一体となり、教職協同を推進し、事務組織の体制を強化

している。特に、歯学研究科と歯学部附属病院の２部局の事務を、１組の総務課・業務課で行ってい

ることは、特筆に値する。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 英語力が豊かな職員の支援による海外の大学の歯学部学生の短期研修プログラム（ISW）の留学

希望大学と学生が増加の一途であり、大阪大学の国際性の認知に大きく貢献している。 

 事務部長を始め、総務課の職員と研究科執行部が綿密かつ定期的に会議を行い、課題・問題を速や

かに解決、対応できる体制を構築している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卓越研究分

野が先導す

る部局横断

型大型研究

プロジェクト

の醸成と省

庁・FA への

提案支援に

よる外部資

研究科内での統合的研究の推進を目的に、８講座からなる現在の組織体制を見直し、5 つの教育・研

究部門に改組により、外部資金獲得と D&I を推進する。 

 外部資金受入額（科研, AMED, JST 等,共同研究費 

等）（全学的に重視する指標③④） 

達成水準： 

本務教員一人当たり件数 1.32 件 

競争的資金（科研費等）の獲得金額 474,270 千円 

共同研究・受託研究の受入金額 100,000 千円 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 科研費以外の外部資金獲得をさらに増加させる。 

 部局間連携による外部資金の申請を増加させる。 

自己評定の理由／特記事項 
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5-6-② 

 

金獲得体制

強化 

 

インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力向上及

び

Diversity 

& 

Inclusion

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

【自己評定の理由】  

 計画通り、5 部門 23 講座に組織改編を行い、人事計画を綿密かつ柔軟に行えるように改正し、部

局横断型大型研究プロジェクトの醸成を行った。 

 本務教員一人当たりの科研費の採択件数が、達成水準を上回り、日本一である。（1.40 件） 

 競争的資金の獲得金額と共同研究・受託研究の金額合計がほぼ目標額である。（競争的資金（科研

費等）の獲得金額 433，976 千円、共同研究・受託研究の受入金額 95，822 千円） 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 計画通り、5 部門 23 講座に組織改編を行い、限られた人的リソースを研究・教育に有効活用でき

るシステムを構築した。 

 本務教員一人当たりの科研費の採択件数が、日本一を堅持している（指定国立大学保健系部局の

中で） 

 ID 推進センターを中心に、産学連携活動を活性化す

る。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-6-② 

 

インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力向上及

び

Diversity 

& 

Inclusion

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

女性研究者のキャリアアップ支援のための FD やアンコンシャス・バイアスに関するセミナーを開催

し、D&I の重要性と意義についての啓蒙活動を進め、D&I を推進する 

 女性研究者在職比率（全学的に重視する指標） 

達成水準：21.18％ 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 女性上位職比率も全学水準よりも高いが、今後の課

題として、女性教授を増加させることが重要である。 

 DE&I を推進するために、Equity の環境・制度をさ

らに推進する必要がある。 

 アンコンシャス・バイアス排除のさらなる工夫が必要

である。 

 DE&I 推進室を設置する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 女性研究者在職比率は 37.1%と達成水準を大きく上回っている。 

 アンコンシャス・バイアスの FD を開催し、アンコンシャス・バイアスの排除に努めた。 

 学内会議やセミナーでダイバーシティにおける Equity を重要性の普及を行い、D&I をさらに進

めて DE&I として推進している 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 女性研究者の在職比率を向上させるために、教員採用の際に女性教員の採用を積極的に進めてい

る。その結果、新たな研究領域の開拓が実りつつある。 

 学部および大学院への女子学生の比率が高く、DE&I の裾野拡大の一層の推進を図っている。 

 歯学部附属病院と協働して、歯科医師の働き方改革の一環として、短時間勤務の医員としての勤務

を継続し、ライフワークに、ライフスタイルに柔軟な働き方改革を推進している。その結果、共同研究

への女性研究者の参画の機会が増え、女性研究者の育成がさらに醸成される基盤を構築できてい

る。 
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部局名：薬学研究科・薬学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1 外国語能力の基準値を満たした学生数の割合が 25.3％となり、設定した数値目標

を超える実績を上げている。また、外国語能力の向上のためのシラバスの英語化や海外研

究を主とするグローバル薬学演習の実施に向けたワーキンググループの設置等、世界で活

躍できる先導的医療人や国際的競争力を持った創薬研究者の育成を図っている。 

 1-2-② 学部における数理科学・データ科学・情報科学に関する科目の受講者数が目標値

を大きく上回る実績を上げている。 

 3-1-① 1,000 万円以上の共同研究費受入額が令和５年度の目標額を上回り、共同研究

費受入額については大幅に同年度の目標額を上回っている。 

 2-3 分野横断型の研究プロジェクト数が、令和５年度の目標件数を上回る実績を上げて

いる。 

 5-1-① 令和５年度の目標値を大きく上回る 65 名の留学生（バーチャル留学（受入）等含

む。）を受け入れている。 

【今後期待する点】  

 1-1 海外大学等との提携によるグローバル薬学演習をはじめとする授業科目（英語もし

くは英語・日本語併用）の開講を積極的に進め、国際的な活躍に資する英語力醸成を図る

取組に期待したい。 

 5-1-① 新たなダブルディグリープログラム協定及び部局間学術交流協定を締結するこ

とにより、優秀なグローバル人材の育成や留学生数の増加が期待される。また、大阪大学

ASEAN キャンパスを活用したオンライン講義科目及び海外実習科目で構成される双方向

のハイブリッド型教育プログラムである OUICP(Osaka University International 

Certificate Program)等の活用により、更なる留学生数の増加が期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 薬学は、薬を通して、生命を保ち、疾病を治し、患苦を寛解することを志す「いのちの科学」である。 

薬学部・薬学研究科は、高い倫理性のもと、薬学に関わる知を創造し社会に還元することを理念としている。 

すなわち、生命原理を探究し、革新的創薬研究と医薬品の適正使用、疾病の予防などを通じて人類の幸福を実現し、その未来に貢献することを目標とする。 

 

１．教育 

 学部から大学院まで見通した一貫した全体最適化を常に、考慮し、教育の質保証を保ちつつ、社会の要請に応じた様々な社会課題に果敢に挑戦する人材を育成するべく、薬学部では、高

い資質を有する薬剤師を養成するために、臨床の第一線で活躍する薬剤師・医師にも参画いただき、充実したカリキュラムを提供する。 

さらに、論理的で柔軟な思考力や豊かな創造性を身に付けるために、研究に打ち込む時間を十分に確保し、薬剤師養成のための教育と研究力の涵養とを両輪として、薬学研究、医療、医薬

品開発、医薬保健行政などの分野におけるグローバル人材の育成を目指す。 

薬学研究科では、国際的に指導的な立場で活躍できるグローバル人材の育成に重点を置いて、国際共同学位プログラムの構築・推進を図る。社会人・大学院生を対象とする「新

PharmaTrain 教育コース」を継続し、研究成果を社会実装に展開した時に生じる課題について、的確に理解し対応できる Pharmacist-Scientist（薬剤師博士）の育成を目指す。 

 

２．研究 

 薬学部・薬学研究科では、化学領域、生命領域、医療・衛生・環境領域の各領域で構成される研究室において、基盤研究、社会実装に向けた応用研究・創薬研究を深めるとともに、領域間や

異分野との融合研究や共同研究を促進させ、自然科学の成果と社会とを調和させるレギュラトリーサイエンス研究を展開している。 

さらに創薬研究では、化合物ライブラリー・スクリーニングセンターと創薬センターが連動し、疾患標的分子の探索、アカデミアでは最大規模の化合物ライブラリーを用いたハイスループット

スクリーニング、薬の種となる化合物から創薬化学の力で最適化合成展開等、わが国屈指のアカデミア創薬拠点として活動している。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

 薬学教育や、薬学研究内容とその成果を国内外に広く情報発信する。これにより新たな産官学連携の基盤の充実を図るとともに、薬学の人的資産や知の資産を効果的に循環させる。ま

た、社会人を対象に卒後研修会や医薬品開発教育プログラムを提供することで、薬剤師の高度化や医薬品業界の発展に貢献する。さらに、知的財産権の確保、及び技術移転の促進に取り組
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

む。 

 

４．グローバル化 

 大阪大学が推進するグローバルナレッジパートナー大学事業及び ASEAN キャンパス事業といったグローバル化戦略を主軸として、世界水準の創薬と医療薬学の研究・教育の拠点を形成

し、世界をリードする先導的医療人と国際的競争力を持った創薬研究者を輩出することにより、グローバル社会の期待に応える。 

 

５．業務運営 

 研究型全 6 年制の完成に向けて、薬局実習、病院実習の体制を完備するために、薬学部・薬剤部（医学部附属病院）・薬局間で強固な情報ネットワークを構築（薬学教育 DX）し、高度研究型

薬剤師、薬剤師創薬研究者と薬剤師博士（Pharmacist Scientist）の育成に向けた取り組みを一層推進する。さらに、目標を達成させるための戦略・策定を実行するとともに、その成果

の検証を行い、組織マネージメントにより、戦略的な資源配分を行い、教育、研究、社会貢献などの業務運営を着実に展開させる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部から大

学院までを

見通した教育

体制の構築 

世界で活躍できる先導的医療人や国際的競争力を持った創薬研究者を育成 

 研究型全６年制薬学教育制度における新規学部教育カリキュラムにおけるシラバスの英語化の充

実。 

 海外研修を主とするグローバル薬学演習の充実を図る。 

 外国語能力の基準値を満たした学生数の割合 

（学部 4 年次終了時までに TOEFL ITP550 以上相

当に達した学生の割合（達成した学生数/4 年生在籍

者数） 

（23.9％：令和 5 年度終了時） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 海外大学等との提携によるグローバル薬学演習をは

じめとする授業科目（英語もしくは英語・日本語併用）

の開講を積極的に進め、国際的な活躍に資する英語

力のさらなる醸成を目指す。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 外国語能力の基準値を満たした学生数の割合が 25.3％となり、設定した成果指標を超えたため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 創薬研究者、薬剤師、行政官（薬系）等として活躍するためには英語力が必要となることを、講義や

研究室活動において学生に伝えている。新たな試みである研究型 6 年制（一期生は 5 年次もしくは

博士課程 1 年次まで進級）等に関するシラバスの英語化を進め、完備した。また、海外研究を主とす

るグローバル薬学演習の実施を目指してワーキンググループを設置し、内容の検討を進めている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-2-② 

 

 

 

 

 

 

数理科学・デ

ータ科学・情

報科学教育

の強化と全

学体制の構

築 

 

情報科学関連薬学教育の充実、数理・データ科学教育研究センターとの連携 

 学部・大学院新入生に対し、数理・データ科学教育研究センター提供のカリキュラムについての履修

案内。 

 秋冬学期に開講される応用基礎レベルの修了要件に必要な科目についての履修案内。 

 数理科学・データ科学・情報科学教育の実施状況（学

部における数理科学・データ科学・情報科学に関する

科目の受講者数 

（10 名以上：令和 5 年度終了時） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
数理・データ科学教育研究センターが実施するリテラシ

ーレベル及び応用基礎レベルの「数理・DS・AI 教育プロ
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 自己評定の理由／特記事項 グラム」について、新入生に向けた履修案内において説

明する。 【自己評定の理由】 

 数理科学・データ科学・情報科学教育を受講した学生数が 29 名となり、設定した成果指標を超えた

ため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 数理科学・データ科学・情報科学に関するリテラシーを身に着け、応用力を養うことが、創薬研究者、

薬剤師、行政官（薬系）等として活躍していく上で重要となるとの認識を促すことで、多くの学生の

受講につながった。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

基礎研究・社会実装に向けた応用研究・創薬研究の深化、領域間や異分野との融合研究や共同研究を

促進 

 クライオ電顕による構造生物学と量子化学計算とを融合させた、量子情報生命薬学の展開。 

 研究成果の社会実装を加速させるため、共同研究講座、大阪大学発ベンチャー企業との共同研究

を推進。 

 新たな共同研究講座の設置準備。 

 共同研究費受入額 

（１億 3 千万円：令和 5 年度終了時） 

 1,000 万円以上の共同研究費受入額 

（1 億円：令和 5 年度終了時） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
産学共創やアカデミア創薬の更なる推進の観点から共

同研究費等の受入件数や受入額の維持・拡充に加え、創

薬支援体制・件数の拡充に努める。 

 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 1,000 万円以上の共同研究費受入額が、１億１千万円となり目標額を上回り、かつ共同研究費受入

額が 1 億８千万円となり大幅に目標額を上回ったため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 共同研究費受入額が 1 億８千万円、1,000 万円以上の共同研究費受入額が 1 億 1 千万円となっ

た。当該研究科が中核となって、 BINDS のインシリコ創薬等との連携強化を進めつつ、創薬サイエ

ンス研究支援拠点の一層の整備に加え、アカデミア発創薬の更なる加速化を図るなど、基礎研究・

社会実装に向けた応用研究・創薬研究の深化、領域間や異分野との融合研究や共同研究を促進し

た。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-3 新しい社会創

造に貢献する

OU エコシス

テムの広範な

浸透・充実化 

新興感染症に対する薬学的貢献 

 感染症総合教育研究拠点（CiDER）との連携のもと、薬学研究科が有する創薬技術を用いて、

COVID-19 をはじめとした新興感染症の制圧に貢献する。 

 感染症総合教育研究拠点（CiDER）の部局横断型「感染症」研究促進プログラムに応募し、感染症の

根本的な克服に向けた 先端的基礎研究を推進する。 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジ

ェクト数 

（代表・分担併せて 10 件程度：令和 5 年度終了時） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
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自己評定の理由／特記事項 
【自己評定の理由】  
 代表・分担併せて 10 件のプロジェクト数の目標件数を上回り、継続 10 件に加え、新規に３件、計

13 件のプロジェクトを実施したため。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 令和５年度に新規３件（代表 2 件、分担１件）のプロジェクトを開始した。 
 

 
ＯＵＭＰ 

主要取組 

年度計画 
 

成果指標 

5-1-① 

 

 

 

 

 

 

 

優秀な留学

生を戦略的

に受入れる

ための学内

外連携体制

の整備充実 

 

国際的に指導的な立場で活躍できるグローバル人材の育成に重点を置いた、国際共同学位プログラ

ムの構築・推進 

 海外研究者、医療人による講義の実施。 

 海外研修を主とするグローバル大学院薬学実習の充実。 

 留学生数（バーチャル留学（受入）等含む。） 

（45 名程度：令和 5 年度終了時） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 新たなダブルディグリープログラム協定の締結と実

施により、優秀なグローバル人材の育成を図る。 

 新たな部局間学術交流協定を締結することにより、

国際交流を更に活性化し、留学生数の増加を進める。 

 OUICP 及び OUICP-S の協力部局として、GI 機構

と連携して、留学生の受け入れを進める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 留学生数（バーチャル留学（受入）等含む。）の目標である 45 名を大きく上回り、65 名の留学生の

受け入れを行なったため。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 令和５年度に２件（新規１件、更新１件）の部局間学術交流協定を締結した。 
 令和５年度に新規１件のダブルディグリープログラム協定を締結した。 
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部局名：工学研究科・工学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-④ 学生チャレンジプロジェクトに応募があった全ての意欲的なプロジェクトを採択

し、資金面での支援を行う等、学生の自主的な研究のサポート体制を構築している。 

 1-3-① ダブル・ディグリー・プログラムを、博士前期課程で５大学、博士後期課程で８大

学とそれぞれ実施し、優秀な外国人留学生を獲得する体制を維持している。 

 1-3-② 工学研究科の 18 の学位プログラムで「産学官共創大学院コース」を引き続き設

置し、インターンシップ・オン・キャンパスの推進を図っている。 

 2-1-① OU マスタープラン実現加速事業の一環である研究コンシェルジュ制度の運用に

より、研究者支援（申請資料作成支援、模擬面接支援等）を推進している。 

 2-1-① JST 創発（令和 4 年度申請）には 5 件採択、JST 創発(令和 5 年申請)には書類

選考通過者 10 件（工学研究科過去 3 年間で最多）となり、また、JST さきがけに３件、

ACT-X に 3 件に採択されるなど、テクノアリーナ体制による研究者の活動支援の成果が

上がっている。 

 2-1-① テニュアトラック制度を積極的に活用し、今年度新たに 4 名を採択している。 

 3-1-① 共同研究費受入額及び 1,000 万円以上の共同研究費受入額が令和５年度の目

標値を大きく上回っている。 

 3-8-① 工学研究科の活動全般で省エネルギーに努めた結果、電力使用の計量を行った

75％の箇所で電力使用量の削減が見られた。 

 4-2-③ JST 共創の場(COI-Next) 本格型採択 1 件、育成型採択 1 件など、申請研究

者に対する業務支援の推進による成果が上がっている。 

 5-5-① 引き続き積極的な広報に取り組んだこともあり、学校推薦型選抜における令和

6 年度入試の合格者の女性比率は、44.7％と昨年度までの実績と比較して順調に上昇し

ている。 

 5-7-① 新たに設置した障がい者雇用推進支援室に、障害者職業生活相談員資格を有す

る職員を配置し、障がいを有する職員が安心して就業に取り組めるような職場環境作りに

努めるとともに、新たに 7 名の障がいを有する職員を雇用している。 

【今後期待する点】  

 1-3-② 起業志向人材支援型のプログラムの新設に向けた取組が期待される。 

 2-1-① テクノアリーナ体制による研究者の活動支援を引き続き展開し、専攻や専門分野

の枠組みを超えた柔軟な体制を維持しながら、最高水準の国際的研究拠点の育成、分野横

断型の新学術、産学連携、社会共創等の取組に期待したい。 

 3-1-① 企業との共同研究を行う活動スペース不足に対策を講じ、さらなる産学共創の

拡大と大型共同研究の拡充を期待したい。 

 3-8-① エネルギー密度の高い設備、装置、空間について、モニタリングを強化するととも

に、適正な運用の実施を構成員へ周知されたい。 

 4-2-③ 卓越技術を有する若手研究者が飛躍するテクノアリーナプラットフォームの機能

強化のため、研究コンシェルジュ制度の体制支援の推進が期待される。 

 5-5-① 学校推薦型選抜に加え、募集人員の多い一般選抜においても合格者の女性比率

の向上を図るため、引き続き積極的な広報を展開することが期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 工学研究科は、自然と人類との調和を図り、真の豊かさを持つ安心及び安全な持続可能社会の実現を目指し、真理の探究と社会に貢献するモノつくりを通じて科学技術立国としての未来

の発展に資することを使命とし、教育研究の世界的最先端拠点となるとともに、高い倫理観、グローバル性、社会を牽引するリーダーシップを有する優れた人材の育成に取り組む。 

 工学研究科の特徴は、理系の研究組織の中で社会に最も近い所に位置することにある。横断型研究プラットフォーム「テクノアリーナ」体制を基盤として、民間企業や学外研究組織の核と

なり、オープンイノベーションの創出や学術研究拠点形成を通して、人材育成、学術の発展、産業技術の強化に貢献する。 

 

１．教育 

 高度な専門学力と多様なグローバル社会を俯瞰できる視野に立脚した総合的な人間力を有し、かつ主体的に課題を設定して積極的に解明・解決することができ、人間性豊かな社会の創

造に貢献するリーダーとなる工学技術者・研究者を育成する。その人材育成を実現するグローバル教育拠点にすべく、能動的・主体的に取り組んだ活動経験を有することを出願の要件とす
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

る学校推薦型選抜の実施等により、主体的な学修を行える人材を国内外から獲得する。また、グローバルな教育交流を可能とするため、大学院の９専攻のうち８専攻に英語コースを設置す

るとともに、大学間学術交流協定と約 100 件の部局間学術交流協定を礎として、学生派遣と留学生の受入れを促進する。 

 

２．研究 

 科学技術のさらなる発展を支え、持続可能で強靭な社会を実現すべく、工学研究科の多様性を強みとした研究を推進する。学問の発展に不可欠な普遍的基礎研究を堅持するとともに、先

端研究と先進技術を駆使した応用研究・技術開発を推進し、新たな学術分野を創造する。特に、脱炭素、防災減災、健康長寿社会等を実現すべく、光量子科学、バイオサイエンス、高度情報通

信技術、分子創製技術、革新的材料・先端プロセス技術、先進的社会基盤等の重点的な研究を展開する。グローバルで多角的な視点からの研究展開のために、学内外及び国内外にまたがる

学際融合研究を行い、また、テクノアリーナが有する「最先端研究拠点部門」、「インキュベーション部門」、「若手卓越支援部門」を核として、既存の専攻の枠を超えた研究活動を活性化すると

ともに、社会との好循環を生み出す産学官共同研究拠点としての機能を一層充実させる。そして、これらの研究を支える次世代の若手人材の採用・育成のため、世界に冠たる学術分野を目

指した優秀なグローバル研究者が集う研究拠点の形成を図る。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

 社会ニーズを先取りしたオープンイノベーションを創出すべく、産学官の戦略的な連携を強化・推進し、工学研究科の研究成果を社会に広く還元することで、SDGs に代表される社会課題

解決への貢献などにより社会が求める責務に応える。特に、工学研究科が全国に先駆け推進してきた共同研究講座、協働研究所のシステム（阪大方式）をさらに拡大するとともに、洗練化、

高度化し、産学連携のオープン化を促進する。また、共同研究講座、協働研究所を基盤とするインターンシップ・オン・キャンパスプログラムにより共創人材の育成を行うほか、企業・大学相互

メリット型リカレント教育体制の構築による社会人ドクター受入の拡大などの取組により、産学連携による人材育成を推進する。 

 

４．グローバル化 

 以前から実績のある国際共同研究プロジェクト、英語特別コースやダブル・ディグリー・プログラムの企画・運営といった基礎的な研究・教育の国際化推進の努力（ボトムアップ）に加え、多

分野における高い先端研究力を活かし、その情報を世界に積極的に発信することを通じ、海外の有能な研究者や大学院レベルの優秀な留学生を自ずと引き寄せる戦略（プルアップ）によ

り、研究科の国際力を相乗的に向上させる。特に、高い研究力を発信する施策の一環となることも意識して、日本人学生、若手教員等の海外派遣を促進するプログラムに重点を置く。 

 

５．業務運営 

 研究科長のリーダーシップのもと迅速な意思決定を行い、戦略的、重点的に推進すべき教育研究課題に対して迅速に教員の配置、組織の整備ならびに予算措置を行う効果的な管理運営

を進める。戦略的かつ多様な広報を企画・実施して、工学部・工学研究科の教育研究活動を分かりやすく、かつ積極的に広く社会に発信し、優れた人材を国内外から広く集めるとともに、社

会からのフィードバックをもとに教育研究の質と量の向上を図る。施設マネジメントの強化により、連携を支え活性化を促すインクルーシブな教育研究環境の実現、省エネかつサスティナブ

ルなキャンパスの構築を目指す。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-④ 自主性、指導

性、協調性な

どを培うため

の課外活動・

キ ャ リ ア 支

援・修学支援

体制の強化 

自主活動を行える人材育成を目的として本研究科独自に「学生チャレンジプロジェクト」を実施し、こ

れをサポートする場として研究科独自にものづくりの実践の場として整備した「HANDAI クラフトベ

ース」を中心に、学生の工学に関する研究意欲及び能力向上につながる取り組みを支援する。 

 学生の自主的な研究のサポート体制の整備状況 

（学生チャレンジプロジェクトに応募するグループを３

団体以上確保する。） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 学生チャレンジプロジェクトで資金面の、HANDAI ク

ラフトベースでスペース面の支援を行い、それらを両

輪とする効果的な支援体制を継続する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 学生チャレンジプロジェクトに4団体の応募があり、全てのプロジェクトが意欲的な取組みであった

ため全件採択し、資金面での支援を行った。そのうち３団体（「OFRAC（学生フォーミュラ）」、
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「albatross（鳥人間）」、「Robohan（ロボコン）」）には、工学研究科が独自に整備した「HANDAI

クラフトベース」のスペースを活動拠点として提供した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-3-① 国際連携を

軸にした国際

交流教育プ

ログラムの拡

充 

国際的に通用する知識や能力を兼ね備えた人材を世界規模で体系的に育成するため、海外の大学や

コンソーシアムと連携し、ダブル・ディグリー・プログラムを、博士前期課程及び後期課程で実施し、積

極的な国際交流を図る体制を備える。 

 ［教育的観点］ダブル・ディグリー・プログラム実施数 

（研究科全体で 13 のダブル・ディグリー・プログラム

を実施する体制を維持する。） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
・ ダブル・ディグリー・プログラムを拡大するため、海外

の大学へ積極的に働きかけを行う。具体的には、令和

６年度中にバンドン工科大学産業技術学科(博士前期

課程)とのダブル・ディグリー・プログラムの締結を目

指している。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 ダブル・ディグリー・プログラムを、博士前期課程で５大学、博士後期課程で８大学でそれぞれ実施

し、優秀な外国人留学生を獲得する体制を維持した。また、部局間交流協定による受入・派遣の実

績もコロナ収束により活発化している。交流の実績を積み上げることで新たなダブル・ディグリー・

プログラムに繋がるよう積極的に活動している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-3-② インターンシ

ップ・オン・キ

ャンパスプロ

グラムの全学

的展開なら

びに企業・大

学相互メリッ

ト型リカレン

ト教育体制の

構築 

共同研究講座及び協働研究所のリソースを活用した産学連携による人材育成プログラムである「産学

官共創大学院コース」を研究科全専攻に設置して、インターンシップ・オン・キャンパスの推進を図る。

また、本研究科に設置の協働研究所を通じて、「REACH プロジェクト」等のリカレント教育プログラム

を実施する。 

 「インターンシップ・オン・キャンパスプログラム」や「企

業・大学相互メリット型リカレント教育」等を導入した

学位プログラム数 

（研究科の 18 の学位プログラムに産学官共創コース

を引き続き設置する。また、REACH プロジェクトを２

つの学位プログラムで運営する。） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 産学官共創コースを引き続き展開し、産学連携によ

る教育を積極的に展開する。また、協働研究所による

産学共創をベースに、REACH プロジェクトを引き続

き推進するとともに、起業志向人材支援型のプログ

ラムの設置準備を行う。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 本研究科の 18 の学位プログラムで産学官共創コースを引き続き設置した。また、REACH プロジ

ェクトにより、本研究科に２名の社会人学生が入学し、２つの学位プログラムで教育を実施してい

る。在学生から社会人の幅広い人材を対象に、大学と企業が連携した教育を積極的に展開した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 全ての研究

者が知的好

奇心・探求心

に基づく基礎

研究を持続

 テクノアリーナ体制のさらなる整備と有機的な運営を推進し、若手研究者の積極的支援、専攻を超

えた共同研究、産学連携研究の支援を精力的に実施する。 

 フューチャーイノベーションセンターの URA 人材による研究者支援（模擬面接支援を含む）を実施

すると共に、リエゾン制度を新たに設けて、学内外の有機的研究交流・共同研究を展開する。 

 学内支援事業等の実施状況 

（経営企画オフィスとの連携を通じた IR業務の推進。

模擬面接支援の実施。） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

IV：計画を上回って達成している 
 テクノアリーナ体制による研究者の活動支援を引き

続き展開し、専攻や専門分野の枠組みを超えた柔軟

な体制を維持しながら、最高水準の国際的研究拠点

の育成、分野横断型の新学術、産学連携、社会共創等

の取り組みを、次世代をリードする若手研究者の育成

を含めて一体的に実施する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 テクノアリーナ体制による研究者の活動支援に関して、以下の成果に基づき、研究者の育成・研究

力向上に寄与した。 

① OU マスタープラン実現加速事業の一環である研究コンシェルジュ制度の運用により、研究者支

援（申請資料作成支援、模擬面接支援等）を推進。  

② グローバル若手研究者フロンティア研究拠点にて、国際的に自立した研究活動を推進するテニュ

アトラック教員を支援。 

③ 厳正な書類審査等により選抜したテクノアリーナ若手卓越教員 7 名、次世代リーダー教員 23 名

の活動支援体制を維持。 

④ 専攻横断型の研究組織として 14 のインキュベーション部門の研究活動支援を実施。 

⑤ 最先端研究拠点として、世界トップレベルの学術、産学連携、社会共創を推進する 7 拠点の活動

支援を実施。 

⑥ 学内外の有機的研究交流・共同研究への展開を視野に工学研究科全研究者の研究シーズ集(冊

子版/電子版)を編集・発信。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 JST 創発（令和 4 年度申請）には 5 件採択、JST 創発(令和 5 年申請)には書類選考通過者 10 件

（工学研究科過去 3 年間で最多）、今後、順次模擬面接を実施。JST さきがけに３件、ACT-X に 3

件採択。 

 テニュアトラック教員数が 10 名に増加(今年度新たに 4 名採択)。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

共同研究講座・協働研究所を基盤とした阪大方式の産学連携を推進し、大型の共同研究費の獲得を

拡大推進する。また、そのため、共同研究講座・協働研究所交流会の開催による横の交流の促進や個

別の相談への対応を通じた設置企業側の満足度の維持、学会発表や共同研究講座シンポジウムなど

を通じた阪大方式の産学連携制度の広報活動を推進する。 

 共同研究費受入額 

（1,7８０,000 千円） 

 1,000 万円以上の共同研究費受入額 

（1,2６０,０00 千円） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 今後の対応は、引き続き共同研究講座・協働研究所交

流会の開催による横の交流の促進や個別の相談への

対応を通じ設置企業側の満足度の維持を図るととも

に、学会発表や共同研究講座シンポジウムなどを通じ

た阪大方式の産学連携制度の広報活動を推進する。

また令和4年度末にリニューアルした社会連携室HP

を活用して各所や社会連携室の活動をタイムリーに

発信するなど、広報活動の幅を拡げて一層の周知に

取組む。 

 課題としては、解消されない活動場所不足による不

安定さから学内の活動を十分に担保できないことで

あり、対策が急務である。また、令和８年の共同研究

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

令和 4 年度末に 1 件の共同研究講座が終了したものの、令和 5 年度中に 2 件の共同研究講座が新

設され、工学研究科では過去最多の設置数 33 件となり、受入れ金額の実績が成果指標を上回るこ

ととなった。 

 共同研究費受入額 

（実績 2,526,742 千円） 

 1,000 万円以上の共同研究費受入額 

（実績 1,877,693 千円） 
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【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 令和 4 年度部局アクションプラン（数値目標）SS 評価 の共同研究費実績値を件数、受入額ともに

上回った 。 

講座発足 20 年に向け制度の見直しなど、課題の棚

卸に取組む時期に来ていることを全体の共通認識と

したい。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-2-① 社会のステー

クホルダーと

協 働 し た

SDGs 実現

のための基

盤整備 

テクノアリーナ最先端研究拠点に既に設置されている社会共創拠点や、インキュベーション部門の幾

つかのグループを活用し、地方自治体や関連企業との共同研究を通じた SDGs に関連した現代の社

会課題に対する取り組み（インフラ整備、カーボンニュートラル、産業技術イノベーションデザイン）を目

標とした横断型研究基盤の構築を進める。 

 本部 SDGs 推進体制の活動の発展及び学内浸透・学

外への発信力強化 

（SDGs 関連フォーラムの開催） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 SDGs に関連した社会課題解決に資する産学官での

共同研究・教育を引き続き展開すべく、研究者への働

きかけを行う。 

 令和４年度に新設したテクノアリーナ インキュベーシ

ョン部門社会課題解決型の取り組みの支援や、学内

外への発信の場としてテクノアリーナ フォーラムの企

画・運営支援を引き続き推進する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 テクノアリーナ最先端研究拠点部門に既に設置した社会共創拠点において、吹田市、尼崎市、池田

市、泉大津市、徳島県阿南市、岩手県などの多くの自治体や関連企業との間で SDGs に関連した

社会課題解決に資する産学官での共同研究・教育推進を支援した。 

また、最先端研究拠点部門に社会共創拠点としてインフラ・リスクマネジメント政策形成拠点を新設

し、社会インフラの老朽化問題に対応すべくアセットマネジメントとリスクマネジメントを有機的に結

合したインフラ政策デザインの研究活動を推進した。 

 テクノアリーナ インキュベーション部門内において、科学技術展開分野、工学応用連携分野、社会工

学融合分野からなる連携融合型に加えて、令和４年度に新設した社会課題解決型に新たに 1 件を

設置し（計 2 件）、社会課題の調査分析・課題解明の活動支援を推進した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-8-① 老朽施設の

計画的解消

と長寿命化・

エネルギー使

用量及び温

室効果ガス

排出量の削

減 

省エネルギーの効果が高いものとして、老朽空調機の更新による高効率化と照明の LED 化に取り組

む。 

 空調機の実態把握と適切な更新方法の検討 

 建物の共用部と屋外を中心に LED 化を推進するとともに、より効率的な更新を進めるため、削減

効果を測定する。 

 エネルギーの使用に係る原単位 

（毎年平均１％以上削減） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 照明の LED 化などの省エネ対策を継続して実施す

る。また、建替えや改修等で受変電設備が過剰となっ

ている施設の有無を精査し、余剰分によってはダウン

サイジングの工事を行い、受変電ロスを削減する。 

 エネルギー密度の高い設備、装置、空間について、モ

ニタリングを強化するとともに、適正な運用の実施を

周知するとともに、適正な運用方法が不明なものに

ついては、専門家を交えて改善を検討し実施する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 成果指標を大きく上回る 1.65%の削減を達成するとともに、延べ面積が約 1,300 ㎡増加した中

で総使用量も 169 千 kWh（25 円/kWh 換算で 4,225 千円）削減した。なお、構成員が省エネル

ギー活動に取り組みやすいよう、電力使用量を代替指標として使用している。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 工学研究科 32 カ所での電力使用の計量結果（35 カ所あるが工事の影響に鑑み一部の施設を合
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算して評価）について昨年度と比較したところ、増加が８カ所、減少が２４カ所であった。75％の箇

所で削減していることから、特定の施設の効果ではなく工学研究科の活動全般で省エネルギーに

努めた結果であると考えられる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-2-③ 学際融合研

究、共創活動

を加速する、

各 部 局 の

URA 活動を

含めた全学

的な支援環

境の整備 

フューチャーイノベーションセンターの専任ＵＲＡが、工学研究科の研究力の動向調査、科研費申請支

援、大型競争資金獲得支援を行う。 

 学内支援事業等の実施状況 

（データに基づく研究者への科研費申請支援活動の

実施と大型競争資金獲得のための研究者支援活動の

実施） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 工学研究科の研究力の動向調査を基に、引き続き研

究者の科研費申請支援、大型競争資金獲得支援を行

う。 

特に、卓越技術を有する若手研究者が飛躍するテクノ

アリーナプラットフォームの機能強化のため、研究コ

ンシェルジュ制度の体制支援を推進する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 研究力の動向調査を基に、フューチャーイノベーションセンターの専任 URA が科研費申請を支援

し、研究コンシェルジュが基盤研究 S、学術変革領域 A 等の大型研究費の模擬面接を実施した。 

 JST 共創の場(COI-NEXT)などの省庁系大型競争資金獲得のため、申請研究者の業務支援（拠

点ビジョン形成のためのワークショップ運営支援等）を推進した。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 JST 共創の場(COI-Next) 本格型採択 1 件、育成型採択 1 件 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-5-① 女性比率が

低い分野に

おける戦略

的なすそ野拡

大 

学校推薦型選抜は、特に女性の志願者割合が一般選抜に比べ高く、多様な人材の受け入れに寄与し

ていることから、学部長をはじめ執行部の教員が近隣の主要高校進路指導部を訪問し、工学系におけ

る女性のキャリアパスならびに学校推薦型選抜の積極的な広報を行う。 

 女子高校生向けの理解促進活動の実施状況 

（近隣の主要高校15校以上を積極的に訪問し学校推

薦型選抜の広報に努める。） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 女子学生の受け入れは、学校推薦型選抜が効果的な

状況であるが、募集人員の多い一般選抜においても

合格者の女子比率の向上を図る必要があるため、引

き続き、積極的な広報を展開する。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 女子高校を含む近隣の主要高校 17 校を訪問し、執行部の教員が高校の先生に直接働きかける広

報を積極的に展開した。高校訪問時にはオープンキャンパスについても周知を行った。特に女子高

校生向けのオープンキャンパスは、今年度はハイブリッド形式で開催規模を拡大したこともあり、対

面型で 148 名、オンライン型で 83 名の多くの参加者があった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 積極的な広報に取り組んだこともあり、令和6年度入試では、学校推薦型選抜における合格者の女

子比率は 44.7％となり、前年度の 40.8%、前々年度の３５．４%から順調に上昇している。工学

部・工学研究科におけるダイバーシティ＆インクルージョンの取り組みに、大きく寄与する成果とな

った。 
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主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-7-① SOGI、障が

いを尊重す

る

Diversity＆

Inclusion

の基盤整備 

障がい者雇用推進支援室を設置し、障がいを有する職員によるキャンパス美化等の業務を通じて、多

様な人材を受容・包摂できる学内環境づくりに努める。 

 障がい者の職域拡大 

（障がい者雇用推進支援室における障がい者雇用者

数（４名）） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅴ：計画を大きく上回って達成している 
 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 4 月 1 日付けで障がい者雇用推進支援室を設置した。 

 キャンパス美化業務以外に新たな職域拡大を探り、自転車駐輪整理業務の内製化等により、当初予

定の 4 名を超える 7 名の障がい者を新たに雇用した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 支援室に障害者職業生活相談員資格を有する職員を配置し、障がいを有する職員が安心して就業

に取り組めるような職場環境作りに努めた。 

 新たに雇用した 7 名のうち、3 名は重度知的障がい者を雇用したことにより、障害者雇用促進法上

の雇用者数としては 10 名の雇用と換算され、工学研究科のみならず本学の障がい者雇用率の向

上に大きく貢献した。 
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部局名：基礎工学研究科・基礎工学部 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-② 優秀な博士人材育成に向けた活動が実を結び、３年平均の博士後期課程入学定

員充足率は、令和５年度の目標値を上回っている。 

 2-2-④ 若手研究者の育成が着実に行われており、令和 5 年度に若手研究支援を得た研

究者４名が、令和 6 年度からのキャリアアップ(准教授などへの登用)に成功している。 

 5-2-③ 基礎工学国際コンソーシアムに係る成果指標の達成に加え、コンソーシアムミー

ティングが契機となり、オークランド大学との部局間学術交流協定を締結するに至ってい

る。 

 5-3-② ASEAN キャンパス主要校との「短期受入プログラム」を活用した各種ケーススタ

ディを通じて、国際交流における総合デザインの重要性・妥当性を確認し、高度人材の獲

得・育成に向けて取り組んでいる。 

 5-6-② クロスアポイントメントにより新たな女性教員を２名（教授１名、准教授１名）雇用

し、男女共同参画推進 WG へ女性教員を配置している。 

 7-2-③ 部局内の各種リソースを精査の上で広報体制を再編・強化し、広報情報ハブ

(ΣYES)をコアにして on-SLD (on-demand/on-line/on-site 融合)型広報を実行

するための体制を整備している。 

【今後期待する点】  

 1-1-② 現在行っている優秀な博士人材育成に向けた活動を継続するとともに、本学を

含む多数の学部卒業者が博士後期課程進学を希望する環境整備及び改善を進めていくこ

とが期待される。 

 1-1-⑤ コロナ対応が解除され対面主体の授業に戻る中、コロナ禍中に始めた教育効果

向上に向けた取組について、効果的かつ継続的な実施を検討することが期待される。 

 5-2-③ 基礎工学コンソーシアムミーティング参画大学のうち、部局間交流協定の締結に

至っていない大学との間で速やかに協定を締結し、研究及び学生交流をさらに活発化さ

せることが期待される。 

 5-6-② 女子学生比率向上に向けて、推薦入試制度の改革などに引き続き取り組むこと

が期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

基礎工学研究科・基礎工学部の基本理念は、旧来の縦割りの学問体系には縛られず、一方では最先端の科学技術を基礎科学の原理にまで立ち返って探求し、他方で技術的課題の解決を発

端として新しい基礎科学を創出することである。このような科学と技術の融合を通じて科学技術の根本的な開発を行い、それにより人類の真の文化の創造を目指す。 

 

１．教育 

分野横断・学際融合型の高度専門教育を実践することで、専門性と学際性に富み、社会の要請に応える新しい学問領域を開拓する能力を有し、国際的に活躍できる人材の育成を行う。特

に、大学院においては「研究室ローテーション」、「海外研修」、「科学技術英語」等を整備し、高度教養・学際融合教育を充実させることで優秀な博士人材の育成に努める。加えて教育効果を

高めるべくブレンデッド教育を推進するとともに、それに必要な環境整備を継続的に進める。 

 

２．研究 

理学と工学を融合した基盤学際領域に加え、より幅広い複合学際領域にまで研究領域を拡張することで、新しい学術研究領域を創成し、社会に向けてその成果を還元していく。そのため、

若手研究者を含めた従来の研究支援体制を一層強化すると共に、共同研究拠点の新規発足と産学連携体制の深化を図る。共同研究拠点の新規発足と産学連携体制の深化を図るととも

に、若手研究者の海外共同研究を支援、強化する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

国立大学法人における教育研究の成果は、広く国民に周知・還元される必要がある。そのため、同窓会や高大連携活動など様々な機会を捉えて、未来社会を先導する研究成果等を情報発

信し、学外との共同研究や大学知の活用を通して社会へ貢献する。 

 

４．グローバル化 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

Engineering Science（基礎工学）のコンセプトのもと、国立大学法人におけるユニークな部局として特色を活かし、融合教育研究推進のために、国外有力大学との連携により基礎工学

国際コンソーシアムを中核としたマルチラテラルな国際連携を展開する。 

 

５．業務運営 

DX 化を促進して業務の効率化を図り、部局運営および活動支援に必要な人員を配置し、基礎工学の理念実現に向けて、教員が教育研究に十分なエフォートを確保できる体制を整備する。

また、多様性のある部局を目指し、ダイバーシティー＆インクルージョンの推進に取り組む。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-② 

 

大 学 院 教 育

支 援 体 制 の

強化 

学振 DC1 採択人数向上を狙う Σ 博士未来研究助成金制度の継続、Σ 奨学金の周知徹底、現在展開

中のリーディングプログラム(カデット、ヒューマン)との連携協力、オナー大学院プログラムの展開に

より博士課程への進学モチベーションを上げ、優秀な博士人材育成に向けた活動を深化させる。 

 博士後期課程入学定員充足率について３年平均で

90％以上を維持する 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 現在行っている優秀な博士人材育成に向けた活動を

継続し、特に大阪大学を含め国内の学部卒業者が多

数博士後期課程進学を希望する環境整備および改善

を進めていく必要がある。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 ３年平均の博士後期課程入学定員充足率が 100%となり充足し、国内外から優秀な学生を集め博

士人材育成が進んでいる結果と言えるため 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 ３年平均の博士後期課程入学定員充足率が 100%となり定員を充足した 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-⑤ 

 

対面授業とメ

ディア授業の

併 用 に よ る

「ブ レンデッ

ド」教育体制

の確立 

ハイフレックス型に対応した 16 室の講義室を活用して対面授業を主体とするも、体調不良者等に限

りなく双方向性と同時性を担保したハイフレックス型講義の推進や授業時間外の学修教材としてのコ

ンテンツを CLE 等で活用した授業を継続的に推進する。そのために、分かりやすいマニュアルや説明

動画の整備、オンライン試験方法の周知を進める。 

 ブレンデッド教育実施科目の開講状況（令和 5 年度中

に 10%以上） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 対面主体の授業に戻るなかで、コロナ禍中に始めた

教育効果向上に向けた取り組みをいかに効果的かつ

継続的に進めていくかは検討の余地がある。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 コロナ対応が解除されたために統計調査もしなくなったため数値を正確に割り出すことは難しくな

ってしまったが、令和 4 年度において 39%だったブレンデッド教育実施科目が大きく減少すると

は考えにくいため 
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主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-3-② 

 

インターンシ

ップ・オン・キ

ャンパスプロ

グラムの全学

的 展 開 な ら

びに企業・大

学相互メリッ

ト型リカレン

ト教育体制の

構築 

高度な研究力を元にした社会人も含めた高度博士人材教育プログラムについて関連部局と有機的に

連携した体制の構築に向けた検討委員会を設置する。 

 検討委員会を設置する 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 エマージングサイエンスデザイン R3 センター、国際医

工情報センター（MEI センター）と具体的にどう連携

し進めていくか引き続き検討を進める必要がある 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 基礎工学研究科執行部を中心とした検討委員会を設置した 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-④ 

 

研 究 環 境 整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の 奨 励 な ど

若 手 研 究 者

に対する積極

的な支援 

 融合研究から未来志向型研究や独創的な新領域の創成を生み出すことを目指した未来研究ラボシ

ステムの枠組みを活用し、若手研究者短期海外渡航援助を行い、海外大学との連携機会の増加、グ

ローバル化、若手の研究機会の増加を目指す。 

 若手研究支援５件以上、計１０，０００千円 

 若手海外渡航支援２件以上、計２，０００千円 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 例年の募集開始時期(6 月中旬ごろ)の関係で、若手

研究者短期海外渡航援助に関する応募件数が少ない

傾向が見られたため、令和 6 年度募集からは、早い段

階（前年度の３月中旬頃）から募集に関する事前アナ

ウンスを開始する予定である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 若手研究支援には多数の応募があり、令和 5 年度は 7 件の新規課題を含む合計 16 件の研究課題

を推進することができた(支援額合計 : 11,880 千円)。若手海外渡航支援に関しては、支援を計画

した 2 名のうち、1 名が科研費(国際共同研究強化(A))の獲得による個人での渡航に切り替えたた

め、今年度は 1 件のみの支援(支援額合計 : 1,000 千円)に留まったが、合計で 2 名の海外渡航者

を送り出すという目標は達成した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 令和 5 年度に若手研究支援を得た研究者４名が、令和 6 年度からのキャリアアップ(助教=>准教

授など)に成功しており、若手研究者育成に貢献している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-2-③ 

 

海 外 へ の 戦

略 的 な 情 報

発信の強化 

基礎工学研究科と国外有力大学が参画する基礎工学国際コンソーシアムによる国際連携体制を強化

するため、基礎工学国際コンソーシアム WG にコンソーシアム参画大学と連携実績のある教員を配置

する。基礎工学国際コンソーシアムミーティングを開催し、海外有力大学に情報発信するとともに、今

後の研究や教育に関する協力体制について議論し、ビジョンを明確にする。 

 基礎工学国際コンソーシアム WG への教員の配置 

 基礎工学国際コンソーシアムミーティングの開催 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 基礎工学コンソーシアムミーティングをさらに活性化

させていく予定である。参画大学のさらなる拡大を

目指すとともに、現参画大学のうちまだ部局間交流自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】  

  当初の計画通り、コンソーシアム WG にそれを主として担当する、国際経験が豊富な専任講師を配

置した。 

 7 月にはユニバーシティカレッジロンドンにて、基礎工学コンソーシアムに参画している全大学（阪

大、カルフォルニア大学バークレー校、ユニバーシティカレッジロンドン、KTH、NUS、トロント大学、

クイーンズランド大学、オークランド大学、コーネル大学）が一堂に会し（オンライン参加も含む）コン

ソーシアムミーティングを開催して、今後の基礎工学の発展と協力体制について議論を行った。 

 上記２点の成果指標を達成したことに加えて、今回のコンソーシアムミーティングが契機となり、オ

ークランド大学との部局間学術交流協定を締結することができた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 成果指標を達成したことに加えて、コンソーシアムミーティングが契機となり、オークランド大学と

の部局間学術交流協定を締結することができた。 

協定を締結していない大学とは速やかに交流協定を

締結し、研究および学生交流をさらに活発化させる。

なお、2025 年にはオークランド大学で次回の基礎

工学コンソーシアムミーティングを開催する予定であ

る。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-3-② 

 

ASEAN キャ

ン パ ス の 深

化・広域化を

通じた、現地

社会に寄り添

い、地域ニー

ズに応える共

同研究・高度

人 材 の 育 成

の推進 

ΣOUICP(STEM 実習)を基盤として、ASEAN キャンパス主要校との交流を深化・広域化すること

により、Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎg Science に関わる国際連携体制を強化する。オンライン型・オンデマンド型

教育コンテンツの拡充などを通じて、ＡＳＥＡＮ地域の未来に資する優秀な人材を獲得した上で、

Philosophie 志向型教育(博士)を通じて高度人材(Engineering Scientist)を育成する体制を

構築する。 

 ΣＯＵＩＣＰの運営 

ASEAN 主要校との組織的連携の維持・強化(MOU・

DDP など)大阪大学バーチャル留学プログラムに部

局から提供する科目（英語）を新規で 1 科目追加 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 ASEAN 地域における Engineering Science 

DDP ネットワークを拡充・強化していく予定である。

同ネットワークに参画する ASEAN 各国の Top 校

(国内ランクトップ校)との間で、DDP 締結あるいは

部局間協定の締結を通じて、関係性を強化しつつ、優

秀な高度博士人材の獲得ならびに育成できる環境を

整備する。中長期的には、正規博士プログラム、

DDP、インドネシア型プログラム(LPDP)などを統合

した「高度博士人材循環型 ASEAN Engineering 

Science ネットワーク」の構築のための環境を整備

する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  当初計画通り、ASEAN キャンパス主要校との交流深化・広域化を実施した。学生交流に注力した

OUICP を基盤としつつも、さらには博士高度人材育成を目的とした、ASEAN 地域における

Engineering Science DDP ネットワークの拡充(締結済：マラヤ大(新規)、マヒドン大、ベトナム

国家大(ハノイ・ホーチミン)、交渉中：インドネシア大ほか)、ならびに、インドネシア政府 LPDP を活

用した高度人材育成プログラム(主幹校：マラン州立大、NEXT Brain Indonesia(仮称))を整備

を実施し、実際に、博士人材の受入・指導に活用した。 

 ＡＳＥＡＮキャンパス主要校に提供可能な英語科目群(オンデマンド型)を拡充した(OUICP 提供科

目：4 科目(院生。既存)、大阪大学バーチャル留学プログラム：2 科目(院生。既存)＋2 科目(学部

生。既存と新規、各 1 科目))。うち、学部生提供 2 科目を、部局所属の日本人学部生も履修できる

ように規定改正し、次年度には提供科目を 3 科目に拡充する見込みを立てた。 

 12 月初旬、ＪＳＴさくらサイエンスプログラムを活用して、上記のオンデマンド型コンテンツを活用し

つつ、オンライン型プログラム(渡日前)と対面型プログラム(渡日後)を組わせた短期受入プログラ

ムを企画運営した。ターゲット校(マラヤ大、マヒドン大)から９名のＤＤＰ候補生を短期間受け入れ

た結果、大学院進学へのきっかけを惹起できた(6 名のＤＤＰ受験希望者(4 名は平成 6 年度入学

予定)、2 名の英語プログラム受験希望者(2 名とも平成 6 年度入学予定)。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 
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 「博士高度人材の獲得・育成」を主目的として、各種の「短期受入プログラム」を活用するという各種

ケーススタディを通じて、国際交流における総合デザインの重要性・妥当性を確認できた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-6-② 

 

インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

及 び

Diversity 

& 

Inclusion

の 推 進 に よ

る 研 究 領 域

の開拓、女性

研 究 者 の 育

成 

 クロスアポイントメントにより女性教員を新たに雇用する。また、総長裁量ポストで採用した女性教

授を中心に、女子学生および女性教員比率向上に向けた広報活動を強化する。 

 クロスアポイントメントによる新たな女性教員を 2 名

雇用。男女共同参画推進 WG への女性教員の配置 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 女子学生および女性教員比率向上のための広報活動

については長期的に取り組む必要があり、推薦入試

制度の改革などに取り組む。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 クロスアポイントメントにより新たな女性教員を２名（教授１名、准教授１名）雇用し、男女共同参画推

進 WG へ女性教員を配置した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

7-2-③ 

 

ステークホル

ダーとの共創

を 活 性 化 さ

せ る た め の

PR 強化 

基礎工学研究科における広報体制を再編・強化すると共に、他の研究科内組織と連携を深化する。国

内唯一、国外随一の 「Engineering Science」の理念を基盤として、そのブランディングのための

各種広報活動(例 入試、研究、国際交流など)を強化する。具体的には、汎用型 One-Stop 型 Web

広報システム(仮称 ΣOne-Stop システム)を構築し、on-site/on-line/on-demand 型広報活

動を相互・重層・継続リンクさせるためのプラットホームとして活用する。 

 広報企画推進室に設置した広報戦略 WG における情

報共有・戦略提案・実行体制の構築 

 Well-Mix 型広報活動の実施(One-Stop 型 Web

広報システム（１つ）を新たに設置、それを活用した各

種広報活動の実施) 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和 5 年度に構築した体制を基盤にしつつも、継続し

て Engineering Science のブランディングのため

の各種の広報活動を実施する予定である。各種ケー

ススタディの目的・ターゲットに応じて、体制・システ

ムを微調整・微修正することで、広報戦略体制を強

化・改善する予定である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 当初予定通りの活動を実施できた。広報委員会ならびに Web 広報 WG、高校説明会 WG(学部・

院)、女性参画 WG ほかの委員長/主査が参画する「広報戦略 WG」を組織化し、部局 広報企画推進

室として俯瞰的・連動的・戦略的に活動できた。 

 部局ホームページのコンテンツ構成ならびに閲覧者のプロパティを照合・分析した。特に、受験生に

対する情報アクセシビリティを改善するためのホームページのマイナー改変を実施した。研究者・一

般閲覧者を対象として、プレスリリースを中心とした新着情報更新体制を強化するとともに、新規

に設置したＸ(旧 Twitter)と連動させた。海外研究者向けに、新着情報の更新体制を強化した。 
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 オンデマンド型情報コンテンツを充実させた(基礎工 Web Lecture シリーズ、Σナビ講義(Open 

Campus 向け(約 40 件))、夢ナビ講義(約 10 件(外部委託))ほか)。 

 受験広報向けに、「Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ Science」を主軸とした広報を実施し

た。同時に、基礎工学の理念(Σ)を示すオリジナルキャラクター(４熊（し

ぐま）)を作成し、受験生専用ＨＰ、あるいは、Ｏｐｅｎ Ｃａｍｐｕｓ、出張講

義、大学見学会ほかで紹介した。上記戦略をきっかけにして、基礎工学部

を深く探求するようになったという、高校生からのFeedbackも多数届

いている。 

 行事参加受付、対象者への連絡、行事後の広報などの機能を持たせた、

One-Stop 型汎用システムを構築した(ΣYES： Sigma Your Entry 

System)。独自の広報情報ハブとして、各種広報関係行事に活用可能で

あり、R5 年度終盤の行事より、活用する予定である。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 部局内の各種リソースを精査の上で広報体制を再編・強化し、広報情報ハブ(ΣYES)をコアにして

on-SLD (on-demand/on-line/on-site 融合)型広報を実行するための体制を整備した。 
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部局名：国際公共政策研究科 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 3-2-① 日本経済新聞や第一生命などの大手企業との社学連携を伴う、ＥＳＧインテグレ

ーション研究教育センターの諸活動が本格的に始動している。 

 5-6-② 女性研究者在職比率が約３０％に達しており、令和５年度の目標値を大きく上回

る実績を上げている。 

【今後期待する点】  

 5-6-② 大きく増加した女性教員が定着するための対策が講じられることを期待したい。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

国際公共政策研究科は、平成 6 年の設立以来、拡大を続ける国際公共部門が求める知識の探求と、その実践に必要な人材の育成をめざして研究・教育を行っている。具体的には、平和と安

全の確保、紛争の解決、国家機能の再建、民主主義の実現、環境破壊の防止、貧困の解消、開発の促進といったグローバルな課題があり、日本においては政治・財政におけるアカウンタビリ

ティの確保、長期不況の克服、産業構造の転換、少子高齢化対策、格差是正、男女共同参画の推進、財政赤字の解消といった課題がある。本研究科はこれらの課題解決に向けて、法律・政

治・経済の各分野の知識を用いて研究を推進し、有為な若者を世界から集め、知性と情熱をあわせもったグローバルな知の共同体を形成することを目指す。 

 

１．教育 

 本研究科は、平成 15 年の専門職大学院制度発足後に創設された他の公共政策大学院と異なり独自の教員組織をもっており、博士後期課程まですぐれた一貫教育を提供していると自負

している。そうした教育によって、公共部門・政策部門で活躍する人材のみならず、多くの研究者を輩出することが可能となっている。修了生は世界各地で活躍している。また、本研究科は

独立研究科であるが、法学部国際公共政策学科の教育に実質的な責任を負っている。当学科は高い学力をもった意欲ある学生を集めている。これまで、関西及び全国レベルの学生による

政策提言コンテストでの連続優勝他、優秀な賞を連続受賞している。高大連携にも力を入れ、毎年高校生による研究発表会を開催している。 

 本研究科の強み・特色は、高い留学生比率によって生まれる国際的な学習環境、及び国際的・政策志向で実践応用型の教育にある。特に東アジア圏外からの留学生の割合が高く、そのた

め英語で行われる授業数も多い。また、海外体験を重視し、以下でも述べるように、海外の大学との２つのダブルディグリー・プログラム（双方向）、メキシコの大学院への留学のための奨学

金プログラムを有している。 

 上記の特徴を活かすために、令和 5 年度においては以下の方針を採用する。１）質の高い教育環境を確保するため、留学生の相談窓口として、グローバル・コミュニティー・オフィスでより

積極的に留学生にアプローチし、悩みの即時解決を図る。２）学生が、ここで学びたいと思える教育環境を実現するため、学生に主体的に行動させる教育プログラムを実施する教員に対し、

その活動費を補助する制度を、学生主体の取り組みへの支出も可能など、充実化させる。３）学生の研究活動促進のため「OSIPP 大学院生研究活動奨励賞」として、年に２回（半年毎）、受賞

者に、研究費を配分する。 

 

２．研究 

 本研究科は、法学・政治学・経済学の学術的かつ実践的知識を総合し、現代の日本や国際社会が直面する公共的な政策課題に取り組んでいる。この間、本研究科教員・学生で構成する国際

公共政策学会学会誌の査読誌化（平成 28 年から）、及び全巻オンライン化に取り組み、発信力を強化した。また、平成 29 年度に教授会の下に研究倫理委員会を設置し、高度なデータ研究

を可能にする制度を整備した。近年、本研究科経済系若手教員のランキングの高い国際的雑誌への採択が相次いでおり、評価を高めている。また、若手教員のエビデンス・ベースト・アプロ

ーチに対する評価は高く、学生に対しても影響力を持ち始めている。さらに紛争研究・平和構築・共生分野の研究が活発で、国際的な共同研究も進められている。研究科一丸となって社会ソ

リューション・イニシアティブ（SSI）に積極的に協力している。 

 上記の特徴を活かすために、令和５年度においては以下の方針を採用する。１）国際共同研究を促進するため、戦略的経費を用いて、研究活動費を補助する。２）異分野融合研究を支援す

るため、戦略的経費を用いて、研究活動費を補助する。３）研究を促進するため、気軽に研究発表を聞き意見交換を行えるランチセミナーを積極的に開催する。４)大阪大学賞を受賞した研

究者に、戦略的経費を用いて、研究活動費を配分する。５）応募インセンティブ促進のため、戦略的経費を用いて、科研費の獲得状況に応じた研究活動費を傾斜配分する。５）優秀な教員を獲

得するための研究会の開催経費の補助を行うとともに、新任教員の着任時に、セットアップのための研究費を配分する。６）研究論文がアクセプトまたは出版された場合に、毎月、研究科内

で情報を共有し、研究への刺激を与える。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

 本研究科の学外との連携については、公共部門（政府、自治体、公共的機関）との連携に強みがある。教員は政府・自治体の各種委員会の委員を務め、また政策研究会に招かれるなど、アド

バイザーの役割を担っている。研究科としては重要なミッションの一つであると考えているので、引き続き教員の活動を奨励する。また、国際的な事象を扱うことが多い本研究科では、朝日

新聞社、読売新聞社による連携講義を設置しており、２社の記者たちが国際的なトピックについて論じるリレー講義を継続して行っている。 

 上記の特徴を活かすため、令和５年度は以下の方針を採用する。１）上記２社に加えて、日本経済新聞社による連携講座を設置する。２）グローバルリーダーシップ・プログラムを通じて、公

共的な課題を解決するための地球的なリーダーシップを備えた人材の育成を行うため、学外のリーダーとの交流を深める。３）「ESG（環境・社会・企業統治）」を通じた企業の利益最大化と

地球や人類の課題解決との好循環で持続可能な未来をつくるため、産業界との交流を深める。 

 

４．グローバル化 

 本研究科はグローバル化に力を入れてきた。日本の将来にとって重要な東アジア・東南アジアを始め、法の支配・人権・民主主義や制度構築でリードする欧州・北米・豪州、急速な発展を遂

げ本研究科への留学生も増えている南米・アフリカ・ユーラシア等、交流先は多岐にわたっている。学生交換、超短期プログラムの受入れ、教員の相互客員教授任用など多方面にわたって協

力関係を構築してきている。また、学生の海外インターンシップへの参加に助成を行い、国際機関等での就業経験の修得を積極的に促してきた。 

 また、教育においては、オランダのグローニンゲン大学文学部とは部局間協定を結び、Gateway to Europe の授業（グローニンゲン大学講師による集中講義）、交換留学、ダブル・ディ

グリー・プログラム、共同研究など多面的な交流を実現している。さらにフィリピンのデ・ラ・サール大学とも部局間協定を結び、ダブル・ディグリー・プログラムを実施している。これらはすべ

て令和５年度も継続する。 

 上記の特徴を活かすため、令和５年度は以下の方針を採用する。１）ダブル・ディグリー・プログラムを継続して実施すると同時に、グローニンゲン大学文学部との間で博士前期課程に加え

て、博士後期課程についてもダブル・ディグリー・プログラムの設置を目指す。２）学生のモビリティを高める新たな部局間協定の締結拡大に向けた情報収集を行う。３）COVID-19 の感染

拡大で海外インターンシップの機会は大幅に減少していたが、オンラインを含めインターンシップの可能性を探り積極的に参加を促す。 

 

５．業務運営 

 研究科内の管理運営は、執行部（研究科長及び２名の副研究科長）と研究科内主要委員会との共同作業により実施している。令和５年度は以下の方針を採用する。１）会議の時間効率性を

高めるため、各会議の長は、事前に論点をまとめ、会議時間数を減少させ、より多くの研究時間を確保する。コロナ禍で行っているオンライン会議を、コロナ終息後も積極的に活用する。２）

さまざまな業務において、その内容・規定を文書化・デジタル化し、運用の効率化および新たな担当者の引継ぎを容易にする。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-2-③ 人文社会科

学系教育リソ

ー ス の全 学

的活用によ

る横断型教

育体制の構

築 

人文社会科学系オナー大学院プログラム運営委員会、人文社会科学系オナー大学院プログラム教務

委員会を通じた同プログラム設立への積極的協力（具体例．プログラム運営委員会で提案されたユニ

ットに提供可能な授業科目の整理、規定・内規の確認と改正）。 

【定性的指標】 

 「人文社会科学系オナー大学院プログラム」の運用な

らびに新規科目の開発・国際共創大学院学位プログ

ラム機構ならびに他の人文社会科学系組織との連携

の運用体制の定常化 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 各ユニットでの教育が始まるなかで、既存科目の提供

以上の協力が可能か模索する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 グローバル日本学ユニットに 4 科目、社学共創ユニットに２０科目を提供。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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3-2-① 社会のステー

クホルダーと

協 働 し た

SDGs 実現

のための基

盤整備 

 部局での研究業績把握を通じたSDGsへの取組状況把握と、広報媒体での情報発信等による広報

コンテンツ等の充実。 

 運営協議会委員、運営会議委員を通じた SSI の活動の後方支援（基幹プロジェクト等への協力を含

む）。 

【定量的指標】 

 SDGｓ関連プロジェクト累計数：前年度数を 10％伸

ばす。 

【定性的指標】 

 本部 SDGs 推進体制の活動の発展及び学内浸透・学

外への発信力強化・SSI を中核とした社会実装等か

ら基礎研究への組織的なフィードバック機能の充実：

SSI との連携による成果を公開することを目標とす

る。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 一部ではなく、より多くの専任教員が関わる必要性。

具体的には、ESG インテグレーション研究教育センタ

ーへの積極的な関与が求められる。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 本格的に始動したＥＳＧインテグレーション研究教育センターの諸活動を含め、SDGｓ関連プロジェ

クトの累計数もおおむね順調に推移した。研究科全体の累計数の推移：６１（2022年度）→７０（２０

２３年度） （前年度比＋14.8％増） 内訳は研究科基幹講座教員の著著・論文等の数：53→５１（同

△3.8％）、ESG インテグレーション研究教育センターの諸活動の数：８（研究 1、開講科目１、社会啓

発 2、国際連携 4）→19（研究 10、開講科目 3、社会啓発 2、国際連携 4）（同＋137.5％増） 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 日本経済新聞や第一生命などの大手企業との社学連携を伴う、ＥＳＧインテグレーション研究教育

センターの諸活動が本格的に始動した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-1-① 優秀な留学

生を戦略的

に受入れる

ための学内

外連携体制

の整備充実 

ホームページでの情報発信、多様なリクルート活動の展開、現地での留学フェアへの参加、他機関が開

催するオンライン留学フェアへの参加。 

【定量的指標】 

 (6)-1-1 留学生数（バーチャル留学（受入）等含

む。） ：文系部局内トップの比率を維持する。 

 (6)-1-2 交換留学プログラム等受講者数：前年度数

を 10％伸ばす 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 留学生の受け入れに特化した留学フェアの開催（オン

ラインないし現地） 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 ホームページやＳＮＳを通じた広報、ＡＳＥＡＮ ＣＡＲＥＥＲ ＦＡＩＲへの現地参加 

 留学生割合の推移：55％（2021 年度）→５８％（2022 年度）→58％（2023 年度） 

 交換留学プログラム等受講者数：１４名（国際部から按分された学生を含む）（2021 年度）→4 名

（２０２２年度）→8 名（２０２３年度） 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

及 び

Diversity 

＆

Inclusion

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

 教員選考の見直し（教員選考におけるダイバーシティの観点の導入、アンコンシャスバイアス研修の

周知） 

 教員選考において、多様性（性別、国籍など）の確保を考慮する。 

 女性研究者と女子学生の交流の場の設定と、ロールモデルとしての女性研究者の存在の情報発

信。 

【定量的指標】 

 (9)-3-2・女性研究者在職比率（20％以上の達成と

その後の維持） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 女性教員の定着（テニュアトラック教員へのテニュア

付与を含む） 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 女性教員比率の顕著な増加 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 約３０％に達し、今後、さらに増える見込みもあるため 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

7-2-① 受験生を対

象としたマー

ケティングに

基づいた PR

活動 

全国の高校生を対象とした Future Global Leadership Camp（FGLC）（8 月）、国際公共政策

コンファレンス（待兼山会議）（3 月）の開催 

【定性的指標】 

 (15)-2-3 高校生・高校教員等に向けた積極的な広

報活動の実施（オープンキャンパス・セミナー等におけ

る参加者動向について検証を行い、近畿圏外からの

参加者の割合（２０２２年度の割合：６９％〔FGLC オン

ライン開催〕、４１％〔待兼山会議対面開催。但し、ハイ

ブリッド方式での海外からのオンライン参加１名を含

む〕の増加が認められること） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 比較的近隣の常連校がいくつかあるなかでの、近畿

圏外の公立高校等への広報の強化 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  コロナ禍の下、オンラインで実施してきたが、今年度は双方、対面で開催。Future Global 

Leadership Camp は３６％、とりわけ年度末に開催した国際公共政策コンファレンスは 40％が

近畿圏外からの参加者で、オンラインで東京会場と結んだ結果、首都圏からの参加者も１５％に上

り、対面のみの開催としては高い比率であった。 
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部局名：情報科学研究科 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、特筆すべき進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-② 「ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム（HWIP）」と、「分野横断イノ

ベーションを創造する情報人材育成フェローシップ事業」の連携および学生に対する経済

支援が良い影響をもたらしており、新規履修生が倍増した昨年度に引き続き、令和５年度

は１９名の新規履修生を受け入れている。 

また、先導的量子ビーム応用卓越大学院に、情報科学研究科から２名の履修生を受け入れ

ている。さらに、３．５期入試を実施し、１０月に入学する外国人留学生が遅滞なくプログラ

ム履修を開始できる環境を整備している。 

 1-1-④ フェローシップ受給生全員に、本人と指導教員による多角的な GPI(Global 

Principal Investigator)スキル評価）を実施することで、プログラムにおける成長を定

量的に把握する仕組みを構築している。また、採用１年目の学生を対象に、書面と面接によ

り中間審査を実施し、主たる研究だけでなく融合研究を含む多角的な側面から評価を行っ

ている。 

さらに、フェローシップ受給生への経済支援に加えて、情報科学研究科が産学連携のため

に推進している IT 連携フォーラム OACIS のシンポジウムにおいて、企業・研究機関との

交流会を実施している。 

 1-3-① フランスのパリ・デジタルイノベーション大学院との学術交流協定について、令和

６年３月頃の協定締結に向けた作業に取り組んでいる。 

 2-2-③ DX 社会研究部門の活動としてシンポジウムを開催し、不足するバイオ DX 人材

の養成をテーマとして、医情工の連携や共同研究、スタートアップなどに関する大阪大学の

取組を広めている。 

 2-2-③及び 2-2-⑤ 分野横断型の新たな研究領域創成に係るプロジェクト数は１８件と

なる見込みであり、計画を大きく上回る実績を上げている。 

 2-2-⑤ 他部局の研究者との交流を行うネットワーキングイベントを５回実施し、また、人

間科学研究科との研究交流では、分野融合のプロジェクトを推進する機会を提供してい

る。 

 3-1-① 企業等との共同研究マッチング等の取組の成果として、共同研究費受入額、大型

共同研究費受入額ともに目標値を大きく上回る実績を上げている。 

 3-6-① 研究戦略企画室、広報戦略企画室、産学連携企画室、国際戦略企画室の４企画室

を設置し、すべてに研究科執行部が参画し４企画室を連動することで、研究科活動の戦略

的な実施と PDCA サイクルの確立を図っている取組は高く評価できる。 

 5-1-① 昨年度積極的に取り組んだ対面による大学訪問や、海外の学部生を対象とした

オンライン留学生セッション等が実を結び、成果指標である「留学生数」及び「交換留学プロ

グラム等受講者数」は計画を上回って達成している。 

 7-2-① 高等学校や高等専門学校を訪問して説明会や模擬講義を実施するとともに、オ

ンラインによる個別相談会を実施している。また、研究科ホームページの全面的な更新も

行い、広報活動の強化を図っている。 

【今後期待する点】  

 1-1-② 大学・高専機能強化支援事業に係る令和１１年度の研究科定員増に向けて、教育

支援体制の強化を期待したい。 

 1-1-④ フェローシップ事業の新規履修生募集が終了となる次年度以降、博士後期課程学

生への経済的支援を継続が期待される。また、学位取得者による講演会など、博士後期課

程進学への動機付けとなる取組を引き続き実施されたい。 

 1-3-① 国際連携を軸にした国際交流教育プログラムの充実に向け、マッコーリー大学と

のダブル・ディグリー・プログラムの再締結が期待される。 

 3-6-① 内部質保証を担保するための授業アンケートの回収率向上を図るとともに、アン

ケート結果を次年度以降の授業に具体的に反映するための方法を検討されたい。 

 5-1-① 大阪大学 ASEAN キャンパスを活用したオンライン講義科目及び海外実習科目

で構成される双方向のハイブリッド型教育プログラムである OUICP(Osaka 

University International Certificate Program)の活用により、更なる留学生数

の増加が期待される。 
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 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 

 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

情報科学研究科は、「情報科学技術をなお一層発展させるとともに、多様化する現代社会が抱える問題を克服しながら豊かな社会を実現する」ことを理念とし、社会イノベーションの創起に

より大変革時代を先導する情報科学技術の研究を牽引し、新たな学術領域を開拓する人材の育成を目指している。 

 

１．教育 

 教育においては、コラボレーティブ・イノベーションを推進するため、情報科学に関する高度な専門知識を身に付けることができる体系的なカリキュラムを整備するとともに、本研究科の強

みである、生命科学などの諸分野と情報科学との融合領域の教育研究活動および産学官連携や大学間連携による社会の要請も踏まえた教育研究活動をさらに強化し、高度な専門知識と

豊かな教養、高いデザイン力を有し、社会を牽引することができる実践的な知を備えた人材を育成する。 

 

２．研究 

 研究においては、情報科学技術に関連する諸分野において、国際的レベルで優れた研究をさらに発展させるとともに、さまざまな分野との学際研究や融合研究で世界をリードすることを

目指す。情報セキュリティやビッグデータ解析、人工知能などの情報科学技術を一層発展させるとともに、脳情報科学やロボティクスなど異分野融合による新たな学術領域を創成し、超スマ

ート社会の実現に貢献する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

 社会と密接に結びつく情報科学技術の特性を活かして、社会ニーズと技術シーズの調和を基盤とし、オープンイノベーションを創出すべく産学官の戦略的連携を強化・推進し、研究成果を

国内外に広く還元することで、グローバル社会が求める責務に応える。大学知や優れた人材の循環を活発化させるため、情報科学技術に関する知的資源を広く発信し、社会との連携や協働

による社会貢献活動を推進する。 

 

４．グローバル化 

 上海交通大学やマッコーリー大学など、環太平洋を中心とした学術交流協定校と連携し、全学の教育プログラム (FrontierLab@OsakaU, アジア人材育成のための領域横断国際研究

教育拠点形成事業（CAREN）等) にも積極的に参画し、海外連携を強化する。ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムなどを通じて、教育研究のグローバル化を進める。英語特

別プログラムや海外インターンシップ科目を充実させることによって、教育面でのグローバル化を推進する。 

 

５．業務運営 

 教職員がグローバル社会の健全な発展に寄与する教育研究活動に対して国際的な視野を持って活発に取り組めるよう、コンプライアンス遵守を徹底しつつ、機動性・透明性を重視する。異

分野融合による新学術領域の創成や専門分野を越えた融合領域・学際領域の教育研究、人材育成を実施する体制を学内外の各組織と協力して構築できるよう、柔軟性を持った運営体制を

維持する。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-② 大学院教育

支援体制の

強化 

 分野横断型教育プログラムの充実 

本研究科が主体として実施している「ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム（HWIP）」

と、令和２年度に開始した「分野横断イノベーションを創造する情報人材育成フェローシップ事業」の

連携により、情報、認知、生命の分野の融合研究を推進する将来のリーダー人材を育成する。特に、

イノベーション創発講義、インターンシップ支援、スキル評価など、HWIP 履修生・フェロー生のスキ

ルアップを多角的に支援するために、本研究科専攻長会、HWIP 教務委員会、関係部局の連携を強

化する。 

 先導的量子ビーム応用卓越大学院の周知の充実 

 「学際融合・社会連携を指向した双翼型大学院教育シ

ステム（DWAA）」に関する教育プログラムの実施状

況 

（３件（令和５年度）） 
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令和２年１０月から履修生の受入れを開始したものの、これまでに本研究科からの履修生がいなか

った「情報システム工学専攻 先導的量子ビーム応用卓越大学院」について、本研究科学生への周知

を充実する。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 日本語能力が十分でない留学生に対する講義・演習

でのサポートとして、事務局の英語での対応やHWIP

における日本語および英語に堪能な特任教員による

メンタリングを実施しているが、改善の余地がある。

インターンシップガイダンスなどの専攻共通の説明会

における資料を英語化し、個々の留学生が、他の学生

とできるだけ同じ内容の教育を受けられるように改

善を進める。 

本計画を立案したのちに採択された大学・高専機能

強化支援事業に対しては、設置審査の手続きを進

め、令和１１年度の研究科定員増に向けて教育支援体

制を強化する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 DWAA に関する教育プログラムとして、HWIP に加えて、情報システム工学専攻 先導的量子ビー

ム応用卓越大学院、理工情報系オナー大学院プログラムの３件に参画し、当初の目的を達成してい

る。 

特に、文部科学省の助成終了後も継続実施している HWIP には、全学年を合計して５９名の学生が

令和 5 年度に履修している。HWIP とフェローシップの連携および学生に対する経済支援が良い

影響をもたらしており、新規履修生が倍増した昨年度に引き続き、令和５年度は１９名の新規履修

生を受け入れた。 

フェローシップには、本研究科から２９名（令和３年度６名、令和４年度１２名、令和５年度１１名）、他

研究科の HWIP 履修生から９名（令和３年度６名、令和４年度１名、令和５年度２名）が参画してい

る。 

ＨＷＩＰとフェローシップとの連携を推し進め、HWIP履修生およびフェローシップ受給生には、在学

期間中での国内、または、海外インターンシップ実施の義務を課し、海外インターンシップに関して

は、研究科の支援制度の利用を推奨した。また、フェローシップ受給生にもＨＷＩＰが提供する「ヒュ

ーマンウェアイノベーション創出論」の履修を義務付け、情報・認知・生命分野の企業家による講義を

受講させた。これらの活動には、本研究科だけではなく、HWIP に参画する関係部局（基礎工学研

究科、生命機能研究科）に協力いただいている。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 令和２年１０月から履修生の受入れを開始した先導的量子ビーム応用卓越大学院について、入学ガ

イダンスにおける学生への周知や指導教員による呼びかけにより、本研究科から２名の履修生を受

け入れた。また、10月入学者向けの入試を実施し、海外から入学する外国人留学生が遅滞なくプロ

グラム履修を開始できる環境を整備した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-④ 自主性、指導

性、協調性な

どを培うため

の課外活動・

キ ャ リ ア 支

援・修学支援

体制の強化 

 博士後期課程学生への修学支援 

「分野横断イノベーションを創造する情報人材育成フェローシップ事業」において、フェロー生が学

業と研究に専念できるように研究専念支援金および研究費を支給する。本フェローシップと HWIP

の連携を強めることで、HWIP 履修生が大きな負荷の増加なく、本フェローシップにも参画できる

ように配慮する。 

 博士後期課程学生へのキャリア支援 

本フェローシップでは、キャリア支援のために企業・研究機関との交流会を実施する。また、自主性

や協調性、研究力を培うために、フェロー生が主体的に融合研究を実施するための支援として、ス

キル評価、アドバイザーによる助言、企業家などによる講演会、実問題解決型の演習などを行う。 

 生活費相当の経済的支援を受ける博士後期課程学生

数 

（３６人（令和５年度）） 

 フェロー生に対するキャリア支援の実施状況 

（スキル評価、アドバイザーによる助言、企業家などに

よる講演会、実問題解決型の演習等の実施） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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ＩＶ：計画を上回って達成している 
 フェローシップ事業の新規履修生募集が本年度で打

ち切りとなることから、次年度以降、博士後期課程学

生への経済的支援を継続することが課題である。後

継となる次世代研究者挑戦的研究プログラム

SPRING を含め、企業との連携による学生研究員制

度やジョブ型研究インターンシップ制度（有給）などの

修学支援の周知を徹底するとともに、学位取得者に

よる講演会などを通じて博士後期課程へ進学するこ

との動機付けを図る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和３年度、令和４年度、令和５年度でフェローシップに採用した博士後期課程学生１０名、１３名、１

３名について、年額２００万円の研究専念支援金および研究費５０万円を支給した。９月に１名が博

士後期課程を修了したため、１０月以降は３５人に支援を実施している。 

フェローシップ受給生全員に、本人と指導教員による多角的な GPI スキル評価を実施することで、

プログラムにおける成長を定量的に把握している。また、採用１年目の学生を対象に、指導教員と

他専攻の教員１名からなるアドバイザリ委員会により、書面と面接により中間審査を実施し、主たる

研究だけでなく融合研究を含む多角的な側面から評価を行った。また、企業家による講演会を、履

修を義務付けている「ヒューマンウェアイノベーション創出論 D」の授業内で実施した。実問題解決

型の演習を実施する科目「ヒューマンウェア実践特論」については、講義自体は今年度不開講で来

年度に開講予定だが、フェロー３年生で昨年度に同講義を未受講だった者等の今年度に受講が必

要な者には、代わってレポートを課した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 フェローシップ受給生への経済支援に加えて、企業・研究機関との交流会を、情報科学研究科が産

学連携のために推進している IT 連携フォーラム OACIS のシンポジウムにおいて実施した。参加

者は１６３名（うち企業３０名、教職員７名）であり、１９名のフェローシップ受給生がポスター発表を、

１１社が企業展示を実施し、研究や事業について意見を交換した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-3-① 国際連携を

軸にした国際

交流教育プ

ログラム 

 ダブル・ディグリー、コチュテルプログラムの取り組み強化 

海外の大学とのダブル・ディグリー協定やコチュテルの締結のための取組強化として、現在学術交

流協定校である上海交通大学、マッコーリー大学などとインターン等を通じた学生交流及び教員の

ワークショップを通じて連携を強化する。 

 新しい連携先の模索 

全学の教育プログラムに積極的に参画し、環太平洋地域の大学を訪問するなどして新しい連携先

を継続的に模索する。 

 大学院英語コース在籍者数 

（3１人（令和５年度終了時）） 

 ダブル・ディグリー・プログラム実施数 

（２件（令和５年度）） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 ダブル・ディグリー・プログラム実施数が減ってしまっ

たことに対しては、できるだけ早期にマッコーリー大

学とのダブル・ディグリー・プログラムを再締結するこ

とを目指す。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 １月１日現在、大学院英語コースには３４人在籍しており、成果指標を達成している。 

 令和５年度のダブル・ディグリー・プログラム実施数は 1 件であるが、マッコーリー大学とのダブル・

ディグリー・プログラムが令和４年度に締結期間終了を迎え、現在、再締結に向けて担当教員が動い

ている。 

 上海交通大学との学術交流セミナー（令和５年１１月）が行われ、本研究科では「情報分野」の分科会

が開催された。本研究科から３件、上海交通大学から４件の研究発表があり、活発な議論が行われ

た。 
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 現在、フランスのパリ・デジタルイノベーション大学院との学術交流協定の締結に向けて作業を進め

ており、令和６年３月ごろには締結できる予定である。 

 交流協定を結んでいる香港中文大学深セン校への留学に関する情報を本研究科のウェブページに

記載する等、本研究科の学生が留学するための支援を行った。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-③ 次世代 AI 技

術によるデー

タ駆動型研究

の加速 

 DX 社会研究部門での学際融合研究促進 

先導的学際融合機構 DX 社会研究部門において学際融合研究を促進させる。各研究領域におい

て、部局をまたいだ融合的課題を発掘し、プロジェクトとして立ち上げる。また、シンポジウムを開催

し、研究者の交流と研究成果の発表の場を設ける。 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係るプロジェク

ト数 

（15 件（令和５年度終了時）） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 各研究領域の取り組みでは、シンポジウムなどを通じ

た研究者交流と研究成果発表は十分に行えている。

これを継続するとともに、部局をまたいだ融合的課

題の更なる発掘により社会実装を加速させる必要が

ある。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 DX 社会研究部門の活動として、2 回のシンポジウムを開催した。1２月には医情工連携シンポジウ

ムを、国際医工情報センターとの共催によって開催し、２９名の参加者があった。このシンポジウム

では、不足するバイオ DX 人材の養成をテーマとし、医情工の連携や共同研究、スタートアップなど

に関する大阪大学の取組について講演を行った。また、１月には 6G 社会の実現に向けた革新的技

術開発に関するシンポジウムを開催し、１７８名の参加者があった。このシンポジウムでは、主要な通

信キャリアからの講師による Beyond 5G/6G に関する最新の技術動向の紹介や、大阪大学から

の活動報告を行った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 今年度に開催した 2 件のシンポジウムはいずれも盛況であり、活発な研究者交流と研究成果発表

を実施できた。特に 1 月に開催したシンポジウムは、予想をはるかに上回る参加者を集めた。これ

らの活動は、今後の学際融合研究の促進の観点から極めて有意義であった。 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係るプロジェクト数は１８件となる見込みであり、計画を大き

く上回っている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-④ 研究環境整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の奨励など

若手研究者

に対する積極

的な支援 

 若手研究者に対する研究支援 

若手研究者に対するスタートアップ支援や科研費申請書の相互チェックを継続し、学際融合の促進

と外部資金獲得の拡大を目指す。 

 若手研究者に対するネットワーク強化支援 

ランチセミナー、サマースクールなどの取り組みを発展させて、専攻の枠を越えた研究活動の環境

整備と連携支援を行う。 

 若手研究者の雇用環境の改善、若手研究者に対する

積極的な研究支援を実施 

（・若手研究者に対するスタートアップ支援の実施） 

 若手研究者のネットワークを強化するための環境整

備と連携支援を実施 

（・ランチセミナー、サマースクール等の実施） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 これまでに、若手研究者支援のためのさまざまな取り

組みを実施してきたが、その効果検証を行うことで、

有効な施策を重点的に実施する。 自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】  

 若手研究者に対するスタートアップ支援では、４件の申請があり、２件を採択した。科研費申請の相

互チェックも継続して実施した。 

 ネットワーク強化支援として、ランチセミナー２５回、イブニングセミナー３回、リトリート、サマースク

ール、ワークショップを実施した。これらの活動を通じて、特に若手・中堅研究者間の交流が深まり、

共同研究などの研究者間の連携が促進された。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ネットワーク強化のための多様な環境を提供するために、開催時間や参加対象の見直しを行って活

性化を図った。 

 イブニングセミナーを新たに開始し、特定の研究テーマについて議論することに主眼をおくランチ

セミナーに対して、より自由なテーマで幅広く議論する機会を提供することができた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-⑤ 人文社会科

学分野のポ

テンシャルを

活かした新領

域の開拓と

分野包括的

な研究戦略

の立案 

 ネットワーキングイベント等による研究者交流 

分野横断型の研究領域を創成するために、他部局の研究者との交流を行うネットワーキングイベン

トを５回程度継続して実施する。人間科学研究科との間で行っている研究交流会も引き続き実施

し、融合研究プロジェクトを推進する。 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係るプロジェク

ト数 

（１５件（令和５年度終了時）） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 分野横断型の新たな研究領域創成に係るプロジェク

ト数は順調に増加しており、引き続き取り組みを推進

する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 他部局の研究者との交流を行うネットワーキングイベントを 5/23, 7/26, 9/28, 11/28，2/15

に５回実施した。また、人間科学研究科との研究交流会を 5/11 に実施し、分野融合のプロジェクト

を推進する機会を提供した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ネットワーキングイベントを計画より多く実施し、多様な部局や学内機関との連携を深めた。 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係るプロジェクト数は１８件となる見込みであり、計画を大き

く上回っている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

 企業等との共同研究マッチング 

産学共創を拡大させるため、オープンイノベーション機構からの仲介案件に積極的に関わり、共同

研 究のマッチングに努める。シスメックスとの包括連携に基づいた学生研究員プログラムや研究

テーママッチングのミーティングを活用して、共同研究の成立に結びつける。 

 共同研究費受入額 

（217,675 千円（令和５年度）） 

 1,000 万円以上の共同研究費受入額 

（74,499 千円（令和５年度）） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 包括連携に基づく共同研究においては、研究者間の

つながりだけでなく、部局として積極的に関わること

で組織的に主導したテーマ創出が有効であり、来年度自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】  

 共同研究のマッチングを進めて、産学共創の拡大に努めた。シスメックスとの包括連携では、技術交

流会を開催するとともに、学生研究員を通した活動を活性化させた。また、ダイキン工業とのテーマ

創出に向けた取り組みも開始した。成果指標については、共同研究費受入額は３５５，５７３千円、

1,000 万円以上の共同研究費受入額は 244，260 千円となり、いずれも目標額を大きく上回っ

た。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 共同研究費受入額、大型共同研究費受入額ともに目標値を大きく上回って達成している。 

以降も継続していく。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-6-① 持続的成長

のための自

律的経営に

向けた運営・

事務体制の

強化及び質

保証システム

等の整備・充

実 

 教育アセスメントの実施 

各学位プログラム（専攻）及び先導的量子ビーム応用卓越大学院プログラムにおいて教育アセスメ

ントを行った後、研究科における教育アセスメントを行う。また、それらの結果を踏まえて、教育の

質の向上を進める。その際、令和４年度に実施した教育アセスメントでの課題についても確認し、内

部質保証を有効に機能させる。 

 外部の意見を活用した教育研究・運営強化 

本研究科では、直近５年間の取組について、令和４年度に研究科独自での外部評価を実施し、外部

の意見を活用した研究科の活動の点検・評価を行っている。この外部評価における評価委員から

の意見を参考に、教育研究・運営に関する体制・取組みを強化する。 

 全学的な内部質保証に係るシステムの整備状況等 

（・研究科における教育アセスメントの実施）  

 外部の意見を活用した自己点検・評価を進める仕組

み 

（・外部評価を活用した教育研究・運営強化の実施） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和４年度に実施した教育アセスメントでの課題とし

て、内部質保証を担保するための授業アンケートの回

収率向上が挙げられる。専攻長会での周知だけでな

く、授業中に回答時間を設けるなどの工夫で春夏学

期の回収率は向上したが、学生および教員への呼び

かけを継続する。また、アンケート結果は教員間で共

有されているが、その結果を次年度以降の授業に具

体的に反映するための方法を検討する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 各学位プログラム（専攻）および先導的量子ビーム応用卓越大学院プログラムにおいて、令和４年度

分の教育アセスメントを行い、取組の効果および課題を詳細にまとめた。その後、この結果を踏まえ

て、研究科としての教育アセスメントを行い、研究科レベルでの取組の効果および課題について確

認した。 

 なお、本研究科では、研究戦略企画室、広報戦略企画室、産学連携企画室、国際戦略企画室の４企

画室を設置し、すべてに研究科執行部が参画し４企画室を連動することで、研究科活動の戦略的な

実施と PDCA サイクルの確立を可能としている。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 外部評価および自己評価を４年ごとに実施し、その内容をホームページで公開していることが好事

例として高く評価され、質保証推進担当理事との、内部質保証の充実に向けた意見交換会を１２月

に開催した。意見交換会では、特に、上記の 4 企画室を連動した戦略的活動と内部質保証システム

が高く評価された。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-1-① 優秀な留学

生を戦略的

 非正規留学生受入れ強化 

FrontierLab や CAREN などの全学の教育プログラムに積極的に参画し、短期受入れプログラ

 留学生数（バーチャル留学（受入）等含む。） 

（98 人（令和６年５月１日現在）） 
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に受入れる

ための学内

外連携体制

の整備充実 

ムによる非正規生の受入れを強化する。 

 留学生獲得への取組み 

CAREN が主催する対面による大学訪問や、海外の学部生を対象としたオンライン留学生セッショ

ン、さらに国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）主催のさくらサイエンスプログラムオンライ

ン大学訪問を通じて、優秀な留学生の獲得に取り組む。 

 交換留学プログラム等受講者数（5 人（令和５年度）） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 これまでに引き続き、対面による大学訪問や海外の

学部生を対象としたオンライン留学セッションへの参

加により、本研究科を海外の学生に対してアピールし

て い く 。 ま た 、 OUICP(Osaka University 

International Certificate Program)を通して

も学生を受入れることにより、更なる留学生数の増加

を目指す。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 1 月 1 日現在、非正規生も含めて１１６人の留学生が在籍しており、成果指標を大きく上回ってい

る。 

また、交換留学プログラム等受講者数は FrontierLab で２３人、部局間交流協定で３人、Osaka 

University International Certificate Program で１人、国際インターンシップ研修生４人の

合計３１人となる。いずれも計画を大きく上回って達成できている。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 成果指標である「留学生数」も「交換留学プログラム等受講者数」も計画を上回って達成できてい

る。これらは、昨年度積極的に取り組んだ対面による大学訪問や、海外の学部生を対象としたオン

ライン留学生セッション等が実を結んだものと考える 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

7-2-① 受験生を対

象としたマー

ケティングに

基づいた PR

活動 

 高校生等に対する広報活動 

高校生や大学生を対象とした一日体験教室およびオープンキャンパスを実施する。また、オンライ

ンを活用した相談会や見学会も実施する。さらに、個別に高等学校や高等専門学校を訪問して、説

明会や模擬講義などを行う。 

 高校生・高校教員等向けた積極的な広報活動の実施 

（・一日体験教室およびオープンキャンパスの実施、・個

別の高等学校、高等専門学校に対する説明会や見学会

等の実施、・オンライン相談会の実施） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 これまで高校訪問などの件数を増やすことを目指し

てきたが、それらの実績をもとに高校側の要望や広

報の効果を勘案して、より有効な対象に焦点を当て

た活動とする。また、オープンキャンパスの開催時期

についても検討を行う。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  ５月に一日体験教室、８月にオープンキャンパスを実施し、定員を上回る参加申し込みがあった。研

究科独自のアウトリーチ活動として、個別に高等学校や高等専門学校を訪問して、説明会や模擬講

義を行った。オンラインによる個別相談会も実施した。 

 SNS による発信や、大学ジャーナルへの掲載、紹介動画の作成も行った。研究科ホームページの全

面的な更新も行い、広報活動の強化を行った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ホームページの更新を行い、SNS などの多様なチャネルを有効に活用した広報ができるようにな

った。 
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部局名：生命機能研究科 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、順調に進んでいる。 

【優れた点】  

 2-1-① 国際共同研究促進プログラムは、令和５年度の目標値を上回る成果を上げてい

る。 

 2-2-④ 研究紹介・ポスター発表を通して研究科内の交流を図るイベント「研究教育交流

会」を 6 年ぶりに開催し、研究室の垣根を越えて交流を深める機会を提供している。 

 5-1-① 留学生の受入を積極的に進め、正規生の留学生数は大学院収容定員（275 名）

における 25％以上を達成しており、令和５年度の目標値を達成している。 

 5-6-② 女性限定公募による女性 PI の採用やクロス・アポイントメント制度による女性教

員の受け入れ支援制度を活用し、女性研究者（教授職）の採用など、女性研究者在職比率

向上に向けた取組を進めている。 

【今後期待する点】  

 2-1-① 共同研究の機会創出に向けた取組や支援事業を積極的に活用した国際共同研究

の推進等により、国内外の多くの研究室との共同研究を進めることが期待される。 

 2-2-④ 京都大学、東北大学の生命科学研究科との合同セミナーを次年度以降も実施し、

若手研究者の自立のための情報発信の場を提供していくことが期待される。 

 3-8-③ 旧細胞工学センター及び生命システム棟の施設・設備の更新について、検討され

たい。 

 5-1-① 優秀な留学生の受入に向けて、令和６年度からは、「優秀な私費外国人留学生に

対する授業料免除制度（特待留学生授業料免除制度）」を大学院入試において導入予定で

あり、その選抜にエッセイを取り入れるなど、研究意欲が旺盛な思考力の高い留学生の獲

得が期待される。 

研究科の自己財源を使用しての RA 経費措置や授業料免除を受けられなかった学生への

支援に加え、次世代挑戦的研究者育成プロジェクトなど、学内の様々なフェローシップ等を

積極的に活用し、経済的支援の充実が期待される。 

 5-6-② 女性優先公募の実施により、女性研究者比率の向上を目指すとともに、テニュア

トラック制度を活用した PI レベルの若手研究者を採用することで、研究科全体の国際競争

力の維持、向上が期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

生命機能研究科は、生命の多様な機能や原理を探求し、生体システム動作の統合的理解を通じて社会に貢献することを使命とする。このような統合的理解のためには、従来型の縦割り、個

別分野的研究では到底なし得ないことに鑑み、当研究科は大阪大学の多様な部局（医学系研究科・理学研究科・工学研究科・基礎工学研究科・細胞生体工学センター・微生物病研究所・蛋白

質研究所）からの多様な専門分野（分子細胞生物学、医学、脳科学、物理学、応用物理学）の第一線の研究者を集結して設立された。設立以来国内外屈指の実力を維持し、世界をリードする

研究を発信してきた点に大きな強みがある。設立の理念と特色を活かし、融合的な考え方と高度な研究能力を有する将来の科学界・産業界を担う国際性豊かな人材を育てることを目的と

し、幅広い異分野融合によってこの目的を達成することを目指している。 

 

１．教育 

５年一貫制の教育課程を活かして柔軟なカリキュラムを設定することにより、広範な分野の講義と異分野融合を目指す教育を行うとともに、修了者の多様なキャリアパスを支援すべく、実

効性の高い教育に努める。また教員・学生共に多様なバックグラウンドを持つ人材を確保し、特に留学生受入れの増加に努め、国際性に富む人材育成を行う。 

 

２．研究 

近未来の社会に重要な意味を持つ可能性を秘めたトレンド的研究分野だけでなく、ユニークな視点と発想によるオンリーワン的な独創的研究も進め、世界最先端の研究で国際的な研究分

野を牽引する。この独創的な研究を展開するため、自由な雰囲気のもと新たなブレークスルーを目指し、自然科学の発展に貢献できるよう努める。そのためにも学生・若手研究者に自由な

発想を持つ機会を与え、日常的に議論を重ねることで、新たな方向への発展のチャンスを掴んでゆく。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

共創機構などを活用し、各教員が目指す社会実装を支援する。また、アウトリーチ活動として国内外の高校・大学教育と連携に努め、将来有望な人材の早期科学教育に貢献する。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画  

 

４．グローバル化 

学内留学生在籍比率は理系部局においてすでにトップレベルであるが、留学生の学習・研究環境をさらに充実させ、グローバル化を推進していく。 

 

５．業務運営 

研究科の名称である生命機能研究に現されるように、生き物の仕組みを解き明かすことを共通命題として、分野は生物物理学、細胞生物学、生化学から脳科学に至り、扱うスケールもナノ

レベルから個体まで幅広い。 

この領域の多様性故に、生命科学の幅広い研究領域に触れる機会（セミナー、講義）にも恵まれているという大きな利点を活かして、今後も国内外からより優れた研究者のリクルートを推進

する。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-④ 自主性、指導

性、協調性な

どを培うため

の課外活動・

キ ャ リ ア 支

援・修学支援

体制の強化 

 FBS フェローシップの実施。令和 5 年度以降に博士課程３年次へ進級または編入学する学業優

秀、品行方正でありながら、経済的理由により修学が困難な学生へ授業料相当額を支援する。 

 FBS フェローシップの受給条件を満たす学生への支給

率（100％） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 本フェローシップは、令和５年度以降に博士課程３年次

へ進級または編入学する学生を対象としていることか

ら、次年度以降、受給対象者は増加し、支給額も増えて

いく予定であり、引き続き博士課程学生への経済的支

援の充実をはかる。今後、額を増大できるかが鍵であ

り、間接経費の増加などで対応できるかどうかが重要

である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和５年度に新規実施した FBS フェローシップについて、受給条件を満たす学生に対して、前期

分（４月から９月分）は博士課程３年次の２名に対して授業料相当額（1 人当たり 267，900 円）を

支給し、後期分（１０月から３月分）は同じく２名に対して授業料相当額（1 人当たり 267，900 円）

を支給した（年間で合計 1,071,600 円を支給）。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 昨今では、次世代研究者挑戦的研究プログラム、卓越大学院プログラムなども拡充して、博士課程

学生の経済的支援は拡充している。しかし、それでもなお１００%の学生が外部の経済的支援を受

けられる訳ではない。その意味で本研究科では、たとえ、外部の経済的支援が全く得られなくても

RA と合わせて 100 万円を超える支援を研究科レベルで行っている。これは特筆すべき点と考え

ている。今後、この確実な経済的支援を外部にアピールして優秀な博士学生の確保に努めたい。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 全 て の 研 究

者 が 知 的 好

奇心・探求心

に基づく基礎

研 究 を 持 続

的 に 実 施 可

 国際共同研究によるグローバル化を推進するため、国際共同研究促進プログラムによる国際ジョ

イントラボの設置、及び学内外の海外研究者招へい支援事業の活用により、国際共同研究を実施

する。 

 クロス・アポイントメント制度による女性教員の受け入れ支援制度を活用し、外国人女性教員を招

へいする。 

 外国人研究者参画の研究プロジェクト数 

（国際共同研究促進プログラムの実施状況：３件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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能とする活動

基盤の拡充 
V：計画を大きく上回って達成している 

 国内外の多くの研究室との共同研究の推進を目指す。

その方策として、共同利用機器の学内への開放を通じ

て共同研究の機会を生み出すことや、学内外の助成、

支援事業を積極的に活用して国際共同研究を増やし、

研究と人材の交流を活性化して研究力を向上させる。

大学が実施する国際共同研究に関する支援プログラム

等を研究科内で周知し、国際共同研究の規模を拡大さ

せる。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 国際共同研究促進プログラム４件を実施した。ジョイントラボにおいて海外機関の研究者を招へい

してセミナーを開催するなど研究交流を深め、これら共同研究の成果として論文を学術誌に発表

した。 

 クロス・アポイントメント制度による女性教員の受け入れ支援制度を活用して外国人女性教員（教

授職）を招へいし、共同研究を行った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 数値目標とした 3 件以上のプログラムを実施できた。さらに、本学の国際プログラムにはのらな

い海外研究者のセミナーも数多く開催でき、国際的なプレゼンスも十分に発揮していると言える。

また、クロス・アポイントメント制度によって韓国の女性教授を採用するなどしてダイバーシティの

観点でも評価できる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-⑤ 

 

社 会 の 信 頼

と負託に応え

る 高 い 倫 理

観を養う FD

の徹底 

 研究倫理教育の徹底。公正研究推進協会 APRIN の e ラーニングプログラムを活用し、教員、研

究員及び学生へ研究倫理教育を実施し、研究不正の発生を防止する。 

 受講対象者の受講率 

（100％） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 実施通知及び名簿管理の方法を改善し、受講状況の確

認を早い時期に行う。対象者が早期にもれなく受講で

きるようにすることで研究不正の発生防止につなげ

る。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 APRIN の e ラーニングプログラムを活用して対象者全員に受講させた。  

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-④ 研 究 環 境 整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の 奨 励 な ど

若 手 研 究 者

に対する積極

的な支援 

 

 京都大学、東北大学の生命科学研究科と連携し、生命科学研究のさらなる活性化と人材育成を目

的とする合同セミナーを開催し、研究科間の人材交流及び人材流動を活性化し、若手研究者の自

立をサポートする。 

 3 研究科合同セミナーの企画、開催状況（年 1 回） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 今回のセミナーでは、その内容も成熟して若手研究者

のニーズに合致した情報を過不足なく発信できる構成

となっていたことが、参加者からの多大な支持に繋が

ったと考えられる。来年度以降も同様の内容で若手研

究者の自立のための情報を発信する場として継続させ

ていく予定である。今後は、本研究科の若手教員も職

を実際に得るなどの成果が出ることが期待される。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 京都大学大学院生命科学研究科、東北大学大学院生命科学研究科と連携して「生命科学系３研究

科合同セミナー」をオンラインで開催した。3 回目の開催となる今回は本研究科が幹事校となり、

PI をめざす３研究科の新進気鋭の研究者による模擬ジョブトークと審査員役の教員による質疑、

就任直後の若手教授による特別講演、講演者と審査員を交えたパネルディスカッションを行った。

学生、教員、スタッフを含む 170 名以上が参加し、研究者として独立するためには何が必要なの
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か、ジョブハンティングのポイント等、活発な意見交換が行われた。若手研究者の自立サポートに

必要な有益で実質的な多くの情報を提供できたといえる（事後アンケートから）。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 他大学をも巻き込んだ企画であり、若手研究者は多大なる刺激を受けていると言える。阪大の関

係者ではないが、模擬ジョブトーク後に職を得たりしているので一定の成果が出てきていると言

える。 

年度計画 成果指標 

 FBS コロキウム（FD プログラム対象）をオンライン及びオンサイトで定期的に開催し（令和 4 年度

時点で通算 320 回）、若手研究者及び学生の交流を促進するとともに、研究室間の異分野融合

研究創出の機会を提供する。 

 FBS コロキウム開催数（年 28 回（予定）） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 FBS コロキウムは令和 6 年度中に 29 回の開催を予

定している。 

 令和 6 年度は５年ぶりの研究科リトリートの開催を計

画している。研究科メンバーによる口頭発表、ポスター

セッションに加えて、研究者のキャリアパス、異分野共

同研究の推進など様々な企画を通して、研究室の枠を

超えた交流を促進し、若手研究者が活躍できる機会を

醸成する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 研究セミナー「FBS コロキウム」（新任教員研修プログラム対象）をオンライン及びオンサイトで週 1

回、令和 5 年度中に全 29 回、各研究室が持ち回りで開催した。最新の研究紹介、話題提供が行

われ、分野を超えた融合研究の熟成の場を提供した。 

 上記に加え、研究紹介・ポスター発表を通して研究科内の交流を図るイベント「研究教育交流会」を

6 年ぶりに開催し、研究室の垣根を越えて交流を深める機会を提供した。 

 脳情報通信融合研究センター（CiNet）と生命機能研究科合同のセミナーならびに交流会を開催

した。合同企画のテーマは、「ChatGPT」で、現状の解説と今後の展望についての講演が行われ、

活発な議論がなされた。講演終了後の交流会は、分野の異なる研究者が共通の話題で意見を交

換する場となった。  

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-6-② 安 全 管 理 体

制の強化 

 情報セキュリティ、コンプライアンス、危険物取扱、遺伝子組換え実験、動物実験施設の使用、RI 取

扱等を含む安全教育の教材を日本語及び英語で作成し、授業支援システム（CLE）を活用して実施

することで対象者全員への受講を徹底する。 

 受講対象者の受講率（100％） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 実施通知及び名簿管理の方法を改善し、受講状況の確

認を早い時期に行う。対象者が早期にもれなく受講で

きるようにすることで事故を防止し、安全に研究活動

を行えるようにする。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 情報セキュリティ、コンプライアンス、危険物取扱、遺伝子組換え実験、動物実験施設の使用、RI 取

扱等を含む安全教育の教材を日本語及び英語で作成し、授業支援システム（CLE）を活用して実施

した。受講状況を随時確認し、対象者全員に受講させた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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3-8-③ 土地・建物等

の 教 育 研 究

環境の充実 

 老朽化が進む生命機能棟の建て替えを視野に入れた施設運用を検討し、研究スペースの配分を

見直し、オープンラボを含むスペースを有効活用する。 

 オープンラボ稼働率（常時９０％以上） 

 施設運用状況（スペース配分の見直し） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 旧細胞工学センターの老朽化への対応と、令和 7 年度

末までに生命システム棟から理化学研究所が撤退を予

定していることに伴い、現状の施設・設備をどのように

更新していくか見直していく。また、理化学研究所の撤

去に関する費用負担を懸念している。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 施設運用委員会にてスペースの運用を管理し、各研究室の面積配分、共通経費の徴収額について

見直しを行った。スペースの使用状況を把握し、計画的にオープンラボラトリーとすることで速や

かに公募を行い、効率的な運用を行った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 オープンラボの稼働率は高くキープしており、研究科の収入の向上に貢献している。今後は共通

機器の課金なども含めて、研究科の財源向上にも貢献させていきたい。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-1-① 優 秀 な 留 学

生 を 戦 略 的

に 受 入 れ る

た め の 学 内

外 連 携 体 制

の整備充実 

 外国人留学生数の受入れ増加に向けて、英語版の出願要項を作成のうえ、海外に在住する留学生

の受験機会を増加させるため、Zoom 等を使用したオンラインでの入試を実施する。大学院入試

説明会についても、留学生が海外から直接参加できるよう、オンラインで開催するなど、外国人留

学生の受験機会を増やすための様々な措置を講じる。 

 英語版ホームページの充実、さらに本学グローバルイニシアティブ機構主催のオンライン留学説明

会（分野別）にも積極的に参加し、広報活動も積極的に実施、充実させる。 

 留学生数（バーチャル留学（受入）等含む） 

（大学院収容定員（275 名）において 25％（68 名）以

上） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している  国内外からの優秀な人材を獲得すべく、優秀な留学生

のリクルートなど、種々の取り組みを工夫していく必要

がある。 

 入学者選抜方法、入試広報、入試説明会の改善を継続

的に行う。 

 令和６年度からは、「優秀な私費外国人留学生に対する

授業料免除制度（特待留学生授業料免除制度）」を本研

究科大学院入試において導入する予定となっており、

その選抜にエッセイを取り入れるなど、研究意欲が旺

盛な思考力の高い留学生の獲得を目指す。 

 入試広報に関しては、引き続きオンラインでの入試説

明会（ライブ配信形式）を開催することで、国内外から

多様な学生が志願できる環境を整備し、優秀な学生の

入学を確保する。 

 入学者選抜に関しては、引き続きオンラインでの入試

を実施し、海外から受験する留学生の利便性を図るな

ど受験環境を整える。 

 研究科の自己財源を使用しての RA 経費措置や授業料

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  出願要項の英語版作成、海外からのオンライン入試の実施、大学院入試説明会のオンライン開催

など、外国人留学生の受験機会を増やすための様々な措置を講じた。（令和５年度中に実施した海

外からのオンライン入試受験者は４名、大学院入試説明会のオンライン参加者は１２０名（内留学生

３５名）） 

 英語版ホームページを充実させ、本学グローバルイニシアティブ機構主催のオンライン留学説明会

への参加等による広報活動を実施した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 令和５年５月１日現在、在籍している正規生の留学生数は７４名であり、大学院収容定員（275 名）

における 25％以上を達成しており、これは特筆すべき点と言える。今後とも優秀な留学生の確保

を目指したい。 
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免除を受けられなかった学生に対して行う「FBS フェ

ローシップ」の支給に加え、次世代挑戦的研究者育成プ

ロジェクトなど、学内の様々なフェローシップ等を積極

的に活用し、経済的支援の充実をはかる。 

 留学生のためのキャリア支援、チューター制度の実施、

各種交流イベント（留学生バス旅行や新入生歓迎パー

ティー）の開催など、様々な修学支援を実施する。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

及 び

Diversity 

＆

Inclusion

の 推 進 に よ

る 研 究 領 域

の開拓、女性

研 究 者 の 育

成 

 医歯薬生命系戦略会議が連携して構築するバイオインフォマティクスプラットフォーム構想の一環

で生命機能研究科に設置するバイオインフォマティクス系の研究室に女性 PI を採用する。 

 クロス・アポイントメント制度による女性教員の受け入れ支援制度を活用し、女性研究者の比率を

上げる。 

 女性研究者在職比率（2５％以上を維持） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 女性研究者や若手研究者を中心とするサロンを開催す

るなど交流の機会を増やし、女性研究者や若手研究者

を取り巻く研究環境を整備し、研究力向上に向けた支

援を行う。 

 女性優先公募の検討も含め、女性研究者比率向上を目

指す。 

 テニュアトラック制度を活用して PI レベルの若手研究

者を採用する。研究費支援などで、テニュアトラック教

員に高いモチベーションを与えて優秀な人材を育てる

ことで、研究科全体の国際競争力の維持、向上をはか

る。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 生命機能研究科に設置するバイオインフォマティクス系の研究室に女性限定公募により女性 PI を

採用した。採用にあたってテニュアトラック制度を活用し、若手研究者のアカデミックキャリアを支

援する体制を整備した。 

 クロス・アポイントメント制度による女性教員の受け入れ支援制度を活用し、女性研究者（教授職）

を採用した。 

 採用、退職などの異動により結果として、令和 5 年度中の女性研究者在職比率が 25％を下回っ

たが、年度計画については上記のとおり達成したものと判断した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 女性の獲得は本学の重要な案件の一つであるが、特に PI などの指導層に女性を増やすことが重

要である。その点、バイオインフォマティクス系の研究室に優秀なテニュアトラック准教授を獲得で

きた。これは、研究員、学生レベルでの女性の比率向上に貢献すると思われる。特に研究科に自己

財源も活用し、スタートアップに最大 5000 万円を支援するなど研究学会で話題となった。全体

の女性比率としては、25%下回ったので V とはしていないが、指導層に女性を獲得しており、全

体の底上げに今後貢献できると自己評価している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

7-2-② 優 秀 な 研 究

者 が 関 心 を

寄 せ る 戦 略

的な PR 展開 

 研究科のウェブサイトの研究紹介において、画像や動画での紹介、研究科メンバーの紹介コンテン

ツなど、昨今の若手研究者が魅力を感じるコンテンツの充実やニーズに応じた見せ方への工夫を

講じる。 

 研究室紹介サイトでの動画 PR リンク数（新規登録 2 件

以上） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 令和 6 年度も研究科のウェブサイトにおいて研究科メ

ンバーの紹介コンテンツの作成や見せ方への工夫を講
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自己評定の理由／特記事項 じる。 

【自己評定の理由】  

 研究室紹介サイトでの動画 PR リンク数を増やし（新規登録 3 件）、研究科メンバーの紹介コンテ

ンツを更新した。 
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部局名：高等司法研究科 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、順調に進んでいる。 

【優れた点】  

 １-1-④ 社会人・他学部出身者を主たる対象として本研究科修了生である若手弁護士に

よる課外演習を行なうプログラムである「再チャレンジプログラム」は、令和５年度の目標

値を上回る実績を上げている。 

【今後期待する点】  

 １-1-④ 司法試験合格直後の修了生を講師として迎え、在校生の学習のモチベーションア

ップにつなげるなど、修了生と連携・協力して実施する学習支援体制の強化が期待され

る。 

 1-1-⑤ 非常勤教員等への周知を徹底する等、引き続き、「ブレンデッド」教育体制の確立

に向けた取組を期待したい。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 高等司法研究科の使命は、学内唯一の専門職大学院法科大学院として、「優れた法曹養成」を行うことにあり、同時に本研究科を支える研究者教員の養成に取り組むことにある。本研究科

の特色は、理論研究に従事する法律学研究者と実務経験の豊富な法曹実務家の協働によって、確固たる目的意識を備えた「新時代を担う、真の Legal Professionals」を育成していると

ころにある。 

 このことは、以下に示すように、本研究科の主体性を発揮しつつ、同時に、総合大学内の連携基盤形成、法政系隣接部局との協力連携、地域社会との連携交流という、本研究科の３つの強

みを活かす形で遂行される。  

① 総合大学としての大阪大学という教育研究基盤 

 人間・社会・自然に関わる最先端の「知」に携わる学内文理諸部局との連携によって、社会の最先端で生じる諸問題に対し、法的に対応可能な専門的・先端的法曹の養成を目指すとともに、

現代の最先端の法的諸問題に関わる法実務に対して、新たな視点・視角を与えることのできる研究を推進する。 

② 法政系隣接部局（法学部・法学研究科・国際公共政策研究科・知的基盤総合センター）という教育・研究連携基盤 

 大阪大学のＤＮＡを受け継ぐ法曹を法政系隣接部局との連携を通じて養成するとともに、隣接部局の博士課程との接続を円滑にすることによって安定した研究者養成を目指す。 

③ 有数の経済都市としての大阪地域という社会連携基盤 

 大阪大学と関西経済界・官公庁との間にある緊密な関係を活かして、多様な分野で活躍できる法曹を養成するとともに、地域自治体とも連携して、社会の共通インフラとしての法制度の

運営に関与し、かつ、「知」の社会への普及を促進することで、「社会の隅々に法の支配を」という法科大学院設立の理念を具体化する。 

 

１．教育 

 法科大学院の直接の使命である「優れた法曹養成」の成果を出すため、司法試験の累積合格率の一層の向上を目指し、そのための教育プログラムの整備と学修支援体制の整備を行う。本

研究科の強みと特色を活かした以下の教育プログラムを整備・展開する。 

 最先端の法領域の諸問題に対応できる専門的・先端的法曹の養成 

 学部＝法科大学院一貫教育、および他大学法曹コースとの連携 

 隣接法学・公共政策系大学院博士課程との一貫教育 

 中央省庁、地域自治体、関西経済諸団体と連携したキャリアデザイン教育 

 社会の共通インフラとしての法制度運営と「知」の社会的普及を目指した高度教養教育（特にコンプライアンスの必要性・重要性に重点を置く教育） 

 

２．研究 

 現代の最先端の法的諸問題に関わる法実務に、新たな視点視角、解決に向けた示唆・展望を与え、また、法科大学院として本研究科が行う法曹養成教育を高度化するため、現代日本社会

における「法実践」を、法学・公共政策系隣接部局との緊密な連携の下で、国際比較・歴史・実態分析を通じて、理論的に再定置することを目的とした研究を展開する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 知的基盤総合センター、法学研究科との協力の下に設置したリーガル・クリニック「智適塾」を通して、社会貢献と共に事業としての社学共創、産学共創の枠組みを作る。 

 人間・社会・自然に関わる「知」が日々創出される最前線である大学において、そうした「知」と社会、産業との連携が円滑に行われるような法的支援サービスを創出し、そうした「知」と社

会、産業との「接点」において人材を育成する実践的教育プログラムを推進する。 

 社会、産業の共通インフラである法制度の運営にも関与し、「知」を社会に普及できるような取組を、地域自治体や産業界と連携して整備展開する。専門的・学際的研究によって得られた高

度な知見を基礎に、国・地方公共団体等の公的組織に有識者として参与し、公的組織における政策形成・コンプライアンス等に貢献する。 

 

４．グローバル化 

 「新時代を担う、真の Legal Professionals」としての活躍の場が、既にアジアをメインとするグローバルな紛争予防・処理の局面に広がっていることを真摯に受け止め、それへの対応を

適宜展開していく。そのため、アドミッションに関する具体的な方策を戦略的に展開して、外国語能力に優れた人材を本研究科に導く。 

 こうしたアドミッション戦略を踏まえ、既存の教育プログラムにもグローバル化を意識した見直しを加えていくとともに、修了後の進路の多様化を引き続き進めていくため、修了後の教育

プログラムを整備していく。さらに、海外業務を展開している外部機関や外国の大学との連携も深めていく。 

 また、外国語学部や理系学部等の学内諸部局とともに、本学法学部ともアドミッション・教育プロセスにおいて連携を図り、特に入学前の教育プログラムを整備・充実させる。 

 

５．業務運営 

 教育・研究・社会貢献・グローバル化の諸課題に対応するため、研究科長と運営委員会のリーダーシップの下での研究科運営体制を維持・強化するとともに、共通の諸課題を扱う「室」制度

を構築し、財務・人事において協働している法学研究科・法学部との連携を維持・強化する。また、教職員の負担を合理化するため、業務内容省力化を進める。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-③ Student 

Life-Cycle 

Support 

System と

その活用によ

る教育・研究

指導体制の

強化ならびに

運営体制の

強化 

コンタクトチャートシステムを用いた、学生に対する教育指導体制の強化 

 学生の履修科目や成績、面談記録等を統合的に記録するシステムであるコンタクトチャートシステ

ムを利用して、学生へ提供した教育内容を記録するとともに、効率的な面談・指導を実施できるよ

うにする。 

 全学生に対する面談実施率（75％） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 春夏学期の面談実施率が高い一方、秋冬学期の実施

率が春夏学期と比較して 10％以上下落している。学

生の学修状況の把握にも支障をきたしかねないこと

から、学生に対して面談を強く働きかけていく必要が

あるものと思われる。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 休学者を除いた面談実施率は、春夏学期は 88.９％、秋冬学期は 76.４％であった。秋冬学期の数

値の下落は気になるところではあるが、成果指標を達成していることから、Ⅲとした。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

１-1-④ 

 

自主性、指導

性、協調性な

どを培うため

の課外活動・

キ ャ リ ア 支

援・就学支援

体制の強化 

修了生と連携・協力して実施する学習支援体制の強化 

 再チャレンジプログラム 

社会人・他学部出身者を主たる対象として本研究科修了生である若手弁護士による課外演習を行

なう。 

 演習を実施するグループの数および演習の実施回数

(5 グループ・各 5 回) 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 在学中に再チャレンジプログラムを受講していた修了

生が講師となるという好循環が生まれつつある。今
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自己評定の理由／特記事項 後もそのような流れをさらに拡充できるよう、サポー

ト体制を整備していきたい。 【自己評定の理由】  

  再チャレンジプログラムの実施状況は、 

春夏学期 12 グループ 各 4 回 

秋冬学期 7 グループ 各 5 回 

であり、指標とした 5 グループ・各 5 回を大きく上回っていることから IV と評価した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 春夏学期は 12 グループと計画（５グループ）の倍以上のグループを対象に手厚い学習指導を実施

できた。入学後初めての期末試験を控えた学生にとって非常に有効なサポートであったと考えられ

る。 

 講師である若手弁護士も、修了して２～３年の修了生が多く、新規に協力を申し出てくれる修了生

が増えていることは修了生とのネットワークづくりという点でも効果が上がっていると評価でき

る。 

年度計画 成果指標 

修了生と連携・協力して実施する学習支援体制の強化 

 法律文書錬成講座 

教員が作成した問題について受講者が答案を作成し、その答案を本研究科修了生である若手弁護

士が添削する。 

 講座の実施回数（7 回） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 スケジュールとしては現在の実施回数が上限であり、

回数を増やすことは不可能に近い。 

 添削の質を高めるなど、各界の実施内容の質の向上

を図る方向で改善していきたい。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 法律文書錬成講座の実施回数は７回であり、計画通り実施することができたことから III と評価し

た。 

年度計画 成果指標 

修了生と連携・協力して実施する学習支援体制の強化 

 期末試験相談会 

修了直後の司法試験に合格した修了生（および在学生）が自身の経験をもとに期末試験に向けた勉

強方法等をアドバイスする。 

司法試験合格から間もない時期にアドバイザーとなる修了生を確保することは容易ではないが、そ

れを実現することにより入学 1 年目の在学生にとって期末試験に対する不安を解消する非常に有

益な機会となるとともに、司法試験に向けた学習のモチベーションを高める効果が期待できる。ま

た、修了生の本研究科への帰属意識を高めるうえでも重要な機会となる。 

 相談会の実施回数（１回） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅱ：計画を一部達成していない 
 司法試験に合格した修了生に講師を務めてもらうた

めに、司法試験合格発表後の 12 月に秋冬学期の期

末試験相談会を開催することが考えられるが、この時

期は合格祝賀会等の他の行事も多く、日程調整は困

難である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 期末試験相談会は６月に２年次生を対象として、７月に１年次生を対象として実施した。いずれも参
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加した学生の評価は高く、初めての試験に対する不安の解消には大いに役立ったと考えられる。 

 他方、司法試験に合格した修了生を講師に迎えることは司法修習中ということもあり想定以上に日

程調整が困難であり、断念した。このため修了生の帰属意識を高める効果は得られなかった。 

 以上より、II と評価した。 

 司法修習が始まる前の 2 月または 3 月にキャリアセ

ミナーを開催して、司法試験合格直後の修了生を講

師として迎える形に修正することを検討している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-⑤ 対面授業とメ

ディア授業の

併 用 によ る

「ブレンデッ

ド」教育体制

の確立 

 対面授業とメディア授業の併用による「ブレンデッド」教育体制の確立 

双方向型の授業を重視する法科大学院の教育指針に則り、対面方式の授業実施を原則としつつ、

その内容を録画・録音し、授業支援システム（CLE）にアップロードして、出席した学生に対し振り返

りの機会を提供する。また、授業で取り上げる内容の前提や基本的な枠組みについて、事前に作成

したビデオ教材を CLE にアップロードして学生の予習をリードし、対面式授業の価値向上を図る、

いわゆる反転授業の取り組みを充実させる。 

 対面授業を実施し、その内容を録画・録音してCLEに

アップロードする授業科目やいわゆる反転式授業を

採用する授業科目の割合（全科目数の 80％以上（令

和５年度）） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 双方向型授業を実施し、その内容を録画・録音して

CLE にアップロードする授業科目の割合は高いもの

として安定したが、非常勤教員等への浸透が不十分

であったため、今後は、そうした教員への周知を徹底

する必要がある。一方で、いわゆる反転式授業を採用

する授業科目の展開には時間がかかっており、すで

に実践している授業科目の成果を踏まえて、いっそう

の取組の深化を図ることが課題となる。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 対面授業を実施し、その内容を録画してCLEにアップロードした授業科目（91科目）の全科目数（1

１８科目：全科目１３０科目から不開講６科目とエクスターンシップ等６科目を除くもの）に対する割

合が 77．1％となり、成果指標の数値をやや下回ったものの、カリキュラムの根幹となる法律基本

科目および法律実務基礎科目においては、きわめて高いアップロード率を誇り、反転式授業の学生

による評価も高く、他大学法科大学院からも注目を集めており、実質的にみれば計画を達成してい

るといえる。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 基本法律科目 57 科目のうち 47 科目（87．0％）、法律実務基礎科目 38 科目のうち 37 科目

（97．4％）で、録画録音データの学生への提供が CLE を経由して行われ、学生に振り返りの機会

を提供するとともに、コロナやインフルエンザ罹患により欠席した学生への授業支援素材として大

いに活用されており、「ブレンデッド」教育の体制は、本研究科の教学に定着しつつある。また、反転

式授業を試みている科目（憲法基礎 1）に対しては学生アンケートで高い評価がなされており、か

つ、昨年度は担当教員が上智大学法科大学院の FD 研究会に講師として招へいされたことから、本

研究科におけるブレンデッド教育の取り組みは他大学法科大学院からも注目されているといえる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-⑤ 

 

社会の信頼

と負託に応え

る高い倫理

観を養う FD

の徹底 

 研究活動における不正行為を防止し、公正な研究活動を推進するために、教員向けの研究倫理教

育を実施し、受講の呼びかけを徹底することにより受講率の向上を図る。 

 研究活動における研究不正の発生件数（０件） 

 研究倫理教育の受講率（100％） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 今後も研究活動における不正行為の防止および公正

な研究活動の推進のための研究倫理教育を実施し、

参加を呼びかけて全員に受講を促す。 自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】 

 令和5年度の早い段階で、教員向けの研究倫理教育を実施した。教授会等で、受講の呼びかけを徹

底することにより、受講率１００％を達成した。研究活動における研究不正は 0 件であった。 

 研究倫理教育の実施により研究不正の発生を防ぐ。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

7-2-① 受験生を対

象としたマー

ケティングに

基づいた PR

活動 

 本研究科との連携協定を通じた法学部法曹コースとの関係強化および積極的な広報活動 

本研究科と連携協定を締結している本学法学部法曹コースとの連携を強化するため、同コース所

属学生に向けて説明会を行う。また、香川大学法学部法曹コースとの間で新たに締結した連携協定

に基づき、香川大学法学部法曹コース生を主な対象として説明会等を行う。 

 本研究科と連携協定を締結した法学部法曹コースな

いし連携協定の締結を予定する法学部における広報

活動の実施回数（3 回） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 引き続き、本学法学部および香川大学法学部におい

て説明会を実施するほか、法曹コースと本研究科と

の合同による取組みを増やすことにより、連携をさら

に強化する。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 本学法学部において 2 回（7 月、2 月）、香川大学法学部において 1 回（7 月）、説明会を実施する

ことで、上記成果指標を達成した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 本学法学部における説明会については、対面とオンラインを併用したハイブリッド型で開催し、香川

大学法学部における説明会については、現地に赴き、直に接する機会のない学生に対して本研究科

の教育内容を積極的に広報した。 
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部局名：連合小児発達学研究科 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-⑤ 授業アンケートにおいて、「授業を受講して、この分野に対する新しい知識や考え

方を得る上でプラスになりましたか？」の項目で、満足（「プラスになった」又は「少しプラス

になった」）とする回答の割合が、導入科目（２９科目）は９４．８％、演習科目（１７科目）は１

００％と高い数値となっている。 

 2-3-① 共同し活動する自治体数・教育委員会数、アジア関連大学・機関とのレジストリー

数、共同研究数のすべての令和５年度目標値にて、目標を上回る実績を上げており、社会

との共創活動を推進している。 

 5-6-② 女性研究者在職比率が令和５年度の目標値を大きく上回る実績を上げている。

また、若手研究者支援の一環として、部局独自に優秀者へ研究費支援を実施している。 

【今後期待する点】  

 5-6-② 引き続き、女性研究者の育成等に努め、他の研究科のモデルとなるような取組

を期待したい。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

 少子化が進む一方で心の問題を抱える子どもは増加している。子どものこころの対応には医学のみならず,心理学,教育学,看護学など多様な背景を有する専門家が総合して取り組む必要

があり,その知見の進展には基礎的な脳科学研究が寄与する部分も大きい。しかしながら,包括的に対応できる専門家はあまりにも少ない。この状況のもと,発達障がい（神経発達症）をはじ

めとする子どものこころの諸問題を克服するために大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・福井大学の５大学の連合により日本で初めて大学・領域横断的に設置された研究科が連

合小児発達学研究科である。連合小児発達学研究科では,それぞれの大学の長所を生かし,密接な連携・協力のもと,医学・心理学・教育学等により構成される新しい文理融合領域『子どもの

こころと脳発達学』による共通教育プラットフォームを子どものこころに関わる人材に対して提供することにより,真に学際的で現在の社会の要求に応えうる指導者層や高度専門家を育成

する。さらに『子どものこころと脳発達学』における高度先端的な研究を協働で推進し,その成果を社会に還元することで,子どものこころの障がいを克服し,健やかな育ちを科学的に実現す

ることを目指す。 

 

 

１．教育 

5 大学で構成される特徴を活かし,十分な教育効果を挙げるべく,遠隔講義と対面での演習,特論を設定している。修了時のアンケートでは,教育に対して高い満足度となっている。 

 学生は５大学のいずれかに配属され,導入科目（講義）は,遠隔講義システム等を用いて聴講する。社会人学生に配慮して,全ての導入科目は 5,6 限目に開講し,授業終了後自動的に作成さ

れる e-learning 教材により自宅等での履修・復習を可能としている。集中講義形式の演習科目は,５大学の臨床・研究の前線で実践的な学びを得ることを目的として所属大学以外の大

学にて修学することを標準とする。演習科目は社会人学生に配慮して,休暇を取得しやすい夏季に必ず 1 回開講している。D２からは演習と並行して,研究室にて個別の研究課題に取り組

む高度専門科目である特論の就学が始まる。今後も引き続き円滑な実施に努める。 

 2018 年度にシラバス,開講時期等について履修生の意見を取り入れて全面的な見直しを行い,またグローバル化に対応して,全てのシラバスを英語化した。2021 年度入学生からは,学

内外に学びの場を設定し,先端的知見を広く吸収させることを意図し,学内外の英語セミナーを含むセミナーへの一定数の参加を D3 修了時の特論の単位認定に必須とした。引き続き,国

際性の涵養に努める。また 2022 年度には,より学生にとり有用なシラバスを提示すべく,教務担当者が主となったシラバスのブラッシュアップ体制を整えた。 

 連合大学院の強みを生かした教育法の一例として,学生全員が研究の計画・進捗状況を発表し,配属校以外の大学の教員の指導・助言を受ける５大学のスタッフ合同での「研究（計画・進

捗）発表会」を年６回開催する。2018 年度に D2, D3 での発表を特論の単位取得に必須であると定め,実施している。2021 年度は,Zoom も使用して実施することにより,より多くの

参加者のもと実施できた。引き続きの実施を予定している。 

 大学院の定員充足率については,本研究科設置以来,常に 100%以上を達成している。収容定員数が110％を超えることがないように学生定員の適正化を常に念頭におきながら,魅力あ

る教育システムを提供することにより,年２回の入学試験において幅広い学生の確保を目指す。 

 修了生の進路は定期的に追跡している。98％が就職し,元の職場でキャリアアップする,アカデミア,また,行政に就職するなど,キャリアパスの向上に対して学際的取り組みが成果を挙げて
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いる。子どものこころを直接の研究対象とする研究者のみならず,工学系研究者・支援者等の発達障がいに関わる専門家を招へい教員として受け入れるなど,学生・若手研究者の専門性と

視野を広げる努力を継続して行う。医師や,保健師,教員に対する発達障がい研修を関連行政機関と連携して企画・立案している。医学部附属病院子どものこころの診療センターは,学生や

若手医師の教育の場となっている。 

 博士前期課程の設置を計画している。これは,より高い質の学生を確保し,進歩の著しい「子どものこころ」の分野におけるリーダー育成に必須と考えている。２０２４年度設置を見据え,引

き続き準備を進める。 

 

２．研究 

こころの問題の本質的解決には,脳科学研究は欠かせない。同時に,遺伝的側面の影響もあるため,疾患レジストリーなどの活動も必須である。患児に対しての早期介入は,治療的観点から大

変有用であり,早期の診断や効果的な新たな介入法の確立も我々に課された重要な課題である。さらに,子どものこころの問題は,日本国内にとどまらず,世界的にも大きな課題となってお

り,アジアや世界各国との共同研究の推進も不可欠である。 

 発達障がいに関する諸問題解決のための科学的診断法,科学的根拠に基づいた支援法,新規治療法の開発などを行っている。既に注視点検出技術を応用した新しい発達障がい診断補助

機器 Gazefinder（かおテレビⓇ）の開発,PET をはじめ,MRI,脳磁図,NIRS,脳波などによる脳活動の可視化,オキシトシンによる自閉症治療,臨床睡眠研究,ペアレントトレーニングや認

知行動療法などの介入方法の開発,さらには大脳皮質発達に関する基礎脳科学など,５大学の連携プロジェクトが成果を挙げている。ちなみに２０２１年度の国内共著論文は１４３報（うち

大阪大学６６報）,国際共著論文は 66 報(同１９報),201７～202１年の FWCI は 1.71（大阪大学のみでは３．４１）,Scholarly output は２７１であった。引き続き共同研究も含め,高い

水準も含めた研究実施に努める。 

 ５大学で大量の生体試料,検査画像,心理・認知検査画像等を保存し,得られた遺伝情報,生化学情報,画像情報を行動様式・心理検査項目それぞれの間の関連付けを行うためのシステムを

継続して構築する。 

 研究連絡会として,年１回,一堂に会して各校の研究トピックスをシンポジウム形式で発表し,各校の教員間の情報交換と交流を図り,連携によるメリットを再認識する努力を引き続き行う。 

 2019 年度～2021 年度文部科学省新たな共同利用・共同研究体制の充実事業に採択され,アジアの拠点大学・機関（マヒドン大学,マラヤ大学,インドネシア大学,フィリピン国立子ども病

院）とともに,コンソーシアムを設立し,アジアの研究拠点たるべく共同研究をリードしてきた。2022 年度には 5 か年の予定で,さらに文部科学省からの支援（「OU エコシステム実践強化

を目的とする大阪大学『子どものこころの研究センター』への組織改革」,および関連プロジェクト「連合小児発達学研究科関連 5 大学子どものこころの研究センターによる国際拠点形成

と OU エコシステムアジア展開」）が得られた。継続してアジアの拠点化を目指し,人的交流のもと,共同レジストリーの作成など共同研究をすすめていく。 これらの取り組みは私的グラント

を含めて COI,RISTEX,AMED（経産省）（厚労省）等様々な外部資金の獲得につながっている。 

 文部科学省初等中等教育局から委託を受け,弘前大学,鳥取大学,兵庫教育大学,武庫川女子大学,中京大学を加えた１０大学による教育コンソーシアムにより,研究者と教育関係者間等にお

ける情報交換等を円滑に行うことができる連携体制（プラットフォーム）の構築（子どもみんなプロジェクト）を２０１５年度から開始しており,２０１９年度で終了となったが,千葉校（千葉大

学）の子どものこころの発達教育研究センターに教員が配置され,後継事業を実施している。引き続き教育現場も視点の一つとして研究をすすめる。 

 高次脳機能の評価とその障害に対する治療法を開発することを目的とする寄附講座「行動神経学・神経精神医学」を設立している。既存の寄附講座「先端治療・栄養学」とあわせて発達障

がいから派生した２つの課題,すなわち,がん患者本人並びに家族のこころのサポート体制と満足度を満たす食の開発,また高次脳機能障害に対する治療開発に取り組む。 

 2020 年度,子どものこころの分子統御機構研究センターに,日本を代表する神経病理研究者を迎えブレインバンク・バイオリソース部門を設立した。共同研究の軸の一つとして,引き続き

活動する。 

 

３．社会との共創（産学連携,社学連携など） 

開かれた 21 世紀の大学として,社会との共創は強く求められている。一方で,連合小児発達学研究科は設立当初より,社会との関係が大変深く,多様な活動を実施してきた。 

 発達障がいの可視化に資する客観的指標作りの成果の一つである Gazefinder は,JVC ケンウッド社と連携し,大阪府下６つの自治体の他,弘前市,鳥取市,多久市,西宮市,浦安市等,多く

の市町村で乳幼児健診,子育て相談の現場に社会実装され,既に AMED（経産省）の研究費を得て活動を行なっている。今後,医療機器としての精度と確度を高め,発達障がいの客観的診

断補助装置として上市を目指しての AMED（厚労省）の臨床研究に採択され,医師主導治験を終了した。広く社会実装を継続して進める。 

 COI stream に金沢大学と共に参加することにより,日本人のパフォーマンスの向上を目指し,論文発表,知財の獲得を行ない,最終 S＋評価を得た。大阪校では,自治体と共同で双方向性

睡眠教育アプリねんねナビ®の開発を行い,東大阪市,永平寺町,加賀市,弘前市にて社会実装を行い,睡眠習慣の改善,養育者の育児効力感増強,社会性発達の促進等についての有効性を

確認し国際誌で発表した。これらの社会実装は金沢大学,福井大学,弘前大学との共同研究で行った。現在,完全自動化したねんねナビ®の社会実装を弘前市で行なっている。ねんねナビ

®については特許・商標出願は済ませ,養育者へのアドバンス選択の自動化をすすめ,パナソニックアドバンストテクノロジー社に事業継承を行った。神経発達症児に特化したアプリの開発

を金沢大学と共同で行い,共同研究に繋げる。その他,赤外線と体動量計を組み合わせたセンサーを用いてグループ療育法の客観的評価法を開発している。将来的には製品化またはコン

サルティング事業としての社会実装を目指している。 

 上記の「子どもみんなプロジェクト」にて,構築されたプラットフォームにより,子どものこころに関する科学的な知見を教育等に応用することを具現化するプロジェクトを進める。具体的に
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

は,不登校,いじめ,暴力行為などの予防のための調査「学校風土調査」や認知行動療法を用いた不安予防プログラム“勇者の旅”を全国の教育委員会と連携し,特に千葉校（千葉大学）が中

心となり,引き続き展開する。 

 大阪校（大阪大学）では大阪府や堺市,池田市,西宮市等から委託を受け,早期発見・早期療育開始のためのシステム構築のための研究を行っており,その波及効果は高く,研究成果の社会還

元が実現している。例えば,堺市では,幼少児や就学前児の発達障がい相談の整備,養育者勉強会の開催,また他市に先駆けての超早期療育の開始や,池田市では,部門横断型・全市民向け

の「統一シート」開発・運用支援等を行なっている。２０２３年度は堺市にて,超早期療育の遠隔版を展開する予定となっている。支援を受ける子どもだけでなく,全ての子ども,養育者,支援

者も巻き込んだ包括的支援システムの構築を推進していく。さらに吹田市と発達障がい支援に関する研究の締結を行い,教育・支援・医療の連携を密接にして子どもの社会適応を改善す

る試みを開始する。 

 大阪大学に開設された「子どものこころの診療センター」は従来小児科で主として行っていた発達障がいに対する診療を精神科との協働によりリニューアルさせた。精密な評価・診断を行

い,科学的に妥当性が証明された個別支援を行うことによって,近畿の発達障がい拠点としての機能を果たしている。引き続き吹田市の医師会等と協働で,発達障がい患児・者への地域連

携を進めている。 

 

４．グローバル化 

学術の世界のみならず,「子どものこころ」は世界的にも大きな課題となっている。特に文化的な影響を受ける「子どものこころ」への対応に際し,西欧諸国での知見がそのままアジアや日本

に適用できるとは限らず,日本がアジアをけん引することも重要となっている。 

 当研究科では,これまでに,カナダ,韓国,台湾,中国,ロシアからの留学生を受けて入れており,現在,留学生数は在学生総数の１１．１％である。これらの留学生に対応して,2018 年度には全

ての科目のシラバスを英語化し,導入科目では,英語キャプションをつける,英語レジュメを作るなどの配慮を行なった。引き続き実施する。 

 研究の項で触れた,「連合小児発達学研究科関連 5 大学子どものこころの研究センターによる国際拠点形成と OU エコシステムアジア展開」では,今後 5 年間をかけ,子どものこころに関

するアジアの研究拠点となるべく,アジア諸国（フィリピン,マレーシア,インドネシアなど）と共同研究,人的交流を進め,広く研究の活性化と研究成果のグローバル展開を目指すものである。

本事業を推進し,グローバル化に引き続き積極的に取り組む。 

 

５．業務運営 

5 大学で構成されるがゆえに,研究科としての一体化が求められ,共通目標の設定,密な交流が重要であり,引き続き,この点に留意し,活発に活動する。 

 各大学の学長との緊密なコミュニケーションを取り,５大学共通の近々の目標を常に提示することにより,基幹大学としての求心力を保っていく。５大学が連携することによる機能強化が,

教育・研究・社会貢献に及ぼすシナジー効果について具体的に可視化できるよう,5 大学間での共同研究を積極的に推進する。 

 科研費をはじめとする競争的外部資金を獲得し,自治体,企業等からの受託研究費を増額し,寄附金を集めることにより,研究教育費を補完する。 

 キャンパスライフ健康支援・相談センター,全学教育推進機構との連携により,全学の教員・学生に対する発達障がい教育に資するための啓発を進める。 

 本研究科は,現在,女性教員の比率が５７．７%（特任を含む。但し,非常勤教員を除く）と高く,男女共同参画に関しては,引き続き学内をリードしていきたい。クロスアポイントメント制度も活

用し,ダイバーシティに配慮の下,教育体制・研究体制のより一層の充実を図る。 

 

研究科として独自の建物を有さず,賃貸により研究スペースを賄っている。学生の学び舎として,又安定して教育研究活動に勤しむためには,研究科独自のスペースは必須である。この点は,

大学本部の支援なくしては実現できない。引き続き,この点の解決にむけ,努めていく。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-⑤ 対面授業とメ

ディア授業の

併 用 によ る

「ブレンディ

ッド」教育体

制の確立 

受講科目は大きく分け、広く多分野を座学で学ぶ導入科目、対面を基本とする演習、および研究指導

を受ける特論からなる。導入科目では遠隔講義システムもしくは Zｏｏｍなどのシステムの活用をはか

り、同時に対面の演習や特論の形式を重視した授業の実施。 

 授業アンケートの満足度 80％以上 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅴ：計画を大きく上回って達成している 
引き続き、高い満足度が得られるよう努める。 

96



自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 授業アンケート とくに「授業を受講して、この分野に対する新しい知識や考え方を得る上でプラス

になりましたか？」の項目で満足（「プラスになった」又は「少しプラスになった」）とする回答の割合

が、導入科目（２９科目）は９４．８％、演習科目（１７科目）は１００％であった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 アンケートのなかで、「授業を受講して、この分野に対する新しい知識や考え方を得る上でプラスに

なりましたか？」の項目で 5 段階評価最上位（プラスになった）の割合が 100％（受講生全員が 5

評価）である科目が導入科目では 29 科目中 8 科目、演習では 17 科目中 11 科目であった。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-3-① 「社会との共

創」への接続

を 意 識 し 、

「いのち」を

キ ー ワ ー ド

に、ＳＤＧs を

はじめとする

社会課題の

解決に向け

た学際研究

を実施するた

めの基盤構

築 

上記基本理念の、３ 社会との共創に記載 

 Gazefinder、ねんねナビ®、勇者の旅、学校風土調査、発達障がい相談などを引き続き実施。 

 

 「連合小児発達学研究科関連 5 大学子どものこころの研究センターによる国際拠点形成と OU エ

コシステムアジア展開」の実施。 

 共同し、活動する自治体数：３ 

（「研究成果を自治体等の教育・施策等に反映する」、 

「これらを取り入れる自治体を増やす」、「実施した結

果を論文、プレスなどで公表する」等） 

 教育委員会数：８ 

 アジア関連大学・機関とのレジストリー数（２０２３年度

末までの達成見込み数）：３,０00 症例 

 共同研究数：５ 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
共同する自治体数 5 を目指す。 

教育委員会数９、 

レジストリー数 3800 症例を目指す 

共同研究数 7 を目指す 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

全ての成果指標において、予定目標を越え達成した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 共同し活動する自治体数が増加（3→４）、教育委員会数が増加（8→９）、レジストリー数が予想を超

え大幅増加（3000 予定 → ３５００症例）、共同研究数増加（５→６） 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

及 び

Diversity 

& 

Inclusion

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

 女性研究者等が独自で研究を推進できるよう、女性研究者及び若手教員を対象に、優秀者に独自

に研究費を支援、クロスアポイントメント制度の活用。 

 女性研究者在職比率（30％以上） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅴ：計画を大きく上回って達成している 
 引き続き、ダイバーシティに留意し、女性研究者の育

成に努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

女性研究者在職比率が目標値の３０%を大幅に超え、50％以上となっている。 
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研究者の育

成 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 常勤女性教員数（特任教員（常勤）と寄附講座教員を含む）及び常勤女性研究員数（特任研究員（常

勤））は、R5.5.1 現在 14/26 = 53.8%であり、R6.5.1 現在（予定）はさらに増加し、15/27 = 

55.6%となる予定である。また、クロスアポイントメント制度を利用し、マラヤ大学から２名の女性

教員を雇用した。 

 若手研究者支援の一環として、評価により 1 名に 50 万円の研究費を支援した。 
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部局名：微生物病研究所 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-④ 例年開催している英語研修に加え、研究者対象の英文論文ライティング講座を 4

回シリーズにより実施している。また、アスカコーポレーション協力のセミナーは CiDER、

CAMaD と共催することで学内に広く参加者を募り、延べ 211 名が参加した。微生物病

研究所だけでなく学内関係研究者の英語による情報発信能力の向上に寄与している。 

 2-1-③ 附属遺伝情報実験センターをバイオインフォマティクスセンターに改組し、最先端

のバイオインフォマティクス技術を学内外に提供する体制を整備している。さらに独自のセ

ミナーシリーズや、企業協賛によるシンポジウム開催など計画以上の成果をあげている。 

また、感染症共同実験施設新棟は、アカデミア研究者だけでなく BIKEN 財団など企業と

の共同利用が可能な施設として設計され、運用を開始している。 

 2-2-① 世界トップレベル研究拠点または同等の研究拠点申請に向けた研究体制整備の

ため、令和５年度の目標値を上回る PI３名の採用に至った。なお、採用した PI のうち２名

は、顕著な業績を有する女性および 30 代若手であり、女性研究者および若手研究者のロ

ールモデルとして本学におけるダイバーシティ強化、研究人材確保への貢献も期待でき

る。 

 4-2-③ 全ての研究者が世界最先端の解析技術を駆使した研究活動の遂行を可能とする

活動基盤の整備が進められている。 

【今後期待する点】  

 2-1-③ 医歯薬生命系戦略会議参加部局との協働体制を強化し、本学における研究力向

上に資するべく活動を展開することが期待される。また、高度感染実験が可能な BSL3 実

験施設の特殊な施設管理と、施設利用及び高度感染実験指導が可能な人材育成が期待さ

れる。 

 2-2-① 新規採用した PI へのサポート体制の構築、研究室間及び部局間連携による研究

推進体制の構築が期待される。 

 4-2-③ 高度専門機器管理・運用を担う高い技術力と豊富な知見を有する専門人材の安

定的な確保に向けた取組が期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

微生物病研究所は、微生物病の学理を明らかにすることを目的に、大阪大学で最初の附置研究所として昭和９年に設置され、約 90 年にわたって、感染症を主軸に免疫学・がん研究にフォ

ーカスした基礎研究拠点として、当該分野の学術研究を牽引してきた。下記具体的理念を軸に、基礎医学研究の推進とその成果の社会実装により感染症を始めとする関連分野の社会問題

解決に向けた学術基盤を構築することで OU マスタープランの実現を目指す。 

 

１．教育 

高度研究専門人材の育成：本研究所のミッションである傑出した研究の遂行のため、感染症学・生体応答医学を始めとする基礎生命科学・医科学研究の進歩と次代を担う高度な専門性・学

際性を備えた人材育成を推進する。 

 

２．研究 

医科学分野における優れた基礎研究の推進：感染症及び免疫応答に関わる生命現象を解明するとともに、感染症・免疫疾患の克服を目指した研究を推進する。また、感染症学や免疫学の基

盤となる、がん・老化などの研究も積極的に推進し医科学研究の発展に資する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

上記２．における「感染症・免疫」および「がん・老化」の二本柱による基礎医学研究を推進し、これらの研究成果の社会実装を目指し「生きがいを育む社会の創造」に貢献する。具体的には、

共同研究等による産学官の連携によって、当研究所の研究シーズを実用化し、国際社会における熱帯病等の感染症対策への貢献を目指す。 

 

４．グローバル化 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

独自の奨学金制度などを活用し、長期的戦略でグローバルな人材育成を行い、留学生の増加、教員の多様化を図ることで、自由闊達かつ多様な思想のもと活動可能な研究環境を構築す

る。海外拠点（日本・タイ感染症共同研究センター）を活用し、国境を越えた感染症対策の実施に資する。 

 

５．業務運営 

当研究所における教育研究活動のさらなる充実を図るため、外部資金を積極的に獲得し、大型研究プロジェクトから、挑戦的な研究プロジェクトまで広く展開する。また、競争的資金のみな

らず、大阪大学未来基金の募集、オープンラボの貸し出しによる自己財源の確保に努め、これを研究設備の整備に充てる。また、一般社会に対する広報活動をさらに推進することで研究活

動に対する理解を広め、研究しやすい社会の構築を目指す。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-④ 自主性、指導

性、協調性な

どを培うため

の課外活動・

キ ャ リ ア 支

援・修学支援

体制の強化 

 免疫学フロンティアセンター（IFReC）・ワクチン開発拠点先端モダリティ・DDS 研究センター

（CAMaD）共催など部局の垣根を超えた研究発表会の積極実施による研究者間交流と融合研究

の促進。 

 若手研究発表会（集談会、IFReC と共催）（9 回開催） 

 アドバンストセミナー（9 回開催） 

 1 月研究業績発表会開催 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 引き続き第一線で活躍する研究者を招へい、研究者

間の交流と情報交換の活性化を図る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 計画通り各部局との連携セミナーを開催した 

年度計画 成果指標 

 Academic English 研修、英語プレゼンテーション個人レッスンなど英語による発表支援実施  英語による発表支援研修実施（年 4 回） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 各回アンケートを実施しており、得られた意見をもと

に各研修の内容をブラッシュアップし継続していく。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 例年開催している英語研修に加え、ライフサイエンス系の英文翻訳・ライティング等を提供する株式

会社アスカコーポレーションの協力により研究者対象の英文論文ライティング講座を 4 回シリーズ

により実施した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 上記アスカコーポレーション協力のセミナーは CiDER、CAMaD と共催することで学内広く参加

者を募り延べ 211 名が参加、本研究所だけでなく学内関係研究者の英語による情報発信能力の向

上を図った。 

年度計画 成果指標 

 大学院高度副プログラム「感染症学免疫学融合プログラム」の実施による感染症学・免疫学双方に

精通した研究者育成 

 大学院高度副プログラム「感染症学免疫学融合プロ

グラム」の実施（年 13 回） 
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各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 博士課程対象の高度専門プログラムとして専門人材

を育成すべく複数部局との共催により長期継続性を

もって実施する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 計画通りプログラムを実施した 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-③ 学内に偏在

する先端的

研究・実験機

器の可用性

向上 

 中央実験室・ゲノム解析室を中心に、専門の職員が最先端解析機器を管理、運用し、技術提供を行

うとともに、研究者の解析技術向上のため高度専門解析機器について技術セミナーを開催、常に世

界最先端の解析が可能な状況を維持する。 

 研究設備一覧・機器共通予約システムを微研HPに独

自に構築、解析支援・最先端解析機器情報を提供し所

内外利用を促進する。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 計画通り実施した 

年度計画 成果指標 

 学内医歯薬生命系部局と連携し、ビッグデータに基づく生命科学研究の底上げを目指すべく、ビッ

グデータの学内外共有体制整備と最先端の共同研究・異分野融合研究推進、さらに次世代人材育

成を図る「バイオインフォマティクス総合教育研究プラットフォーム」の整備を進める。 

 バイオインフォマティクス総合教育研究プラットフォー

ム整備のため、担当教員を 2 名採用する。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
医歯薬生命系戦略会議参加部局との協働体制を強化、

本学における研究力向上に資するべく活動を展開す

る。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 附属遺伝情報実験センターをバイオインフォマティクスセンターに改組、最先端のバイオインフォマテ

ィクス技術を学内外に提供する体制を整備した。さらに独自のセミナーシリーズや、企業協賛によ

るシンポジウム開催など計画以上の成果をあげた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 成果指標である「担当教員 2 名採用」について、本領域で顕著な業績を有する２名の研究者の選考

を進めた。バイオインフォマティクスプラットフォームは本学医歯薬生命系部局連携によるプラット

フォームであり、特に需要の高まるオミクス解析、ビッグデータ解析において、本学研究力の向上が

期待される。 

年度計画 成果指標 
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 高度感染実験が可能な研究施設を開放し、学内外広く利用をすすめる。  感染動物実験施設における遺伝子組み換え動物作製

支援及び感染症共同実験室 BSL3 実験施設を共同

利用・共同研究拠点として学内外に提供 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
所内外からの需要に対応可能な共同利用施設として、

BSL3 としての特殊な施設管理と、施設利用および高

度感染実験指導が可能な人材育成が求められる。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 感染症共同実験施設新棟が竣工、高度感染実験が可能な施設として学内外広く共同利用を推進し

た。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 上記感染症共同実験施設新棟について、アカデミア研究者だけでなくBIKEN財団など企業との共

同利用が可能な施設として設計、運用を開始した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-① 

 

重点研究分

野の国際的

プレゼンス向

上のための

研究推進支

援体制の強

化と重点投

資  

 

 OU マスタープラン 2027 が掲げる「生きがいを育む社会を創造する大学」として、がん予防医療

の確立による社会的健康寿命の延伸を実現すべく、「先制医療がん老化研究拠点」形成のための研

究基盤を整備する。 

 世界トップレベル研究拠点または同等の研究拠点申

請に向けた研究体制整備のため PI を採用する（女

性・若手を優先に検討） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 採用した新規 PI へのサポート 

 研究室間および部局間連携による研究推進 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 PI を３名採用（うち若手１名、女性１名）、計画以上の成果が得られた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 成果指標である PI 採用について、戦略的な人材登用を実施、本領域は第１戦で活躍する PI を採

用した。顕著な業績を有する女性および 30 代若手であり、女性研究者および若手研究者のロール

モデルとして本学におけるダイバーシティ強化、研究人材確保への貢献も期待できる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-④ 研究環境整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の奨励など

若手研究者

に対する積極

的な支援 

 基幹研究室に１名ずつ常勤の特任研究員又は特任助教ポストを配置し、博士号取得後の若手研究

者の雇用を確保するとともに、将来の教員候補を育成する。 

 全研究室に若手教員対象ポスト配備 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 若手研究人材雇用のための安定した財源確保が課題

である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 計画通り実施した 
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年度計画 成果指標 

 研究所自主財源により RA を受入れ、大学院生への支援を強化することで優秀な若手人材を確保

する。所内に FD 委員会を設置し、委員により若手研究者が PI として独立できるよう指導・助言を

行う。 

 所内基準を満たした RA 申請者は全員を受入れる 

 若手対象の FD 委員会を設置する 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 人材確保のため次世代を担う大学院生への経済的支

援をはじめ長期的かつ安定した支援が必要である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 計画通り実施した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 

 

産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

研究成果の社会実装をめざし社会のニーズと大学のシーズを交流させ、共同研究及び受託研究を推

進する。 

特に BIKEN 財団を始めとする企業との協働体制をより強化し、共同研究増加やワクチン開発に向け

た研究所研究成果の社会実装に向けて活動を展開、活動の拠点となる「バイオインフォマティクス共同

研究施設（仮称）」を企画・設計する。 

 企業との協働研究体制をより円滑に促進できる研究

施設の企画・設計 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 BIKEN 財団と二つの協働研究所を通じて協力体制

をより強化する 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 計画通り実施した。BIKEN 財団との共同プロジェクトである BIKEN ゲノム解析協働研究所を設

立した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-2-③ 学際融合研

究、共創活動

を加速する、

各 部 局 の

URA 活動を

含めた全学

的な支援環

境の整備  

 

 中央実験室・ゲノム解析室を中心に、全ての研究者が世界最先端の解析技術を駆使した研究活動の

遂行を可能とする活動基盤を整備、学内外に広く展開する。 

 最先端技術を用いた研究解析を可能にする高度専

門解析機器を円滑に利用するため、全機器に担当の

支援専門職員を配置する。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 高度専門機器管理・運用には高い技術力と豊富な知

見を有する専門人材が必須である。このような優秀

な支援人材の安定的な確保のため、独自の雇用制度

とのキャリアパスが求められている。 
自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 令和 5 年度は次世代シークエンサーNovaSeq X（イルミナ社）を導入、需要が増大するゲノム解析

に対応すべく体制を整えた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 NovaSeq X を共用として提供している機関は国内公共機関としては本研究所が唯一である。ま

た、本研究所における NovaSeq6000、NovaSeqX の二台体制による対応は企業を含めても
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国内初である。 

年度計画 成果指標 

 企画広報推進室に URA を配置、国際シンポジウム開催、若手研究者対象セミナー・部局間連携セミ

ナー開催、広報・アウトリーチ活動、研究業績 IR など研究支援体制を強化する。また、部局 URA 交

流会開催など部局 URA 間の連携を強化し、積極的な情報交換による支援体制拡充を目指す。 

 国際シンポジウム、若手研究者対象セミナー・部局間

連携セミナー、広報・アウトリーチ活動、研究業績 IR

など研究支援業務担当の専門職員を配置、研究者の

管理業務を軽減することで、研究に集中して従事でき

る時間を確保、研究力を向上させる。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 本研究所だけでなく、部局関連携により活動を展開、

当該分野の大阪大学における活性化につなげる。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  計画通り実施した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-1-① 優秀な留学

生を戦略的

に受入れる

ための学内

外連携体制

の整備充実 

 本研究所独自財源による留学生制度である「谷口海外留学生制度」を実施、ASEAN 諸国（主にイン

ドネシア）有数の大学からの学部長推薦により優秀な学生をリクルートする。 

 留学生のセトルダウンを支援する専門職員を設置 

 留学生数(バーチャル留学(受入)等含む。（前年度の

水準を維持する） 

 交換留学プログラム等受講者数（前年度の水準を維

持する） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 国際化担当の専門職員を設置、所内国際的研究プロ

ジェクトとも連携し活動を展開する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 計画通り実施した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-4-② 全学的な国

際連携体制

の強化 

 タイ保健省との共同プロジェクトである日本・タイ感染症共同研究センターを拠点として国際共同研

究の推進など新たな展開を目指す。 

 日本・タイ感染症共同研究センターに常駐の教員を配

置する 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 タイ保健省をはじめ、学術協定機関との連携を深めて

いく 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 計画通り実施した。 
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部局名：産業科学研究所 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 2-1-① 若手教員等への支援の実施等により、若手教員割合実績 42.8％、共同研究拠点

における産研共同研究件数 111 件実施といずれも数値目標を超える実績を達成してい

る。 

 2-2-③ 産業科学 AI センター（AIRC）の機能改革を推進するために、組織の改組を実施

し、これに基づき OU マスタープラン実現加速事業・活性化 A の次年度の採択を受けた。

また、センター内に新規研究分野の設置を行うと共に、部局独自の努力により、専任教員

2 名の人員配置を行っている。 

 2-2-④ 若手研究者を PI とする第 2 プロジェクト研究分野を運用するとともに、若手研

究者（博士後期課程院生含む）を対象とした海外派遣支援事業を実施し、２名を採択してい

る。また、所内客員教員制度をより柔軟に運用できるよう改革し、ナノサイエンス共同研究

およびナノデバイス共同研究区分として計 3 名を採択・招へいしている。 

 3-1-① 産学共創の拡大と大型共同研究の拡充を目指す様々な取組により、科研費の受

け入れ総額及び件数は 2 期連続上昇に転じ、前年度を大きく上回る実績を上げている。ま

た、共同研究等の受入総額は令和５年度の目標値を上回る実績を上げている。 

 4-2-③ 学内支援事業のうち、特に、競争的資金、大型研究資金の獲得のための申請サポ

ートとして、制度案内・計画立案支援・申請書作成支援を中心とする合計 129 回もの支援

を実施している。また、（一財）大阪大学産業科学研究協会（産研協会）との連携のもと、国

内大手企業の CTO らを交えた連携・将来展開の議論の場である産研 CTO サロンを拡大

し、新たに 1 社の参画を受けて合計 6 社 1 大学（産研）とし、本年度 2 回開催するなど、積

極的に企業とのネットワークの構築を図っている。 

 5-6-② 女性教員在職比率は令和５年度の目標値を大きく上回る実績を上げている。ま

た、D&I 活動をさらに DE&I 活動へと展開し、産研女子学生交流会を開催したほか、これ

までの産研女性サミットを拡大し、産研オールジェンダーサミットを開催している。 

【今後期待する点】  

 2-2-③ 産業科学 AI センターの重点的研究の推進を加速させると共に、若手教員のより

一層の活躍環境確保を期待したい。また、同センターを核とした学内連携研究を更に強化

し、成果を創出することが期待される。 

 2-2-④ メンター業務に対する貢献を業績評価に反映する仕組みの構築や特任教員・研

究員の研究環境、キャリア形成に関する調査分析等、若手教員・研究者支援のための研究

環境の整備に向けた取組を引き続き実施されたい。 

 3-1-① 産学連携・共創活動のさらなる強化に向けて、引き続き、情報収集、分析等の実

施を期待したい。 

 5-6-② 次年度以降も、DE&Iの推進を目指す様々な取組を実施することが期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

産業科学研究所（以下、産研）は、「産業に資する科学研究の推進」をスローガンとして多様な自然科学分野に関する最先端研究に取り組み、大阪大学が目指すべき将来像（生きがいを育む

社会の創造）を見据えた社会課題解決に資する基盤科学技術の創発とその成果に立脚した共創に基づく社会実装・イノベーション創出に挑戦している。 

 

１．教育 

全学的な教育活動として、協力講座（理学・薬学・工学・基礎工学・情報科学・生命機能研究科）等として受け入れている大学院生に、産研のミッションである“材料・情報・生体・ナノテクノロジ

ー”に関する研究を通じた高度な専門科目に関する教育を実践する。加えて全学共通教育科目（学問への扉(マチカネゼミ)）、学際融合教育科目、専門基礎教育科目および各研究科の講義

を通じた附置研として特色ある内容により、学部・大学院教育へ積極的に貢献する。産研の広い学際領域をカバーする特色を活かし、材料・生体・ナノテクノロジーの全ての分野で情報科学

を融合させるための AI 教育を継続的に推進し、研究教育現場の DX 化に貢献する。また、5 大学研究所が連携する「物質・デバイス領域共同研究拠点」ならびに「クロスオーバーアライアン

ス事業」や産研独自のネットワークを通じて海外の大学・研究所と交流を推進し、海外向け国際講義（英語）ならびに若手グローバル人材育成を推進すると共に、産研の特徴を活かしたアント

レプレナー教育でも貢献する。教育支援としては、理工情報系オナー大学院生等への積極的な支援を行うほか、産研に所属する博士後期課程学生の全員に経済的支援を行う。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 

２．研究 

幅広い研究領域をカバーする産研らしさを最大限に発揮すると共に、学内外・国内外の多様な機関と共創を図ることで先端的・先駆的研究や分野融合研究を推進している。 

学内における連携においては、産研各研究分野の基盤研究の推進とその社会実装を目指す拠点の構築を目指す。特に、分野融合型の情報駆動科学研究の進展により研究力強化・イノベー

ション創出を図るための産業科学 AI センターの組織体制および活動を強化・発展すると共に、学内関連部局とも強力に連携し、異分野融合型の情報研究について学内外の活動を強化牽引

する。また産業科学ナノテクノロジーセンター、超高圧電子顕微鏡センターと連携したデータ駆動・支援型マテリアル創製を進める先端リサーチインフラ拠点活動の展開を図る。 

一方で大学の枠を越えた連携においては、５研究所（北大電子研、東北大多元研、東工大研究院化生研、阪大産研、九大先導研）のネットワーク型「物質・デバイス領域共同研究拠点」の中核

機関として拠点ネットワーク支援室を所内に組織し、多数の共同研究を創出・遂行することでコミュニティーへの貢献と共創による科学技術のさらなる発展を図る。具体的には若手 PI によ

る CORE ラボ共同研究やクロスアポイントメントを活用した CORE2 ラボ共同研究などを展開している。加えて 5 研連携による「人と知と物質で未来を創るクロスオーバーアライアンス事

業」についても、これまでの実績を活かし、さらなる共同研究推進・共同研究成果創出による拠点研究所としての機能拡充を行うことで、研究力強化、若手研究者育成、大型プロジェクトへ

の展開、企業を含めた融合型共同研究の発展およびイノベーションの創出を行う。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

共同研究部門、協働研究所、寄附研究部門の新設および運用・支援を積極的に図ることで実効的な産学連携・共創研究を推進する。産研らしさである多様な産学連携・産学共創研究の成果

を資源としてさらに展開することで、社会実装へ向けた拠点形成などの取組を引き続き推進する。 

産業界等のステークホルダーとの窓口となっている(一財)大阪大学産業科学研究協会との連携を強化継続し、SDGs やカーボンニュートラル、環境エネルギー問題などを含む社会的課題

解決へ向けた具体的・効率的な連携・共創を進める。 

フレキシブルでかつ多様性のある研究活動や社会連携・共創を図るために「サロン・ド・サンケン」や「産研 CReA」スペースの活用を図り、多様な知と人の交差を活性化する。 

「Open Community」を実践するため、産学連携研究を加速するインタラクティブな交流を推進するとともに、運営体制の強化を図る。さらに、国内の報道に限らず、国際的な広報も推進

する。また、施設見学、WEB、一般公開、ものづくり教室等のアウトリーチ活動を通じ、積極的な社会貢献を図ると共に、人材育成やキャリアパス提供のための継続的な活動を推進する。 

 

４．グローバル化 

海外の優れた大学、研究機関との連携、ならびにこれらネットワークとの連携により、先端分野での持続的な国際共同研究を進め国際社会に貢献する成果を挙げるとともに、スタッフ・大学

院生の派遣、受け入れなどの国際交流を深め、研究の質の向上と共にグローバル化に対応した人材育成を推進する。また、国際教育プログラムの提供による国際プレゼンス向上とグローバ

ル人材確保を行う。特に、世界的な半導体・デバイス情報研究拠点である imec（ベルギー）や、本学グローバルナレッジパートナー（GKP）であるグローニンゲン大学（オランダ）等の研究機

関、さらに、中国、韓国、タイ、フィリピン、ドイツ、スウェーデン、デンマークなどと進めている「国際連携研究ラボ」、JSPS の国際交流プログラム等による国際連携を通じ、「マテリアル・バイ

オ・プロセスインフォマティクス」、「マテリアル DX」、「マイクロ・有機エレクトロニクス」、「ナノ・バイオテクノロジー」、「生物機能模倣材料・システム」、「情報通信システム」、「パワーエレクトロニ

クス」、「次世代 IoT システム」等の多分野、多チャンネルでの国際共同・国際産学共創研究を進め、学際的な国内・国際研究ネットワークのハブ拠点の構築を目指す。 

 

５．業務運営 

海外機関や企業等も含めた多様なファウンダーからの大型資金の獲得、産学連携の推進などによる財務基盤の強化を図る。財源および資産を効率的に活用すべく、長期的視野に立った所

内面積の活用、附属施設等の組織・施設を含めた改革や見直しを図ると共に、施設修繕案の策定等の老朽化対策を進める。優れた若手研究者に対する支援策の運用継続および必要な見直

しを進め、ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）人材登用や交流も引き続き促進する。教授退職後の分野検討においては科学研究の動向と将来を見据えての重点的・戦略的な分野検討

を引き続き進め、優れた人材確保を図る。加えて教員業績評価についてはその理念を維持しつつ内容の継続的検証を行うことで運用の最適化を図り、人的側面での研究力や競争力の強化

を図る。安全衛生管理、リスク管理および研究コンプライアンス遵守の意味と意義を継続的に教育することで、適正かつ公正な研究活動の推進を行う。 

 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 全ての研究

者が知的好

 若手教員・研究者および大学院生への支援実施、特別プロジェクト研究部門の運用見直しによる研

究活動基盤の柔軟的運用の構築、共同研究拠点を通じたネットワーク型学術研究の推進および支

 若手教員の割合（R5 年度数値目標：41.5％） 

 学内支援事業等の実施状況（R5 年度数値目標：共同

106



奇心・探求心

に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

援体制の強化 研究拠点における産研共同研究数 100 件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅳ：計画を上回って達成している 
 若手および女性研究者の研究活動拡充・環境整備へ

効果的な制度についての議論・設計および実施検討

を進める。 

 シニア/ベテラン研究者層のより一層の活躍を進める

制度を検討する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 若手教員割合実績 42.8％、共同研究拠点における産研共同研究件数 111 件実施といずれも成果

指標を超える実績を達成した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 特別研究プロジェクト部門に分野設置を検討実施し、第 2 プロジェクト研究分野を新設（2023 年

11 月 1 日付）した（PI として准教授（承継ポスト）を採用し、運営費および特任教員 1 名の配置を部

局中央経費より行った）。 

 ネットワーク型「物質・デバイス領域共同研究拠点」の中核拠点として所内に設置した「拠点支援室」

を中心として、2 名の特任教職員（常勤）による研究成果の俯瞰・活性化を行うと同時に、成果取り

まとめ・分析を進めて拠点中間評価調書取りまとめを効率的および効果的に実施した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-③ 次世代 AI 技

術によるデー

タ駆動型研究

の加速 

 産業科学 AI センターの拡充・機能強化のための組織整備・研究環境整備に関するプロジェクト事業

（AI 導入環境充実化・産学共創と連動した人材育成・研究 DX 推進） 

 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジ

ェクト数( PJ 課題数 39 件)   

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅳ：計画を上回って達成している 
 AI センター機能改革のための組織改編に基づき、重

点的研究の推進を加速させると共に、若手教員のよ

り一層の活躍環境を確保する。 

 AI センターを核とした学内連携研究を更に強化し、

成果創出を図る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 分野横断型の研究領域創成に係る研究プロジェクトとして部局内および学内合わせ、合計 39 件の

課題を実施した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

・ 産業科学 AI センターの機能改革を推進するために、センター組織の改組を計画・立案し、本学 OU

マスタープラン 2027 実現に資することとした。これに基づき OU マスタープラン実現加速事業・

活性化 A の計画を立案、申請し、次年度の採択を受けた。 

・ 産業科学 AI センターの機能改革を確実に実施するために、本年度センター内に新規研究分野 1 の

設置を行うと共に、部局独自の努力により、専任教員2名の人員配置（部局内ポスト異動1、特例准

教授ポストの配置 1（部局中央経費による措置））を行った。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-④ 研究環境整

備、学際融合

 若手教員・研究者支援のための第 2 プロジェクト研究分野の活用拡大・強化、メンター制度の制定・

試行および国際的素養の醸成のための海外機関等との研究活動への支援 

 若手研究者の雇用環境の改善、若手研究者に対する

積極的な研究支援実施（産研独自のメンター制度試
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機会の創出、

グローバル化

の奨励など

若手研究者

に対する積極

的な支援 

 第 2 研究プロジェクト研究分野に対する産学連携推進支援・外部研究資金獲得支援（共同研究獲得

に向けた戦略室からの相談ならびに交渉支援・外部研究資金獲得に向けた相談ならびに申請書作

成支援） 

行。第 2 プロジェクト研究分野（2 件）の運営支援（運

営費・人件費支援）。JST 創発事業採択研究者を含む

若手への研究支援・さらなる外部研究資金獲得支援） 

 若手研究者のネットワーク強化のための環境整備と

連携支援を実施（部局独自の若手海外派遣事業実施・

5 件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅳ：計画を上回って達成している 
 海外派遣支援事業をより弾力的且つ効果的に行うた

め、部局年度予算の成立を待たずに年度当初から運

用する。 

 産研メンター制度の試行・運用のモニタリングと課題

抽出を行うと共に、メンター拡充と制度周知の諸活動

（講演会・講習会等）を進める。 

 メンター業務に対する貢献を業績評価に反映する。 

 特任教員・研究員の研究環境、キャリア形成に関する

調査分析を行う。 

 海外との共同研究を更に活性化するため、客員制度

をより活用する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 若手研究者を PI とする第 2 プロジェクト研究分野合計 3 件を運用した（1 件新設・2 件継続分）。 

 若手研究者（博士後期課程院生含む）を対象とした海外派遣支援事業を実施し、2 名を採択した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 若手教員等のキャリア支援および研究環境の醸成を図るため、部局独自の「産研メンター制度」を

設計・制度化して開始した（初年度メンティー計 6 名を対象）。 

 産研メンター制度に関する講演会および研修会（部局独自の FD 研修に指定）の実施、制度に関す

る冊子の作成と配布、およびホームページの整備公開を行った。 

 優れた外国人研究者等の受入促進支援策を強化する目的で、所内客員教員制度をより柔軟に運用

できるよう改革し、ナノサイエンス共同研究およびナノデバイス共同研究区分として計 3 名を採択・

招へいした。 

 国内客員研究者の受入促進支援策をより柔軟な運用を可能とするように改革し、計４名を採択・招

へいした。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

 研究シーズの効果的発信、双方向（産-学）マッチング制度の拡充、共同研究・寄附研究部門の拡充、

産研企業リサーチパーク制度の拡充など、所内各種産学共創制度や事業とインフラ運用・整備も含

めた包括的な共創強化パッケージとして推進 

 共同研究費受入額（R5 年度数値目標：537,798 千

円） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅳ：計画を上回って達成している 
 産学連携・共創活動強化のための情報収集、分析、計

画および実施を引き続き進める。 

 （一財）大阪大学産業科学研究協会との連携による産

学連携活動（産研 CTO サロン等）を継続的に実施す

る。 

 産学連携・共創の推進のため情報の集約と一元化を

検討する（HP 等での発信）。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 企業との共同研究等（受託研究・共同研究・共同研究部門・協働研究所）受入総額： 630,241 千円

（*前年度比-42,293 千円）、受入件数：139 件（前年比-3 件）（R6.3.12 現在） 

 競争的研究費（科研費等）受入総額：2,912,645 千円（*前年度比-475,559 千円）・受入件数：

227 件（前年度比+19 件）。（R6.3.12 現在） 

（*R4 年度は複数の新規大型案件のため突出と分析） 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  
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 科研費の受け入れ総額および件数：583,130 千円（前年比+99,960 千円）、112 件（+10 件）

（R6.3.12 現在）と前年度を大きく上回った（2 期連続上昇に転じた）。 

 共同研究等の受入総額（630,241 千円）は R5 年度目標額を上回った（＋92,443 千円）。 

 本学初となる部局間合同での定例記者発表会（産研-工学研究科）を計画・開始し、プレゼンス向上

活動を推進した（本年度 2 回実施）。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-2-③ 学際融合研

究、共創活動

を加速する、

各 部 局 の

URA 活動を

含めた全学

的な支援環

境の整備 

戦略室（URA）による研究者支援・ネットワーク構築支援・外部資金/競争的資金獲得支援および活動

（情報収集・立案・調整）、国際連携・広報等を連動したプレゼンス向上 

 学内支援事業等の実施状況（R5 年度数値目標：①産

学連携に関する問い合わせ対応数：100 件／②国際

シンポジウム開催支援：3 回／③産研テクノサロン開

催：4 回／④知財セミナー：1 回／⑤競争的資金申請

書作成支援[模擬面談含む]：52 件／⑥独自の競争

的資金情報配信：100 回） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅳ：計画を上回って達成している 
 戦略室によるより効率的な支援に向けた業務整理お

よび次世代人材育成に向けた検討を行う。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 戦略室に専任の教員 3 名（うち常勤 2 名、非常勤 1 名）および特任事務職員 2 名を配置し、研究者

支援、産学連携・共創支援を継続的に推進している。共創活動の支援のほか、広報、国際連携、教

育、さらには若手・学生支援など行っている。 

 学内支援事業として以下を実施した【①産学連携に関する問い合わせ対応数：182 件／②国際シン

ポジウム開催支援：3 回／③産研テクノサロン開催：4 回／④知財セミナー：1 回／⑤競争的資金申

請書作成支援[模擬面談含む]： 129 件／⑥独自の競争的資金情報配信：122 回）】 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 競争的資金、大型研究資金の獲得のための申請サポートとして、制度案内・計画立案支援・申請書

作成支援を中心として合計 129 回の支援を行った。 

 欧州の世界最大の半導体研究開発機関であるベルギーimec の President/CEO と本学総長と

のトップ会談を行い、両機関の連携を第 2 ステージへ進展させるための筋道を主導した。 

 (一財)大阪大学産業科学研究協会と連携して国内大手企業の CTO らを交えた連携・将来展開の

議論の場として 2022 年度より設置・開催している産研 CTO サロンを拡大し、新たに 1 社の参画

を受けて合計 6 社 1 大学（産研）とし、本年度 2 回開催した（通算 6 回）。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

お よ び

Diversity 

＆ 

Inclusion

 産研協働推進チームの活動拡充、女性比率向上のための制度検討（クオータ制、特別プロジェクト研

究部門活用等、配属学生への部局独自のインセンティブ制度、学外からの大学院入学リクルート、海

外向けオンライン講義およびリクルート等）および推進を行う。快適かつ活発な研究活動推進のた

めの所内環境整備（オープンコミュニケーションスペース） 

 女性研究者在職比率（R5 年度数値目標：13.5％） 

 女性研究者支援事業（R5 年度数値目標：8 件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅳ：計画を上回って達成している 
 引き続き DE&I 活動を推進する。このために新たに

所長補佐を配置する。 
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の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

自己評定の理由／特記事項  

【自己評定の理由】  

 女性研究者支援事業：合計 8 件実施（総額 6,000 千円を中央経費により支援）。 

 大学院博士後期課程院生を対象とした部局独自の給付型奨学金制度を継続し中央経費より支援し

た。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 女性教員在職比率： 16.8%を達成し、目標を大きく上回った。 

 D&I 活動をさらに DE&I（ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン）活動へと発展的に展開さ

せ、産研女子学生交流会を開催したほか、これまでの産研女性サミットを拡大し産研オールジェンダ

ーサミットを開催した（何れも開催経費支援を実施）。 
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部局名：蛋白質研究所 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-1-④ 電気料等高熱水料が高騰し、厳しい財政状況の中、博士後期課程学生に対して、

生活費相当の経済的支援を実施している。 

 2-1-① 外国人研究者が参画する研究プロジェクトの実施や外国人研究者の積極的な招

へい等、国際共同研究の推進と人材交流の促進を図っている。また、愛媛大学プロテオサ

イエンスセンターとの拠点間の連携を強化し、両拠点を跨いだ共同研究プロジェクトが 2

つ発足している。 

 2-1-② PDBｊのデータ登録件数は令和５年度の目標値を上回る実績を上げている。 

 2-2-③ 次世代の蛋白質生命科学研究をより一層推進するため、令和５年度に助教（女

性）１名、招へい教授１名、招へい准教授１名、を加えて「蛋白質先端データ科学研究センタ

ー」を改組している。 

 2-2-④ 拠点活動による人材育成、また、若手研究者の支援および研究の独立性推進の

ために「新分野開拓支援プログラム」を実施している。このような若手研究者に対する支援

等により、文部科学大臣表彰等の受賞や大型研究費の採択等の成果を上げている。 

 5-6-② 女性研究者比率の向上に向け、各研究室から女性限定で優れた研究者を推薦

し、所内会議で選考し助教として採用する方策を実施しており、令和５年度は１名の女性助

教を採用している。 

【今後期待する点】  

 2-1-① 蛋白質研究所でしか出来ないオリジナリティの高い新規機能蛋白質の創出と創

薬デザイン基盤の構築が期待される。 

 2-1-② PDBj の運営にあたって、人員の確保及び恒常的な運営資金の確保が課題とな

っており、引き続き対応策を検討されたい。 

 2-2-③ 学内を中心とした分野融合の新たなプロジェクトを開始し、次世代の蛋白質生命

科学研究の推進が期待される。 

 5-6-② 蛋白質研究共同利用・共同研究拠点活動における、女性研究者の共同研究申請

の件数増を目指した取組が期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

蛋白質研究所は、生物学、化学、物理学、医学、情報科学など、多様な研究分野を専門とする教員・研究者によって構成されており、多様な研究分野を融合した最先端の蛋白質科学研究を

推進している。また、蛋白質研究共同利用・共同研究拠点として学際色豊かな国内外の研究者が集うハブとしての役割を果たすため、共同研究員の受け入れや蛋白研セミナーの開催を積極

的に進めている。さらに、SPring-8 の放射光ビームライン、超高磁場 NMR 装置群、超高解像クライオ電子顕微鏡等の大型装置利用や、蛋白質の立体構造情報の提供（日本蛋白質構造デ

ータバンク：PDBj）などの活動を通して、新しい蛋白質科学の発展に寄与することを目指している。 

 

１．教育 

理学研究科、医学系研究科、工学研究科および生命機能研究科と協力して、学内の学部生、大学院生の教育に積極的に貢献するとともに、大学の枠を超えて国内外の若手研究者や大学

院生に対する on-the-job training による学際的な蛋白質科学・生命科学の教育・人材育成を実施する。海外からの教員・研究者の受け入れも積極的に行い、配属されている学部生・大

学院生の海外への派遣や留学生の受け入れを拡充する。また、高度副プログラム「蛋白質解析先端研究プログラム」を開講し、学内の全ての研究科の大学院生を対象として教育を行い、これ

までの学問の枠を超えた複眼的、俯瞰的な視野を持つ学生育成の一端を担う。理工情報系オナー大学院プログラム制度にも積極的に参画し、将来、国際的に活躍できる人材育成にも関与

する。 

 

２．研究 

蛋白質研究所が持つ多様な最先端技術や研究分野を融合し発展させることによって、広汎な生命活動を担う主役である蛋白質やその複合体を極限の分解能レベルで解き明かし、細胞・

組織内でそれらを観て、さらには生体機能を自在に制御するといった多階層の研究を有機的に連結し、蛋白質を核とした新たな学術領域の創成をはかる。本研究所の強みである構造生物

学をさらに発展させ、各階層の構造の統合化により高次な生命機能を解明する「マルチスケール構造生命科学」を推進するとともに、次世代の蛋白質科学研究として、蛋白質構造と機能の

情報化による生命ネットワークおよびＤＸ研究の基盤を構築する。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

研究所の 4 部門（蛋白質化学研究部門、蛋白質構造生物学研究部門、蛋白質高次機能学研究部門、蛋白質ネットワーク生物学研究部門）では蛋白質科学の基礎研究を推進し、附属蛋白質

次世代構造解析センターではさらに革新的な蛋白質研究の手法や装置を開発しその応用による独創的な研究を進める。令和 4 年度に設置された蛋白質先端データ科学研究センターでは、

蛋白質構造情報を基盤とする生命科学データ科学研究拠点の形成を目指す。これらの部門・附属センターで行われる世界トップレベルの技術開発と、多様な研究分野に立脚する研究者が集

結する蛋白質研究所の特長を生かし、個別研究の単なる集積では得られない融合的かつ創造的な新世代蛋白質科学研究の学術基盤を作り、優れた研究成果を創出する。また、寄附研究部

門等の設置により産業界との連携を図り、基礎研究から生まれるイノベーションの創出にも寄与する。 

 

共同利用・共同研究拠点活動においては、「大型設備利用」、「研究資料提供」、「人材育成を含んだ共同研究」の 3 つの柱に基づいた活動を進め、国内外の蛋白質研究コミュニティに対す

る貢献を高める。SPring-8 の放射光ビームライン、超高磁場 NMR 装置群、超高解像クライオ電子顕微鏡など、最先端の大型装置を活用した技術開発を行い、国内外の研究者の利用に供

する。また、蛋白質構造データバンク（PDB）の構築・公開を継続し、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構と連携して、蛋白質と他のゲノム情報などとの統合により、ライフサイエン

ス分野の基盤的データベースとしての利用価値向上を目指す。さらに、拠点活動を通じ、分野横断的なバイオサイエンス研究の最前線で活躍できる国内外の学部生・大学院生および若手研

究者の人材育成にも努める。 

 

第４期中期目標期間において、蛋白質データ科学の促進のための生命科学研究拠点、「附属蛋白質先端データ科学研究センター(ASPiRE)」を立ち上げ（令和 4 年度）、蛋白質構造の情報

の集積と安定供給、生命データ統合、情報科学を用いた新規機能分子のデザインなどを推進し、高精度の蛋白質構造情報の提供や、ドラッグデザインおよび情報科学的解析手法の発信、蛋

白質を軸に捉えた生命ネットワークの解明を通して、世界に伍する最先端の生命科学研究を牽引していくことを目指す。 

また、学内部局及び外部機関との連携により、蛋白質ＤＸ研究を一層推進する。さらに、外部機関との連携により、若手研究者のデータサイエンス分野における交換客員研究員制度を確

立し、若手研究者の人材循環システムを構築する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

蛋白質研究所が強みとする放射光ビームライン、超高磁場 NMR やクライオ電子顕微鏡などの最先端大型装置の共同利用や企業等への先端研究施設共用促進事業、蛋白質構造データバ

ンクの編集・配布活動などを中心に、産官学の戦略的な連携を強化・推進していくことで、我が国の生命科学・分子科学研究コミュニティに貢献する。蛋白質研究所の分野横断的な研究成果

を社会に発信し、学術・文化・教育などの分野に広く還元していく。さらに、蛋白質科学を広く一般社会人や高校生等に身近に理解してもらえるように、啓発・広報活動にも積極的に注力す

る。協働研究所や協働研究ユニット、寄附研究部門、企業からの客員教員の招へいによる共同研究などを通して、社会との連携を深めていく。 

 

４．グローバル化 

海外の研究組織との連携や、大学の海外拠点をはじめとする種々のネットワークを活用して国際的な研究・教育を推し進め、世界展開力を強化する。これまでに締結してきた部局間およ

び大学間学術交流協定等に基づき、海外の大学・研究所との合同学術集会を国内外で開催する一方、外国人研究者の招へいや留学生の受入とともに研究所の若手教員・研究者・学部生・大

学院生を海外へ派遣してグローバル化を推進する。クロス・アポイントメント制度や特任教員・特任研究員制度を利用して外国人教員・研究者の雇用をさらに拡充する。これまでに築き上げ

てきたネットワークをさらに深化・発展させつつ、さらにより多くの大学・研究所との新たな研究ネットワークを形成して蛋白質研究の世界拠点を形成する。 

 

５．業務運営 

所長のリーダーシップの下、所長補佐会議・代議員会・教授会を通して所員の意見を集約し、長期的視点に立った運営を進める。大型装置や蛋白質構造データバンクの維持・高度化や重点

的に進めるべき研究課題に対して集中的に予算をつけるなど、メリハリのある予算執行を行うとともに、若手研究者への支援をこれまで以上に積極的に行い、共同研究を通した新しい分野

開拓を進める。さらに、クロス・アポイントメントやダイバーシティの推進、若手独立ポストの活用などを積極的に行い、次世代の生命科学の礎となる新しい蛋白質科学を先導する拠点体制作

りを進め、成果の最大化を目指す。 

 また、リスクマネジメント、安全衛生管理、研究倫理教育等を徹底し、法令を遵守した適正な管理運営を行う。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-④ 自主性、指導

性、協調性な

博士後期課程学生に対する授業料・生活費の支援  生活費相当の経済的支援を受ける博士後期課程学生

数（奨学金：2 名（96 万円）、ＲＡ 博士後期課程学生
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どを培うため

の課外活動・

キャリア支

援・修学支援

体制の強化 

蛋白研独自の奨学金により、博士後期課程の学生に、年間 96 万円（2 名）を支給する。また、博士後

期課程学生の対象者全員に RA として雇用（96 万円／年）し、支援を行う。 

なお、さらに追加の支援として外部資金等で RA として雇用することも可能とする（上限なし）。 

のうち対象者全員（96 万円）） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
電気料の高騰により厳しい予算状況ではあるが、Ｒ5

年度（１人当 たり年間 96 万円）と同様、R6 年度も継

続して予算を確保することを決定している。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 博士後期課程の学生４名に対して、蛋白研独自の奨学金（年間 96 万円）を支給している（支給決定

後に外部の奨学生に決定したため１名辞退）。 

 電気料高騰の中、予算を確保（1,71３万円）し、奨学金支給者以外の博士後期課程学生（日本人学

生・外国人留学生）のうち、対象者全員（28 名）にＲＡとして年間 96 万円を支援している。 

 Ｒ5 年度は、ＲＡ96 万円に加え、追加のＲＡ支援、特任研究員 S など、最大で 120 万円を 2 名の

博士後期課程学生（留学生）に支援した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 電気料等高熱水料の高騰の中、予算を確保（1,71３万円）し、奨学金支給者以外の博士後期課程学

生（日本人学生・外国人留学生）のうち、対象者全員にＲＡとして年間 96 万円を支援している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 

 

全ての研究

者が知的好

奇心・探求心

に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

 

共同利用・共同研究の推進 

新たな共同利用・共同研究の推進 

令和４年度に新設した附属蛋白質先端データ科学研究センターを中心に、蛋白質構造のデータを活用

し、新たな知識を得るためのデータ科学研究を推進し、学内外との連携による共同利用・共同研究を

実施する。また、愛媛大学プロテオサイエンスセンターと、新たな共同利用・共同研究拠点の連携につ

いて検討するため、研究者交流を行う。 

 学内支援事業等の実施状況 

（論文数 １４０本、共同利用・共同研究数 230 件、愛媛

大学プロテオサイエンスセンターとの研究者交流の状

況） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
国内外との共同研究を通した新しいデータサイエンス

分野開拓などを促進させていくために、研究者間の

交流などの取組を一層促進する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

新たな共同利用・共同研究の推進 

 蛋白質構造のデータ駆動型研究を推進し、新たな共同利用・共同研究を 168件（うち国際共同研究

18 件）採択した。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 上記の取り組み等の結果、論文数は 128 本（２０２4 年 3 月現在）となった。また、プレスリリース

は１6 件（２０２4 年 3 月現在）となり、質の高い論文発表につながっている（参考：２０２２年度：２１

件）。 
年度計画 成果指標 
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国際共同研究によるグローバル化の推進 

蛋白質研究所のグローバル化のため、国際共同研究を推進する。令和５年度は、ミュンスター大学、シ

カゴ大学、共和国大学との国際共同研究促進プログラム（国際ジョイントラボ 2 件）を継続して推進す

る。また、国際共同研究制度を利用して、国際共同研究を推進する。特に若手研究者の来所を積極的

に促し、次世代につながる研究者ネットワーク作りを進める。 

 外国人研究者参画の研究プロジェクト数 

（国際共同研究促進プログラムの実施状況（３件）、国

外の大学・研究機関に所属する研究者・学生の来所人

数（20 人）） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 国際共同研究や外国人研究員の雇用が、コロナ禍前

の状況に戻りつつある。プロジェクト研究などの予算

を確保し、国際共同研究を推進させる。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和５年度は、ミュンスター大学、シカゴ大学、共和国大学との国際共同研究促進プログラム３件を

継続して実施した。 

 外国人教員 5 名、外国人研究員 7 名を雇用し、また、招へい教員・研究員を 12 名受入れた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 ミュンスター大学から教授を招へいし研究計画を進め、昨年度の構造解析に続き機能解析を行っ

た。本学教授を 2024 年 2 月にドイツに派遣し、継続的に国際共同研究を実施して 2024 年度中

に論文発表を目指す。 

 学術国際交流協定を結んでいる機関から、17名（キューバ（1名）、台湾（3名）、インドネシア（１名）、

アイルランド（3 名）、ドイツ（8 名）、ウルグアイ（１名）の外国人研究者を招へいし、共同研究を行って

いる。 

年度計画 成果指標 

部局 URA による研究力推進・研究ネットワークの仕組み作り 

所長の下に「研究戦略推進室（仮称）」（所長、URA 等の専任教員で構成）を設置する。競争的資金（科

研費など）獲得を目指すための申請書ブラッシュアップ支援や、Scopus や researchmap 等のデ

ータベースを用いた研究力評価による所内研究力のビジビリティ向上など、研究力推進に向けた取り

組みを継続して実施する。また、若手研究者や学生、研究者交流など、次世代につながるネットワーク

作りを推進するための仕組みを作り、促進させる。 

 学内支援事業等の実施状況 

（部局URAによる競争的資金（科研費等）獲得のため

の支援実施状況、「研究戦略推進室（仮称）」の設置） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 外部資金獲得支援のための閲覧制度を引き続き継続

し、所全体として成果を出し続けるための新たな仕組

み作りも進める。 

 部局 URA 間の連携により、部局間の共同・連携研究

が今後も促進されるように努める。 

 PEAKS 実証事業への協力を通じて得られた分析結

果をもとに、従来からの取り組みを引き続き継続・発

展させるための施策を検討する。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 R5 年度に研究戦略推進室を設置し、１０月から新たに特任学術政策研究員を 1 名採用した。ホー

ムページの管理やプレスリリース支援の強化など、所内広報を促進した。 

 「採択された科研費研究計画調書の閲覧制度（所内限定）」を開始した。 

 助教を中心とした若手の会開催や学生間の交流など、次世代につながるネットワーク作りを推進す

るための仕組みを作り、促進させた。 

 外国人教員の国際連携研究費申請支援により、国際連携型外部資金申請を促進させた。 

 部局 URA 間の連携を強化し、ネットワークを拡大した。部局間の共同連携企画、共同セミナー開催

企画、共同広報などを協力して取り組むことで、部局間の研究力推進に貢献した。 
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 JST 主催の PM 育成・活躍推進プログラムに本研究所 URA が採択され、研究所の運営に反映さ

せた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 分野融合研究のサポート、および研究情報発信を強化し、研究所の研究力推進に大きく貢献した。 

 部局 URA 間の連携を加速させることで、部局間の共同・連携研究がよりスムーズに進むような体

制を築いた。 

年度計画 成果指標 

蛋白質研究共同利用・共同研究拠点活動の推進 

 共同利用・共同研究拠点活動の推進 

蛋白質研究共同理利用・共同研究拠点として、拠点８事業を推進し、蛋白質研究所内のみならず、所

外の蛋白質研究コミュニティや産業における蛋白質科学研究の向上を図る。 

 新たな共同利用・共同研究拠点活動の推進 

愛媛大学プロテオサイエンスセンターと、新たな共同利用・共同研究拠点の連携について検討する

ため、研究者交流を行う。 

 国際共同研究の推進と人材交流促進 

蛋白質研究所の国際共同研究制度を利用して、世界トップレベルの大学から優秀な外国人研究者

を招へいし、共同研究を進め、交流の促進と人材育成を図る。 

 外国人研究者参画の研究プロジェクト数 

（国際共同研究プロジェクト数 17 件、蛋白質研究共

同利用・共同研究拠点活動の実施状況 8 事業）、愛

媛大学プロテオサイエンスセンターとの研究者交流

の状況、外国人研究者の招へい数 ２名） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅴ：計画を大きく上回って達成している 
 令和５年度の国際共同研究は 18 課題を採択し、共同

研究はコロナ渦の影響から順調に回復し進んでいる。

引き続き、国際共同研究を進めていく。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 共同利用・共同研究拠点活動の推進 

蛋白質研究共同理利用・共同研究拠点として、拠点 8 事業を実施した。また、蛋白質研究コミュニテ  

ィ等への新たな支援のため、R5 年に開始した第８番目の新規事業である「MicroED 共同利用・共

同研究課題」の、令和 6 年度の公募を開始した。客員フェローは成果指標を超える３名となった。 

＜拠点 8 事業実施状況＞  

 共同研究員 採択件数：５６件 

 国際共同研究 採択件数：１８件 

 ビームライン 採択件数：４９件  

 ＮＭＲ 採択件数：10 件 

 クライオ電顕 採択件数：5 件 

 MicroED 採択件数１１件 

 蛋白研セミナー 採択件数：16 件  

 客員フェロー 採択者数３名 

 

 国際共同研究員の積極的な招へい  

令和５年度は、キューバからの外国人研究員１名を雇用し、共同研究を行った。その他、学術国際交

流協定を結んでいる機関から、17 名（キューバ（1 名）、台湾（3 名）、インドネシア（１名）、アイルラン

ド（3 名）、ドイツ（8 名）、ウルグアイ（１名））の外国人研究者を招へいし、共同研究を行っている。 
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【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 蛋白質研究コミュニティ等への新たな支援のため、第８番目の新規事業（Ｒ５）である「MicroED 共

同利用・共同研究課題」の新設を決定し、令和５年度の公募を１２月より開始した。これらの課題によ

る研究成果を学術専門誌に 3 報報告した。 

 愛媛大学プロテオサイエンスセンターと、新たな共同利用・共同研究拠点の連携についてを開始し

た。両拠点によるオンラインセミナーを開催した。 

1 回目：2023 年７月１２日 タイトル「蛋白質の合成技術」、参加者 85 人 

２回目：2023 年９月２５日 タイトル「膜タンパク質」、参加者 80 人 

 令和 5 年度 共同利用・共同研究システム形成事業 学際領域展開ハブ形成プログラム「分子・生命・

生理科学が融合した次世代新分野創成のためのスピン生命フロンティアハブの創設（代表・大学共

同利用機関法人・自然科学研究機構）」への参画 

年度計画 成果指標 

若手研究者の人材循環システムの構築 

外部機関（理研等）との連携による若手研究者のデータサイエンス分野における若手研究者の人材

循環システムを構築するため、令和５年度においては、理研との合同シンポジウム（理研）を開催する。

さらに、愛媛大学プロテオサイエンスセンターと若手研究者・学生の相互交流を行う。 

 

 若手教員の割合 

（若手教員の割合：30％、理研との合同シンポジウム

開催、愛媛大学プロテオサイエンスセンターとの若手

研究者・学生の交流状況） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 データサイエンスに関する分野における共同研究費支

援の企画などを行い、生命DX研究を加速させる。蛋

白質研究所でしか出来ない蛋白質三次元情報に基づ

いたオリジナリティの高い新規機能蛋白質の創出と

創薬デザインの基盤を構築する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 若手教員比率（常勤承継教員４０歳未満）は29.3％と若干成果指標に達していないが、若手助教複

数名が、他大学准教授や民間研究機関に転出したためである。 

 理化学研究所 BDR と蛋白質研究所で、共同研究の推進、若手研究者の交流を目的として、令和４

年度に引き続き、R５年度 2 月にも理化学研究所で合同シンポジウムを開催した。 

＜ IPR X RIKEN BDR Symposium 2024＞ 

期日：2024.2.20－21 

場所：理研横浜キャンパス交流棟ホール 

タイトル： Decoding Life’s Complexity: Bridging Molecules to Cells 

 

 蛋白質の合成精製技術（愛媛大）と構造解析技術（蛋白研）を持つ共同利用・共同研究拠点間の連携

を強化した。若手研究者・学生を中心としたセミナー（オンライン）を 2 回開催した。 

＜阪大 IPR X 愛媛大 PROS セミナー202３＞ 

期日：1 回目： 2023 年７月１２日、タイトル「蛋白質の合成技術」、参加者 85 人  

期日：2 回目：2023 年９月２５日、タイトル「膜タンパク質」、参加者 80 人 

 

 愛媛大 PROS 澤崎グループがもつヒト全タンパク質を網羅するプロテインアレイ技術と組み合わせ

た相互作用スクリーニングをおこなう共同プロジェクトを開始した。 

 感染症などの治療及び予防のターゲットとなる蛋白質の構造解析を目的とした蛋白質発現系の構

築について、愛媛大 PROS 澤崎グループとの共同研究を開始した。 
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【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 理化学研究所 BDR と蛋白質研究所で、共同研究の推進、若手研究者の交流を目的として、令和４

年度に引き続き、R５年度 2 月にも理化学研究所（横浜）で合同シンポジウムを開催した。 

 蛋白質の合成精製技術（愛媛大）と構造解析技術（蛋白研）を持つ共同利用・共同研究拠点間の連携

を強化した。若手研究者・学生を中心としたセミナー（オンライン）を 2 回開催した。 

 愛媛大 PROS 澤崎グループがもつヒト全タンパク質を網羅するプロテインアレイ技術と組み合わせ

た相互作用スクリーニングをおこなう共同プロジェクトを開始した。 

 感染症などの治療及び予防のターゲットとなる蛋白質の構造解析を目的とした蛋白質発現系の構

築について、愛媛大 PROS 澤崎グループとの共同研究を開始した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-② 研究資料、学

術情報基盤

やリポジトリ

を含む各種

デジタル・リ

ソースの充実

化 

研究者コミュニティ・企業等への支援・蛋白質構造情報資料の提供 

蛋白質構造データベース（PDB）のアジア・中東地区の拠点として日本蛋白質構造データバンク

（PDBj）を運営し、蛋白質の構造に関する情報を国際協力により積極的に統括・整備し、研究者等の

利用者への高度なサービスを提供する。また、蛋白質構造データベース国際組織 Worldwide PDB

のメンバーとして PDBj の活動を推進し、企業を含む研究コミュニティだけでなく、社会へ蛋白質構

造情報の資料を提供する。 

 デジタル・リソースの充実による研究基盤の整備 

（PDBｊのデータ登録件数及びダウンロード件数 デ

ータ登録件数：5,045 件、ダウンロード件数：6 億

3,500 万件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 PDBj の運営にあたって、蛋白質構造を登録する研

究員の任期の問題があり、人員が確保できるかが課 

題である、また、現在は、拠点経費および JST 等から 

外部資金を確保し、運営しているが恒常的に確保で 

きるかが課題となっている。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 蛋白質の構造データベースのアジア、中東地区の拠点として日本蛋白質構造データバンク（PDBj）

を運営し、蛋白質の構造に関する情報を国際協力により積極的に統括・整備し、研究者等の利用者 

への高度なサービスを進めた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 PDBj における登録処理数は、2024 年 3 月現在 6,872 件（２０２３年 3 月現在 5,438 件）で

あり、日本，中国，韓国，台湾からの登録を中心に世界全体の約３１%を占めた。また、PDBj からの

構造データのダウンロード件数は、約 2 億 8,280 万件となり、改めて PDBj のプレゼンスを示す

ことが出来た。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-③ 次世代 AI 技

術によるデー

タ駆動型研究

の加速 

次世代の蛋白質生命科学研究の推進 

 生命科学研究拠点、「蛋白質先端データ科学研究センター」の改組 

次世代の蛋白質生命科学研究をより一層推進するため、令和４年度に設置した蛋白質データ科学

の促進のための生命科学研究拠点、「蛋白質先端データ科学研究センター」を改組する。（既存の研

究室の再編（１研究室を２研究室へ、および２研究室の新設）） 

 

 研究プロジェクトの新設 

生命ＤＸ研究を一層推進するため、学内部局（微・医・薬・生命・情報・サイバー）・外部研究機関（理

研・愛媛大・ライフサイエンス統合データベースセンター）との連携に向けた検討を行い、研究プロジ

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジ

ェクト数 

（国内および国際共同研究プロジェクト２件、蛋白質

先端データ科学研究センターの改組状況） 
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ェクトを２件立ち上げる。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅴ：計画を大きく上回って達成している 
 国際共同プロジェクトを含む新たな研究プロジェクト

を開始する。 

 R6 年度 OU マスタープラン実現加速事業が採択さ

れており、学内を中心とした分野融合の新たなプロジ

ェクトを開始し、次世代の蛋白質生命科学研究の推進

を加速する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 次世代の蛋白質生命科学研究を推進するため、蛋白質データ科学の促進のための生命科学研究拠

点、「蛋白質先端データ科学研究センター」を令和４年10月に設置し、教授１名と准教授（女性・外国

人）１名を採用した。 

 データ科学研究をより一層推進するため、令和５年度に助教（女性）１名、招へい教授１名、招へい准

教授１名を加えて「蛋白質先端データ科学研究センター」を改組した。さらに客員教授として特任研

究員（女性・外国人）１名を採用し研究体制を強化した。 

 蛋白質ＤＸ研究を一層推進するため、学内部局（医学系研究科・歯学研究科、薬学研究科・生命機能

研究科・微生物病研究所・情報科学研究科・サイバーメディアセンター、WPIヒューマンメタバース疾

患研究拠点、他）・外部研究機関（理化学研究所・愛媛大学・ライフサイエンス統合データベースセン

ター、他）との連携に向けた取り組みを加速した。 

 数理モデリングやイメージング研究に関して、イギリス Leeds 大学との国際共同研究を開始した。 

 理化学研究所 生命機能科学研究センター（BDR）とのデータサイエンスに関する研究連携を開始し

た。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ライフサイエンス統合データベースセンターから教授１名（男性）沖縄科学技術大学院大学（OIST）

から教授 1 名（女性・外国人）を蛋白質先端データ科学研究センターへ招へいし、研究体制を強化し

た。 

 数理モデリングやイメージング研究に関して、イギリス Leeds 大学との国際共同研究を開始した。 

 理化学研究所 生命機能科学研究センター（BDR）とのデータサイエンスに関する研究連携を開始し

た。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-④ 研究環境整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の奨励など

若手研究者

に対する積極

的な支援 

若手研究者に対する異分野融合研究の支援 

若手研究者に対して、所内予算により異分野融合研究を公募（年３件程度採択（最長３年間））し、その

活性化をはかる。また、微生物病研究所等、他部局との共同セミナー開催等を通して、研究内容の共

有化を図り、異分野融合研究を推進する。 

 若手研究者の雇用環境の改善、若手研究者に対する

積極的な研究支援を実施 

（異分野野融合研究：３件採択） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 データ駆動型研究を推進するために、これまでのプロ

グラムに加えて、若手研究者のデータ科学研究連携

型のプログラム枠も設定する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 蛋白質研究所では、拠点活動による人材育成、また、若手研究者の支援および研究の独立性推進の

ために「新分野開拓支援プログラム」を実施した。令和５年度の新規採択件数は 3 件、500 万円で 
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あり、継続分を含むと 11 件、800 万円となる。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

若手研究者の活躍（受賞・大型研究費採択） 

 令和５年度「科学技術分野の文部科学大臣表彰 若手科学者賞」受賞 特任准教授（常勤） 

 令和５年度「島津奨励賞」受賞 特任准教授（常勤） 

 ２０２３年度 AMED 採択 代表・准教授 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

及び

Diversity＆

Inclusion 

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

女性研究者比率の向上 

クロス・アポイントメント制度による女性教員の採用の促進、また、教授会で応募者の男女外別内訳を

示して議論する等により、女性研究者の割合の向上を目指す。また、研究所に「マルチスケール生命科

学による高次生命機能解析の研究」プロジェクトを立ち上げ、各研究室から女性限定で優れた研究者

を推薦してもらい、所内会議で選考し助教として採用する方策を実施しており、それを継続して、女性

研究者の割合の向上に努める。 

 女性研究者在職比率 

（女性研究者比率： 34.21％） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 女性研究者の数字を維持、推進するには、蛋白研だけ

の努力では限界がある。日本のサイエンス、蛋白質科

学コミュニティーそのもので女性研究者の割合が少

ない。次世代の女性研究者を増やすための取組（高校

生向け蛋白質セミナーの開催など）を引き続き行う。 

 蛋白質研究共同利用・共同研究拠点活動における、女

性研究者の共同研究申請の件数増を目指した取組み

を検討開始する。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 蛋白研では、各研究室から女性限定で優れた研究者を推薦し、所内会議で選考し助教として採用す

る方策を実施しており、令和５年度も１名の女性助教の採用を決定した。その他、外国人女性准教授

１名、助教１名、特任研究員（客員教授）１名、クロス・アポイントメント制度を活用した特任教授（常

勤）１名、特任准教授（常勤）１名を採用している。 

 女性研究者比率は 29.4％となっているが、プロジェクトの関係で任期満了者が想定より多かった

ためである。理系部局としては高い水準を維持している。 

 本研究所所属の教職員へ快適な研究交流の場を提供するため、講堂と談話室に Wi-Fi を設置し

た。 
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部局名：社会経済研究所 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、順調に進んでいる。 

【優れた点】  

 2-1-① 外国人研究者参画の研究プロジェクト数 52 件、若手教員の割合 42.9%、学内

支援事業等の実施状況はいずれも目標以上の成果をあげている。 

 3-2-② 共同研究プロジェクト 4 件が進行中であるとともに、共同研究・受託研究による

研究費獲得額が順調に伸長している。 

 5-6-② D&I 推進懇談会の実施（年 8 回）や、女性教員比率の目標水準の達成、若手教員

のうち 67%が外国籍教員である等、Ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ＆Ｉｎｃｌｕｓｔｉｏｎの推進が図られている。 

【今後期待する点】  

 3-2-② 学術研究成果の生産と社会貢献活動に対して、研究所の資源をバランスよく投

入しながら、推進されることを期待する。 

 5-2-③ 令和６年度に予定する本学での国際学会等の開催により、本学の国際的認知度、

研究評価、レピュテーションの向上に貢献されたい。 

5-6-② 海外で活躍する外国籍の女性研究者を含めた国際性の高い人事計画により、Ｄｉ

ｖｅｒｓｉｔｙ＆Ｉｎｃｌｕｓｔｉｏｎのより一層の推進を期待する。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

社会経済研究所は、経済学の世界的研究拠点として国内外の研究機関と競争かつ協調しながら、世界水準の理論的・実証的研究、政策分析、経済実験を推進、研究で得られた知見を広く

社会に還元、そして経済政策や制度設計に貢献することを使命としている。この使命を果たすため、本研究所は、教育や研究、社会貢献、グローバル化、業務運営について、次の目標を掲げ

る。 

 

１．教育 

世界的研究拠点である利点を生かし、次世代の経済学研究を担う若手研究者を養成することを目指す。経済学研究科及び国際公共政策研究科と協力して、国際標準を満たした高水準の

経済学教育を提供し、国際社会に貢献できる人材を育成する。また、若手研究者に研究の機会を提供し、自立した研究者として社会に送り出す。 

 

２．研究 

経済学の伝統的領域と先端的領域の双方において、世界水準の理論、実証及び実験研究を行い、研究成果を世界に発信する。経済理論研究においては、動学マクロ経済理論やミクロ経

済学・ゲーム理論の研究を、経済実証研究においては、国際貿易、労働経済学、など経済政策につながる研究を、経済実験においては、既存理論の実験による検証をはじめ、行動経済学研究

に資する経済実験を中心に研究を進める。 

行動経済学の共同利用・共同研究拠点として、経済実験ラボ設備や大規模アンケート・データ等を整備し、同分野の研究を先導する。また、多くの研究者と共同研究を行いながら、日本の

経済学研究を世界に展開する。さらに、行動経済学を中心とした経済学研究により、経済停滞や経済格差等、諸先進国が直面する成熟社会の諸問題を分析し、社会経済制度の政策提言を

行う。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

現実の経済政策問題に関する理論的・実証的裏付けのある政策研究を進め、政策課題の解決に貢献する。研究成果は、公開シンポジウム・セミナーの開催やマスメディアを通じて、社会に

還元する。また、附属行動経済学研究センターを中心に、大阪府を含む、省庁・地方自治体、NPO 法人と連携し、行動経済学の知見が生かせる公共政策の領域に積極的に関与する。また、マ

スコミを通じた社会還元では、行動経済学のビジネスへの活用に関する共同事業を推進し、オンラインのプラットフォームを活用するなど、社会還元の施策を多面的に検討する。これによ

り、行動経済学の知見を社会に応用する土台を築く。 

 

４．グローバル化 

国際的研究拠点として先端的研究成果を世界に広く発信する。世界から有能な研究者を採用するだけでなく、国内外の研究者と積極的に交流し、研究発展の触媒になるような研究者間

の意見交換に資する場を提供する。さらに、世界的に認知され、高く評価される国際学術誌を編集・発行し、経済学研究の発展に貢献する。 

世界的研究拠点である利点を生かし、国際的に活躍する次世代の経済学研究者を育成する。大学院教育において最先端の研究を遂行する研究者を育成する一方、有望な若手研究者を

招来して国際的な研究者への成長を支援する。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

 

５．業務運営 

国際的な研究拠点としての組織運営を行う。研究会等は英語で行う。また、世界水準の研究成果を創出し続けるための開かれた研究所として運営するために、これらの研究会等を公開で

実施する。また、研究成果については、日本国内の同様な附置研究所と研究実績の比較調査を行い、本研究所のパフォーマンスを自己点検する。これらの結果は、多数の外部委員を含む運

営諮問委員会に諮り、本研究所運営の改善に反映させる。 

教員の採用においては、国際経験や国際的に影響力のある学術誌への掲載論文、被引用数等も援用するなどし、客観的基準に沿って実力主義に基づき採用する。採用後も、同様の客観

的な研究評価を継続する。また、ダイバーシティ＆インクルージョンに最大限配慮し、若手教員、外国籍教員、女性教員の活躍の機会も用意する。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 全ての研究

者が知的好

奇心・探求心

に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

 共同利用・共同研究拠点として、行動経済学や関連する経済学領域で、外国人研究者が参画する研

究プロジェクトを優先的に支援し、国際的共同研究のハブ拠点の役割を果たす。 

 積極的に若手教員を採用し、高い水準での研究経験の機会を与え、自立した研究者としての成長を

促す。 

 国内の若手研究者、海外の日本人若手研究者を対象に学術賞である「森口賞」の審査を行い、優秀

な研究者を発掘する。 

 英語での研究セミナーを定期的に開催し、若手研究者が最新の国際的研究に触れられる機会を提

供する。また、所属する若手研究者に国際学会・ワークショップでの報告など、研究支援の充実を図

る。 

 外国人研究者参画の研究プロジェクト数： 

所内で実施中の外国人研究者参画の研究プロジェク

ト＝40件、共同利用・共同研究拠点において、外国人

研究者を含む共同プロジェクト＝10 件 

 若手教員の割合：35％ 

 学内支援事業等の実施状況：若手研究者の報告機会

となるワークショップ・コンファレンス開催件数=3 件  

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 引き続き、国際的な研究プロジェクトを推進し、若手

研究者が国際的な研究に触れられる機会を提供す

る。 

 若手教員は通常、任期が付された教員であるため、若

手教員比率を一層高めるために、優れた若手教員の

採用計画を立て、実行する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 所内では、共同研究プロジェクトの相手先研究機関が海外の研究機関であるプロジェクトは５２件

ある。このうち、共同利用・共同研究拠点としての関連プロジェクトは 14 件ある。いずれも数値目

標を達成した。 

 R6 年 5 月 1 日時点の本学の定義に基づく若手研究者比率は、42.9%であり、目標を大きく上回

った。 

 森口賞の審査を行い、優秀な研究者を表彰した。 

 若手研究者の報告機会となるワークショップ・コンファレンスの開催件数は 7 件であり、目標を大き

く上回った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 若手教員の比率は 42.9％であるが、若手教員のうち 67％は外国籍教員でもあり、33%が女性

である。ダイバーシティ＆インクルージョンの観点からも努力している。 

 若手研究者が最新の国際的研究に触れられる機会を多数提供した。 

 (i) 本研究所が開催（共済含む）したコンファレンス・ワークショップのうち、7 件で若手研究者が報

告しているが、海外の研究機関に所属する研究者が参加した国際コンファレンス、国際ワークショッ

プは 5 件（7１％）である。 
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 (ii) 英語での定例研究セミナーは 35 回（うち 6 回はオンライン）開催し、すべてを英語で行った。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-⑤ 社会の信頼

と負託にこた

え る 高い 倫

理 観を 養 う

FD の徹底 

 研究倫理教育の一環として研修を行い、所内の意識を高める。 

 公的研究費の使用に関するコンプライアンス研修を随時行い、公的研究費の取り扱いに関する理解

度を高める。 

 研究倫理教育の毎年度の受講率 100% 

 研究活動における研究不正の発生件数 0 件 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
・ 社会の信頼と負託にこたえるためには、地道に、研修

の受講を訴えて、倫理観を養う必要がある。 

・ 狭義の意味での研究倫理教育はもちろんのこと、本

部が定める研修の参加には、出来る限り応じ、高い水

準の達成を目指す。 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 研究倫理教育の受講率は 100%であった。もちろん、研究不正は全く発生していない。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 本研究所では、令和５年度において、研修を確実に受講する努力を行った。倫理教育の受講率のみ

ならず、「コンプライアンス研修を含む『公的研究費の取扱いに関する理解度チェック』」、「情報セキ

ュリティ研修、ハラスメント研修およびハラスメント意識チェック」、「アンコンシャスバイアス研修」、

「安全保障輸出間臨時関する説明会」の受講率はすべて 100%を達成した。 

 このほか「法人文書の管理に関する研修」も事務部において、100%の受講率を達成している。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-2-② 新たな課題

を 社会 から

基礎研究に

組織的にフィ

ードバックす

る機能の確

立と地域社

会との共創

に よ る社 会

課題解決 

 NPO 法人 Policy Garage、行動経済学会と連携し、行動経済学の知見である「ナッジ」を行政手

法・公共政策に生かすための事例データベースの掲載事例を増やし、アクセスを増やす。 

 大学院生等と省庁・自治体職員向けに「ナッジ」の公共政策への活用方法に関する講義を提供する。

省庁・自治体職員や研究者が自発的に参加する定期研究会に参加し、自治体とのネットワーキング

を推進する。 

 マスコミを通じた社会還元として、行動経済学のビジネスへの活用に関する共同事業を企画する。

特に、オンラインのプラットフォームの活用を通じて、企業とのネットワーキングの推進を模索する。 

 自治体との共同研究および受託研究の件数：自治体

等との共同研究 3 件 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 行動経済学は応用経済学の分野と位置付けられ、社

会への貢献面では、真に基礎的な経済学研究よりも

スピード感をもって実行できるメリットがある。 

 社会課題解決は重要な研究動機になる一方、基礎的

な理論研究や実証研究などを軽視して、本研究所が

持つすべての資源を行動経済学の社会貢献に投入す

ることはできない。 

 社会課題解決といった社会貢献活動と、研究所とし

ての学術研究成果の生産についてはバランスを取り

ながら進めていく。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 共同研究プロジェクトには、(i) Policy Garage および行動経済学会との共同プロジェクトとし

て、事例データベースの運営 1 件、(ii) 大阪府からの受託研究 1 件、（iii）長野県飯田市との受託研

究 1 件、(iv) 三菱電機との共同研究 1 件が現在進行中である。 

 経済学研究科の大学院生向け科目として、「経済学特論（ナッジと公共政策）」を提供した。この科目

の一環として、省庁・自治体職員が多数参加し、ナッジの公共政策への活用方法に関する理解を深

めた。加えて、大学と自治体がネットワークを形成する機会を提供した。 

 日経ビジネススクールと呼ばれるオンライン講義プラットフォームを用いて、附属行動経済学研究セ
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ンターの教員が一般向けの講座を提供した。 

 また、一般向けのシンポジウムとして、R5 年 7 月に行動経済学研究センターシンポジウム「ビジネ

スに使える行動経済学」を開催し、行動経済学の研究成果の社会還元に貢献した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 このほか、R5 年 12 月には、滋賀県警との連携協定を結び、今後の展開の準備をすすめている。 

 共同研究・受託研究の研究費獲得という観点でみると、R3 年度は０円、R4 年度は 130 万円、R5

年度は、559 万円と激増した。 

 日経ビジネススクールのオンライン講義では、196 万円の収益を上げ、本研究所における収益化事

業としても位置付けられる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

３-６-① 持続的成長

のための自

律的経営に

向けた運営・

事務体制の

強化及び質

保証システム

等の整備充

実 

 外部委員を含む委員で構成される運営諮問委員会を毎年開催し、本研究所の自己点検・評価機能

を充実化させる。 

 外部の意見を活用した自己点検・評価を進める仕組

み：運営諮問委員会の開催（年 1 回程度） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 運営諮問委員会を来年度も引き続き実施する。 

 部局構成員とは、運営諮問委員会で上がった意見を

共有し、今後の運営の強化の材料とする。 

 

 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 Ｒ６年 3 月に定例の運営諮問委員会を対面で開催した。 

 このほか、運営方針の軽微な変更等について、メール審議によって、随時、運営諮問委員会に検討

を依頼した。R5 年度は 2 回のメール審議を実施した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-2-③ 海外への戦

略的な情報

発信の強化 

 国際学術雑誌 International Economic Review をペンシルバニア大学と共同編集し、世界の

経済学研究を先導する。 

 アジア・オセアニア地区の研究大学と合同でオンライン・セミナーを定期的に開催し、本学の国際的

な認知度、研究評価、レピュテーションの向上に貢献する。 

 本学の国際的な認知度と研究評価、レピュテーション

の向上：国際学術雑誌の年間発行巻数４件 

 合同オンライン・セミナーの開催件数：35 件 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅱ：計画を一部達成していない 
 オンライン・セミナーの実施回数は、目標を達成しな

かったが、達成できなかった理由はコロナ禍が収束

し、多くの研究者が国内外を移動したことが大きい。 

 特に海外への情報発信力の強化という観点では、今

後は、対面で実施するほうが効果が大きいように思

われる。 

 この点を鑑み、Ｒ６年度では、多数の研究者が本学に

来校する大規模な国際学会を本学で開催し、本学の

国際的認知度、研究評価、レピュテーションを高めた

い。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 学術雑誌の共同編集は予定通り、発行巻数 4 件を達成した。 

 オンライン・セミナーの回数は 23 回となり、目標を達成できなかった。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

お よ び

Diversity 

＆ 

Inclusion

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

 令和 4 年度では、5 名の常勤研究者の新規採用を行い、令和 4 年度 5 月の 11.8%から令和 5 年

5 月の 31.6%を達成する。令和 5 年度は、1 名の（若手外国人）男性教員、1 名の日本人教員を採

用するものの、数値的には、高い水準を維持し、この間、女性上位職の比率拡大の方法を検討し、令

和５年度に策定、令和６年度を目標に導入する。 

 所内の准教授以上の教員で構成される D＆I 推進のための懇談会を新規に立ち上げ、定期的に実

施することにより、令和 6 年度はじめに実施を検討している女性優先公募の準備として、国内外の

女性研究者をリストアップし、どのような候補者が現実的に採用可能であるのかを詳細に検討しつ

つ、テニュアトラック助教・講師、任期付き准教授、任期無し教授、クロスアポイントメント教員など、

多面的な採用形態で教員選考方法を検討する。 

 女性研究者在職比率： 

全学の目標水準である 25% 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 女性教員比率の変動の背景には、複数の男性教員の

採用と、女性教員の他大学への移籍による。 

 日本国内での女性研究者の採用は、きわめて競争的

であり、優秀な人材の確保は容易ではない。そのた

め、海外で活躍する外国籍の女性研究者を含めた国

際性の高い人事計画を推進する予定である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  令和 6 年 5 月 1 年時点での女性教員比率は前年度（31.6%）から 29.17%に低下したが、目標

水準の２５%を達成できた。 

 D&I 推進懇談会を定期的に実施した（年 8 回）。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 女性研究者の新規採用数は、令和 5 年 5 月 1 日～令和 6 年 5 月 1 日までに講師 1 名、助教１名、

特任教授（常勤）1 名である。このうち、1 名は外国籍教員、このうち、1 名はクロスアポイントメント

による採用である。本研究所は女性研究者という観点に加え、国際化の観点も取り入れている。 
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部局名：接合科学研究所 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、特筆すべき進捗状況にある。 

【優れた点】  

 2-1-① 若手教員の割合は 43.24％となる見込みであり、数値目標 30%を大きく上回

っている。また、研究所の計画に沿った新規テーマの推進を目的とした新規若手研究者助

成事業を設立し、1 テーマあたり最高 300 万円として令和 5 年 12 月に公募を開始して

いる。 

さらに、世界 8 カ国 10 機関の国際ジョイントラボにより、外国人研究者参画の研究プロジ

ェクトを実施している。 

 2-1-⑤ 研究倫理教育の受講を促し、対象者全員が受講している。また、全学で実施され

ている研究倫理教育に加えて、部局独自に講師を招いて FD 研修を実施している。 

 2-3-① 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジェクトとして、本研究所が

主幹校となり文部科学省概算要求・教育研究組織改革分組織整備事業「マテリアル革新力

強化のための６大学６研究所間連携体制の構築（コア出島・マルチ出島）」を推進し、目標を

達成している。 

 3-1-① 共同研究費の受入金額が、令和５年度の目標値を大きく上回る実績を上げてい

る。また、令和 6 年 3 月からは、「Honda-大阪大学 接合科学ものづくり協働研究所」を

新設している。 

現地のニーズに沿った研究活動を実施するため、接合科学研究所、HUST、現地日系企業

の間で国際産学連携共同研究契約を締結している。 

 3-6-② 所員への受講促進活動が実を結び、安全衛生講習会の受講率（100％）の数値

目標を達成している。さらに、新入教職員がいつでも安全衛生講習を受講できるように研

究所独自にオンラインコンテンツを準備している。 

 3-6-③ ハラスメント防止に関する研修の受講率(100%)の数値目標を達成している。 

 5-3-① 上海交通大学との共同研究を 4 件実施し、学生２名をインターン派遣するなど、

積極的な国際共同研究を推進している。また、大阪大学の理系の学生（2名）と文系の学生

（2 名）が海外連携大学の学生（4 名）と一緒になって、海外、或いは日本国内の日系企業

とインターンシップを行うプログラムである「カップリングインターンシップ（CIS）」を、ドイ

ツ・ベルギー及びベトナムにて実施し、アジア地域で開始した CIS を欧州へも拡大展開し

ている。 

 5-3-② JST さくらサイエンスにて、ベトナム科学技術アカデミーから 2 名の若手研究者

を受け入れるなど ASEAN キャンパスの深化・高度人材育成を推進している。さらに、ベト

ナム・ハノイ工科大学に設立した接合科学研究所 HUST-OU の運営や、ベトナム溶接研究

会、ベトナム材料科学アカデミーとのワークショップを開催する等、活発な国際研究活動を

継続した。本活動を含むベトナムにおける高度人材育成や研究力向上への貢献が評価さ

れ、令和 5 年度外務大臣表彰を受賞したことは高く評価できる。 

 5-5-① アンコンシャス・バイアス研修受講率（100%）の数値目標を達成している。また、

研究所に在籍する女性教職員・学生が交流する JWRI女会を2回(第 16、17回)開催し、

【今後期待する点】  

 2-1-① 引き続き、若手研究者の研究環境の整備や国際的に活躍できる多様な研究人材

の育成を実施されたい。 

 3-1-① 今後も、新たな協働研究所、共同研究部門の設置を目指すなど、国内外で接合科

学に関する産学共創を強化し、大型共同研究の拡充が期待される。 

 5-3-① CIS のさらなるグローバル展開を期待したい。 

 5-3-② ハノイ工科大学に設置した「接合科学研究所 HUST-OU」を活用し、ベトナムだ

けでなく ASEAN 地域で国際共同研究や高度人材育成に努めることが期待される。 

 5-5-② グローバル D＆I 推進室を中心に、所員と本研究所が持つ強みを最大限に発揮

できる環境整備を継続的に推進する体制を構築されたい。 
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女性同士の連帯感を育てることで、教育・研究の活性化や女性が一層活躍できる環境づく

りを推進している。 

 5-5-② クロス・アポイントメント制度を活用し、ダイヘン溶接・接合協働研究所に 1 名の

女性教員を受け入れたことに加え、上海交通大学から2名の外国人教員を受け入るなど、

組織のダイバーシティ環境の充実を図っている。また、グローバル D＆I 推進室における活

動の一環として、研究所に在籍する外国人研究者・留学生に向けた研究生活のサポートと

ネットワーク構築のためのオリエンテーションを開催している。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

接合科学研究所は、接合科学の基盤である３研究部門と、接合科学の未来を開拓する附属研究施設から成る、溶接・接合技術に関する我が国唯一の総合研究所である。本研究所はその

特色を活かし、「ものづくり」の基盤となる溶接・接合科学の学術体系化を通じて、社会変革をもたらす未来技術の創出と人間性豊かな社会の構築のため、多様な知の協奏と共創による分

野融合研究によって、グローバル社会の期待に応える世界屈指の総合研究所として接合科学を探究する。また、接合科学共同利用・共同研究拠点としての強みを活かして、国内外の多様な

研究者との交流によるオープンサイエンスを図るとともに、「地域に生き世界に伸びる」をモットーとした産学連携研究を展開し、革新的ものづくり技術の創出のためのオープンイノベーショ

ンを推進する。これによって大阪大学の機能強化に資するとともに、接合科学に関わる国内外の研究者コミュニティ、産業界などの幅広いパートナーの中核拠点としての役割を果たす。 

 

１．教育 

(1) 接合科学の真髄を極める高度な「学術知」と、国際社会に通じる「技術知」を兼ね備えた人材を育成する教育コースを充実させる。 

(2) 学生の生活・学修、および若手教員・研究者の研究の支援システムを充実させ、意欲的な学修、研究に安心して取り組むことができる環境とともに女性力を活用したダイバーシティ環

境を整備する。 

 

２．研究 

(1) 接合科学に関わる世界屈指の総合研究所としての特色と強みを活かし、「ものづくり」の本質を究める基礎・基盤研究を推進するとともに、「ものづくり」のイノベーション創出のため

に、先端的・先導的な研究を推進する。 

(2) 接合科学共同利用・共同研究拠点として、国内外の研究者コミュニティとの連携により、基盤学術研究と新分野創成のための先端研究を推進する。更に、革新的な研究基盤の整備を通

じて、共同利用・共同研究拠点間連携の新たなモデルを目指す。 

(3) 研究所の持続的発展のために、積極的に外部資金の獲得を行う。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

(1) 国内外問わず、産学官等の戦略的連携を強化し、研究成果を国内外に広く発信することで、中核拠点としての役割を果たす。 

(2) 所内の協働研究所や共同研究部門を横串に繋ぐことで、産産学共創を新たに推進し、産学連携を次のステージに引き上げる。 

(3) 知の循環を活発化させるため、研究所の知的資源を広く社会に還元し、社会との連携・協働による社会貢献活動を行う。 

 

４．グローバル化 

(1) 本学の海外拠点や国際化事業との横断的な連携強化を図ることで「国際化」を加速・推進し、知の協奏と共創を具現化する国際ネットワークを強化する。 

(2) JWRI オフィスや国際ジョイントラボなどの海外拠点や国際共同研究員制度等を活用して、国際共同研究を更に強化するとともに、世界トップクラスの研究者や若手研究員・大学院生

を世界各国・地域から招へいする。 

(3) 「グローバル D&I（ダイバーシティ＆インクルージョン）推進室」を中心に、世界を先導する本学の「ものづくり研究分野」における D&I 推進に貢献する。 

 

５．業務運営 

(1) 所長のリーダーシップによる機動的・弾力的な組織運営を行い、内外の諸課題に迅速に対応する。業務運営では、研究所構成員の合意形成と高い透明性・公正性の確保を旨とする。 

(2) 多様な人材の活用、教職員人事の活性化と、人事制度の柔軟な運用を図る。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 全ての研究

者が知的好

奇心・探求心

に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

 本研究所の人事戦略・計画に沿って、若手教員の採用を進める。また所長裁量経費による「接合研

若手研究者助成」事業を実施し、優秀な若手教員への経費支援を行うことで、若手教員の活躍する

場を拡大し、基礎研究を持続的に実施可能とする活動基盤を整える。 

 若手教員の割合（30%） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 今後も本研究所の人材戦略に沿って、若手教員の採

用を進めていくとともに、若手研究者助成制度など

若手研究者の研究環境の整備を進める。 

 グローバル D&I 人材育成事業での海外研究インター

ン派遣などを通して、国際的に活躍できる多様な研

究人材の育成を推進する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

・ 令和 6 年度 5 月 1 日時点での若手教員の割合は 43.24％となる見込みであり、成果指標とした

30%を大きく上回っている。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 令和 5 年度は、准教授 1 名（35 歳）、助教 5 名（採用時 28，28，30，31，33 歳）を新規に採用

し、令和 4 年度 5 月 1 日時点での若手教員の割合 42.86%からも増加している。 

 研究所内若手研究者間の連携促進および本研究所の計画に沿った新規テーマ（①溶接・接合技術と

対極にある分離技術、②溶接・接合分野におけるAI・ビッグデータの活用）の推進を目的とした新規

若手研究者助成事業を設立し，1 テーマあたり最高 300 万円として令和 5 年 12 月に公募を開始

した（令和 6 年 4 月助成開始）。 

年度計画 成果指標 

 これまでに設置している世界８カ国８大学の国際ジョイントラボ等を活用し、国際ネットワークを強

化しながら、国際共同研究を推進する。 

 外国人研究者参画の研究プロジェクト数（８件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 世界 8 カ国 10 機関の国際ジョイントラボ等を活用

し、積極的に国際共同研究を推進する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 世界 8 カ国 10 機関の国際ジョイントラボにより、外国人研究者参画の研究プロジェクトを実施し

た。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 国際ジョイントラボでの 10 件のプロジェクトに加え、JSPS 外国人特別研究員等を 4 人受け入れ

るなど、外国人研究者との共同研究を積極的に推進した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-⑤ 社会の信頼

と負託にこた

 教職員等に対して、それぞれに求められる行動規範を遵守し、それぞれが公正で誠実な活動を行う

ように、毎年度、研究倫理教育を実施する。 

 研究倫理教育の毎年度の受講率（１００％） 

 研究活動における研究不正の発生件数（０件） 
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え る 高い 倫

理 観を 養 う

FD の徹底 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 現在実施している管理体制や手続きを継続し、教職

員等への研究倫理に対する注意事項の周知を継続、

徹底する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 本研究所で研究に携わるすべての者に対して、研究倫理教育（APRIN e ラーニングプログラム：接

合科学研究所研究倫理教育 2023／JWRI Research Ethics Education 2023）の受講を

促し、対象者全員の受講を確認している。 

令和 5 年度の研究倫理教育受講率：100% 

研究活動における研究不正の発生件数：0 件 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 全学で実施されている研究倫理教育に加えて、部局独自に講師を招いて以下の FD 研修を実施し

た。 

(1) 「安全保障輸出管理について」（講師：本学研究オフィス教授、令和 5 年 11 月 16 日） 

(2) 「技術情報流出をめぐる現状と課題について～安心して研究していただくために～」（講師：大

阪府警察本部 外事課 経済安全保障担当補佐、令和 5 年 12 月 21 日） 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-３-① 「社会との共

創」への接続

を 意 識 し 、

「 +ELSI 」 、

「 新 興 感 染

症」、「PLR」、

「いのち」を

キ ー ワ ー ド

に、SDGs を

はじめとする

社会課題の

解決に向け

た学際研究

を実施するた

めの基盤構

築 

 本研究所が主幹校を務める文部科学省概算要求・教育研究組織改革分 組織整備事業「マテリアル

革新力強化のための６大学６研究所間連携体制の構築（コア出島・マルチ出島）」を通じて、大学の枠

を越えた専門性・強みを結集した連携研究を推進し、本研究所の研究力強化と機能充実を図りなが

ら、SDGs をはじめとする社会課題の解決に向けた学際研究を実施する。 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジ

ェクト数（１件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 主幹校となり実施している文部科学省概算要求・教

育研究組織改革分 組織整備事業「マテリアル革新力

強化のための６大学６研究所間連携体制の構築（コア

出島・マルチ出島）」を、研究所の総力を結集して推進

していく。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 分野横断型の新たな研究領域創成に係る研究プロジェクトとして、本研究所が主幹校となり文部科

学省概算要求・教育研究組織改革分組織整備事業「マテリアル革新力強化のための６大学６研究所

間連携体制の構築（コア出島・マルチ出島）」を推進し、目標を達成した。本プロジェクトの国際会議

（The 3rd International Symposium on Design & Engineering by Joint Inverse 

Innovation for Materials Architecture (DEJI2MA-3)）に加え、新たに出島コンソーシア

ムセミナー、アドバイザリーボードフォーラム、公開討論会、チュートリアル講座を今年度実施した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 6 大学６研究所間連携の中核を担う「コア出島」（戦略的司令塔）として「研究所間連携戦略室」を本

研究所に、連携研究の実施主体「マルチ出島」を各研究所に設けた「コア出島・マルチ出島方式」の異

分野融合の研究所間連携体制を整備した。 

 6 大学６研究所間の学際的連携研究を社会実装に繋げるための産学連携活動を発展・強化すると

ともに、産学連携活動の一環として実施するセミナー等による次世代を担う人材育成（若手教員・

128



研究者、学生）を目的として、令和５年８月に「出島コンソーシアム」を発足した（現在会員数 501

名）。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 

 

 

 

 

 

産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

 本研究所の特色の一つは産学共創であり、新たな協働研究所、共同研究部門の設置を目指すなど、

接合科学に関する産学共創を強化し、大型共同研究の拡充を目指す。また、本研究所の研究シーズ

と産業界のニーズとのマッチングを図るべく、大阪商工会議所および生産技術振興協会と連携し

て、産学連携シンポジウムを大阪で開催し、関東方面でも東京セミナーを開催する。 

 共同研究費受入額（200,000（千円）） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 今後も、新たな協働研究所、共同研究部門の設置を

目指すなど、国内外で接合科学に関する産学共創を

強化し、大型共同研究の拡充を目指す。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 産学共創研究を推進しながら、外部資金の獲得を積極に行った結果、令和５年度の共同研究費の受

入金額の数値目標（200,000 千円）に対して、実際の受入金額が 324,695 千円となり、十分に

目標を達成した。 

 令和 5 年 5 月 23 日に大阪商工会議所および生産技術振興協会との共催で産学連携シンポジウ

ムを対面で開催し、本研究所の研究シーズと産業界のニーズとのマッチングを図った。また、東京セ

ミナーも令和５年１１月２２日に対面で講演会を開催し、多くの参加者があった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 令和 5 年度は、「日本製鉄ものづくり未来協働研究所」、「JFE ウエルディング協働研究所」、「ダイヘ

ン溶接・接合協働研究所」の 3 協働研究所と、「大阪富士工業先進機能性加工共同研究部門」、「高

度ジョイント生産システム構築共同研究部門」の２共同研究部門の体制で、産学共創研究を推進し

た。また令和 6 年 3 月からは、「Honda-大阪大学 接合科学ものづくり協働研究所」が新たに設置

された。 

 現地のニーズに沿った研究活動を実施するため、本研究所、HUST、現地日系企業の間で国際産学

連携共同研究契約を結んでいる。令和 5 年度は新規に 1 件契約を締結し、１件の契約を更新した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-6-② 安全管理体

制の強化 

 本研究所を安全に管理、運営するためには、所員各自が必要な基礎知識や対処方法などを事前に

身に付けておく必要があり、研究所の新入教職員に対して、安全衛生講習会の受講を必須とする。 

 新入教職員安全衛生講習会の受講率（100%） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 現在実施している管理体制や内容を継続し、職員等

への安全衛生に対する意識向上に努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 100％ 

 研究所の新旧教職員に対して、安全衛生講習会の受講率（100％）の成果指標を達成した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 安全衛生管理室開催の新入教職員安全衛生講習会の受講を促すとともに、1 年間を通して採用さ
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れる新入教職員がいつでも安全衛生講習を受講できるように研究所独自にオンラインコンテンツを

準備している。 

 研究所に所属する学生に対しても春に実施している新入生オリエンテーションで安全教育を実施し

ている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-6-③ ハラスメント

防止の全学

徹底 

 ハラスメントを防止するためには、所員各自がハラスメント問題を関して正しい理解と認識を深め、

良い人間関係を形成することが重要となる。そこで、研究所の所員に対して、e-ラーニングを用い

たハラスメント防止に関する研修の受講を必須とする。 

 e-ラーニングを用いたハラスメント防止に関する研

修の受講率（100%） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 現在実施している管理体制や内容を継続し、職員等

へのハラスメント撲滅に対する意識向上に努める。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 e-ラーニングを用いたハラスメント防止に関する研修の受講率(100%)の成果指標を達成した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 定期的に研究所事務部で対象者の受講状況を確認し、未受講者に対しては、時間的余裕を持って

受講を促すなど、ハラスメント防止に注意を払っている。 

 所員会で、「ハラスメントだより」を利用した注意喚起を所長より行っている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-3-① 海外有力大

学等との戦

略的組織間

連携（GKP）

に よ る最 先

端の共同研

究、グローバ

ル人材育成

を通じた、グ

ローバル課題

への挑戦 

 東アジア拠点の戦略的組織間連携パートナーである上海交通大学を中核に中国戦略を展開し、本

学東アジア拠点とも連携しながら、中国全土の大学とネットワークを形成しながら、国際共同研究を

推進する。 

 令和５年１月に設立したベトナム・ハノイの接合科学研究所 HUST-OU（接合研 ASEAN 戦略拠点）

を活用しつつ、ASEAN 地域で国際連携研究を実践し、国際共同研究の更なる強化に努める。 

 本学のOUマスタープラン実現加速事業（令和5年度開始分）に採択された「戦略的国際共創研究・

グローバル D&I 人材育成事業」を通じて、国際研究連携と独自プログラムカップリングインターン

シップ（CIS）による人材育成に取り組む。 

 戦略的パートナーとの国際共同研究実施数（２件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 次年度は CIS をアメリカでも実施し、さらにグローバ

ルな展開を推進する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  
 R5 年度中 GKP である上海交通大学との交流として共同研究を 4 件実施、学生２名をインターン

派遣し、積極的な国際共同研究を推進した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 OU マスタープラン実現加速事業「戦略的国際共創研究・グローバル D&I 人材育成事業」における

R5 年度の CIS は、ドイツ・ベルギーと、ベトナムにて実施し、アジア地域で開始した CIS を欧州へ
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も拡大展開した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-3-② ASEAN キャ

ン パ ス の 深

化・広域化、

現地社会に

寄り添い、地

域ニーズに応

え る 共同 研

究・高度人材

の育成の推

進 

 ASEAN 地域内に位置するベトナムのハノイ工科大学内に令和５年１月に設立したベトナム・ハノイ

の接合科学研究所 HUST-OU（接合研 ASEAN 戦略拠点）を活用し、ASEAN 地域で国際共同研

究や高度人材の育成に努める。 

 本学のOUマスタープラン実現加速事業（令和5年度開始分）に採択された「戦略的国際共創研究・

グローバル D&I 人材育成事業」を通じて、国際研究連携と独自プログラム（CIS）による人材育成

に取り組む。 

 ASEAN キャンパスに係る交流学生数 

（受入１名、派遣１名） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 ハノイ工科大学に設置した「接合科学研究所 HUST-

OU」を活用し、ベトナムだけでなくASEAN地域で国

際共同研究や高度人材育成に努める。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 JST さくらサイエンスにて、ベトナム科学技術アカデミーから 2 名の若手研究者を受け入れるなど

ASEAN キャンパスの深化・高度人材育成を推進した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ベトナム・ハノイ工科大学に設立した接合科学研究所 HUST-OU の運営や、ベトナム溶接研究会

（R5 は 3 回）、ベトナム材料科学アカデミーとのワークショップを開催する等、活発な国際研究活動

を継続した。本活動を含むベトナムにおける高度人材育成や研究力向上への貢献が評価され、令和

5 年度外務大臣表彰を受賞した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-5-① 女性比率が

低い分野に

おける戦略

的なすそ野拡

大 

 接合・材料科学分野で活躍する女性研究者や女子学生の比率向上とすそ野拡大を目指し、教職員

のアンコンシャス・バイアス克服を研修受講により進めるとともに、ダイバーシティ&インクルーシブ

（D&I）な環境の構築を行う。 

 アンコンシャス・バイアス研修受講率（100%） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 グローバル D＆I 推進室を中心に、所員と本研究所が

持つ強みを最大限に発揮できる環境整備を継続的に

推進する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 アンコンシャス・バイアス研修受講率（100%）  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 研究所に在籍する女性教職員・学生が交流する JWRI 女会を 2 回(第 16，17 回)開催し、女性同

士の連帯感を育てることで、教育・研究の活性化や女性が一層活躍できる環境づくりを推進した。 

 所内にて女子更衣室を拡充し、女性教職員・学生がより過ごしやすい環境を整備した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

131



 

5-5-② 女性リーダー

育成に向け

た産学連携

事業の推進 

 本学のクロス・アポイントメント制度を活用し、海外大学・研究機関や民間企業、所内に設置している

協働研究所、共同研究部門から優秀な教員の受け入れを行うとともに、新たに設置した「グローバ

ル D&I（ダイバーシティ＆インクルージョン）推進室」を活用し、組織のダイバーシティ環境の充実を

図る。 

 産学クロス・アポイントメント数（１件） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 グローバル D＆I 推進室を中心に、所員と本研究所が

持つ強みを最大限に発揮できる環境整備を継続的に

推進する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 クロス・アポイントメント制度を活用し、ダイヘン溶接・接合協働研究所に 1名の女性教員を受け入れ

たことに加え、上海交通大学から 2 名の外国人教員を受け入れた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 グローバル D＆I 推進室における活動の一環として，研究所に在籍する外国人研究者・留学生に向

けた研究生活のサポートとネットワーク構築のために、外国人研究者・留学生を対象としたオリエン

テーションを開催した。 
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部局名：レーザー科学研究所 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 2-1-① 共同利用・共同研究拠点事業において、チャレンジングな研究を対象とする「萌芽

課題」制度や、10 月から研究を開始できる「第２期公募」制度が広く認知され、2 年連続で

採択課題数が計画数を上回っている。 

 2-2-④ 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況が、リアルで62名、オンラインで

272名、国際的な研究プログラムの参加が23件、日米ジョイントセミナーシリーズの年間

参加者数が延べ 300 名を超えるなど、若手研究者のネットワークを強化するための支援

を実施し、定量的な成果指標はいずれも計画を上回っている。 

 3-1-① ３つの企業支援フォーラムや、オープンイノベーションスペースの活用等による産

業界との連携強化により、共同研究・受託研究の受入額が目標を大きく上回る実績をあげ

ている。また、令和６年 1月時点で共同研究部門が 10部門となるとともに、経済産業省か

ら「J-Innovation HUB 地域オープンイノベーション拠点選抜制度」に採択されている。 

 3-2-① 大型パワーレーザー施設の具体的な構想を「多様な知が活躍できるパワーレー

ザー国際共創プラットフォーム：J-EPoCH 計画」として、文部科学省に提案し、令和５年１

２月に採択が公表されている。 

 5-2-② 「超域プラズマ科学」が日本学術振興会（JSPS）研究拠点形成事業（先端拠点形

成型）に、「パワーレーザー極限状態の固体とプラズマにおける物質と場の構造変化に関す

る学理探究」が科研費国際共同研究加速基金(国際先導研究)に採択されている。 

【今後期待する点】  

 2-1-③ 令和 6 年度末までに整備完了予定の集光用装置（可変形鏡）等の競争力の高い

装置により、世界的ネットワークを担う拠点施設となることを期待する。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

レーザー科学研究所は、多様性のあるレーザー科学を基盤に、国際競争力ある共同利用・共同研究拠点として、本組織整備により「世界レベルで卓越した研究拠点の形成」に貢献するとと

もに高度な専門性を有した人材育成により大学機能強化へ貢献する。 

大阪大学の特徴である日本一の大型レーザー施設を、従来のビッグサイエンスから多様な科学、スモールサイエンスとビッグサイエンスの両方が共存する新たな世界最高レベルの大型レ

ーザー施設へ変革（更新）させる。これにより多様な分野の知（研究者・学生）が大阪大学に集まり、新たな学術の開拓や産業創成に繋がる価値創造・人材育成を行う。 

先進レーザーやレーザー駆動量子ビーム源ならびに関連する材料・デバイス開発などの光量子ビーム科学とともに、レーザー宇宙物理学やレーザー核融合ならびに極限物質材料・デバイ

ス開発などの学際的学術領域である高エネルギー密度科学を探究する。さらに汎用性の高いレーザー技術を活用した文理融合を含めた幅広い新たな学術創成と光産業のイノベーション創

出に取り組む。 

 

１．教育 

国際競争力ある研究設備と機関間・部局間の壁を越えたオープンリサーチ・オープンイノベーション環境を活用した人材教育を行う。共同研究の国際ネットワークを活用した人的交流を促進

するとともに世界に通じる人材育成に貢献する。また産学協奏の場（産業との共創フォーラム）などを活用したイノベーション創出を目指した環境を活かした人材育成に役立てる。 

研究所の強みである学際連携、産学連携、国際連携、施設連携が有機的に連携できるように、R4.6 に設置した附属マトリクス共創推進センターを軸に、全学的な活動として新たな共創を産

み出す高度な人材育成を行う。 

 

２．研究 

大阪大学の強みであるレーザー・光科学に関するコアコンピタンスを活かし（全学組織の先導学際研究機構と連携し）、世界の流れを変えるゲームチェンジを主導することで、国際競争力あ
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

る大阪大学を実現する。具体的には、スモールサイエンスとビッグサイエンスが共存できる新たな世界最高の大型レーザー施設への変革へ向け、世界一・世界唯一の大型繰り返しパワーレー

ザーを実現するとともに大阪大学発あるいは独自の学術分野（レーザー宇宙物理、プラズマフォトニクス、ニュクレアフォトニクス、テラヘルツフォトニクスなど）で世界を先導する。加えて、新

たに設置した「附属マトリクス共創推進センター」を中心に、以下の学外連携や異分野連携、施設連携を推進し、それと同時に全学の学術連携体制の強化も進める。 

共同利用・共同研究拠点事業、国際連携拠点事業、日米科学技術協力協定「高エネルギー密度科学」幹事機関などの取り組みを通して構築してきた国内外の研究者ならびに施設連携ネット

ワークを活用して、「全ての研究者の知的好奇心・探求心に基づく基礎研究を持続的に実施可能とする活動基盤の拡充実施」ならびに「学術研究の深化を図るとともに、新分野の創成や異分

野融合研究」に取り組む。さらに世界有数の施設などを活用し「若手、女性、外国人など研究者の多様性の確保」に取り組む。先端研究基盤共用促進事業を通して学外機関とパワーレーザー

に関する施設連携を進めてオールジャパン体制を構築し、「レーザー科学」を開拓する国際競争力ある中核拠点としての機能を強化する。 

汎用性の高いレーザー科学を基盤とした「総合知」を活用し、分野・国境を超えた人材が参加することで、「資源問題」「文化問題」「環境問題」「健康問題」といった、国の枠を超えた異分野の

主要テーマに取り組み、研究力を向上するとともに、国際総合知人材を育成することで、大阪大学における「総合知」を加速する。 

レーザーの自動化、遠隔化、共用化を支えるプラットフォームの構築と DX 推進を先導するとともに「DX 人材の育成」に貢献する。また新たに繰り返しレーザーを利用した「データ駆動型研

究の推進」ならびに「オープンサイエンスの推進」に取り組む。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

国内企業のレーザー開発力の強化が急務であることを踏まえ、次世代高出力レーザーのコア技術開発を核にした産学共創を推進する。さらに企業主体の既存の公益財団法人、NPO 法人と

の連携による産学協奏の場としてのフォーラム（光エレクトロニクスフォーラム、IFE フォーラム、パワーレーザーフォーラム）を活用し産学連携を推進する。また関連機関からクロス・アポイン

トメント教員、企業から社会人博士後期課程学生・共同研究者を結集し、技術開発を通して国際競争力のある研究者集団を育成する。 

レーザーに関する材料開発からデバイス、システム開発ならびに応用の全てを手掛ける国内唯一の研究機関として、「社会変革につながるイノベーションの創出」ならびに「カーボンニュート

ラルに貢献できる大学として革新的なイノベーションによる新たなエネルギーの研究」を行う。これらにより社会課題の解決を念頭に置いた研究成果を通じ、社会に貢献するとともに、産業

界等における研究開発に寄与する。 

 

４．グローバル化 

全学的な連携機能を持つ附属マトリクス共創推進センターの国際連携部門に国際研究・国際連携体制の機能を集約し、研究所のグローバル化を効率化するともに、全学のグローバル化にも

貢献する。 

共同利用・共同研究拠点での国際公募の実施と、世界の研究機関との学術交流協定や海外連携オフォスの設置に基づく強力な国際研究協力体制の構築により、国際ハブ機能を強化し国際

共同研究の一層の推進を行う。また学内のアライアンス等の促進により、国内外の優れた研究者の招聘を進める。これらにより国際拠点としての機能を強化する。日米政府間で結ばれた「高

エネルギー密度科学」に関する科学技術協定のもとで設置された日米連携合同委員会の幹事機関として、日米間の国際共同研究を推進する。さらに国内ネットワークを強化し、欧米のネット

ワーク（全米・東欧・仏国国際ネットワーク事業）との連携を進め、ネットワーク対ネットワークによる面と面との連携（グランドアライアンス構想）を実現する。これらにより、国内外の多様なス

テークホルダーに魅力的な大阪大学となることに貢献する。 

 

５．業務運営 

所内の施設・運用システムなどのデジタル化を推進し、研究環境機能の強化ととともにパンデミックに強い体制を整える。個別に進めてきた産学共同研究を見直し、組織として包括的な取

り決めが必要なものや共同研究部門として取り扱えるものなどを引き続き整理することを検討する。研究所における情報ネットワーク環境の継続的な運用・維持管理を通して、安全・安心な

教育研究環境の実現を目指す。 

2004 年以来、工学研究科内に分散し残されている２つの研究所施設の集約を検討する。“世界から人が集まる組織” を目指した取り組みの一環として、大学のダイバーシティ＆インクルー

ジョンに貢献する。特に、国際研究者や運営に関わるポストも含めて女性研究者比率向上を目指す。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 全ての研究

者が知的好

奇心・探求心

 共同利用・共同研究拠点事業を軸として、国内の大学・研究機関との連携研究を幅広く展開する

他、海外との国際共同研究、人材交流を一層推進する。 

 当研究所が中核機関として採択された文部科学省「先端研究基盤共用促進事業」により国内大型レ

【独自指標】 

 共同利用・共同研究件数を指標とし、応募数・新規採

択件数が前年度比 10%増となる 110 件・100 件を
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に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

ーザー施設との連携を強化し、基盤的・融合的研究の促進に加えて新たな学術創生に取り組む。 

 国際共同研究に関して、海外研究機関との学術交流協定や海外に設置した連携オフィス、日米ジョ

イントセミナーシリーズを活用して外国人研究者の参画を促し、若手研究者の交流の場を提供する。 

 附属マトリクス共創推進センターを中心に学際連携、産学連携、国際連携、施設連携を推進する。 

 若手研究者が講演者となってのセミナーを開催し、当研究所と若手研究者をつなぎ、セミナーを通

じて若手人材を積極的に集める体制構築を行う。 

目標値とする。 

 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している   海外に設置した連携オフィスを軸に、国際研究の公募

数のさらなる増加を目指す。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 応募数は 131 件、採択数は 124 件と、共に目標値を上回った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 チャレンジングな研究を対象とする「萌芽課題」制度や、10 月から研究を開始できる「第２期公募」

制度が広く認知された結果、２年連続で採択課題数が計画数を上回っている。 

 結晶中の転位の伝播速度が音速を超えることを初めて実証するインパクトの高い成果を創出したこ

とで、博士後期課程学生が第一著者として執筆した論文が著名な国際学術誌[Science 382, 

69-72 (2023)]に掲載された。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-③ 学内に偏在

する先端的

研究・実験機

器の可用性

向上 

 共同利用・共同研究拠点事業を通して、先端的研究設備、実験機器の所外利用を増やし、学内外と

の新たな共同研究を推進する。 

 令和 4 年度に設置した「附属マトリクス共創推進センター」を中心に、所内に加えて大学全体の研究

資源を活用した学際融合研究や分野横断型等の連携研究の促進を図るとともに、新たな学術創生

を目指したグローバルな研究展開を図る。 

【独自指標】 

 共同利用・共同研究件数を指標とし、応募数・新規採

択件数が前年度比 10%増となる 110 件・100 件を

目標値とする。 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和５年度から集光用装置（可変形鏡）の整備を開始

し、令和６年度末までに完了する計画である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 産業界からの支援のもと、大型レーザー施設(LFEX) に新たな集光用装置（可変形鏡）を整備す

る。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 産業界から数億円規模の財政支援を得ており、本研究所の開発した独自のレーザービーム位相整

合技術によって、世界一のエネルギー密度を達成する。競争力の高い装置として世界的ネットワー

クを担う拠点施設となる。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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2-2-④ 

 

研究環境整

備、学際融合

機会の創出、

グローバル化

の奨励など

若手研究者

に対する積極

的な支援 

 日米協定を受けて米国国立研究所と交わされた学術研究協力に関する覚書を基に始まった「日米

ジョイントセミナーシリーズ（毎月開催）」を継続開催し、若手研究者の日米共同研究への参画の場を

提供する。 

 国内外から招聘した優れた研究者によるコロキウム、シンポジウムなどを通じて若手研究者の新た

な国際共同研究、学際融合研究の創出機会を提供する。 

 若手研究者が講演者となってのセミナーを開催し、当研究所と若手研究者をつなぎ、セミナーを通

じて若手研究者のネットワークと連携研究支援を行う。 

【定性的指標】 

 若手研究者の雇用環境の改善、若手研究者に対する

積極的な研究支援を実施。 

 若手研究者のネットワークを強化するための環境整

備と連携支援を実施 

【独自指標】 

 研究者を対象としたシンポジウム等を 5 件以上実施

し、延べ 300 人以上の参加となることを目標とす

る。 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況が前

年度目標と同程度の計 75 名となることを目標とす

る。 

 国際的な研究プログラムへの参加が、前年度目標と

同程度となる 15 名（延べ人数）を目標とする。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 日米セミナーは日米政府間協定に基づくため、全米

のパワーレーザーネットワークから参加者が集う。今

後も継続し拠点のアクティビティーを活性化する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 超大型レーザー施設での実験協力に加え、二国間セミナーを定期開催し、延べ参加研究者数が

500 人を超えた。 

 研究者を対象としたシンポジウム・セミナー等の開催数は７件となり目標を上回った。 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況は、リアルで 62 名、オンラインで２７２名となった。 

 国際的な研究プログラムへの参加は２３件、延べ 122 名となった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 日米ジョイントセミナーシリーズの年間参加者数は延べ 300 名を超えた。 

 令和 5 年 4 月に、欧州極限光科学拠点(ELI)との共同国際ワークショップ を開催。文部科学省研

究振興局大学研究基盤整備課長、駐日 EU 代表部科学・イノベーション・デジタル政策室長、駐日ハ

ンガリー大使、駐日ルーマニア大使、駐日チェコ共和国大使館政治・貿易部副部長よりご祝辞を頂

き、13件の学術講演、パワーレーザーに関連する国内外企業4社からの報告、およびパネルディス

カッションが行われ、日欧の産学連携をより一層推進することで一致した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

 3 つの企業支援フォーラム（IFE、パワーレーザー、光エレクトロニクス、計 174 社）を産学協奏の場

として活用し、産学連携を推進する。共同研究部門を増やすことで、社会貢献のための財政基盤強

化を図る。 

 独自に整備したオープンイノベーションのスペースを活用して産業界との連携強化を図る。 

 「社会変革につながるイノベーションの創出」ならびに「カーボンニュートラルに貢献できる大学とし

て革新的なイノベーションによる新たなエネルギーの研究」を行うために、産業界からの研究を受け

入れる。 

【定量的指標】 

 共同研究・受託研究受入金額が前年度と同規模の

45０,０00 千円以上となることを目標とする。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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IV：計画を上回って達成している 
 世界に先駆けて大型光学素子開発を行ってきた本研

究所の特任教授がルーマニアの研究計画を主導して

おり、開発された光学素子を本拠点の大型レーザー

装置に供給することで、長期的な拠点装置の維持、お

よび国際的サプライチェーンの構築に寄与する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 民間からの受入金額が約 600,000 千円となり、目標値を上回った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 共同研究部門が、令和 6 年 1 月時点で 10 部門となった。令和 5 年には海外・国内グローバル企業

と連携して海外展開を目指している拠点として認められ、経済産業省「J-Innovation HUB 地域

オープンイノベーション拠点選抜制度」に採択された。 

 ルーマニア ELI-NP と国内企業（本研究所に共同研究部門を設置）と共同で、先端光学素子を開発

する「ハイパワーオプティクスセンター」をルーマニア政府支援（40 億円）により設立中である。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-② 知的財産強

化と安定的

な知財収入

の確保 

 特許出願、ライセンス経験のある教員による知財セミナーの実施や出願、権利化の相談支援、企業

経験、ベンチャー経験のある教員による事業化の相談支援を行う。 

【独自指標】 

 特許出願件数は前年度目標と同程度の１８件を目標

とし、ライセンス契約は継続分も含めて 3 件（特許オ

プション契約、譲渡契約）を目指す。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 共同研究部門を設置した企業との連携を強化して、

一層の増加を図る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 令和６年度３月までの 出願件数は１２件、登録件数は 1２件であった。 

 ライセンス契約は継続分も含めて 3 件（特許オプション契約、譲渡契約）であった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 令和５年度において共同研究部門を５部門新設しており、産学連携が急速に進展した。共同部門設

置企業との特許出願を促進する組織体制を整備した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-2-① 社会のステー

クホルダーと

協 働 し た

SDGs 実現

のための基

盤整備 

 「カーボンニュートラルに貢献できる大学として革新的なイノベーションによる新たなエネルギーの

研究」のために、次期大型レーザー装置のために令和４年度共通政策課題分（基盤的設備等整備分）

で実施開発中の、デジタルパワーレーザーシステム試験装置を高度化し、学内のパワーレーザーコ

アリションによる活用も進めながら、国内外全てのユーザーに公開するための体制を構築する。 

【独自指標】 

 エネルギー問題を解決するための関連プロジェクトを

推進できる体制を構築する。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 デジタルパワーレーザーシステム試験装置の利用設

備を整備し、ユーザーを募集する計画である。 

自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】  

 令和４年度共通政策課題分（基盤的設備等整備分）によってデジタルパワーレーザーシステム試験

装置「SENJU」を整備した。SENJU は後述の大型パワーレーザー施設「J-EPoCH」を構成する基

本モジュールとなる。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 大型パワーレーザー施設の具体的な構想を「多様な知が活躍できるパワーレーザー国際共創プラッ

トフォーム：J-EPoCH 計画」として、文部科学省「学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本

構想（ロードマップ 2023）」に提案し、令和 5 年 12 月 22 日に採択が公表された。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-5-④ 未来基金の

拡大 

 毎月発行のニュースレターを通し、卒業生（元教職員を含む）への情報発信と持続的関係の構築を

図る。見学イベント等を通した卒業生間のコミュニティ醸成、新たな産学連携シーズを探索する。 

【独自指標】 

 継続的なコミュニティよりの大学への支援をあつめる

ためにニュースレターを 12 回刊行する。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している   令和 6 年度には企業からの協賛金による環境整備が

予定されている。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  ニュースレターを１２回刊行し、3 つの企業支援フォーラム（IFE、パワーレーザー、光エレクトロニク

ス、計 174 社）を含む関係者に配布している。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 本研究所の創設 50 周年を記念する行事に多数の寄付金が寄せられた。研究所周辺や所内に美術

作品を展示する等、大学の環境整備を行った。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-2-① 研究・実験機

器の自動化、

遠隔化、共用

化を支えるプ

ラットフォー

ムの構築 

 共同利用・共同研究拠点の DX 化を推進し、環境整備（装置の自動化・デジタル化）、遠隔参加型共

同研究推進のための環境整備を行い、特に海外との共同研究ネットワークの拡充を図る。 

 オンライン会議、リモート実験機能のさらなる整備により、研究環境機能の強化とパンデミックに強

い体制を整える。 

【定性的指標】 

 データ利活用･研究 DX 支援体制の構築 

【独自指標】 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況が前

年度目標と同程度の計 75 名となることを目指す。 

 国際共著論文数の割合を指標とし、論文数増加分を

考慮して前年度目標 44％の維持を目指す。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 ディープラーニング技術でレーザー増幅装置の異常

予測が可能となれば、トラブル発生を未然に防ぐこと

でレーザーの稼働率が向上する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 文部科学省事業「パワーレーザーDX プラットフォーム」のもと、本研究所、量子科学研究開発機構

関西光量子科学研究所、東京大学物性研究所、京都大学化学研究所、理化学研究所光量子工学研
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究所と連携している。 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況は、リアルで 62 名、オンラインで２７２名となった。 

 原著論文の 44％が国際共著論文であった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 「パワーレーザーDX プラットフォーム」を活用し、研究の入口から出口までを支援するワンストップ

オフィスを設置して、専門の人員「レーザーソムリエ」を配置して各種相談に対応している。 

 本学のデータビリティフロンティア機構学際共創プロジェクトと連携し、大型レーザー装置から出力

された電流データをディープラーニング技術で解析し、レーザー増幅装置の異常を予測する試みを

進めている。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-2-② 高い独創性

を 有 する 研

究を推進で

きるグローバ

ル若手研究

者育成制度

の整備充実 

 海外研究機関との学術交流協定や海外に設置した連携オフィスの充実化を図る他、独自に実施し

ている国際講義、セミナーシリーズを活用し、若手研究者の研究のグローバル展開を進める場を提

供する。 

 令和 4 年度に設置した「附属マトリクス共創推進センター」を中心に、新しい異分野・学際連携等の

研究に挑戦する若手研究者の論文出版費支援や教育を行う。 

  所内研究設備の DX 化、オンライン会議機能等の充実化を図り、若手研究者が海外でもシームレス

に研究活動を継続し、新たな研究にも着手できる環境を整備する。 

 若手研究者が講演者となってのセミナーを開催し、当研究所と若手研究者をつなぎ、セミナーを通

じて若手研究者のネットワークと連携研究支援を行う。 

【独自指標】 

 研究者を対象としたシンポジウム等を 5 件以上実施

し、延べ 300 人以上の参加となることを目標とす

る。 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況が前

年度目標と同程度の計 75 名となることを目標とす

る。 

 国際的な研究プログラムへの参加が、前年度目標と

同程度となる 15 名（延べ人数）を目標とする。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 拠点形成事業ならびに国際共同研究の枠組みによ

り、派遣人数・招聘人数のさらなる増加が見込める。 

 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  「超域プラズマ科学」が日本学術振興会（JSPS）研究拠点形成事業（先端拠点形成型）に、「パワー

レーザー極限状態の固体とプラズマにおける物質と場の構造変化に関する学理探究」が科研費国

際共同研究加速基金(国際先導研究)に採択された。 

 研究者を対象としたシンポジウム・セミナー等の開催数は７件となり、目標を上回った。 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況は、リアルで 62 名、オンラインで２７２名となった。 

 国際的な研究プログラムへの参加は２３件、延べ 122 名となった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ELI-BL と連携するチェコ国立研究所の Prague Asterix Laser System （PALS）の所長

(Scientific Director)に、本研究所の外国人教員が就任（兼任）した他、複数の海外主要機関の

運営委員等に本研究所の教員が就任した。 

 附属マトリクス共創推進センターに外国人助教１名を配置した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-4-② 全学的な国

際連携体制

 欧米のネットワーク（全米・東欧・仏国国際ネットワーク事業）との連携を進め、ネットワーク対ネット

ワークによる面と面との連携（グランドアライアンス構想）を実現する。これらにより、国内外の多様

【定性的指標】 

 海外拠点と部局海外オフィスの連携を強化する。 
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の強化 なステークホルダーに魅力的な大阪大学となることに貢献する。 

 全学的な連携機能を持つ附属マトリクス共創推進センターの国際連携部門に国際研究・国際連携体

制の機能を集約し、研究所のグローバル化を効率化するともに、全学のグローバル化にも連携す

る。 

中長期の海外研究者の招へいに対して、附属マトリクス共創推進センターのもとで資金面において

も支援を行う。 

【独自指標】 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況が前

年度目標と同程度の計 75 名となることを目指す。 

 国際共著論文数の割合を指標とし、論文数増加分を

考慮して前年度目標 44％の維持を目指す。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 令和６年度においても複数の海外機関から著名な研

究者を常勤教授として雇用する計画である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 本学人文学研究科に連携オフィス設置すると共に、附属マトリクス共創推進センターの主導のもと、

ASEAN 加盟国から文化人類学者を常勤教授として雇用し、新しい文理融合領域を創成した。 

 研究者の海外派遣・外国人研究者の招へい状況は、リアルで 62 名、オンラインで２７２名となった。 

 国際共著論文の 44％が国際共著論文であった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 国際的な動向を把握し、運営に反映するため、本研究所の共同研究運営委員会の下に、国外の学識

経験者により拠点の研究や運営について国際的な視点のもとに助言を行う国際専門委員会

（International Scientific Advisory Board: ISAB）を設置した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-6-② インクルーシ

ブ・マネジメ

ント力の向上

及 び

Diversity 

＆

Inclusion

の推進によ

る研究領域

の開拓、女性

研究者の育

成 

 女性研究者比率に関しては、クロス・アポイントメント制度の活用や女子学生・留学生の積極的な勧

誘を行い、女性研究者の割合向上を目指す。 

附属マトリクス共創推進センターにおいては、これまでの国際連携基盤（女性比率が３０％を超える

東南アジア、欧州などとの連携）をもとに海外から受け入れる研究者の女性比率向上を目指す。 

【独自指標】 

 海外から受け入れる研究者における女性の比率を

30%を目指す。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 受け入れ研究者における女性比率は年々上昇してお

り、国際化によってさらなる増加を目指す。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 海外からの受け入れ研究者における女性比率は 12%であった。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 附属マトリクス共創推進センターにマネジメントや戦略を担う女性教授１名を採用した。 
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部局名：核物理研究センター 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】  

 1-2-① 実施を支援する卓越大学院プログラム「多様な知の協奏による先導的量子ビーム

応用卓越大学院」（PQBA）において、過去最高の40名の応募者があり、目標を超える19

名の学生を受け入れている。 

 2-1-① サブアトミック科学分野の共同利用・共同研究拠点として、サイクロトン施設が目

標を大きく超える年間 4,596 時間利用された。 

 2-2-②、3-1-①及び 3-1-③ アルファ線核医学治療社会実装拠点の整備により、目標を

超える外部資金を獲得するとともに、共同研究による医師主導治験が順調に進展してい

る。 

【今後期待する点】  

 2-1-① 学際領域展開ハブ形成プログラムに採択されたＲＩコラボティブ学際領域展開プ

ラットフォームにより、我が国の加速器技術と RI を用いた研究のさらなる進化と世界にお

ける当該分野のリーダーシップ強化が期待される。 

 3-1-③ アルファ線核医学治療社会実装拠点を中心に産学連携活動をさらに充実された

い。  

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

核物理研究センターは、大学附置としては国内で最大規模の加速器施設であり、国際共同利用・共同研究拠点「国際サブアトミック科学研究拠点」として、原子核やハドロン等のサブアトミッ

ク物質の構造や反応の解明はもとより、宇宙の物質優勢や質量の起源の解明、恒星内での元素合成といった基礎的な研究分野、更には加速器科学の理学から医学工学への応用、半導体デ

バイスのソフトエラー評価など、幅広い分野で国際共同研究及び産学共同研究を行い、最先端研究を牽引している。 

 

１．教育 

大学及び国の枠を超えた国際共同研究を実施している。核物理研究センターの国際的な環境と国外の連携機関との緊密なネットワークを利用し、学内外の学生に国際標準の教育の場を提

供する。卓越大学院プログラム「多様な知の協奏による先導的量子ビーム応用卓越大学院プログラム」、福島県浜通り環境放射線研修、及び小中学生を対象とした人材育成事業「めばえ適

塾」を実施することにより、次世代を担う卓越した人材を育成する。 

 

２．研究 

サブアトミック科学分野の国際共同利用・共同研究拠点として、関連コミュニティ及び関連機関と密接に連携して、長期的な視野に立ち加速器等の研究支援基盤を整備・高度化するととも

に、それらを用いた国際共同による基礎研究を先導する。また、学内の他部局と連携して、核物理研究センターの持つ専門性を活かした異分野融合研究を推進する。 

 

３．社会貢献（産学連携、社学連携など） 

原子核物理学コミュニティの大学の枠を超えた情報共有と情報発信を中核機関として支援する。また、放射線に関する教育プログラムの実施支援やアルファ線核医学治療の社会実装を目

的とする産学連携拠点の形成等、核物理研究センターの有する高度な専門性と技術力を活かした取り組みを通して社会に貢献する。 

 

４．グローバル化 

国内外の他機関との双方向の有機的なネットワーク、特にカナダ・TRIUMF 研究所及び J-PARC に設置した分室を利用し、国際共同利用・共同研究支援室の機能を活用することにより、

大阪大学が世界に開かれた大学、世界に貢献する大学になることに貢献する。 

 

５．業務運営 

計画的な加速器更新や高度化、中長期的な視点での加速器運転計画の実施、企業との共同研究における適切な利用料の徴収等による徹底的な運営の効率化により、大学附置としては最大

の加速器施設の潜在能力を最大限引き出す。 
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-① 学部共通教

育体制と国

際性涵養教

育体制の強

化 

「未来を担う若者に、放射線と福島を正しく理解する機会を届ける」ことを目的とした大学生・大学院

生対象の福島県浜通り環境放射線測定研修を実施する。研修内容は文理をまたぐ広い学問分野で構

成し、全ての学生が試料採取、測定、議論などに能動的に参加する。参加に際して、学年、文理、国籍

を問わない。福島の復興という社会課題に挑戦することで、新たな社会を創造する人材が育成され

る。 

参加学生：100 名以上 

 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 大熊町の阪大拠点を整備し、年間を通じた教育や研

究が実施できる環境を整える。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 目標を超える阪大生 76 名、他大学生 45 名、国外 16 名の計 137 名が参加した。参加学生の満

足度も高く、地元自治体や学生を送った他大学からの評価も高い。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 これまでの活動が評価され、大熊町から常設の拠点設置のための、研修施設の無償貸与の申し出

を受けた。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-2-① 「知と知の融

合」、「学際融

合」や「社会 

と知の統合」

科目の 充 実 

の た め の 

Double 

Wing 

Academic 

Architectu

re 構想 の定

着化 

卓越大学院プログラム「多様な知の協奏による先導的量子ビーム応用卓越大学院」（PQBA）の実施

を支援する。具体的には、吹田地区 PQBA 事務局を本センター内に設置し、受講生選抜、運営委員会

の実施、RA 雇用業務、海外及び国内研修の実施支援、新たな参画企業の勧誘等を行う。 

受け入れ学生：15 名/年 

 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 新規機関や企業の参画を促すことにより、引き続き

プログラムの充実に努め、多彩な人材を受け入れる

環境を整備する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 過去最高の 40 名の応募者から、目標を超える 19 名を受け入れた。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 情報システム工学専攻から 2 名を含め、5 つの専攻から女子学生 4 名、留学生 3 名を含む多様な

学生を受け入れた。留学生への応募の機会を増やすため、年二回の選抜を行った。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-1-① 

 

 

全ての研究

者が知的好

奇心・探究心

サブアトミック科学分野の国際共同利用・共同研究拠点として、関連コミュニティ及び関連機関と密接

に連携して、長期的な視野に立ち加速器等の研究支援基盤を整備・高度化するとともに、それらを用

いた国際共同による基礎研究を先導する。また短寿命 RI 供給プラットフォームを他大学・機関と連携

更新された AVF サイロトン加速器のコミッショニングを

完了し、サイクロトロン施設での共同利用・共同研究を

再開する。年間 3000 時間以上を共同利用・共同研究
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に基づく基礎

研究を持続

的に実施可

能とする活動

基盤の拡充 

して運営し、有用 RI を用いた基礎研究を推進する。 に供す。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 老朽化対策を早期に実施することにより、故障が原

因での運転停止期間を最小限に抑える。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 目標を大きく超える 4,596 時間の加速器稼働時間を確保した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 大阪大学核物理研究センターが中核機関となり、阪大、理研、国立研究開発法人量子科学技術研究

開発機構（QST）、東北大が連携して、基礎開発・研究用 RI の安定供給とその安全な取り扱いのた

めの技術的な支援を行うRIコラボラティブ学際領域展開プラットフォームが、学際領域展開ハブ形

成プログラムに採択された。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-②  卓越研究分

野が先導す

る部局横断

型大型研究

プロジェクト

の醸成と省

庁・FA への

提案支援に

よる外部資

金獲得体制

強化 

核物理研究センターの持つ専門性を活かした異分野融合研究としてアルファ線核医学治療の早期の

社会実装を推進する新たな拠点を整備する。アルファ線核医学治療の第一相治験、非臨床試験、なら

びに薬剤開発のためにアスタチン-211 を供給する。 

 拠点参画企業数：２以上 

 関連する外部資金獲得額：1000 万円以上（関連部局

総計） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 福島国際研究教育機構（F-REI）の RI 製造事業との

連携を強化する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 拠点参画企業数 ２社（アルファフュージョン株式会社、GE ヘルスケア株式会社）関連する外部資金

獲得額 61,490,000 円を達成した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須）  

 NaAt 薬剤の医師主導治験が順調に進展した。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-④ 研究環境整

備・学際融合

機械の創出、

グローバル化

の奨励など

若手研究者

に対する積極

的な支援 

データ収集基盤室を整備し、世界に先駆けて、ストリーミング型データ収集システムを実現することに

より、国際的なトレンドを先導し、広帯域データ転送・解析コアモジュールを基盤技術とする新たなデ

ータ収集システムの普及と国際標準化を図る。 

学内に設置する他大学・機関の分室数：１以上 

 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 高速データ収集システムの開発とその標準化を目指

す開発共同体である SPADI アライアンスを組む

KEK、東京大学、理研との連携を強化する。 自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

  R5 年 7 月に高エネルギー加速器研究機構（KEK）・物質構造科学研究所の分室を設置した。 
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主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-1-① 

 

 

 

 

 

3-1-③ 

 

産学共創の

拡大と大型

共同研究の

拡充 

 

 

大学発ベンチ

ャーの創出・

育成 

アルファ線核医学治療社会実装拠点の整備により、学内の他部局と連携して、大型共同研究の実施及

び大阪大学発ベンチャーによる薬剤開発のパイプライン化を推進する。 

関連する共同研究による民間資金受入れ額：1000 万

円以上（関連部局総計） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

V：計画を大きく上回って達成している 
 アルファフュージョン社との連携を強化する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 民間資金の受け入れ額は目標を大きく超える 61,490,000 円であった。  

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 民間との共同研究により第 2 薬剤の医師主導治験の準備が順調に進んだ。 

主要取組

番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

5-２-① 

 

海外の有力

大学等との

戦略的組織

関 連 系

（GKP ）によ

る世界的に

卓越した研究

拠点の形成 

グローバルナレッジパートナー（GKP）である UBC のキャンパスに隣接する TRIUMF 研究所に設置

した分室を利用し、学生の派遣体制の強化や国際共同研究の支援を実施する。 

TRIUMF/UBC への派遣学生数：１以上 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 TRIUMF との連携を強化するために、TRIUMF の

執行部と直接会って議論する機会を設ける。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 2 名の学生を TRIUMF に派遣した。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 2 名のうち 1 名はM1 の学生であったが、特別な支援を行い学生の希望通り長期滞在を実現した。 
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部局名：サイバーメディアセンター 

 計画・評価委員会 検証コメント  
計画・評価委員会 検証コメント 

OU マスタープラン達成に向けて、順調に進んでいる。 

【優れた点】  

 2-2-③ データ基盤の整備と、それを活用した学際共創プロジェクトについて、目標を上

回る 8 件を推進し、データ駆動型研究の加速に貢献している。 

 3-2-① ５G/Beyond５G（６G）技術を活用した DX 推進に資する先端研究として、豊中

キャンパスでの実装実験を含む研究を実施している。 

 4-1-③ 授業支援システム CLE、講義映像収録配信システム Echo360、双方向授業シス

テム Blackboard Collaborate Ultra の各システムとも、安定したサービスを提供し、

安心・快適な情報インフラ整備に貢献している。 

 4-2-② GakuNin RDＭとＯＮＩＯＮの連携、独自の公募型利用制度等を通じて、センタ

ーの共同研究課題の支援件数が計画以上の成果をあげている。 

【今後期待する点】  

 1-1-⑤ PLS 講習会など、教室の利用に関する技術的サポートと協働学習を実現するた

めの FD など、引き続き、FD 研修及び ICT 等技術支援の実施が期待される。 

 2-2-③ データ集約基盤 ONION への学内研究データの収容促進により、データ駆動型

研究の推進が期待される。 

 4-1-② LA 基盤の本番環境の移設（OUID システムによる認証・アクセス制限）や、教育・

学修データ利用ポリシーの策定など、学修データを収集・利活用するための教育用情報基

盤整備の推進が期待される。 

 4-3-① データ駆動型大学を目指す本学において、ＯＵ人財データプラットフォームは重

要な基幹プラットフォームとなることが期待される。 

 

 部局の強み・特色を活かすための基本理念 

サイバーメディアセンターは、高度情報化社会の形成と発展を支える教育研究基盤の研究開発を目的とし、学際・融合科学の創成と実践を進め、先進的教育研究環境の構築を支援してい

る。また、学術研究・基礎研究の強化のために、共同利用・共同研究拠点施設の高度化とそれを利用した学際的な共同研究を推進し、学際・融合科学分野の発展や教育研究基盤の高度化・発

展に貢献することを特色としている。加えて、本学の教育・研究・大学経営を支える情報基盤の高度化・発展に向け、35％のエフォートを教育研究支援業務に充て、全学共通情報基盤の整

備・運用を推進し、教育系・業務系等各種システムの構築・運用支援を行うことにより、大学運営業務の効率化と円滑化に貢献している。 

 

１．教育 

大学教育のグローバル化に資する高度な情報通信技術（ICT）を活用した教育環境の構築・整備を支援するとともに、教員が多様なメディアを高度に活用して行う授業を円滑に実施するた

めの支援を行う。さらに、スチューデント・ライフサイクルサポートセンター（SLiCS センター）と協力しながら、コロナ新時代を見据えたブレンデッド教育、オンライン・エンロールメントを支え

る安心・快適な情報インフラの整備や、入学前から在学中、卒業後まで「阪大生」を重要なステークホルダーとしてサポートするラーニング・アナリティクス、学修データを収集・利活用するた

めの教育用情報基盤の構築を通じて、学生に対する学修機会の継続的提供に向けた中心的役割を、全学支援の取組として担う。 

 

２．研究 

大規模計算機システム・研究データ集約管理基盤・大容量ネットワークを有する共同利用・共同研究拠点施設の維持、高度化とそれを利用した学際的・融合的な共同研究を推進する。学術研

究基盤においてはデータビリティフロンティア機構、図書館、研究推進部等と協力し、データを活用した研究の推進に努める。さらに、社会との共創や異分野融合につながる研究として、先

導的学際研究機構 DX 社会研究部門、「『新たな防災』を軸とした命を大切にする未来社会研究部門」での研究を推進する。さらに、ＯＵマスタープラン実現加速事業として Digital Twin 

Living Lab service の創出に向けた研究を開始し、現在のリソース・インフラ提供型サービス上に、データ駆動型研究に密接したデータアナリシス志向のアプリケーション、及びソフトウェ

アの開発と実行を同時にかつ対話的に進行させることを可能とするような高度なサービスを実現し、DX in Research を具現化する。 

運用と研究を兼ね備えた高度な情報基盤人材はますます確保が難しくなってきており、テニュアトラック制度を導入するとともに、魅力ある研究環境の構築に努めていく。若手や女性研究

者を特に応援する重点経費による支援制度を引き続き運用する。 

 

３．社会との共創（産学連携、社学連携など） 

共同利用・共同研究拠点の特徴を生かした計算科学分野の若手人材育成や、情報科学技術に関する社会的ニーズと技術的シーズの相互理解を深め、研究成果を広く発信して、産学連携を

推進する。さらに、研究データ基盤の整備・高度化及びこれらを活用したデータ駆動型研究の拡大・促進に取り組むことで、高付加価値でインパクトの高い研究を創出する基盤を実現する。

特に、先導的学際研究機構 DX 社会研究部門、「『新たな防災』を軸とした命を大切にする未来社会研究部門」での活動の中でうめきた社会連携スペース Vislab Osaka を中心に進めてい
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 OU マスタープラン 2027・OU アクションプランの達成に資する年度計画 

く。これらが生み出すイノベイティブな成果を社会実装につなげるための支援を行い、その過程を通じて新たな課題を分析し、それをさらに基礎研究に還元して研究の好循環を築き、一層

大きな革新的価値を生む、研究開発エコシステムを実現する。また、高校生からの計算科学教育として、スーパーコンピューティングコンテストを開催する。 

 

４．グローバル化 

OU マスタープラン実現加速事業の”Digital Twin Living Lab service の創出”が採択されれば、Digital Twin 上に全ての人が参加できる大阪大学、いつでもどこでも安心して学べ

る・働ける大阪大学、すなわち、Diversity & Inclusion の実現を目指す。デジタル変革を世の中とともに進めていく大阪大学を、本学の情報システムの実現すべきビジョンとして掲げ、

世界に類をみない DX 化を進めることで、大学のグローバル化に貢献する。センターとしては、先導的学際研究機構 DX 社会研究部門と協調しながら、大学間協定を締結するカリフォルニ

ア大学サンディエゴ校とデータサイエンスやサイバーインフラに関する国際連携を推進する。また、上海交通大学とのスマートシティ連携、HeKKSaGOn Data science WG での活動を

継続する。 

 

５．業務運営 

OUDX 推進室・情報推進本部・情報セキュリティ本部・情報推進部と連携し、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した教育研究環境、キャンパスネットワーク（ＯＤＩＮＳ）、全学ＩＴ認証基盤システム、キ

ャンパスクラウドシステム等の全学共通情報基盤の整備・運用を推進し、各種業務システムの構築・運用支援を行う。また、教育・研究・業務運営活動に関連する情報システムが全学に散在

し、複雑に連携しているところ、これらのデータ連携を強化・円滑化する。これにより、IR やデータに基づく政策決定及び評価を容易に行えるよう整備し、エビデンスベースの大学経営を加

速化するとともに次世代の OUDX 推進に取り組む。 

オープンサイエンス推進室の下、国立情報学研究所（NII）の 「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業」の人材育成チームとして参画し、学内外のデータ基盤を整備し、オー

プンサイエンスを推進する。 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-③ Student 

Life-

Cycle 

Support 

System

とその活用

に よ る 教

育・研究指

導体制の強

化ならびに

運営体制の

整備 

 データ・ガバナンス体制の確立、教育データの集約に向けた環境整備。 

SLiCS と連携し、学修・学生支援に必要な情報・データについて、集約の準備を進める。 

【定量的指標】 

 SLiCS 対象学生数  

（数値については SLiCS でのデータの所在確

認及び整理の進捗状況とかかわることから、単

独では設定できない） 

 

【定性的指標】 

 学内における教務・学生に関連する情報・デ

ータの所在確認、整理 

 学修・学生支援に必要な情報・データの抽出 

 教育データ収集、統合、解析システムの仕様

策定 

（実用化に向けた準備期間であり、実績の数

値化は困難である） 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 データ・ガバナンス体制の確立の一環とし

て、教育・学習データ利活用ポリシーについ

て、SLiCS センターを中心に本学の学修デ自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】 

 令和 5 年度は前年度にテスト環境に構築した授業支援システム、講義映像配信システム、ビデオ視聴記録システ

ムの利用ログデータをデータクラウドに集約するシステムを本番環境である OU 人財データプラットフォームに

移設できた。 

 学務情報システムの一部データも収集を開始した。また、授業支援システム、ビデオ視聴記録システムについて

は、データ分析に必要なデータを拡充した。 

ータ利用ポリシーの策定を進める。 

 データ分析を進め、その結果に基づき、デー

タマートの整備や必要なデータの拡充を進め

る。 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

2-2-③ 次世代 AI

技術による

データ駆動

型研究の加

速 

 サイバーメディアセンターの運用するスパコンやネットワークなどの研究基盤に加えて、全学のデータ基盤の整

備、活用を、データビリティフロンティア機構などと協力しながら推進する。 

 データビリティ研究用基盤のプロトタイプシステムを拡大する。 

 データビリティサイエンティスト育成。 

 Society5.0 実現化研究拠点事業の一環として、Personal Life Record 基盤の構築を行い、センサー情報

を利活用するマルチモーダルな学習活動の分析を行う研究を実施する。 

【定量的指標】 

(1)-2-1 

 データ基盤の整備と、それを活用した新規プ

ロジェクト数５件 

 学際共創プロジェクト数 ５件 

 

【定性的指標】 

 研 究 デ ー タ 集 約 基 盤 ONION （ Osaka 

university Next-generation 

Infrastructure for Open research 

and open InnovatioN）への研究データ

の蓄積を開始し、次年度以降に実施する研究

データ管理基盤(GakuNin RDM)との連携

に向け、本学データポリシーに則った管理を

行っている。 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 データ集約基盤 ONION を中核とし、学内研

究データの収容・管理を推し進めるととも

に、当該データを活用したデータ駆動型研究

を加速する。 

 データ集約基盤 ONION への学内研究デー

タの収容促進に伴い、当該基盤を安定的か

つ継続的に推進していくための予算・人材の

育成・確保が必要不可欠である。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 学内複数拠点を高速ネットワークで整備する大学債によるデータ基盤整備を推進している。 

 先導的学際研究機構 DX 社会研究部門 DX プラットフォーム研究領域、DX 通信基盤研究領域、健康 DX 研究

領域を通じた情報科学研究科、レーザー科学研究所、コアファシリティ機構、医学系研究科、歯学部附属病院と

の共創を推進している。 

 先導的学際研究機構「新たな防災を軸とした命を大切にする未来社会研究部門」にも参画し、データ活用による

研究推進も推進中である。 

 Society5.0 実現化研究拠点事業は、今年度から、第２ステージの取組がスタートした。 

 NII との「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業」を通じて、図書館とともに人材育成事業

「研究データ管理を支援する人材の育成」に参加し、ONION と機関レポジトリ OUKA を連携させ

OpenScience にむけた試験環境を整備するとともに、データ駆動型研究の加速のための人材育成を進めて

いる。 

 さらに、本年度より歯学部附属病院とともに「健康医療データの質を保証する安全安心な医療 AI サービスプラ

ットフォームの構築」を推進している。 

 データビリティフロンティア研究機構との連携により、データ集約基盤 ONION、スーパーコンピューティングシ
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ステム SQUID を中核としたメタバース研究基盤の整備・構築を推進している。 

 コアファシリティ機構の推進する「コアファシリティの構築」事業にも参画し、学内の研究設備・機器を、研究機関

全体の研究基盤として戦略的に導入・更新・共用する仕組みつくりで共創している。 

以上、学際共創プロジェクト 8 件を推進している。 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

3-2-① 社会のステ

ークホルダ

ーと協働し

た SDGs

実現のため

の基盤整備 

 全国に先駆け取り組んできた社会実装等から基礎研究への組織的なフィードバック体制をより堅固なものと

し、企業やパブリックセクターとの共創を通じた社会課題の解決を実践する。 

 OU マスタープラン実現加速事業により、Digital Twin によって全ての人が参加できるメタバース空間「繋が

る大学」の実現を目指した研究開発を開始する。 

 SDGs 実現のための基盤整備として、IT コア棟：ハウジングサービスの効率的で安定的な運用を推進する。 

 情報科学研究科などと連携した先導的学際研究機構 DX 社会研究部門の推進、うめきた社会連携拠点を活用

した協奏活動を推進する。 

【定量的指標】 

 SDGｓ関連プロジェクト数 新規３件 

 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 Beyond5G の研究、サービス展開につい

て、 Data Analytics Platform や OUID

など他のサービスとの連携により OUDX の

発展を推進のためのプロジェクトを新たに開

始していくと共に、本サービスを活用した研

究プロジェクトも立ち上げていく。 

 先導的学際研究機構 DX 社会研究部門およ

び Beyond5G 推進コンソーシアムとの連

携 に つ い て 、 引 き 続 き

5G/Beyond5G(6G)技術を活用した DX

推進に資する先端研究を行う。この際、課題

の性質上実装実験・社会実験が必要になる

が、こうした実験の事前準備には周囲の理解

を得ることや日程調整等の面で留意点が多

く、作業のシステム化が課題である。そして、

本期間中と同様に成果報告と研究交流を目

的としてシンポジウムを 1 度/年程度の頻度

で開催する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 Beyond5G の研究、サービス展開について、これまでの進展に加えて OU マスタープラン実現加速事業によ

る事業としての裏付けを得て、総務省よりローカル 5G 無線局の免許を取得し、限定的ながら豊中地区で 5G

通信サービスの提供を開始した。 同事業により、Digital Twin によって研究・教育のためのメタバース空間

「繋がる大学」のための 研究グループにて、前記サービスを有効に活用した Beyond 5G 研究を推進してい

る。 

 また、同事業により、各研究室の STEM 研究環境を統一的にサービスとして提供することで人的および 電力

等のエネルギー資源等の重複・無駄を廃するため、Data Analytics Platform サービスについても同様に研

究グループを設立し、研究開発を継続している。今年度は授業において JupyterHub(Julia、 Python、 R

等マルチパーパス統合環境)の運用を開始し、順調に運用できている。 また、教員による研究用途に応える際に

必要となると想定される経費処理手続きについて検討を開始した。 

 研 究 者 集 団 ・ 学 術 領 域 の 形 成 の 推 進 に と り く み ( そ の 過 程 で 研 究 紹 介 動 画 を 作 成 ) 、 特 に

5G/Beyond5G(6G)技術を活用した DX 推進に資する先端研究として豊中キャンパスでの実装実験を含む

研究を実施した。また、成果報告と研究交流を目的として”大阪大学シンポジウム ～6G 社会の実現に向けた革

新的技術開発～” (2024 年 1 月 24 日先導的学際研究機構 DX 社会研究部門主催、Beyond 5G 推進コン

ソーシアム協賛)を開催し、当 DX 社会研究研究部門からは 3 名の教員が講演とパネルディスカッションを行っ

た。参加者数は 200 名(うち現地 50 名)で、大いに議論が盛り上がり、大阪大学における Beyond 5G 研究

のプレゼンスを大きく向上することができた。 

 IT コア棟ハウジングサービスについては、学内の事務用汎用機などを扱うなど、引き続き安定的に運用してい

る。  

 歯学部附属病院との連携事業「健康医療データの質を保証する安全安心な医療 AI サービスプラットフォームの

構築」が、今年度、文部科学省「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業」に採択される等、他研

究科と連携した SDGs 実現に向けたプロジェクトに取り組んでいる。 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 
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4-1-① 入学前から

在学中、卒

業 後 ま で

「阪大生」を

重要なステ

ークホルダ

ーとしてサ

ポートする

基盤の構築 

 LA 基盤（LA：Learning Analytics（学習データ分析））で収集した学修データ（講義動画の視聴ログ、学修管

理システムの利用ログ等）を学生に可視化するためのダッシュボードのプロトタイプ構築 

 令和 6 年度導入予定の次期 LMS（（LMS：Learning Management System（学習管理システム。）本学で

は授業支援システム CLE：Collaboration and Learning Environment のこと）と連携可能な e-

Portfolio（進路指導や就職活動等で用いることを目的として、学生が自身の学習活動から特定の第三者に選

択的に公開したい内容を収集したもの）サービスの導入に向けた検討 

 予算確保できた場合、CRM：Customer Relationship Management（問い合わせの一元管理システム）

を用いた学生向けワンストップサービスの導入 

【定量的指標】 

 各種学生からの問い合わせから問題解決ま

での平均時間 (2 営業日以内を維持) 

 学生アンケート等による満足度５０％ 

 

【定性的指標】 

 学生向けダッシュボード・個別適応型学習支

援アプリケーションの運用が開始される。 

 CRM を用いた学生向け問い合わせ窓口の

運用方針が決定され、ワンストップサービス

の導入が試行される。（実用化に向けた準備

期間であり、実績の数値化は困難である） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 令和 6 年度においても、計画どおり進めるよ

う、学内リソースの優先順位を踏まえ実行す

る予定。   自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 学生向け LA ダッシュボードの検討については、初年次必修の一般情報教育科目「情報社会基礎・情報科学基

礎」で収集した視聴ログデータを中心に、可視化の方法について検討を進めた。検討によって明らかとなった、

追加で必要なデータならびにデータの加工については翌年度以降に、拡張・改修を進める予定である。  

 学生向けの問い合わせの一元管理システムについては、翌年度から OUMail を対象にサービスを開始する予

定で、令和 5 年度は学内関係部署と連携し、SSO 連携など問い合わせサイトなどの整備を進めた。  

 e ポートフォリオシステムについては、サービス提供部署と連携し、ポートフォリオで扱う項目を検討するなど、

仕様設計を進めた。  

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-1-② 学修データ

を収集・利

活用するた

めの教育用

情報基盤の

整備、制度

設計、人材

養成 

 令和 4 年度に構築した LA 基盤を検証する。（LA：Learning Analytics（学習データ分析）） 

 初年次必修の一般情報教育科目「情報社会基礎・情報科学基礎」をはじめとする一部コースを対象に、収集した

学習行動データの解析を進め、教員向けダッシュボードの仕様策定とプロトタイプ開発を行う。 

 SLiCS センターと連携し、LA 基盤の運用ルールを検討する。 

 LMS の学習行動データが保存できる LRS を選定し、テストサーバでデータ連携がスムーズに行えるか検証す

る。 

 教職員向けダッシュボードの開発に向けて、仕様を策定する。 

【定性的指標】 

 LRS で収集・管理する学習データ、学習デー

タのフォーマット、システムアーキテクチャ等

の仕様が策定される。 

 教職員向けダッシュボードの仕様が策定され

る。 

 学習データマネジメントに係る検討 WG を設

置し、学習データの利活用ガイドラインの策

定に向けた課題が整理される。（実用化に向

けた準備期間であり、実績の数値化は困難

である） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 令和 6 年度においても、計画どおり進めるよ

う、学内リソースの優先順位を踏まえ実行す

る予定。   自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】  

 LA 基盤については、令和 5 年度は令和 4 年度に構築したプロトタイプシステムを本番環境（OU 人財データプ

ラットフォーム）に移設する作業を進めた。本番環境では、全学の統合 ID 基盤「OUID（Osaka University 

IDentity）システム」による認証・アクセス制御を行う。 

 教員向け LA ダッシュボードの検討については、4-1-①と同じく、初年次必修の一般情報教育科目「情報社会基

礎・情報科学基礎」で収集した視聴ログデータを中心に、可視化の方法について検討を進めた。検討によって明

らかとなった、追加で必要なデータならびにデータの加工については翌年度以降に、拡張・改修を進める予定で

ある。 

 教育・学習データ利活用ポリシーについては、 OU 人財データプラットフォームの構築と並行して、関係者で実

運用に向けた課題の洗い出しを行った。令和 5 年度での議論に基づき、翌年度以降、本学の学修データ利用ポ

リシーの策定を進める。 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-1-③ ブレンデッ

ド教育 、オ

ンライン・エ

ンロールメ

ントを支え

る安心・快

適な情報イ

ンフラの整

備 

 

 ヘルプデスクを支援するためのサービスの導入など、各種サービスを運営するための体制を引き続き整備す

る。令和 6 年度に稼働が開始する次期 LMS の調達について、仕様策定及び調達を進めていく。 

 語学学修においては、メディア授業を支援するアプリケーションの導入と効果的な授業実践方法についてのFD

を定期的に実施し、学内の特に語学教育におけるブレンデッド教育の基礎を築く。 

 オンライン学力評価については予算要求を含め、引き続きシステムの詳細について検討を進めるとともに、既

存の剽窃チェックツールの利用を全学に周知していく 

 授業支援システム CLE、講義映像収録配信システム Echo360、双方向授業システム Blackboard 

Collaborate Ultra、及びロイロノート・スクールを発展整備し、ブレンデッド教育に柔軟に対応できる教育学

修支援情報基盤を全学に提供する。 

 オンライン環境下やハイブリッド環境での個別学力評価を公正に行うための仕組みを導入する。 

【定量的指標】 

(3)-1-2 

 サイバーメディアセンターが提供するサービ

スを活用したブレンデッド教育実施科目の開

講状況 20％程度 

（3)-4-1 

 主催または共催する、ブレンデッド教育の能

力を高めるための FD に関するオンデマンド

形式のコンテンツの蓄積数 15 件程度 

(3)-4-2 

 ブレンデッド教育関連の FD 研修・イベント及

び ICT 等技術支援の実施状況及び受講者の

満足度５０% 

 

【定性的指標】 

(3)-6-2 ブレンデッド教育実施科目の開講状

況 

 ブレンデッド教育に移行した科目数（以下の

指標については、全学ブレンデッド教育の移

行状況に左右される。感染症対策が不要に

なった場合、対面教育が推奨されることも予

想されるため、定量的指標とするのは難し

い） 

 授業支援システムの利用科目数およびアクテ

ィブユーザ数（ブレンデッド教育の実施率に

沿って推移していること） 

 講義映像収録配信システムの利用時間およ

びユーザ数（ブレンデッド教育の実施率に沿

って推移していること） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 
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Ⅲ：計画を達成している 
 令和 6 年度においても、計画どおり進めるよ

う、学内リソースの優先順位を踏まえ実行す

る予定。   自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 授業支援システム CLE、講義映像収録配信システム Echo360、双方向授業システム Blackboard 

Collaborate Ultra は、今年度も安定したサービス提供を行えた。また、次期 LMS の調達について仕様策定

及び調達を完了し、令和 6 年度以降の次期 LMS を決定した。  

 オンライン環境下やハイブリッド環境での個別学力評価を公正に行うための仕組みは、CLE と連携したレポート

剽窃チェック・採点フィードバックツールを全学に提供して実現できた。  

 PLS の講習会 5 回ならびに iPad cafe9 回の FD を定期的に実施し、様々なアプリケーションを使用した語

学学修についての情報共有を行い、効果的なブレンデッド教育の実施支援を行った。 

 ブレンデッド教育実施科目の開講状況（ICT 等を活用した教育による授業科目数／全科目数） 

令和５年度実績・・・７６％（令和 4 年度実績・・・７４％） 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 各システムとも安定したサービスが提供でき、安心・快適な情報インフラの整備が提供できた。 

 次期 LMS の調達においては、より競争性を高めた調達となるように要求仕様に工夫を重ね、その結果、現行

LMS よりも年間約 1,000 万円のコスト削減を実現した。なお、LMS の契約期間である 3 年総額では約

3,000 万円のコスト削減となる。 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

1-1-⑤ 

（4-1-

③に関

連する

項目） 

対面授業と

メディア授

業の併用に

よ る 「 ブ レ

ン デ ッ ド 」

教育体制の

確立 

ブレンデッド教育の普及を推進するための体制の構築 

 ブレンデッド教育を円滑に導入するための研究環境整備への協力。 

 科目の特性に応じたメディア授業への転換への協力。 

 ブレンデッド教育実施における教育支援システムの充実。 

 教員および学生に対する技術的サポート体制の拡充と必要な技術知識をもつ職員の配置。 

 

【定量的指標】 

(3)-1-2 

 サイバーメディアセンターが提供するサービ

スを活用したブレンデッド教育実施科目の開

講状況 20％程度 

（3)-4-1 

 主催または共催する、ブレンデッド教育の能

力を高めるための FD に関するオンデマンド

形式のコンテンツの蓄積数 15 件程度 

(3)-4-2 

 ブレンデッド教育関連の FD 研修・イベント及

び ICT 等技術支援の実施状況及び受講者の

満足度５０% 

 

【定性的指標】 

(3)-6-2 ブレンデッド教育実施科目の開講状

況 

 ブレンデッド教育に移行した科目数（以下の

指標については、全学ブレンデッド教育の移

行状況に左右される。感染症対策が不要に

なった場合、対面教育が推奨されることも予

想されるため、定量的指標とするのは難し
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い） 

 授業支援システムの利用科目数およびアクテ

ィブユーザ数（ブレンデッド教育の実施率に

沿って推移していること） 

 講義映像収録配信システムの利用時間およ

びユーザ数（ブレンデッド教育の実施率に沿

って推移していること） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 オンデマンド形式のコンテンツは、今後の状

況の変化に対応すべく引き続き定期的なア

ップデートを続けていく。  

 オンラインの相談会は参加者が減少傾向に

あるので、内容を検討し、ブレンデッド教育

で利用できるツールの情報公開や利用支援

を継続して行う。  

 PLS 講習会など、教室の利用に関する技術

的サポートと協働学習を実現するための FD

を実施する。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 FD 研修については、オンデマンド形式による開催を大阪大学 CLE 上で周知した。また、次年度における大阪

大学 CLE の新ユーザインタフェースへの移行に向けて、各キャンパスで講習会を実施することで、構成員の新

ユーザインタフェースへの習熟を図った。 

 サポートツールとしての Zendesk の導入範囲を検討し、支援体制の強化を図った。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 ブレンデッド教育実施科目の開講状況（ICT 等を活用した教育による授業科目数／全科目数） 

令和５年度実績・・・７６％（令和 4 年度実績・・・７４％） 

 ブレンデッド教育関連の FD 研修として Zoom+α 相談会や iPad café を継続して行なっている。  

  以下、2023 年度の実施回数と参加者  

  Zoom+α 相談会：14 回、46 名  

  iPad café：9 回、100 名  

  PLS 講習会：4 回、21 名 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-2-① 研究・実験

機器の自動

化 、 遠 隔

化、共用化

を支えるプ

ラ ッ ト フ ォ

ームの構築 

研究・実験機器の DX 化 

 全学研究データコラボレーション・リサーチデータイノベーションシステムを ONION に接続し、全学研究共創に

活用する。 

 OU マスタープラン実現加速事業により、各部局・学科・研究室に設置されている計算・データ処理用計算機環

境について JupyterHubなどのマルチユーザ集約計算機環境サーバの構築および提供の可用性を推進する。 

【定量的指標】 

(13)-1-2 

JupyterHub による試験的サービス学内提

供の拡大(授業数 5, 利用学生数 50 人) 

 

【定性的指標】 

(13)-1-2 

コアファシリティ推進体制の構築 

システムを利用したデータ利活用の開始と拡大 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

Ⅲ：計画を達成している 
 JupyterHub の運用を継続・発展させ、サ

ービス利用者の人数的拡大と、教員・研究者

等、学生以外の利用者層への利用促進を図自己評定の理由／特記事項 
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【自己評定の理由】  

  コアファシリティ機構とは、「コアファシリティの構築」事業、先導的学際研究機構 DX 社会研究部門 DX プラッ

トフォーム研究領域において深く連携を進めながら、研究・実験機器の ONION への接続を通じたデータ利活

用の開始、人材育成を進めている。また、レーザー科学研究所の推進するパワーレーザーDX プラットフォーム

での ONION の試験運用・評価、産業科学研究所のマテリアル DX での ONION 利用などを通じて学内の研

究・実験機器の共用化をささえるプラットフォームを推進している。 

 今年度は授業において JupyterHub の運用を開始し、順調に運用できている。 

る。 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-2-② オープンサ

イエンス（オ

ープンデー

タ＆オープ

ン ア ク セ

ス）研究環

境の強化 

4-2-②-1 

 研究データポリシーに基づく運用 

 研究データ管理基盤(GakuNin RDM)提供（ONION と連携） 

 研究データ公開試行(ONION との連携開始)、大阪大学学術情報庫 OUKA（Osaka University 

Knowledge Archive）の機能改修 

2.4-2-②-2 

 協力部局への ONION 試験拡充と課題整理 

 研究データ集約基盤の事業化に関する要件・課題の検討 

3.4-2-②-3  

 民間クラウド、データ活用社会創成プラットフォーム基盤システム（mdx)との連携基盤整備による広域連携環

境整備・拡充 

 スーパーコンピュータ「高性能計算・データ分析基盤システム(SQUID：Supercomputer for Quest to 

Unsolved Interdisciplinary Datascience)」 の運用 

 スーパーコンピュータ OCTOPUS：Osaka university Cybermedia cenTer Over-Petascale 

Universal Supercomputer の運用・スーパーコンピュータ OCTOPUS の更新計画立案と運用 

 

【定量的指標】 

 研究データストレージ協力部局数（3） 

 研究データストレージの総容量（660TB） 

 JHPCN 12 件 

 HPCI 15 件 

 サイバー独自の支援件数 18 件 

 

【定性的指標】 

(7)-2-2 

研究データポリシーの制定等のオープンサイエ

ンスの推進体制（研究データポリシーの制定、） 

 ONION へのデータ集約容易性(利用者とな

る研究者、産学連携企業研究者視点) 

 OCTOPUS の安定運用および更新(令和７

年９月 1 日後継機導入予定)のための準備

(仕様策定等） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 試験運用中のデータ集約基盤 ONION への

学内研究データの収容促進に伴い、当該基

盤を安定的かつ継続的に推進していくため

の予算・人材の育成・確保が必要不可欠であ

る 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】  

 スーパーコンピュータ SQUID 及び OCTOPUS を安定的かつ継続的に高性能な計算性能を提供する運用を

行えている。また、電力事情の急激な変動に対応できる柔軟な利用負担金制度を立案・実施し、安定的な経営状

態を確立している。試験運用中のデータ収容基盤 ONION は、2-2-③、4-2-①に記したように、学内複数部局

からの利用が開始されており、大学債による拡充を鋭意進めている。 

 また、2024 年 3 月に、東京大学を中心とする国内計算機センターとの共同調達により、mdxⅡを当センター

に設置する。また、当該 mdxⅡをさらに拡張する補正予算が採択され、2025 年 3 月をターゲットに調達を進

めている。 

 GakuNinRDM と ONION の連携はすでに整備・完了済みである。また、全国の大学計算機センターおよび研

究拠点と連携して推進する JHPCN、HPCI、独自の公募型利用制度を通じて、本センターが支援する共同研究

課題は昨年度に比べて増加している。このように計画以上の成果が得られている。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 
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 ONION-OUKA 連携モジュール開発 1 件 

 サイバー独自公募制度新設「世界と伍する学生育成特設枠」支援件数 8 件 

 研究データストレージ協力部局数（9）  

 研究データストレージの総容量（660TB）  

 JHPCN 1５件  

 HPCI 18 件  

 サイバー独自の支援件数 28 件 

主要取

組番号 

ＯＵＭＰ 

主要取組 
年度計画 成果指標 

4-3-① OUDX 基

本方針に基

づく各種シ

ステムの導

入 

 OUID（OU-Identity）システムの運用体制を確立して、令和６年度からの正式運用を目指す。 

 構成員向けのデジタル学生証及び職員証利用における課題を抽出し、教職員向けグループウェア ICHO：

Information and Communication Hub in Osaka university との連携を進める。 

OU ゼロトラストシステム（EDR：Endpoint Detection and Response）を利用した、インシデント対応時

の計画を策定する。 

 iLPsOU：Information Linkage Platform for Systems in Osaka University の取組として，人事

給与及び学務システムを中心とした人に関わるマスターデータを構築する。 

 これにより、SLiCS におけるスチューデントライフサイクルに関わる業務を支援する。また、マスターデータの構

築に加え、システム内製化を推進し、学内業務の改善を図る。 

【定量的指標】 

 OUID システムの施設（入退室管理）連携２

棟 

 

【定性的指標】 

 OUID システムのパイロット版のトライアル

をテスト機(iPhone および Android)に導

入し試験を実施する。 

 利用者テストを開始し問題点を抽出する。 

 OUID システムと学内システム（ICHO)連携

に係るガイドラインを整備し、マニュアル化を

行う。 

 テレワークに対応した事務用ラップトップ

PC1600 台に導入した OU ゼロトラストシ

ステム（EDR）から取得した情報を集約し、イ

ンシデント対応時の計画を策定する。 

 iLPsOU 初期機能調査等(全学的に活用可

能なマスターデータについての検討を開始

するとともに，一部のデータを提供する体制

を整える）、個人データに対する名寄せ作業

の自動化及び多国籍対応、データ利用ポリシ

ー策定、学内 IT 人材育成 

 データに関わる新規学内企画及び業務支援

(データ活用部局数，データ活用企画検討及

び実施数，新規データ収集数，異種データ結

合企画数，講習開催数及び参加人数など) 

 データに関わる業務効率の改善(データ収

集・解析・可視化業務所要時間，データ粒度

の詳細化など) 

（実用化に向けた準備期間であり、実績の数値

化は困難である） 

各部局としての自己評定 今後の対応・課題 

IV：計画を上回って達成している 
 OU 人財データプラットフォームでのデータ

活用フォーマットについて、一元管理したデ
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自己評定の理由／特記事項 ータそのままでは、様々な分野で効果的な利

活用は難しいため、各分野に最適なデータフ

ォーマットが形成できるよう、部局間との調

整を継続して行っていく必要がある。 

【自己評定の理由】  

 OUID の顔認証入館システムにおいては、吹田本部棟を始め吹田・豊中キャンパスの計８棟の施設に設置し、当

初目標を大幅に上回る結果となり、全学共通インフラとして環境を整備することができた。 

 iLPsOU の構築だけにとどまらず、ここで作成したデータを源泉とし、本学の人的情報を一元化して管理する

基盤「OU 人財データプラットフォーム」の構築を開始した。本プラットフォームは、様々な分野（教育・研究・経営

等）での効果的な活用が期待されており、本学の統合報告書にも掲載されていることや、R6 年度の OU マスタ

ープラン実現加速事業の学内審査を通過して予算措置がなされるなど、まさに本学の最重要施策の一つとして

認められたといえる。 

 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（自己評定Ⅳ・Ⅴの場合は必須） 

 OU 人財データプラットフォームは、本学に関わるコミュニティ（受験生・在学生・卒業生・教職員等）の人財情報

を集約・共有・連携し、構成員の情報を１つにつなぐことで、様々な分析・可視化が可能となり、様々な分野（教

育・研究・経営等）での効果的な活用が期待でき、今後データ駆動型大学を目指す本学では、大学全体の重要な

基幹プラットフォームとなる期待が非常に高い。 
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